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はじ め に

　昨今、食をとおした地域活性化を目的とした取り組みが、
全国各地で推進されています。これらの取り組みを支援する
多くの事業が各省庁および地域の自治体により展開されてお
りますが、新商品開発や新たな販路開拓等、部分的な成果が
多く、産業の創出、イノベーションの促進、生産性の向上、食
料自給率の向上、地域活性化など、大きな成果達成や波及
効果の創出に至るケースはあまり多くありません。より大きな
成果の達成には、地域の研究機関や大学などの中核拠点担
当者等、地域の食料産業を支援する立場のみなさまが情報
共有するためのプラットフォームを形成し、地域ポテンシャル
の洗い直しと、地域の特徴を踏まえた戦略的な整理・分析お
よびその結果を踏まえた活動の推進が必要です。 
　地域の食料産業等を支援する関係者が意見交換できる
場を設け、各機関が有する情報を共有化することができれ
ば、地域として新たな商品開発や技術開発を行う上で、これ
まで以上に、効率的且つ効果的な成果達成が見込まれます。 
　これからの地域連携の取り組みは、各中核拠点同士の情
報共有により、広く食品関連事業者のみなさまへの支援の輪
を広げ、広範に点在する新事業の芽を地域といった面として
連携し、実施していくことで、地域戦略に即した連続的な技術
開発・商品開発等の実施や恒常的な情報交流の場（プラット
フォーム）の形成等が図られると思われます。 
　このたび、高知県では、高知大学、高知県食料産業クラスタ
ー協議会、高知県庁（計画推進課、工業振興課、産地づくり
課、高知県工業技術センター）の担当者が参集して高知県地
域戦略構想書策定ワーキングを組織し、本書を作成しました。 
　高知県では、平成21年3月に、中長期的な視点（概ね10
年）に立ちながら、当面の目標を平成23年度に置いた「高知
県産業振興計画」を策定し、推進しています。この「高知県産
業振興計画」は「産業成長戦略」と「地域アクションプラン」に
分かれています。平成22年9月現在で「産業成長戦略」では、
農業、林業、水産業、商工業、観光の5つの産業分野およびそ
れらを連携したテーマを設定し、344の施策にまとめていま
す。「地域アクションプラン」は、地域から発案された提案や
「産業成長戦略」を地域で具現化するための取り組みなど
240事業が計画・実行され、官民協働で進められています。
　本構想書を作成するにあたり、現在進められている「高知
県産業振興計画」をベースとして、未来の高知県食料産業に
ついて考える目的で、外部有識者を招き、ワークショップを2
回開催しました。第1回目は「ブランドの形成」について、第2回
目は1回目を受け、形成されたブランドを維持する上で必要な
「食品産業技術」について、講師にご講演いただき、さらに高
知県関係者を交えたパネルディスカッションを行いました。こ
の2回のワークショップの内容を踏まえ、これからの高知県食
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料産業の方向性について提案しています。
　今後、地域のみなさまが食料産業の活性化に向けて取り
組まれていく上で、長期的な視点をもって考えていく際の指針
となれば幸いです。
　またこれから地域の原料や技術を利活用し、新たな技術開
発や商品開発、新たな商品の販売促進等を目指そうとしてい
る皆様には、是非、本書を参考にしていただければ幸いです。
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本構想書の構成と各章の要点
本構想書は、次のような構成で作成しました。

資料1　農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例　 

第Ⅰ章　高知県の現状
近年の、高知県の経済および食
品産業の現状と課題について、
紹介しています。

1.高知県経済の現状
2.食品産業の現状

1.事例の選定について　

第Ⅱ章　高知県産業振興計画
　　　　　（概要及び食品産業の取り組みについて）
高知県の経済状況を踏まえ、現在進められている「産業振興計
画」について、概要や課題および進められているプロジェクトにつ
いて紹介しています。

1.計画策定の背景　2.高知県産業振興計画の概要
3.食品産業の取り組み（食品加工の推進）

1.未来の高知県食料産業を考える
　　～世界のブランド先進国事例に学ぶ～
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第Ⅰ章、第Ⅱ章を踏まえ、高知県食料産業が10年後の未来へ向けて、どういった方向性を目指していくのがよいか、
外部有識者を招いたワークショップを2回開催し、地域の方を交えて考えました。有識者の講演とそれを受けて、高
知県関係者を交えたパネルディスカッションを行いました。その内容を紹介しています。

●
第Ⅲ章　高知県食料産業の10年後の未来を見据えた構想

高知県食料産業の10年後に向けて、どういった方向性が考えられるのか、その方向性を目指す場合に必要なこ
とは何かについてまとめました。
●

企業間や地域内の連携による新たな商品開発の取り組み、異分野からの新規参入、地域産業への広がりの大き
い食品機械開発など、高知県の食品産業の新しい動きについて特徴的な事例を紹介しました。

●

資料２　地域の研究機関および
　　　　支援機関の技術シーズ紹介

1.高知県工業技術センター

2.高知大学　国際・地域連携センター

3.土佐フードビジネスクリエーター

   

新たな商品開発や技術開発を行う際に活用でき
る、地域が有する技術シーズや人材育成事業につ
いて紹介しています。

●

第Ⅳ章　今後の方向性

●
●

高知県食料産業が生き残っていくためには、ブランド化
により商品を高く売れるようにしていくことが必要です。
そのため、高知県ブランドを形成していく上で参考となる
世界のブランド先進国スイスから学ぼうと考え、スイスの
事例をもとに、今後、高知県が目指すべき方向性につい
て、議論しています

2.未来の高知県食料産業を考える
　　～新鮮価値をデリバリーする～
高知県ブランドの競争優位性を維持していく上で、必要な
食品産業技術についてご紹介いただき、高知県が持って
いる新鮮な素材との組み合わせについて議論しています。

2.事例レポート

（ＦＢＣ）人材創出拠点

資料３　地域の研究機関および
　　　　支援機関のご紹介

1.高知県工業技術センター

2.高知大学　国際・地域連携センター

3.高知県食料産業クラスター協議会

4.高知県庁

5.社団法人食品需給研究センター

新たな商品開発や技術開発を行う際、技術相談や
企業間連携など課題の解決や支援を行う地域の相
談窓口について紹介しています。

●

高知県の現状

第Ⅰ章

農山漁村6次産業化対策事業
技術促進対策事業 1  
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3.高知県食料産業クラスター協議会

4.高知県庁

5.社団法人食品需給研究センター

新たな商品開発や技術開発を行う際、技術相談や
企業間連携など課題の解決や支援を行う地域の相
談窓口について紹介しています。

●

高知県の現状

第Ⅰ章

農山漁村6次産業化対策事業
技術促進対策事業 1  

P.3P.1

P.23P.12

P.39

P.33

P.75P.57



2

地域ポテンシャルをもとにした重点分野についての考察Ⅱ

1.高知県経済の現状 2.食品産業の現状Ⅰ

　高知県は、太平洋に開かれた気候風土に恵ま
れ、農林水産業が盛んです。また、豊かな河川に育
まれた和紙産業、さらには石灰岩の山が多くその資
源を活かしたセメント産業が発展してきました。
　平成20年度の県内総生産（名目）は2兆2,148
億円であり、「産業構造は第一次産業が4.2％、第
二次産業が15.2％、第三次産業が84.1％」となっ
ています（表1.1）。全国平均に比べ、第三次産業の
占める割合が高くなっており、とりわけ政府サービ
ス生産者の割合が高くなっています。第二次産業は
全国平均に比べ占める割合が低く、中でも、製造業
の割合が低くなっています。第一次産業は全国平
均に比べ占める割合が高いのですが、平成8年の
5.6％からすると、低下しています。
　主な指標をみると、製造品出荷額等（平成21年
速報値）は、4,908億81百万円（全国47位）、一人
当たりの県民所得（平成20年度）は204万6千円
（全国46位）となっており、高知県の経済状況は大
変厳しいものとなっています。

　高知県において第一次産業は、産業全体に占める
割合は低いものの、全国に比べてウェイトの高い産業
分野です。農業においては、施設栽培を中心とした園
芸農業が盛んで、ナス、シシトウ、ニラなどは生産高全
国1位を誇っています。果樹ではユズやブンタンは生
産高全国1位、かつ良質で高いブランド力を持ち、評
価の高い産物です。畜産業では、土佐あかうしや土佐
ジロー、はちきん地鶏などが近年ブランド力を高めて
います。水産業では、カツオ・マグロ漁業が盛んで、全
国の45％以上を占めています。そのほか多くの魚種の
水揚げもあり、タイなどの養殖も行っています。
　多彩な農畜産物や海産物は、生鮮品での販売が主
軸になっています。加工産業の集積に乏しく、その多く
は小規模であることから、第一次産業の強みを活かし
た食品加工への展開、食品周辺の産業への波及が十
分でなく、さらに一部の工程をわざわざ県外で加工せ
ざるを得ないなど、機会損失も生じています。
　指標をみると、第一次産業に関連が深くその強みを
最も活かせると考えられる食料品製造業の分野にお
ける県際収支（県内と県外との取引を貿易と捉え、外
貨を稼ぐかどうかを考えるもの）は、大幅な移輸入超
過（赤字）となっています（図1.1）。
　さらに県際収支全体を見ると、高知県は6,687億
円の移輸入超過となっており、四国４県の比較でマイ
ナス幅が最も大きく、縮小した県内市場において、県
外資本に食い込まれている状況です（図1.2）。
　一次産品は出荷額において全国シェアの上位を占
める品目や、良質品として高い評価を得ている品目が
存在します。しかしながら、それらは生鮮品・素材とし
て県外に出荷されることがほとんどであり、県内で加
工し付加価値を付けて県外に売るという取り組みは、
あまり活発ではありません。その結果、県外で加工さ
れたものを再度県内に移入し消費が行われる、という
構図になっています。県経済の拡大のためには、地域
の資源である農畜産物や海産物を県内で加工し県内
で消費する「地産地消」、さらには「地産外商、海外展
開」の振興を図ることが課題となっています。

高知県産業振興計画
（概要及び食品産業の取り組みについて）
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表1.1　高知県の経済活動別県内総生産（名目）

図1.1　四国4県の県際収支（第1次産業、食料品製造業、平成17年） 図1.2　四国4県の県際収支（平成17年）
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1. 産業
①農林水産業
②鉱業
③製造業
　　うち食料品
④建設業
⑤電気･ガス･水道業
⑥卸売･小売業
⑦金融・保険業
⑧不動産業
⑨運輸・通信業
⑩サービス業
２. 政府サービス生産者
①電気・ガス・水道業
②サービス業
③公務
3.対家計民間非営利サービス生産者
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地域ポテンシャルをもとにした重点分野についての考察Ⅱ

高知県経済が抱える３つの課題

2.高知県産業振興計画の概要

　前章で報告したとおり、高知県経済は非常に厳
しい状況下にあります。また、少子化・高齢化や過
疎化の進行など対応すべき社会的課題がたくさん
あります。
　高知県ではそうした状況を踏まえ、下降傾向に
ある経済の底上げを図るため、平成21年3月に、中
長期的な視点（概ね10年）に立ちながら、当面の目
標を平成23年度に置いた高知県産業振興計画を
策定しました。

　産業にかかる抜本的な体質強化に取り組むた
め、生産から流通・販売に至る産業間の連携および
県内全域を網羅したトータルプランとして高知県産
業振興計画は進められています。
　計画を策定するにあたり、まずSWOT分析を行
いました。そこから浮かび上がってきた高知県経済
が抱える課題を3つ特定し、それらに正面から取り
組む「改革のための3つの基本方向」を示していま
す。さらに、それを具体化していくために、5つの産
業分野とこれらを結ぶ連携テーマからなる「産業成
長戦略」及び、7つの地域ごとの「地域アクションプ
ラン」で構成されています。

　ＳＷＯＴ分析の結果、高知県経済が抱える課
題を3つ（①～③）特定しています。

農山漁村6次産業化対策事業
技術促進対策事業

改革のための３つの基本方向

　高知県経済が抱える３つの課題に正面から取り組む、改革のための3つの基本方向（①～③）を示しています。

5

1.計画策定の背景Ⅱ

①人口の減少により縮小を続ける県内市場頼り
　人口の減少と高齢化によって県内の購買力が
小さくなっています。活力のある県外・海外にモノ
を売って所得の向上を図っていかなければなり
ませんが、その取り組みが十分ではありません。

②産業間の連携が弱い
　魅力ある商品づくりを行うために必要な、加工
等の取り組みがまだまだ不十分です。
　第一次産業や観光産業の生み出す経済効果
が他産業に十分に行き渡っていません。
　観光産業の生み出す経済効果が他産業に十
分に行き渡っていません。

③第一次産業の強みが強みでなくなりつつある
　農業など、全国的に見て比較的に優位にある
分野でも、ここ10年で就業者数が約２割減少す
るなど、担い手が不足しはじめています。また、就
業者の高齢化が進んでいます。
　このままでは、高知県の強みが強みでなくなっ
てしまいます。

①足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　まずは、地産地消を徹底して県内産業の力をつけ、さらに、県外・海外に向けて地産外商を強力に推進していきます。

高知県産業振興計画Ⅱ

地元で作ったものを地元で消費することで、生産地の力を強めます。
ものづくりをできるだけ県内事業者どうしで行います。例えば、加工など付加価値を生み出す工程を県内で
行うことで、県内産業の力を強めます。（ものづくりの地産地消）

■
■

「地産地消」の徹底

高知の強みを磨き上げ、首都圏、近畿圏など、より大きな市場へ売り出していきます。■
「地産外商」の推進

将来を見すえて輸出の振興を図るため、海外での販路開拓に意欲を持つ企業を積極的に支援します。■
海外への「地産外商」に挑戦

②産業間連携の強化
　全国や海外との競争に打ち勝つため、農林水産業と加工業など産業どうしの結び付きを強め、より価値の高い、魅力あ
るものづくりを進めます。
　多くの産業がうるおう観光を積極的に進めます。

産業間で連携して一次産品を加工するなどといった取り組みを行うことにより、首都圏・近畿圏などの巨大
マーケットでも通用するように商品の魅力アップを図り、また、高知県の不利な条件（大規模市場から遠く物
流コストがかかる等）を補っていきます。

■
産業間の連携による高付加価値化の推進

農商工連携により、食品加工分野を伸ばす取り組みを進めます。■
第一次産業の強みを生かした食品加工の推進

滞在型・体験型観光を戦略的に展開して、400万人観光の実現、1,000億円産業への飛躍を目指します。　■
すそ野の広い観光産業の戦略的展開

③足腰を強め、新分野へ挑戦
　農林水産業の生産地の力を強め、担い手を増やします。あわせて中山間地域のビジネスや、新たな強みとなる産業を創
りだします。

強みのある第一次産業の維持・強化のために県内の生産地で生産者の結び付きを強め、力をあわせて競争
力をつけていきます。
県内の若者や県外から高知へ帰って来たい人などに、第一次産業の新たな担い手として、スムーズに引き継
いでいけるように、きめ細かくサポートします。

■

■

生産地の足腰の強化と担い手の育成

いろいろな取り組みを小さなビジネスや産業につなげることで、所得を安定させて安心して中山間地域で暮
らせるようにします。

■
中山間地域の産業づくり～地域アクションプランの新たな取り組みの創出～

成長性が見込める分野で、ものづくりの技術と素材の良さを生かして、全国にも通用する産業を新しく創っ
ていきます。

■
新産業の創出（成長が期待できる分野：食品、天然素材、環境、健康福祉）

1 2

図2.1　高知県産業振興計画

▶7地域ごとに産業成長戦略に沿って地域が目指す
　産業の姿やそこで進める具体的な取り組み
▶地域からの発案で提案された取り組みと産業成長
　戦略を地域で具現化する取り組み

▶５つの産業分野及びこれらを結ぶ連携テーマ
▶これからの対策をいつ、どのような形で実施するのか明確化

１　産業ごとの縦割りの計画ではなく、実態経済に合わせて産業間の連携を重視したトータルプラン
２　生産面だけでなく、加工、流通、販売も合わせて支援（雇用・所得の確保に結びつける）
３　策定段階から多くの民間の方々が参画、地域のやる気を結集
４　変化の激しい経済の動きに対応できるように、また新たなアイディアを盛り込めるように、PDCAサイクルにより毎年度改訂
５　計画の実行に向けて、予算措置や支援体制を充実、強化
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▶本県の強みや弱みを整理（ＳＷＯＴ分析）
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地域ポテンシャルをもとにした重点分野についての考察Ⅱ

高知県経済が抱える３つの課題

2.高知県産業振興計画の概要

　前章で報告したとおり、高知県経済は非常に厳
しい状況下にあります。また、少子化・高齢化や過
疎化の進行など対応すべき社会的課題がたくさん
あります。
　高知県ではそうした状況を踏まえ、下降傾向に
ある経済の底上げを図るため、平成21年3月に、中
長期的な視点（概ね10年）に立ちながら、当面の目
標を平成23年度に置いた高知県産業振興計画を
策定しました。

　産業にかかる抜本的な体質強化に取り組むた
め、生産から流通・販売に至る産業間の連携および
県内全域を網羅したトータルプランとして高知県産
業振興計画は進められています。
　計画を策定するにあたり、まずSWOT分析を行
いました。そこから浮かび上がってきた高知県経済
が抱える課題を3つ特定し、それらに正面から取り
組む「改革のための3つの基本方向」を示していま
す。さらに、それを具体化していくために、5つの産
業分野とこれらを結ぶ連携テーマからなる「産業成
長戦略」及び、7つの地域ごとの「地域アクションプ
ラン」で構成されています。

　ＳＷＯＴ分析の結果、高知県経済が抱える課
題を3つ（①～③）特定しています。

農山漁村6次産業化対策事業
技術促進対策事業

改革のための３つの基本方向

　高知県経済が抱える３つの課題に正面から取り組む、改革のための3つの基本方向（①～③）を示しています。

5

1.計画策定の背景Ⅱ

①人口の減少により縮小を続ける県内市場頼り
　人口の減少と高齢化によって県内の購買力が
小さくなっています。活力のある県外・海外にモノ
を売って所得の向上を図っていかなければなり
ませんが、その取り組みが十分ではありません。

②産業間の連携が弱い
　魅力ある商品づくりを行うために必要な、加工
等の取り組みがまだまだ不十分です。
　第一次産業や観光産業の生み出す経済効果
が他産業に十分に行き渡っていません。
　観光産業の生み出す経済効果が他産業に十
分に行き渡っていません。

③第一次産業の強みが強みでなくなりつつある
　農業など、全国的に見て比較的に優位にある
分野でも、ここ10年で就業者数が約２割減少す
るなど、担い手が不足しはじめています。また、就
業者の高齢化が進んでいます。
　このままでは、高知県の強みが強みでなくなっ
てしまいます。

①足下を固め、活力ある県外市場に打って出る
　まずは、地産地消を徹底して県内産業の力をつけ、さらに、県外・海外に向けて地産外商を強力に推進していきます。

高知県産業振興計画Ⅱ

地元で作ったものを地元で消費することで、生産地の力を強めます。
ものづくりをできるだけ県内事業者どうしで行います。例えば、加工など付加価値を生み出す工程を県内で
行うことで、県内産業の力を強めます。（ものづくりの地産地消）

■
■

「地産地消」の徹底

高知の強みを磨き上げ、首都圏、近畿圏など、より大きな市場へ売り出していきます。■
「地産外商」の推進

将来を見すえて輸出の振興を図るため、海外での販路開拓に意欲を持つ企業を積極的に支援します。■
海外への「地産外商」に挑戦

②産業間連携の強化
　全国や海外との競争に打ち勝つため、農林水産業と加工業など産業どうしの結び付きを強め、より価値の高い、魅力あ
るものづくりを進めます。
　多くの産業がうるおう観光を積極的に進めます。

産業間で連携して一次産品を加工するなどといった取り組みを行うことにより、首都圏・近畿圏などの巨大
マーケットでも通用するように商品の魅力アップを図り、また、高知県の不利な条件（大規模市場から遠く物
流コストがかかる等）を補っていきます。

■
産業間の連携による高付加価値化の推進

農商工連携により、食品加工分野を伸ばす取り組みを進めます。■
第一次産業の強みを生かした食品加工の推進

滞在型・体験型観光を戦略的に展開して、400万人観光の実現、1,000億円産業への飛躍を目指します。　■
すそ野の広い観光産業の戦略的展開

③足腰を強め、新分野へ挑戦
　農林水産業の生産地の力を強め、担い手を増やします。あわせて中山間地域のビジネスや、新たな強みとなる産業を創
りだします。

強みのある第一次産業の維持・強化のために県内の生産地で生産者の結び付きを強め、力をあわせて競争
力をつけていきます。
県内の若者や県外から高知へ帰って来たい人などに、第一次産業の新たな担い手として、スムーズに引き継
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■

■

生産地の足腰の強化と担い手の育成

いろいろな取り組みを小さなビジネスや産業につなげることで、所得を安定させて安心して中山間地域で暮
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■
中山間地域の産業づくり～地域アクションプランの新たな取り組みの創出～

成長性が見込める分野で、ものづくりの技術と素材の良さを生かして、全国にも通用する産業を新しく創っ
ていきます。

■
新産業の創出（成長が期待できる分野：食品、天然素材、環境、健康福祉）
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地域ポテンシャルをもとにした重点分野についての考察Ⅱ

産業成長戦略

　改革のための3つの基本方向を具体化する戦
略が「産業成長戦略」であり、農業・林業・水産
業・商工業・観光の5つの産業分野及びこれらの
産業分野間を結ぶ連携テーマについて、目指す
べき姿やこれからの対策を明確にしています。

農山漁村6次産業化対策事業
技術促進対策事業

地域アクションプラン

　地域のアイデアや取り組みを成長戦略に沿っ
て行動計画に取りまとめた「地域アクションプラ
ン」で構成されています。
　地域の文化や特色といった地域性や、生活圏
域、行政サービス面でのまとまりを考慮して県内
７つの地域（区分は下表）を設定し、地域からの
発案で提案されるものと産業成長戦略を地域で
具現化する取り組みとして提案されるものを盛
り込んでいます。

7

2.高知県産業振興計画の概要 3.食品産業の取り組み（食品加工の推進）
産業振興計画における食品産業の位置づけ

　産業振興計画では、高知県が比較優位にある一次産品の高付加価値化、食品加工の展開に力点を置いています。
　産業振興計画における産業成長戦略のなかで、産業間の連携戦略のテーマとして「食品加工の推進」が挙げられています。食品
加工の推進は、高知県の強みである「食」、「自然」と関わり、第一次産業の強みを生かせることから、重点施策として位置づけられ
ています。

①地域加工
　地域加工とは、地域での食品加工を推進し、地域事業者の所得向上を目指すものです。地域の資源・産品を最大限に活用し
た地域加工を全県的に展開するとともに、消費者ニーズ、地域性に応じた商品の開発を行います。

年間販売額100万円未満の製造者が約60％を占めており、製造者の意向も現状維持、減産が全体の４分
の３に達するなど、地域における加工の担い手である農林漁家の生産意欲が低い
消費者視点の売れる商品づくりができていない
県内の農協や生産者グループ等が、自らが生産した農林水産物を原材料として加工している農林水産加工
品の約90％は、ユズの加工品

■

■
■

（地域加工の現状）

地域加工をさらに発展させるためのフォローアップ体制がない
組織基盤の脆弱性から、設備投資、生産拡大が困難である事例が多い
ビジネスチャンスを逃すケースや、後継者不足により、伝統的な加工技術そのものが廃れかけているケース
があるなど、地域での生産意欲が低くなっている

■
■
■

（課題）

各出先機関、地域支援企画員及び関係部局が連携して取り組む体制をブロックごとに整備し、個別のテー
マごとに、その実現を徹底して支援
アドバイザーなどの外部専門家による商品企画の支援
生産から販売に至るまでのハード、ソフトをパッケージ化した事業による支援
商工業者や生産者等による地域資源活用共有会議の設置により、地域資源の発掘や商品化に取り組む場づくり
「おいしい風土こうちサポーター（地産地消につながる活動を実践している県内の民間団体、事業者、消費
者）」店舗の紹介・取次ぎを行い、協力店舗での試験販売などの実施

■

■
■
■
■

（今後の対策）

②産業化
　産業化は、高知県の強みである一次産品を活かしきり県外に打って出るため、食品加工の強化を図るものです。一次産品の
高い品質を活かした製品の開発、巨大マーケットの市場ニーズを視野に入れた生産体制づくり、ニーズにあった加工業者との
マッチングを行います。
   県の支援は、(ア)生産、(イ)加工等、(ウ)人材、それぞれの側面から行っています。

高知県の農産物は、全般的に他県産に比べて高水準の市場価格で取引されていることから、生鮮品での販売
が主軸になっており、加工に取り組んでいるところは、散見される程度（水産物はほとんどが鮮魚での出荷）
一定のロットを必要とする原材料の安定的な供給ができていない

■

■

（現状）

全国流通を視野に入れた加工品の原材料となる一次産品の選定と、取り組むシステムとなっていない■
（課題）

農産物は、生産（産地調整を含む）から販売までトータルに相談、指導できる体制を整備し、加工用原材料
の安定的な供給を支援
畜産物は、産学官の連携と試験研究機関の充実・強化による商品開発の支援
水産物は、前処理加工整備や冷凍保管設備等の整備を支援

■

■
■

（今後の対策）

1

産業成長戦略における取り組み

　食品加工を推進する意義は、３つあります。一つには、外食や中食の広がりにより、食品加工へのニーズが高まっているなか、巨大
マーケットである首都圏をはじめ、県外へ打って出ることができます。生鮮のままでは鮮度の問題などから、遠隔地での販売に制約を
受ける場合がありますが、その克服につながります。二つめに、高知県の強みである一次産品にさらに付加価値を付けて販売するこ
とが可能になります。さらに三つめとして、産業間の連携が促進され、観光を含めた産業全体への波及効果が期待できます。
　食品加工に係る取り組みは、「地域加工」と「産業化」の２つに大別されます。それぞれの課題を抽出し、事業の実現に向けた対
策を講じています。

2

（ア）生産

①専門分野の成長戦略
　産業を5つの分野（ア～オ）にわけ、それぞれの
成長戦略を示しています。
(ア)農業分野　(イ)林業分野　(ウ)水産業分野
(エ)商工業分野　(オ)観光分野

②産業間の連携戦略
　連携テーマを6つ（ア～カ）設定し、分野を越え
た連携戦略を示しています。
（ア）地産地消・地産外商戦略

地産地消、地産地消（食育）
「ものづくりの地産地消」の促進（県内完結型の
「ものづくり」の仕組みづくり）
食品加工の推進
地産外商、地産外商（関西地区）、地産外商（中部
地区）

■
■

■
■

（イ）ニューツーリズムの推進と観光への地域産
　　物の活用
（ウ）木質バイオマスの有効活用
（エ）中山間地域の産業づくり
（オ）建設業の新分野進出
（カ）人材育成・人材確保

高知県産業振興計画Ⅱ

3 4

安芸地域

物部川地域

高知市地域

嶺北地域

仁淀川地域

高幡地域

幡多地域

図2.2　地域アクションプラン　地区区分

地域名　　　　　 市町村名
室戸市、安芸市、東洋町、奈半利町、
田野町、安田町、北川村、馬路村、芸西村

南国市、香南市、香美市

高知市

本山町、大豊町、土佐町、大川村

土佐市、いの町、仁淀川町、佐川町、
越知町、日高村

須崎市、中土佐町、檮原町、津野町、
四万十町

宿毛市、土佐清水市、四万十市、大月町、
三原村、黒潮町

注：人口は平成17年国勢調査による

表2.1　7つの地域区分
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地域ポテンシャルをもとにした重点分野についての考察Ⅱ

産業成長戦略

　改革のための3つの基本方向を具体化する戦
略が「産業成長戦略」であり、農業・林業・水産
業・商工業・観光の5つの産業分野及びこれらの
産業分野間を結ぶ連携テーマについて、目指す
べき姿やこれからの対策を明確にしています。

農山漁村6次産業化対策事業
技術促進対策事業

地域アクションプラン

　地域のアイデアや取り組みを成長戦略に沿っ
て行動計画に取りまとめた「地域アクションプラ
ン」で構成されています。
　地域の文化や特色といった地域性や、生活圏
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７つの地域（区分は下表）を設定し、地域からの
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り込んでいます。

7

2.高知県産業振興計画の概要 3.食品産業の取り組み（食品加工の推進）
産業振興計画における食品産業の位置づけ
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加工の推進は、高知県の強みである「食」、「自然」と関わり、第一次産業の強みを生かせることから、重点施策として位置づけられ
ています。

①地域加工
　地域加工とは、地域での食品加工を推進し、地域事業者の所得向上を目指すものです。地域の資源・産品を最大限に活用し
た地域加工を全県的に展開するとともに、消費者ニーズ、地域性に応じた商品の開発を行います。

年間販売額100万円未満の製造者が約60％を占めており、製造者の意向も現状維持、減産が全体の４分
の３に達するなど、地域における加工の担い手である農林漁家の生産意欲が低い
消費者視点の売れる商品づくりができていない
県内の農協や生産者グループ等が、自らが生産した農林水産物を原材料として加工している農林水産加工
品の約90％は、ユズの加工品

■

■
■

（地域加工の現状）

地域加工をさらに発展させるためのフォローアップ体制がない
組織基盤の脆弱性から、設備投資、生産拡大が困難である事例が多い
ビジネスチャンスを逃すケースや、後継者不足により、伝統的な加工技術そのものが廃れかけているケース
があるなど、地域での生産意欲が低くなっている

■
■
■

（課題）

各出先機関、地域支援企画員及び関係部局が連携して取り組む体制をブロックごとに整備し、個別のテー
マごとに、その実現を徹底して支援
アドバイザーなどの外部専門家による商品企画の支援
生産から販売に至るまでのハード、ソフトをパッケージ化した事業による支援
商工業者や生産者等による地域資源活用共有会議の設置により、地域資源の発掘や商品化に取り組む場づくり
「おいしい風土こうちサポーター（地産地消につながる活動を実践している県内の民間団体、事業者、消費
者）」店舗の紹介・取次ぎを行い、協力店舗での試験販売などの実施

■

■
■
■
■

（今後の対策）

②産業化
　産業化は、高知県の強みである一次産品を活かしきり県外に打って出るため、食品加工の強化を図るものです。一次産品の
高い品質を活かした製品の開発、巨大マーケットの市場ニーズを視野に入れた生産体制づくり、ニーズにあった加工業者との
マッチングを行います。
   県の支援は、(ア)生産、(イ)加工等、(ウ)人材、それぞれの側面から行っています。

高知県の農産物は、全般的に他県産に比べて高水準の市場価格で取引されていることから、生鮮品での販売
が主軸になっており、加工に取り組んでいるところは、散見される程度（水産物はほとんどが鮮魚での出荷）
一定のロットを必要とする原材料の安定的な供給ができていない

■

■

（現状）

全国流通を視野に入れた加工品の原材料となる一次産品の選定と、取り組むシステムとなっていない■
（課題）

農産物は、生産（産地調整を含む）から販売までトータルに相談、指導できる体制を整備し、加工用原材料
の安定的な供給を支援
畜産物は、産学官の連携と試験研究機関の充実・強化による商品開発の支援
水産物は、前処理加工整備や冷凍保管設備等の整備を支援

■

■
■

（今後の対策）

1

産業成長戦略における取り組み

　食品加工を推進する意義は、３つあります。一つには、外食や中食の広がりにより、食品加工へのニーズが高まっているなか、巨大
マーケットである首都圏をはじめ、県外へ打って出ることができます。生鮮のままでは鮮度の問題などから、遠隔地での販売に制約を
受ける場合がありますが、その克服につながります。二つめに、高知県の強みである一次産品にさらに付加価値を付けて販売するこ
とが可能になります。さらに三つめとして、産業間の連携が促進され、観光を含めた産業全体への波及効果が期待できます。
　食品加工に係る取り組みは、「地域加工」と「産業化」の２つに大別されます。それぞれの課題を抽出し、事業の実現に向けた対
策を講じています。

2

（ア）生産

①専門分野の成長戦略
　産業を5つの分野（ア～オ）にわけ、それぞれの
成長戦略を示しています。
(ア)農業分野　(イ)林業分野　(ウ)水産業分野
(エ)商工業分野　(オ)観光分野

②産業間の連携戦略
　連携テーマを6つ（ア～カ）設定し、分野を越え
た連携戦略を示しています。
（ア）地産地消・地産外商戦略

地産地消、地産地消（食育）
「ものづくりの地産地消」の促進（県内完結型の
「ものづくり」の仕組みづくり）
食品加工の推進
地産外商、地産外商（関西地区）、地産外商（中部
地区）

■
■

■
■

（イ）ニューツーリズムの推進と観光への地域産
　　物の活用
（ウ）木質バイオマスの有効活用
（エ）中山間地域の産業づくり
（オ）建設業の新分野進出
（カ）人材育成・人材確保

高知県産業振興計画Ⅱ

3 4

安芸地域

物部川地域

高知市地域

嶺北地域

仁淀川地域

高幡地域

幡多地域

図2.2　地域アクションプラン　地区区分

地域名　　　　　 市町村名
室戸市、安芸市、東洋町、奈半利町、
田野町、安田町、北川村、馬路村、芸西村

南国市、香南市、香美市

高知市

本山町、大豊町、土佐町、大川村

土佐市、いの町、仁淀川町、佐川町、
越知町、日高村

須崎市、中土佐町、檮原町、津野町、
四万十町

宿毛市、土佐清水市、四万十市、大月町、
三原村、黒潮町

注：人口は平成17年国勢調査による

表2.1　7つの地域区分
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3.食品産業の取り組み
地域アクションプランにおける食品産業の取り組み

　産業振興計画における農業・水産業を含む「食」に関係する取り組みは、県内7つの地域でそれぞれ具体的に進められていま
す。産業振興計画では240件の地域アクションプランを定めていますが、農業・水産業を含む「食」に関係する取り組みは129件あ
り、そのうち「食品加工（食品産業）」に関する取り組みは84件です。全域で沢山の事業が進められており、今後の高知県の経済を
支える柱として、食品産業の育成が期待されています。

農業・水産業を含む「食」に関係する取り組みと重点施策
　地域アクションプランにおいて、農業・水産業を含む「食」に関係する取り組みは、７地域で129件にのぼります。内訳は、安
芸地域17件、物部川地域11件、高知市地域17件、嶺北地域12件、仁淀川地域21件、高幡地域23件、幡多地域28件となっ
ています。
　高知県が重点的に取り組む施策に則って実施される施策および事業は、以下のとおりです。

食の外部化が進行している現在、加工することによって、高付加価値をつけ、流通させていくことの重要性が増加
新たな商品開発力が不足
首都圏など大きな市場の情報を的確に掴んだ商品づくりができていない
小規模な経営体が多く、大きな取引や加工用設備の整備が難しい
産地側、食品加工企業側ともに、お互いの情報（栽培状況、技術力、情報力）をよく知らないため、商品化に向
けたマッチングができていない
県外大手量販店など顧客の要求水準に見合う施設の衛生管理ができていない
　…ＨＡＣＣＰ、ＩＳＯ等の認証施設が限定的
　…衛生管理に対応する認識不足

■
■
■
■
■

■

（現状）

加工に関するトータルな相談、指導、支援システムがない
食品加工企業による魅力的な商品開発ができていない
食品加工企業への設備導入支援制度が脆弱なため発展しなかった（基本的に経済産業省関連補助金は設
備導入は不可。そのため融資制度等で対応）
組織基盤の脆弱性から、設備投資、生産拡大が困難である事例が多い
優位性を発揮する品位（素材や技術）を確保
情報不足（県内一次産品の生産状況、県内加工業者の技術力等）のため、生産者と食品加工業者のマッチ
ングができていない
マーケティング力（差別化・ターゲット・価格）の強化
海外情報の獲得
農業の振興につながるような食品加工は、ユズやショウガに限られており、新たな産業化に至る可能性を持
った食品加工への取組が進んでいない状況である
食品関連施設の衛生管理能力の向上
食品関連経営者・従事者の意識改革
物流方法や所要時間を考慮した品質・衛生安全性の確保

■
■
■

■
■
■

■
■
■

■
■
■

（課題）

＜総合的な支援＞
食品加工を進めるため、産業間で連携した取組を新しい組織（産業振興推進部）で支援
生産者と食品加工業者のマッチングの推進。
生産から販売に至る各段階を対象に、ハード、ソフトの多様なメニューをパッケージ化した総合補助金によ
り支援
＜商品開発・磨き上げ・事業化等に関する個別支援＞
試験研究機関の充実・強化による商品開発の支援
　…食品加工特別技術支援員の配置
テーマごとの研究会方式によるビジネスプランのブラッシュアップなどを支援
首都圏など大消費地の消費者の視点での商品開発を支援
　…アンテナショップでの販売・テストマーケティング
　…観光客への販売・テストマーケティング
龍馬伝とタイアップした商品の開発・販売
第一次産業の生産現場の省力化を図るため第一次産業と工業団体との連携強化を推進
地域資源を活用する食品加工企業の誘致
＜適正な品質管理支援＞
工場の衛生管理の高度化を支援
　…衛生管理高度化研修等により、加工現場に衛生知識・技術を蓄積
ＨＡＣＣＰ、ＩＳＯ等の認証取得に対する支援（ハード・ソフト）
流通・販売業者が求める品質管理（衛生管理・表示）に対する支援

■

■

■
■

■
■
■

■

■
■

■
■

（今後の対策）

3

商品開発やデザイナーなどの専門家が少ない　　　マーケティングや営業展開できる人材が少ない
専門家を雇用・確保できるところが少ない

■
■

■
（現状）

商品開発に関する専門家の確保　　　　　専門家を雇用できる体制づくり■ ■
（課題）

アドバイザーなど外部人材の活用による支援
担い手や核となる人材や団体の育成・確保の推進
　…アドバイザーなど外部人材による支援、試験研究機関による支援、生産管理に関する支援
高知大学と市町村が連携し、今後の地域における食料産業を支える中核人材を養成する事業を実施（土佐フー
ドビジネスクリエーター（ＦＢＣ）人材創出事業）

■
■

■

（今後の対策）

表2.2　7地域の重点施策（「食」に関係する取り組み）

安　芸 ◆二つの日本一を有する産地機能の維持・強化 　
　まとまりのあるナスの産地づくり、ユズを中心とした中山間地域の農業振興
◆環境保全型農業のさらなる推進
◆漁家所得向上への取組 　　
　キンメダイのブランド化に向けた取組、低価格魚の付加価値を高めるための加工業者との連携、
　新たな漁業の導入とシラス魚価等の向上など
◆ 1.5次産業化の推進 　　
　道の駅「田野駅屋」の機能強化、特産品「イチジク」による地域の活性化など

物部川 ◆産地のまとまりを基調とした生産から販売までを見通した取組 　　
　園芸主幹品目の生産性及び品質の向上、販売促進対策
◆玉出し日本一の産地機能の維持・強化 　　
　ユズを中心とした中山間地域の農業の振興
◆地産地消・食育の推進 　　
　地産地消・食育の推進、生産者と消費者をつなぐ場づくり
◆豊富な地域資源を活用した１.５次産業化の推進 　　
　農産物加工等への取組、シイラの加工商材活用など
　

高知市 ◆地域の特色を活かした多様な農業の展開と加工への取組 　　
　基幹品目の生産性及び品質の向上、加工品の開発、中山間農業の活性化、ECO農業の推進、地産地消の推進
◆地域資源を活用した１.５次産業の振興
　沖ウルメ、メヒカリ、冷凍ドロメの加工など

嶺　北 ◆“れいほく”ブランドの園芸産地の確立及びユズ加工の拠点化 　　
　「れいほく八菜」、「れいほく八恵」、「れいほく八花」などの振興
◆肉用牛産業の経営安定化及び新たな畜産業の展開 　　
　「嶺北牛」の振興及び「土佐はちきん地鶏」の定着

仁淀川 ◆地域の特色を活かした多様な農業の展開 　　
　基幹品目の生産性及び品質の向上、高糖度トマトの新たなブランドの立上げ、
　「仁淀川流域茶」のブランド化、薬用作物の産地の拡大
◆ ｢宇佐のうるめ」の消費拡大 　　
　地域の特産品のブランド化

高　幡 ◆地域産物を活用した１.５次産業の振興 　　
　シイラ、カツオ、ハモの加工など
◆まとまりのある産地づくり 　　
　主要基幹品目の生産拡大や有望品目の導入など

幡　多 ◆地域産物を活用した１.５次産業の振興 　　
　しみずの元気再生事業、黒潮印の商品開発、宿毛の直七・魚の加工施設など
◆地域基幹品目等の生産拡大と流通・販売対策 　　
　キュウリ、ミョウガ、ナス、ニラ、大葉、ブンタン、ユズなど
◆つくり育てる漁業の推進 　
　藻場の回復、ヒラメ・アカウニの放流など
◆環境ビジネスの創出 　　
　四万十川のアユ、アオノリなど天然資源の回復、特定保健用食品など新しい分野への利活用、堆肥化工場など

(イ)加工等

(ウ)人材

高知県産業振興計画Ⅱ
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3.食品産業の取り組み
地域アクションプランにおける食品産業の取り組み

　産業振興計画における農業・水産業を含む「食」に関係する取り組みは、県内7つの地域でそれぞれ具体的に進められていま
す。産業振興計画では240件の地域アクションプランを定めていますが、農業・水産業を含む「食」に関係する取り組みは129件あ
り、そのうち「食品加工（食品産業）」に関する取り組みは84件です。全域で沢山の事業が進められており、今後の高知県の経済を
支える柱として、食品産業の育成が期待されています。

農業・水産業を含む「食」に関係する取り組みと重点施策
　地域アクションプランにおいて、農業・水産業を含む「食」に関係する取り組みは、７地域で129件にのぼります。内訳は、安
芸地域17件、物部川地域11件、高知市地域17件、嶺北地域12件、仁淀川地域21件、高幡地域23件、幡多地域28件となっ
ています。
　高知県が重点的に取り組む施策に則って実施される施策および事業は、以下のとおりです。

食の外部化が進行している現在、加工することによって、高付加価値をつけ、流通させていくことの重要性が増加
新たな商品開発力が不足
首都圏など大きな市場の情報を的確に掴んだ商品づくりができていない
小規模な経営体が多く、大きな取引や加工用設備の整備が難しい
産地側、食品加工企業側ともに、お互いの情報（栽培状況、技術力、情報力）をよく知らないため、商品化に向
けたマッチングができていない
県外大手量販店など顧客の要求水準に見合う施設の衛生管理ができていない
　…ＨＡＣＣＰ、ＩＳＯ等の認証施設が限定的
　…衛生管理に対応する認識不足

■
■
■
■
■

■

（現状）

加工に関するトータルな相談、指導、支援システムがない
食品加工企業による魅力的な商品開発ができていない
食品加工企業への設備導入支援制度が脆弱なため発展しなかった（基本的に経済産業省関連補助金は設
備導入は不可。そのため融資制度等で対応）
組織基盤の脆弱性から、設備投資、生産拡大が困難である事例が多い
優位性を発揮する品位（素材や技術）を確保
情報不足（県内一次産品の生産状況、県内加工業者の技術力等）のため、生産者と食品加工業者のマッチ
ングができていない
マーケティング力（差別化・ターゲット・価格）の強化
海外情報の獲得
農業の振興につながるような食品加工は、ユズやショウガに限られており、新たな産業化に至る可能性を持
った食品加工への取組が進んでいない状況である
食品関連施設の衛生管理能力の向上
食品関連経営者・従事者の意識改革
物流方法や所要時間を考慮した品質・衛生安全性の確保

■
■
■

■
■
■

■
■
■

■
■
■

（課題）

＜総合的な支援＞
食品加工を進めるため、産業間で連携した取組を新しい組織（産業振興推進部）で支援
生産者と食品加工業者のマッチングの推進。
生産から販売に至る各段階を対象に、ハード、ソフトの多様なメニューをパッケージ化した総合補助金によ
り支援
＜商品開発・磨き上げ・事業化等に関する個別支援＞
試験研究機関の充実・強化による商品開発の支援
　…食品加工特別技術支援員の配置
テーマごとの研究会方式によるビジネスプランのブラッシュアップなどを支援
首都圏など大消費地の消費者の視点での商品開発を支援
　…アンテナショップでの販売・テストマーケティング
　…観光客への販売・テストマーケティング
龍馬伝とタイアップした商品の開発・販売
第一次産業の生産現場の省力化を図るため第一次産業と工業団体との連携強化を推進
地域資源を活用する食品加工企業の誘致
＜適正な品質管理支援＞
工場の衛生管理の高度化を支援
　…衛生管理高度化研修等により、加工現場に衛生知識・技術を蓄積
ＨＡＣＣＰ、ＩＳＯ等の認証取得に対する支援（ハード・ソフト）
流通・販売業者が求める品質管理（衛生管理・表示）に対する支援

■

■

■
■

■
■
■

■

■
■

■
■

（今後の対策）

3

商品開発やデザイナーなどの専門家が少ない　　　マーケティングや営業展開できる人材が少ない
専門家を雇用・確保できるところが少ない

■
■

■
（現状）

商品開発に関する専門家の確保　　　　　専門家を雇用できる体制づくり■ ■
（課題）

アドバイザーなど外部人材の活用による支援
担い手や核となる人材や団体の育成・確保の推進
　…アドバイザーなど外部人材による支援、試験研究機関による支援、生産管理に関する支援
高知大学と市町村が連携し、今後の地域における食料産業を支える中核人材を養成する事業を実施（土佐フー
ドビジネスクリエーター（ＦＢＣ）人材創出事業）

■
■

■

（今後の対策）

表2.2　7地域の重点施策（「食」に関係する取り組み）

安　芸 ◆二つの日本一を有する産地機能の維持・強化 　
　まとまりのあるナスの産地づくり、ユズを中心とした中山間地域の農業振興
◆環境保全型農業のさらなる推進
◆漁家所得向上への取組 　　
　キンメダイのブランド化に向けた取組、低価格魚の付加価値を高めるための加工業者との連携、
　新たな漁業の導入とシラス魚価等の向上など
◆ 1.5次産業化の推進 　　
　道の駅「田野駅屋」の機能強化、特産品「イチジク」による地域の活性化など

物部川 ◆産地のまとまりを基調とした生産から販売までを見通した取組 　　
　園芸主幹品目の生産性及び品質の向上、販売促進対策
◆玉出し日本一の産地機能の維持・強化 　　
　ユズを中心とした中山間地域の農業の振興
◆地産地消・食育の推進 　　
　地産地消・食育の推進、生産者と消費者をつなぐ場づくり
◆豊富な地域資源を活用した１.５次産業化の推進 　　
　農産物加工等への取組、シイラの加工商材活用など
　

高知市 ◆地域の特色を活かした多様な農業の展開と加工への取組 　　
　基幹品目の生産性及び品質の向上、加工品の開発、中山間農業の活性化、ECO農業の推進、地産地消の推進
◆地域資源を活用した１.５次産業の振興
　沖ウルメ、メヒカリ、冷凍ドロメの加工など

嶺　北 ◆“れいほく”ブランドの園芸産地の確立及びユズ加工の拠点化 　　
　「れいほく八菜」、「れいほく八恵」、「れいほく八花」などの振興
◆肉用牛産業の経営安定化及び新たな畜産業の展開 　　
　「嶺北牛」の振興及び「土佐はちきん地鶏」の定着

仁淀川 ◆地域の特色を活かした多様な農業の展開 　　
　基幹品目の生産性及び品質の向上、高糖度トマトの新たなブランドの立上げ、
　「仁淀川流域茶」のブランド化、薬用作物の産地の拡大
◆ ｢宇佐のうるめ」の消費拡大 　　
　地域の特産品のブランド化

高　幡 ◆地域産物を活用した１.５次産業の振興 　　
　シイラ、カツオ、ハモの加工など
◆まとまりのある産地づくり 　　
　主要基幹品目の生産拡大や有望品目の導入など

幡　多 ◆地域産物を活用した１.５次産業の振興 　　
　しみずの元気再生事業、黒潮印の商品開発、宿毛の直七・魚の加工施設など
◆地域基幹品目等の生産拡大と流通・販売対策 　　
　キュウリ、ミョウガ、ナス、ニラ、大葉、ブンタン、ユズなど
◆つくり育てる漁業の推進 　
　藻場の回復、ヒラメ・アカウニの放流など
◆環境ビジネスの創出 　　
　四万十川のアユ、アオノリなど天然資源の回復、特定保健用食品など新しい分野への利活用、堆肥化工場など

(イ)加工等

(ウ)人材

高知県産業振興計画Ⅱ
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地域ポテンシャルをもとにした重点分野についての考察Ⅱ

農山漁村6次産業化対策事業
技術促進対策事業

【大成功している旭山動物園でも・・・】　
　地域振興で大成功した旭山動物園ですが、一つ残
念なことがあります。園内にある飲食店の外看板には、
特徴のないメニューが並んでいて、どこにも北海道らし
いメニューが書かれていないのです。ジュース類は150
円で売っています。本州から往復4万円もかけてはるば
る来た人に、150円のジュースを飲んでもらって帰すと
いう考え方でよいのでしょうか。地元の農産品を使っ
た、ここにしかないメニューがなければいけないし、あ
ったらそのことを印象強く伝えるために、「地元産」くら
い書いておかないといけないと思います。
　外看板には書かれていないのですが、店内に入って
みると、地元産の品が置いてあるのです。しかし、陳列ケ
ースの中にあるはずの地元産のおいしいスイーツは、人
気があってほとんど売り切れです。本州からのお客様は
皆、地元のスイーツを食べたくなるに決まっています。
品切れにならないように仕入れておくべきで、仕入れて
もすぐに売り切れになるのであれば、値上げをすべきな
のです。売り切れにならない金額まで値上げして高く売
って回収すべきなのです。おこっぺヨーグルトという、北
海道オホーツクの興部町に行かないと手に入らないと

言われている幻のヨーグルトも売っているのです。つま
り、店内にはちゃんと置いてあるのに、外に宣伝がされ
ていないのです。
　旭山動物園は市営の動物園なので、資金不足で改
修が間に合っていない展示室もあります。なぜお金が
ないのかというと、せっかく高く売れるものをまったく宣
伝せずに、150円のジュースばかりを表で宣伝している
からです。作ることに必死で、人にちゃんと伝えて分かっ
て買ってもらおうということに対して意識が向いていな
いのかもしれません。つまり、本当に優れた商品があっ
たならば、何万円も航空運賃を払って来た人にきちん
と買ってもらって帰ってもらおうという意識を持たない
といけません。お金を稼いで、動物園の展示の改修をし
て、地元の建設業の仕事を増やすべきなのです。

【高知県産のジンジャーエール】
　高知県内にも同じような例がたくさんあります。私は
高知県のおいしい産品のなかで特に、土佐山のジン
ジャーエールが好きです。1本500円ですが、買う価値
があると思います。

　最近ＡＮＡの機内で販売されているジンジャーエー
ルは、高知県産ではなく和歌山県産です。農商工連携
で同じようなコンセプトで作られています。土佐山のジ
ンジャーエールは高知の人にもほとんど知られていな
いのに、和歌山のジンジャーエールはＡＮＡの機内で
販売されています。なぜこのようなことになるかという
と、理由は簡単で、高知の人は作ることは好きですが、
売り込むことにあまり注力していないからです。だから、
先に持っていかれてしまうのです。
　私は土佐山のジンジャーエールの方がおいしいと思
います。理由は香料が入っていないからです。そういう
すばらしいものがありながら、機内に乗せて全国に売る
ということを高知はやっておらず、非常に残念です。旭
山動物園とすごく似たものを感じます。物はすばらしい
し、工夫もすばらしいのだけれども、最後の詰めのとこ
ろで、人に売るという姿勢が少し欠けていると、私は強
く感じます。

【市場の縮小を見据えた対策の必要性】
　ここで、青森産りんごの話をします。青森産りんごの
販売量は増えていますが、販売額は近年下がってきて
います。つまり、作り過ぎで値崩れしているのです。平成
7年と平成20年で比較をすると、販売量はほとんど同じ
なのに、販売額は落ちています。単価が3割以上下がっ
ているからです。なぜ青森のりんごの単価が下がるの
かと聞くと、10人中9人の人が不景気だからと言うと思
います。実は根本的な問題は、景気ではなく人口に起
因します。当時と今では人口構成が違います。

　今後、相当にお年寄りが多くなって、若い人が少なく
なります。こういう時代に急速に突入していきます。その
時にたくさん作っても売れません。値下げしました、値
崩れしました、を繰り返していくと赤字になります。その
ことに気が付いて対策を打たなければならないのです。
お客様の数は景気ではなくて、何年に何人子供が生ま
れたかで決まっています。今、東京ですらＪＲのお客様
が減り出しています。なぜかというと、現役を引退してい
る人が増えているからです。
　これに対する対策は非常に簡単です。客数が減る
のであれば、対策は「単価を上げる」、この1点しかあり
ません。単価を上げるとはどういうことか。お客様が、
より価値を感じて、同じものに高い値段を払ってくれ
る、というように持っていかなければならないというこ
とです。考え方を切り替えて、高く売るということを考え
なければいけないのです。それが実は未来を見据えた
戦略なのです。

【安売り脱却とブランド努力】
　国内でお客様が減ってくるのであれば外国に売ろ
う、ということをりんごの世界で一番早く手掛けたのが
青森です。日本のりんごは、10年前はほとんど輸出され
ていませんでした。それが10年で10倍になっていて、今
りんごの生産量の5％が輸出にまわっています。
　青森では中国輸出専用の大紅栄という品種のりん
ごを作り、1個100円という非常に高い卸値で販売して
います。ところが、大紅栄は中国では、1,700円で売られ
ています。1個100円の日本の農家収入に対し、その16
倍の利益が中国人に入っているのです。要は、売り方
が下手なのです。売り方が下手でも儲かっていればよ
いのですが、儲けが少なくて後継者がいないと嘆いて
います。
　世界の「自宅以外の資産を100万ドル以上保有して
いる人」すなわちお金持ちの数の順位は、中国は4番
目、日本は2番目です。日本には中国の3倍のお金持ち
が居るのです。同じりんごが中国では1,700円で売れて
いるのに、日本国内では100円でしか売れていません。
つまり、日本のお金持ちは100円でしか買わないので
す。日本では、金持ちが贈答品でりんごを買うということ
をしません。純粋に庶民の食べ物になってしまっていま
す。どうしてりんごを作っている人は、たまにはお金持ち
向けの高いものを作って、自分がもっと儲けようと思わ
ないのでしょうか。ブランド構築努力をするのが面倒
だからです。安売りの方が楽だからです。よいものを作
って安くたたき売ることほど楽なことはありません。よ
いものを安く売っていたら皆喜んで買います。よいもの
を作ってかつ高く売ることは極めて難しいし、努力をし
ないといけないのです。それを面倒に感じ、よいものを
作って安く売る人たちばかりだからこういう状況にな
るのです。
　高知の生姜も同じです。これだけお年寄りが増えて
きた社会で、生姜はもっとも重要な作物だといわれてい
ます。健康本の類で今一番流行っているのは生姜の本
です。ものすごく注目が集まっているときに、どの生姜も
同じ値段で、スーパーで売られています。ブランドが構
築できていないのです。
　いったん、安く買えると思われたら、安くしか買われま
せん。皆さんの作っている野菜や食品をどうせ買うなら
高い値段でも良いものを買おうという類の野菜、食べ
物にしないといけないはずなのです。できていないとす
るとそれは、それに向けた努力が足りないのです。 
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図3.1　平成7年および平成22年の人口構成
平成7年　人口構成

平成22年　人口構成

出所：国立社会保障・人口問題研究所中位推計

出所：国勢調査

株式会社日本政策投資銀行　地域振興グループ

【講演１】

「高知県食料産業の10年後の
　　　　　　　　　未来を見据えた戦略」

地域支援班　参事役　藻谷 浩介氏

Ⅲ 高知県食料産業の10年後の未来を見据えた構想

　高知県地域戦略構想書策定ワーキングでは、メンバーによる議論を重ね、第Ⅰ章、第Ⅱ章で概括した高知県の食料産業の
概況に基づき、10年後の未来を見据えた高知県食料産業を構想するには、力強い「地域のブランド」をつくっていくことが重
要であると考えました。
　国として、地域として、強いブランドを持つ国にスイス、フランス、イタリアがあります。これらの国は、ブランド戦略、地産地
消の先進的な確立、ブランド力の訴求による域外・国外への競争力を有しており、日本に対する数少ない貿易黒字国でもあ
ります。高知県の将来を考えたとき、このようなヨーロッパの比較的小国でありながら、非常に強いブランドを持つ国のブラ
ンドづくりに学ぶべきではないかと考えました。
　そこで、客観的なデータに基づいた解析から地域のあり方を研究することにおいて極めて評価の高いエコノミストの藻谷
浩介氏（株式会社日本政策投資銀行　地域振興グループ　地域支援班　参事役）、スイスに住み、スイスというブランドの
国づくりに精通されている山田桂一郎氏（まちづくり観光研究所　主席研究員）を招き、また地元関係者として尾﨑輝宏氏
（高知県産業振興推進部　副部長）に加わっていただき、1回目のワークショップを開催しました。
　さらに、地域のブランド化を実現するために必要な食品産業の要素技術について考えていくという視点に立ち、食品開発
のコンサルタントで、食品加工技術の専門家である久塚智明氏（株式会社ＦＢＴプランニング　代表取締役社長）、包装技
術カートカンの開発に従事された佐伯敬太氏（凸版印刷株式会社　文化事業推進本部デジタルコンテンツ部　部長）を招
き、また地元企業関係者として吉野和守氏（高知県食品工業団地事業協同組合　代表理事・事務局長 兼 株式会社アミノ
エース　代表取締役社長）、西内豊氏（高知県工業技術センター　所長）に加わっていただき、2回目のワークショップを開
催しました。
　両ワークショップとも、パネルディスカッションのコーディネーターは、高知県地域戦略構想書策定ワーキングの代表であ
る受田浩之（高知大学　副学長）が務めました。
　本章では、2つのワークショップでの講演内容とパネルディスカッションの内容を掲載し、高知県食料産業の10年後の未
来を見据えた構想に替えさえていただきます。

藻谷 浩介氏
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【大成功している旭山動物園でも・・・】　
　地域振興で大成功した旭山動物園ですが、一つ残
念なことがあります。園内にある飲食店の外看板には、
特徴のないメニューが並んでいて、どこにも北海道らし
いメニューが書かれていないのです。ジュース類は150
円で売っています。本州から往復4万円もかけてはるば
る来た人に、150円のジュースを飲んでもらって帰すと
いう考え方でよいのでしょうか。地元の農産品を使っ
た、ここにしかないメニューがなければいけないし、あ
ったらそのことを印象強く伝えるために、「地元産」くら
い書いておかないといけないと思います。
　外看板には書かれていないのですが、店内に入って
みると、地元産の品が置いてあるのです。しかし、陳列ケ
ースの中にあるはずの地元産のおいしいスイーツは、人
気があってほとんど売り切れです。本州からのお客様は
皆、地元のスイーツを食べたくなるに決まっています。
品切れにならないように仕入れておくべきで、仕入れて
もすぐに売り切れになるのであれば、値上げをすべきな
のです。売り切れにならない金額まで値上げして高く売
って回収すべきなのです。おこっぺヨーグルトという、北
海道オホーツクの興部町に行かないと手に入らないと

言われている幻のヨーグルトも売っているのです。つま
り、店内にはちゃんと置いてあるのに、外に宣伝がされ
ていないのです。
　旭山動物園は市営の動物園なので、資金不足で改
修が間に合っていない展示室もあります。なぜお金が
ないのかというと、せっかく高く売れるものをまったく宣
伝せずに、150円のジュースばかりを表で宣伝している
からです。作ることに必死で、人にちゃんと伝えて分かっ
て買ってもらおうということに対して意識が向いていな
いのかもしれません。つまり、本当に優れた商品があっ
たならば、何万円も航空運賃を払って来た人にきちん
と買ってもらって帰ってもらおうという意識を持たない
といけません。お金を稼いで、動物園の展示の改修をし
て、地元の建設業の仕事を増やすべきなのです。

【高知県産のジンジャーエール】
　高知県内にも同じような例がたくさんあります。私は
高知県のおいしい産品のなかで特に、土佐山のジン
ジャーエールが好きです。1本500円ですが、買う価値
があると思います。

　最近ＡＮＡの機内で販売されているジンジャーエー
ルは、高知県産ではなく和歌山県産です。農商工連携
で同じようなコンセプトで作られています。土佐山のジ
ンジャーエールは高知の人にもほとんど知られていな
いのに、和歌山のジンジャーエールはＡＮＡの機内で
販売されています。なぜこのようなことになるかという
と、理由は簡単で、高知の人は作ることは好きですが、
売り込むことにあまり注力していないからです。だから、
先に持っていかれてしまうのです。
　私は土佐山のジンジャーエールの方がおいしいと思
います。理由は香料が入っていないからです。そういう
すばらしいものがありながら、機内に乗せて全国に売る
ということを高知はやっておらず、非常に残念です。旭
山動物園とすごく似たものを感じます。物はすばらしい
し、工夫もすばらしいのだけれども、最後の詰めのとこ
ろで、人に売るという姿勢が少し欠けていると、私は強
く感じます。

【市場の縮小を見据えた対策の必要性】
　ここで、青森産りんごの話をします。青森産りんごの
販売量は増えていますが、販売額は近年下がってきて
います。つまり、作り過ぎで値崩れしているのです。平成
7年と平成20年で比較をすると、販売量はほとんど同じ
なのに、販売額は落ちています。単価が3割以上下がっ
ているからです。なぜ青森のりんごの単価が下がるの
かと聞くと、10人中9人の人が不景気だからと言うと思
います。実は根本的な問題は、景気ではなく人口に起
因します。当時と今では人口構成が違います。

　今後、相当にお年寄りが多くなって、若い人が少なく
なります。こういう時代に急速に突入していきます。その
時にたくさん作っても売れません。値下げしました、値
崩れしました、を繰り返していくと赤字になります。その
ことに気が付いて対策を打たなければならないのです。
お客様の数は景気ではなくて、何年に何人子供が生ま
れたかで決まっています。今、東京ですらＪＲのお客様
が減り出しています。なぜかというと、現役を引退してい
る人が増えているからです。
　これに対する対策は非常に簡単です。客数が減る
のであれば、対策は「単価を上げる」、この1点しかあり
ません。単価を上げるとはどういうことか。お客様が、
より価値を感じて、同じものに高い値段を払ってくれ
る、というように持っていかなければならないというこ
とです。考え方を切り替えて、高く売るということを考え
なければいけないのです。それが実は未来を見据えた
戦略なのです。

【安売り脱却とブランド努力】
　国内でお客様が減ってくるのであれば外国に売ろ
う、ということをりんごの世界で一番早く手掛けたのが
青森です。日本のりんごは、10年前はほとんど輸出され
ていませんでした。それが10年で10倍になっていて、今
りんごの生産量の5％が輸出にまわっています。
　青森では中国輸出専用の大紅栄という品種のりん
ごを作り、1個100円という非常に高い卸値で販売して
います。ところが、大紅栄は中国では、1,700円で売られ
ています。1個100円の日本の農家収入に対し、その16
倍の利益が中国人に入っているのです。要は、売り方
が下手なのです。売り方が下手でも儲かっていればよ
いのですが、儲けが少なくて後継者がいないと嘆いて
います。
　世界の「自宅以外の資産を100万ドル以上保有して
いる人」すなわちお金持ちの数の順位は、中国は4番
目、日本は2番目です。日本には中国の3倍のお金持ち
が居るのです。同じりんごが中国では1,700円で売れて
いるのに、日本国内では100円でしか売れていません。
つまり、日本のお金持ちは100円でしか買わないので
す。日本では、金持ちが贈答品でりんごを買うということ
をしません。純粋に庶民の食べ物になってしまっていま
す。どうしてりんごを作っている人は、たまにはお金持ち
向けの高いものを作って、自分がもっと儲けようと思わ
ないのでしょうか。ブランド構築努力をするのが面倒
だからです。安売りの方が楽だからです。よいものを作
って安くたたき売ることほど楽なことはありません。よ
いものを安く売っていたら皆喜んで買います。よいもの
を作ってかつ高く売ることは極めて難しいし、努力をし
ないといけないのです。それを面倒に感じ、よいものを
作って安く売る人たちばかりだからこういう状況にな
るのです。
　高知の生姜も同じです。これだけお年寄りが増えて
きた社会で、生姜はもっとも重要な作物だといわれてい
ます。健康本の類で今一番流行っているのは生姜の本
です。ものすごく注目が集まっているときに、どの生姜も
同じ値段で、スーパーで売られています。ブランドが構
築できていないのです。
　いったん、安く買えると思われたら、安くしか買われま
せん。皆さんの作っている野菜や食品をどうせ買うなら
高い値段でも良いものを買おうという類の野菜、食べ
物にしないといけないはずなのです。できていないとす
るとそれは、それに向けた努力が足りないのです。 
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図3.1　平成7年および平成22年の人口構成
平成7年　人口構成

平成22年　人口構成

出所：国立社会保障・人口問題研究所中位推計

出所：国勢調査

株式会社日本政策投資銀行　地域振興グループ

【講演１】

「高知県食料産業の10年後の
　　　　　　　　　未来を見据えた戦略」

地域支援班　参事役　藻谷 浩介氏

Ⅲ 高知県食料産業の10年後の未来を見据えた構想

　高知県地域戦略構想書策定ワーキングでは、メンバーによる議論を重ね、第Ⅰ章、第Ⅱ章で概括した高知県の食料産業の
概況に基づき、10年後の未来を見据えた高知県食料産業を構想するには、力強い「地域のブランド」をつくっていくことが重
要であると考えました。
　国として、地域として、強いブランドを持つ国にスイス、フランス、イタリアがあります。これらの国は、ブランド戦略、地産地
消の先進的な確立、ブランド力の訴求による域外・国外への競争力を有しており、日本に対する数少ない貿易黒字国でもあ
ります。高知県の将来を考えたとき、このようなヨーロッパの比較的小国でありながら、非常に強いブランドを持つ国のブラ
ンドづくりに学ぶべきではないかと考えました。
　そこで、客観的なデータに基づいた解析から地域のあり方を研究することにおいて極めて評価の高いエコノミストの藻谷
浩介氏（株式会社日本政策投資銀行　地域振興グループ　地域支援班　参事役）、スイスに住み、スイスというブランドの
国づくりに精通されている山田桂一郎氏（まちづくり観光研究所　主席研究員）を招き、また地元関係者として尾﨑輝宏氏
（高知県産業振興推進部　副部長）に加わっていただき、1回目のワークショップを開催しました。
　さらに、地域のブランド化を実現するために必要な食品産業の要素技術について考えていくという視点に立ち、食品開発
のコンサルタントで、食品加工技術の専門家である久塚智明氏（株式会社ＦＢＴプランニング　代表取締役社長）、包装技
術カートカンの開発に従事された佐伯敬太氏（凸版印刷株式会社　文化事業推進本部デジタルコンテンツ部　部長）を招
き、また地元企業関係者として吉野和守氏（高知県食品工業団地事業協同組合　代表理事・事務局長 兼 株式会社アミノ
エース　代表取締役社長）、西内豊氏（高知県工業技術センター　所長）に加わっていただき、2回目のワークショップを開
催しました。
　両ワークショップとも、パネルディスカッションのコーディネーターは、高知県地域戦略構想書策定ワーキングの代表であ
る受田浩之（高知大学　副学長）が務めました。
　本章では、2つのワークショップでの講演内容とパネルディスカッションの内容を掲載し、高知県食料産業の10年後の未
来を見据えた構想に替えさえていただきます。

藻谷 浩介氏



【地消地産の商品づくり】
　
　私はスイスに居住の拠点をおきながら、日本各地で
地域振興などの事業化を支援をしています。私のかか
わった北海道弟子屈町の「てしかがえこまち推進協議
会」の事業は、初年度から黒字経営で、今年は夏のツ
アー商品だけで、前年対比300％近く出ていました。こ
こでは、すべて町内から材料調達した「摩周の恵みラー
メン」や、「屈斜路和牛」の不人気部位を使った新メ
ニューを開発しました。また、50種類以上採れるじゃが
いもは食べ方を紹介することで、販売量を増やしまし
た。
　この考え方は、実はスイスと一緒なのです。「手間暇
かけて、価値を上げてきた」のです。「質そのもの」を上
げてきました。つまり原材料になっている野菜や小麦
や米の価値を上げるということです。
　地産地消というキーワードがあります。スイスでは
「地消地産」です。地産外商というよりは「外商地産」で
す。地産地消は、とりあえずあるものを何とか売るという
話が多いと思います。「地消地産」というのは、地元の
産品を、製造コストをまかなえるように地元の人が高
く買い、今後も買い続けるので、良い産品をもっと作っ
てくださいという協力関係をつくるということです。もち
ろん、外で消費してもらう、商いしてもらうための作り方
ですから、「お客様にどういう商品ならば本当に売れる
のか」を考えます。「相手にちゃんと合わせて作る」とい
うことです。
　これは観光でも同じです。お客様のためにと言いなが
ら、お客様のために作っていないものがものすごく多い
です。エコツアーだというのに、地元業者は平気で割りば
しつきのただの幕の内弁当をつけてきます。徹底度がよ
く分かりません。観光のあり方も消費のあり方も、まず
はお客様のためになっているのか、なっていないのか
と考える必要があります。スイスの考え方はここなの
です。
　考え方として、「お客に善し！世間に善し！後、自らに
善し！」の順番でなければなりません。世間といって
も、地域にとって良いのか、悪いのかを考えて作ってい
るかどうかということです。現代は、自らのことしか考え
ていない人が多く、「先ず自らには善くて、客には適当
で、世間にはどうでもよい」という商品がものすごく多い
と思います。大事なのは、自分たちの商売がどう地域に
貢献しているのか、お客様や世間に喜ばれるのかで
す。

地域ポテンシャルをもとにした重点分野についての考察Ⅱ

農山漁村6次産業化対策事業
技術促進対策事業

【これまでの安売り路線とこれからの高値志向】　
　残念ながら安売りの路線には未来がありません。昭
和40年代から50年代の初めはよい品をどんどん安くと
いう時代でした。この頃は値下げによる売上減よりも、
販売量増加による売上増加の方が大きかったのです
（需要曲線　価格弾力性＞1）。その後、50年代半ばに
は、さらに値段を下げて、もっとたくさん売るようになり、
値下げによって失われる儲けの方が多くなります。さら
にその先、今起きていることは、人口が減って、同じ値
段で作っていると売れる量がどんどん減っていく状況
です。価格弾力性が1を上回っている場合には値下げ
路線は意義がありますが、現在は1を下回っています
ので有効性はありません。
　それに対して、さらに値下げをします。そんなに下げ
たら儲からなくなるのに、儲からなくてもよい、売れる量
さえ増やせればよいと、いつの間にか目標がひっくり返
ってしまうのです。量が目標になると必ず、こういうこと
が起きます。出荷量などを目標とするのではなく、最初
から売上何億円という目標を立てるべきです。金額を
目標にしていれば、これ以上値下げして売ってはいけ
ないというポイントが分かります。このような状況を避
けるには、安売りをやめて、時計でいうローレックスを
作ることが必要です。ものすごく高いものを高く売るべ
きなのです。超高級野菜を売る、もしくは、ありとあらゆ
る種類の少しだけ高い野菜をいろいろな人に売ると
いう戦略を立てるべきです。
　ただし、これは「言うは易し行うは難し」で、非常に難
しいポイントが2つあります。

ポイント１、よほど強いブランドを作らないと高く売れ
ません。
ポイント2、高く売るためには、少量しか作らない場合
が多いので、なんとか値上げできる範囲に原価を抑え
るという、値上げのためのコストダウンという努力も必
要です。

　居酒屋に行くとノンアルコールの人は一杯500円の
ウーロン茶を飲んでいます。高知県産のジンジャーエ
ール500円は誰も買いません。ブランド力がないからで
す。ウーロン茶はブランド力があり、居酒屋で普及して
います。ウーロン茶を飲むくらいなら高知県産のジンジ
ャーエールを飲むとお客様に思われるように、お客様
の意識を切り替えていかなければなりませんが、これは
非常に難しいことです。

【ブランドとは何か】
　皆さんの一つひとつの商品がブランドを持つことは
非常に難しいので、地域全体としてブランドを持つこ
とが重要です。ブランドがあれば、原価以上の値段が
付きます。ブランドがなければ、原価以下でしか売れな
いのです。原価以上の値段で売れるか原価が回収でき
ないか、どちらかなのです。皆さんが原価を回収できる
側にまわりたかったら、付加価値を得たかったら、ブラ
ンドを持たないといけないのです。
　地域ブランドを持つためには、次の2つの点を意識

しなければなりません。1つは、あの地域の業者は誠
実だから間違いはないと「信用されること」です。スイ
スの場合は国として信用されています。住民もスイスを
信用しているし、外国人も信用しています。もう1つは、あ
の地域の人が使っている、食べているものだから絶対
良いものだと言われないとブランドにならないというこ
とです。前者は「業者の信用」、後者は「消費者の信用」
です。
　例えば、青森の事業者が青森のカツオのたたきを売
るとします。仮に青森の方が、脂がのっておいしかった
としても、なぜか高知のカツオのたたきの方が高く売れ
ます。それは、高知県の人は一年中カツオのたたきば
かりを食べていると思われているからです。「あれだけ
カツオのたたきばかり食べていれば、さぞや味にうる
さいだろう」、「あの味にうるさい高知県の人が喜んで
買っているブランドならば、さぞや旨いだろう」というよ
うに、地元の人のマーケットがきちんとあって、彼らが
認めているということでブランドが付くのです。
　自分たちが食べてもいないものをよその県に売りに
行ったり、自分たちが世間で一番買いたたいていたり
すれば、それは売れませんし、よその人からも買いたた
かれてしまいます。このように地域全体としての行動も
伴いながら、地域ブランドになるのです。

【日本の現状とスイスの強さ】
　最後に、日本の現状について一言示し、スイスはなぜ
凄いのかということをお話したいと思います。
　日本は今、国際競争力が落ちる一方であるとマスコ
ミ各社が言っていますが、実は日本の競争力はものす
ごい勢いで高まっています。例えば、日本の貿易収支を
みると、今年の予測値は65～70兆円であり、10年前に
比べると5割増です。円高で輸出が減ったと思っている
人もいますが、輸出が増えたから円高になっているので
す。対中国、韓国、台湾、シンガポール、全て日本が黒字
です。アジアのおかげで日本は儲かっています。
　ところが、日本が貿易赤字を出している数少ない国
があります。日本が赤字になっている国というのは基本
的には産油国や、オーストラリアといった資源国だけな
のですが、数少ない例外として、日本が貿易赤字にな
っている国があります。それはスイスです。スイスは150
年前には、まったく産業がなく、世界各地の戦争に兵隊
を出す以外に産業のない国でした。農地が少なく、今
でも食料自給率は日本よりも低い国です。それにも関わ
らず、極端に強い競争力を発揮していて、日本から黒字
をとっています。
　やはり、そこにはやり方があります。そのポイントはお
そらく推測するに、彼らは非常に高いものしか売ってい
ないのです。ブランドが極めて強いのです。そのブラン
ドの背景にはスイスがしっかり作っているということ
と、もう1つ、スイス人が喜んで買っているものは良いも
のだということの2つがあるのです。ぜひ、このやり方を
勉強していただいて、もっと高く売って、後継者のいる
農業、工業を実践していただきたいと思います。ぜひ、そ
の辺りの秘密を探っていただきたいと思います。
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【地域リアリティが必要】

　高知のものが売れるためには、高知というリアリ
ティがないといけません。例えば、スイス製のチョコ
レートやチーズが、スイスの原材料を使っていないと
か、スイスで作られていないとなると、これはまさしく
地域のリアリティがないことになってしまいます。スイ
スでは、それを国単位でなく、地域単位で考えていま
す。そのときに大事なのは、地元の方の支持があるこ
と、もしくはそれが誇りになっていること、ライフスタイ
ル化していることです。地元の方が支持していない、食
べていない、着ていない、使っていない、やっていないこ
と（もの）は、外の人には評価されません。スイスは、一
人当たりのチーズ、チョコレートの消費量は世界でダン
トツ1位なのです。高知というとお魚やかんきつ類のイ
メージがありますが、確かに皆さんが食べていて、一番
支持されています。だから売れているのです。
　時計の話をすると、スイス人にとって時計は単なる
時計ではなくて、資産です。買うときは必ず3代先まで
考えて買います。スイスのメーカーは100年以上前の
ものでもちゃんと修理します。設計図も残っています
し、職人もいます。時計も地元民が使っているのです。
　私が住んでいるツェルマットは人口5,700人の小さ
な村です。電気自動車と馬車だけの村で、隣村までしか
車も入って来ることができません。スイス国内には一般
の車の乗り入れを禁止しているところが9ヶ所ありま
す。全部ツェルマットの電気自動車を買っています。性
能の良い電気自動車があるからといって、他国から
買ったら、それはお金が出て行くだけです。
　観光の世界でいうと、知名度を上げるために宣伝し
ろというかもしれません。ところが、スイスは観光広告を
ほとんどやっていません。それは知名度を上げてもお
客さんは来ないからです。そこに行かなくてはならな
い理由、そこに行って食べなくてはならない理由、そこ
に行って買わなくてはならない理由が必要なのです。
スイス人 は商売において、価値をどう認めてもらうか
というところに一番力を注ぐのです。同じものならば、
近い方と安い方にしかお客さんは流れません。だから
ほとんどの観光旅行商品は価格競争に巻き込まれて
いるわけです。特に温泉地などはそうです。

山田 桂一郎氏
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【地消地産の商品づくり】
　
　私はスイスに居住の拠点をおきながら、日本各地で
地域振興などの事業化を支援をしています。私のかか
わった北海道弟子屈町の「てしかがえこまち推進協議
会」の事業は、初年度から黒字経営で、今年は夏のツ
アー商品だけで、前年対比300％近く出ていました。こ
こでは、すべて町内から材料調達した「摩周の恵みラー
メン」や、「屈斜路和牛」の不人気部位を使った新メ
ニューを開発しました。また、50種類以上採れるじゃが
いもは食べ方を紹介することで、販売量を増やしまし
た。
　この考え方は、実はスイスと一緒なのです。「手間暇
かけて、価値を上げてきた」のです。「質そのもの」を上
げてきました。つまり原材料になっている野菜や小麦
や米の価値を上げるということです。
　地産地消というキーワードがあります。スイスでは
「地消地産」です。地産外商というよりは「外商地産」で
す。地産地消は、とりあえずあるものを何とか売るという
話が多いと思います。「地消地産」というのは、地元の
産品を、製造コストをまかなえるように地元の人が高
く買い、今後も買い続けるので、良い産品をもっと作っ
てくださいという協力関係をつくるということです。もち
ろん、外で消費してもらう、商いしてもらうための作り方
ですから、「お客様にどういう商品ならば本当に売れる
のか」を考えます。「相手にちゃんと合わせて作る」とい
うことです。
　これは観光でも同じです。お客様のためにと言いなが
ら、お客様のために作っていないものがものすごく多い
です。エコツアーだというのに、地元業者は平気で割りば
しつきのただの幕の内弁当をつけてきます。徹底度がよ
く分かりません。観光のあり方も消費のあり方も、まず
はお客様のためになっているのか、なっていないのか
と考える必要があります。スイスの考え方はここなの
です。
　考え方として、「お客に善し！世間に善し！後、自らに
善し！」の順番でなければなりません。世間といって
も、地域にとって良いのか、悪いのかを考えて作ってい
るかどうかということです。現代は、自らのことしか考え
ていない人が多く、「先ず自らには善くて、客には適当
で、世間にはどうでもよい」という商品がものすごく多い
と思います。大事なのは、自分たちの商売がどう地域に
貢献しているのか、お客様や世間に喜ばれるのかで
す。

地域ポテンシャルをもとにした重点分野についての考察Ⅱ
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【これまでの安売り路線とこれからの高値志向】　
　残念ながら安売りの路線には未来がありません。昭
和40年代から50年代の初めはよい品をどんどん安くと
いう時代でした。この頃は値下げによる売上減よりも、
販売量増加による売上増加の方が大きかったのです
（需要曲線　価格弾力性＞1）。その後、50年代半ばに
は、さらに値段を下げて、もっとたくさん売るようになり、
値下げによって失われる儲けの方が多くなります。さら
にその先、今起きていることは、人口が減って、同じ値
段で作っていると売れる量がどんどん減っていく状況
です。価格弾力性が1を上回っている場合には値下げ
路線は意義がありますが、現在は1を下回っています
ので有効性はありません。
　それに対して、さらに値下げをします。そんなに下げ
たら儲からなくなるのに、儲からなくてもよい、売れる量
さえ増やせればよいと、いつの間にか目標がひっくり返
ってしまうのです。量が目標になると必ず、こういうこと
が起きます。出荷量などを目標とするのではなく、最初
から売上何億円という目標を立てるべきです。金額を
目標にしていれば、これ以上値下げして売ってはいけ
ないというポイントが分かります。このような状況を避
けるには、安売りをやめて、時計でいうローレックスを
作ることが必要です。ものすごく高いものを高く売るべ
きなのです。超高級野菜を売る、もしくは、ありとあらゆ
る種類の少しだけ高い野菜をいろいろな人に売ると
いう戦略を立てるべきです。
　ただし、これは「言うは易し行うは難し」で、非常に難
しいポイントが2つあります。

ポイント１、よほど強いブランドを作らないと高く売れ
ません。
ポイント2、高く売るためには、少量しか作らない場合
が多いので、なんとか値上げできる範囲に原価を抑え
るという、値上げのためのコストダウンという努力も必
要です。
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ウーロン茶を飲んでいます。高知県産のジンジャーエ
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いのです。原価以上の値段で売れるか原価が回収でき
ないか、どちらかなのです。皆さんが原価を回収できる
側にまわりたかったら、付加価値を得たかったら、ブラ
ンドを持たないといけないのです。
　地域ブランドを持つためには、次の2つの点を意識

しなければなりません。1つは、あの地域の業者は誠
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の地域の人が使っている、食べているものだから絶対
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です。
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みると、今年の予測値は65～70兆円であり、10年前に
比べると5割増です。円高で輸出が減ったと思っている
人もいますが、輸出が増えたから円高になっているので
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があります。日本が赤字になっている国というのは基本
的には産油国や、オーストラリアといった資源国だけな
のですが、数少ない例外として、日本が貿易赤字にな
っている国があります。それはスイスです。スイスは150
年前には、まったく産業がなく、世界各地の戦争に兵隊
を出す以外に産業のない国でした。農地が少なく、今
でも食料自給率は日本よりも低い国です。それにも関わ
らず、極端に強い競争力を発揮していて、日本から黒字
をとっています。
　やはり、そこにはやり方があります。そのポイントはお
そらく推測するに、彼らは非常に高いものしか売ってい
ないのです。ブランドが極めて強いのです。そのブラン
ドの背景にはスイスがしっかり作っているということ
と、もう1つ、スイス人が喜んで買っているものは良いも
のだということの2つがあるのです。ぜひ、このやり方を
勉強していただいて、もっと高く売って、後継者のいる
農業、工業を実践していただきたいと思います。ぜひ、そ
の辺りの秘密を探っていただきたいと思います。
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【地域リアリティが必要】

　高知のものが売れるためには、高知というリアリ
ティがないといけません。例えば、スイス製のチョコ
レートやチーズが、スイスの原材料を使っていないと
か、スイスで作られていないとなると、これはまさしく
地域のリアリティがないことになってしまいます。スイ
スでは、それを国単位でなく、地域単位で考えていま
す。そのときに大事なのは、地元の方の支持があるこ
と、もしくはそれが誇りになっていること、ライフスタイ
ル化していることです。地元の方が支持していない、食
べていない、着ていない、使っていない、やっていないこ
と（もの）は、外の人には評価されません。スイスは、一
人当たりのチーズ、チョコレートの消費量は世界でダン
トツ1位なのです。高知というとお魚やかんきつ類のイ
メージがありますが、確かに皆さんが食べていて、一番
支持されています。だから売れているのです。
　時計の話をすると、スイス人にとって時計は単なる
時計ではなくて、資産です。買うときは必ず3代先まで
考えて買います。スイスのメーカーは100年以上前の
ものでもちゃんと修理します。設計図も残っています
し、職人もいます。時計も地元民が使っているのです。
　私が住んでいるツェルマットは人口5,700人の小さ
な村です。電気自動車と馬車だけの村で、隣村までしか
車も入って来ることができません。スイス国内には一般
の車の乗り入れを禁止しているところが9ヶ所ありま
す。全部ツェルマットの電気自動車を買っています。性
能の良い電気自動車があるからといって、他国から
買ったら、それはお金が出て行くだけです。
　観光の世界でいうと、知名度を上げるために宣伝し
ろというかもしれません。ところが、スイスは観光広告を
ほとんどやっていません。それは知名度を上げてもお
客さんは来ないからです。そこに行かなくてはならな
い理由、そこに行って食べなくてはならない理由、そこ
に行って買わなくてはならない理由が必要なのです。
スイス人 は商売において、価値をどう認めてもらうか
というところに一番力を注ぐのです。同じものならば、
近い方と安い方にしかお客さんは流れません。だから
ほとんどの観光旅行商品は価格競争に巻き込まれて
いるわけです。特に温泉地などはそうです。

山田 桂一郎氏
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　価値をどう認めさせるかという手段の話はターゲッ
トを決めてからの話になります。自分たちがこの商品を
誰のためにどうやって作るかという戦略が必要です。
私の場合は、作るときはまずインナープロモーション
として、徹底的に地域の方たちに楽しんでもらうし、食
べてもらいます。地域が価値を認めてくれなければ、リ
アリティが出ないし、口コミで何も言ってはくれませ
ん。
　そのときに大事なのは、皆さんのビジネスから一番
縁が遠い方々から認めてもらえるようにすることです。
そうしないと地域に根差したものになりません。だから
私は、まずは地域の子どもたちや知的障害者の方、専
業主婦のおかあさん方に来ていただいて、徹底的に楽
しんでもらうし、食べてもらって、いろいろなヒアリング調
査を行います。やっているうちに輪が広がっていきます。
スイスはただ、そういう地域経営をやっているだけなの
です。
　スイスがやってきたのは、地域リアリティをどう成熟
させるかということです。例えばホテルでも、徹底的に
こだわります。ツェルマットは小さな村ですから、チーズ
もほんの少ししか作れません。地元の少量生産のもの
は、全部地元で使って、絶対に外に出しません。地消
地産型になっているのです。少ないのだから、徹底的に
良いものを作ってもらいます。その代わり五つ星、四つ
星ホテルで扱います。このように地域内でものを回すの
です。そうすると、お金が回り、景気も良くなります。
　ツェルマットは5,700人の村ですから、定住人口の税
収だけでは持ちません。なので観光に力を入れ、外から
人に来てもらい、お金を落としてもらうように仕向けま
す。さらに、そのお金が外に逃げないように、落ちたお金
はとにかく加速度的にいろいろな事業者に回そうとし
ます。そうすると、みんな景気が良くなって、税収が上
がってくるのです。そのためには、事業者どうしだけで
なく、住民も含めて、良いものだと分かってもらわない
といけません。

【ブランドとは地域の誇り】
　ブランドとは、「銘柄」「商標」であるとともに、「地域の
誇り」です。皆さんが作る商品が、皆さんの誇りになると
ともに、地域の方たちにとっての誇りにもなりえるもの
なのかどうかが重要です。外にだけ出ている商品とい
うのは基本的に短命です。要は、地域内で連携をとら
ないといけないときに、地域内の同業他社をライバル
視し、シェア争いをして価格競争をしても仕方がない
ということです。スイスはもともと小さい国なので、敵を
つくり、その中で「勝ち残る」のを目指すのではなく、お
客様に「心から豊かになれる価値がある」と認めてもら
う「価値残る」を目指そうと考えてきました。価値がな
ければお客様には選ばれません。その価値が、地域の
本質的な魅力や宝であり、地域住民のライフスタイル
にもなっているかということが重要です。
　よく例に出すのですが、奈良県のある団体が集まっ
たところで、皆さんの一番大切なものは何ですかと聞き
ました。全員が「桜」と言ったのです。吉野の桜は蔵王権
現金峯山寺のために植えてきたものなのですが、皆さ
ん桜がブランドだと勘違いしています。だから春以外は

人が来ない状況になってしまいます。日中参拝に行った
ら地元の方は誰もいません。商売が最優先になってし
まい、地域に対し、誇りを持っていないのでしょうか。足
下の本質的なところを理解していないまま、商品化して
いても、お客様には売れません。

【こだわりが価値を生む】
　時代の変化に対応しないと生き残れませんが、変え
ていくにも、変えてはいけない柱が必要です。それが
「こだわり」です。そのこだわりをもとに価値創造をしま
す。お客様は大満足してもう1回欲しいとなったら、次は
期待値が高まります。そうなったら、さらにそれを越える
ものを提供しないかぎり、もう1回はないのです。スイス
は徹底的にリピーターづくりをしています。リピーター
はこちらが提案すれば値段も見ないで買います。いや、
それだけの信用信頼関係が構築されているのです。
　今後、皆さんが地域で枠組み形成をするときには、
余所者はいらないので、地域の身内で集まってくださ
い。私の言う余所者、身内というのはどういう意味かと
いうと、ここの生まれ育ちという意味ではありません。高
知県のこと、その地域の将来も含めて真剣に検討し、
責任のある行動がとれる人が身内であって、たとえそこ
で生まれ育っていても地域のことなど関係ないと、評論
家のように反対しかしない方たちはみんな余所者だと
いうことです。
　スイスはおかげさまで世界中から観光で一度は行っ
てみたい国に必ず選ばれるし、1回来た方は2度3度来
たいと言います。世界中のお金持ちがスイスに住みたい
と言います。あの雪が多くて不便なところにです。社会
保障制度を含めて仕組みがしっかりしているのです。そ
のために製品は高いのですが、だれも文句を言いませ
ん。持っているお金をちゃんと使うので、景気も悪くなり
ません。スイスの経済成長が落ちないのは、地域の内
需が支えているからです。
　高知県民でよかったという誇り、ライフスタイルを持
っていないかぎりは、何を作っても売れません。スイス
人はスイスに住んでよかったと思っており、自分たちの
ものが一番良いと思って買うことで、商品の品質を高
めてきました。だから、世界の人たちに買っていただけ
るのです。

【ライフスタイルの質の高さ】
　スイスはナショナルブランドとして世界で唯一成功し
たと言われています。その担保は何かというと、「スイス
の質の高さ」です。生活文化も品質管理もどちらもきっ
ちりできており、ライフスタイルそのものが豊かなので
す。
　スイスの観光がうまくいった理由は、最初に格安パッ
ケージツアーが来なかったからです。最初に来たのが
質の分かる方々だったのです。その当時のスイスは高
級ホテルを作れず、何も用意できなかったのです。しか
し、その当時の先進的で便利な生活をしていた方々は、
スイスの素朴な生活に価値を見出したのです。水も空
気もきれいで、作っているものは素朴だけれどもおいし
いという評価を受けたのです。「スイスらしさ」、「スイス
ならでは」の価値にこだわったからです。
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【地域の「らしさ」と「ならでは」の追求】
　まず「地域性」がなければ高知のものが選ばれない
し、高知の各事業者が「個性」を出していかないと売れ
ません。それに加えて、商品そのものが付加価値が高く
「創造性」がないと売れません。地域性、個性、創造性、
３つの性、これはいずれも性格、性質ですから、形にし
ないといけません。「高知らしさ」、さらには、「高知なら
では」を追求する必要があります。

【今だけ！ここだけ！あなただけ！】　
　スイスで考えられている商品化のコンセプトは、「今
だけ！ここだけ！あなただけ！」です。レストランで出す飲
食でも、徹底的に季節のものが出されています。他と一
緒では売れないからです。
　もう一つ例があります。あるリゾート会社の有名な社
長が「うちは会員制にしない」と言っていました。会員制
にすると、上質な良いお客様から、私は「ワンオブゼム」
か、と思われてしまうからです。だからマーケティングは
徹底的に「ワンツーワン」でやるのです。

【ハイエンド商品の引き上げとシャワー効果】
　スイスのブランド戦略は、ハイエンドの商品やサー
ビスをつくり、そのシャワー効果を狙うという方法で
す。例えば、最高級の五つ星のホテルがあり、それをピ
ラミッドの頂点に四つ星、三つ星、二つ星、一つ星ホテ
ルがあります。さらには、ユースホステルやキャンプ場も
あります。トップを引き上げることで、全体の評価が上が
るような仕組みです。
　日本の場合は、三角形の頂点が低いまま底辺を底
上げしようとするのです。そうすると、三角形の面積であ
る市場が拡大しないのです。どこかでトップを引き上げ
なければなりません。仕組みは上からつくるべきです。
底辺から構築するのは非常に大変です。
　ハイエンド商品・サービスを構築すれば、あとはシ
ャワー効果で、その手法や作り方を真似て、できるとこ
ろから実践しようとする事業者が五万と出てきます。

【ブランド構築はテーマコンセプトから】
　ここで大事になってくるのは、地域全体のテーマコン
セプトです。ラーメン屋を例にすると、「高知は何味でいく
のか」というのがテーマコンセプトです。高知全体で、バ
ラバラの味のラーメンを作ってしまったらだめなのです。
テーマコンセプトがないとブランド構築がされません。
　さらには、将来構想のもとにテーマコンセプトを決
めないと全く意味がありません。みんなでどっちを向い
ていくのか、そのために掲げるものは何か、狙いは何
か、という話です。
　スイスも様々な観光地があります。国としてのテーマ
コンセプトは永世中立国や平和貢献など、政治経済的
にいろいろあります。だから私の住んでいる村は電気自
動車と馬車だけのエコリゾートというのが成り立つの
です。メインテーマ、メインコンセプトがあれば、サブテ
ーマ、サブコンセプトもできます。

【高知におけるテーマは何か】
　高知におけるテーマコンセプトは何かということを考
えるならば、まずは、誰に対しての商品づくりか、そして、
ここから売っていくとどのように発展するのかということ
を考えていくことではないかと思います。一般大衆では
なくて、やはり上質が分かる方に対して商品づくりを
行っていくことではないでしょうか。北海道の弟子屈
町で作った高価な商品は都会の方に売れました。それ
はちゃんとターゲットを30、40歳代の独身女性、キャリ
アウーマン、年収600万円以上と決めて作ったからで
す。そういう人たちは情報発信能力があるので、ブログ
等々であちこちに口コミをしてくれます。いきなり一般大
衆でやってもダメなのです。どれだけ知名度を上げて一
般大衆に知らしめても、来なかったと思います。
　誰にまず届けるかによって、ブランドはその後の展
開が変わってきます。高知が狙うべき届けるところは、
絶対に上からだと思います。数は少なくてもいいので
す。車でいうと、ベンツやＢＭWやレクサスではなく、フェ
ラーリです。年間何百万台も作らないと利益が上がら
ないものではなくて、フェラーリのように年間5千台作れ
ばＦ１チームが持てるところを狙うべきだと思います。

【テーマコンセプトのある能登の事例】
　最後に、私が今、朝市のグループと取り組んでいる能
登の事例の話をします。テーマコンセプトがしっかりし
ています。テーマコンセプトがしっかりしているという
ことは、ルールがしっかりしてくるということです。ルー
ルは何かというと、米は絶対に奥能登産のコシヒカリし
か使わない、炊くときは奥能登の水、器は輪島塗か珠
洲焼、箸は輪島の箸を使うといったものです。食材はた
くさんあるので、ご当地の半島内で任せます。そうする
と、海鮮丼だけでなくて、岩ガキ丼、ブリの照り焼き丼も
出てくるし、能登牛だってすき焼き丼もあればユッケ
丼、ステーキ丼もあります。何万円もするものから、500
円、600円のものまで、できてきます。そして泊らないと
食べられないという形にします。
　ぜひ、自分の商売、産業だけではない、地域全体、高
知全体、もしくは日本全体のことを考えて、皆さんが実
践を続けていただければと思います。
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　価値をどう認めさせるかという手段の話はターゲッ
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と言います。あの雪が多くて不便なところにです。社会
保障制度を含めて仕組みがしっかりしているのです。そ
のために製品は高いのですが、だれも文句を言いませ
ん。持っているお金をちゃんと使うので、景気も悪くなり
ません。スイスの経済成長が落ちないのは、地域の内
需が支えているからです。
　高知県民でよかったという誇り、ライフスタイルを持
っていないかぎりは、何を作っても売れません。スイス
人はスイスに住んでよかったと思っており、自分たちの
ものが一番良いと思って買うことで、商品の品質を高
めてきました。だから、世界の人たちに買っていただけ
るのです。

【ライフスタイルの質の高さ】
　スイスはナショナルブランドとして世界で唯一成功し
たと言われています。その担保は何かというと、「スイス
の質の高さ」です。生活文化も品質管理もどちらもきっ
ちりできており、ライフスタイルそのものが豊かなので
す。
　スイスの観光がうまくいった理由は、最初に格安パッ
ケージツアーが来なかったからです。最初に来たのが
質の分かる方々だったのです。その当時のスイスは高
級ホテルを作れず、何も用意できなかったのです。しか
し、その当時の先進的で便利な生活をしていた方々は、
スイスの素朴な生活に価値を見出したのです。水も空
気もきれいで、作っているものは素朴だけれどもおいし
いという評価を受けたのです。「スイスらしさ」、「スイス
ならでは」の価値にこだわったからです。
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【地域の「らしさ」と「ならでは」の追求】
　まず「地域性」がなければ高知のものが選ばれない
し、高知の各事業者が「個性」を出していかないと売れ
ません。それに加えて、商品そのものが付加価値が高く
「創造性」がないと売れません。地域性、個性、創造性、
３つの性、これはいずれも性格、性質ですから、形にし
ないといけません。「高知らしさ」、さらには、「高知なら
では」を追求する必要があります。

【今だけ！ここだけ！あなただけ！】　
　スイスで考えられている商品化のコンセプトは、「今
だけ！ここだけ！あなただけ！」です。レストランで出す飲
食でも、徹底的に季節のものが出されています。他と一
緒では売れないからです。
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長が「うちは会員制にしない」と言っていました。会員制
にすると、上質な良いお客様から、私は「ワンオブゼム」
か、と思われてしまうからです。だからマーケティングは
徹底的に「ワンツーワン」でやるのです。

【ハイエンド商品の引き上げとシャワー効果】
　スイスのブランド戦略は、ハイエンドの商品やサー
ビスをつくり、そのシャワー効果を狙うという方法で
す。例えば、最高級の五つ星のホテルがあり、それをピ
ラミッドの頂点に四つ星、三つ星、二つ星、一つ星ホテ
ルがあります。さらには、ユースホステルやキャンプ場も
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　日本の場合は、三角形の頂点が低いまま底辺を底
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ていくのか、そのために掲げるものは何か、狙いは何
か、という話です。
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洲焼、箸は輪島の箸を使うといったものです。食材はた
くさんあるので、ご当地の半島内で任せます。そうする
と、海鮮丼だけでなくて、岩ガキ丼、ブリの照り焼き丼も
出てくるし、能登牛だってすき焼き丼もあればユッケ
丼、ステーキ丼もあります。何万円もするものから、500
円、600円のものまで、できてきます。そして泊らないと
食べられないという形にします。
　ぜひ、自分の商売、産業だけではない、地域全体、高
知全体、もしくは日本全体のことを考えて、皆さんが実
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【高知県産業振興計画について】
受田：藻谷さんは、平成20年度、産業振興計画を策定
するにあたって、有識者の委員としてご協力をいただ
き、産業振興計画に関与していただきました。山田さん
は高知県の産業振興計画にはおなじみではございま
せんので、山田さんの方からいろいろとご意見をいただ
きたいと思っています。高知県の産業振興計画のキー
ワード、例えば、地産地消、あるいは地産外商、それか
ら産業間連携に関して、お二人の講師から、ご講演に
引き続き、深いお話をいただこうと思っております。

山田：高知県産業振興計画は計画ですので、実行する
段階になったとき、人材育成を含め事業者の方たち
に、どうやって商品づくりをやっていただけるのかが重
要です。しかも、それは持続可能なかたちにしないとい
けませんし、最終的には自立してもらわなければいけま
せん。いつまでも税金を投入し続け、行政がずっと手
伝っている姿は、私は間違いだと思っています。高知県
の事業者が儲かる、高知を元気にするというのも分か
りますが、この計画に掲げられている目標をクリアした
とき、どう高知の利益になってくるのか、その利益のもと
に高知県民が本当に幸せになれるのか、というところの
最終イメージが見えてきませんでした。
　もう一つは、マーケティングの話です。マーケットコミッ
トするものが出てくるためのマーケティングリサーチ、つ
まり現状を知り、次の手を打つためのリサーチはどうい
う手をとられるか、という点がものすごく興味があります。

尾﨑：最終的なイメージを産業振興計画は何に置いて
いるのかということですが、まずは雇用の場の創出と若
者の定住です。高知県の雇用機会は減る一方で、若い
人は働く場がなくて県外で就職しています。これを何と
かしたいと考えています。さらに、このまま経済状況が
悪化し続けると、今の高知らしいこのコミュニティがな
くなってしまうのではないかという危機感があります。そ
ういう意味で経済を強くして、最終的には、高知県の社
会、雰囲気、良さというものを持続させたいというのが、
産業振興計画のそもそもの策定の始まりだと思ってい
ます。これが1点目です。
　2点目のマーケティングリサーチをどのようにやるの
かという点についてお答えします。確かにこれまで十分
ではなかったと思います。例えば野菜や果実にしても、
卸の人にお渡しして、後は誰かが売ってくれるだろうと
いうのが今まで多かったと聞いています。受け手が誰か
も分からないまま売っているという状態です。そうでは
なくて、例えば首都圏の人がどういうものを欲している
のかを知って商品を作っていくということが必要だと

思っています。アンテナショップを作ったのは、ものを売
るためだけではなくて、実際に売れるものを市場調査し
商品作りに活かしていくことも目的としています。
　さらには、専門家の方々に知恵をお借りするようにし
ています。例えば、商人塾では、事業者の方々が実際に
商品を持ってきて、専門家からの具体的な改良提案を
いただいています。集合研修をやったあとに個別の取り
組みをしています。このように人材育成を継続し、専門
家の指導がなくなった後でも事業者が自立してやって
いけるかたちにしていきたいと考えています。

受田：山田さんのご講演では、地域や事業所に対するビ
ジョンをたてて、テーマやコンセプトを持つことが重要だ
というお話をいただきました。産業振興計画におけるビ
ジョンは、高知を元気にするトータルプランであると書い
ています。様 な々意味で産業振興を進め、持続可能な社
会をつくるということになるのだと思います。
　当初は、県民運動に展開しようという視点で、ボトム
アップで積み上げていきました。問題点を解決するため
の、積み上げだったと理解をしています。それが段々積
み上がってきて、頂上が見えるところまで来つつあるの
ではないかと思います。我 と々しては、食品産業におい
て、これからどういう頂をつくっていくのか、あるいはビ
ジョン自体を明確にしていくことが求められていますの
で、まさにそこのところのお知恵をいただきたいと思い
ます。
　産業振興計画の
キーワードに、「足
下を固め」「産業間
連携」「県外に打っ
て出る」という３つ
があります。
　まず、「足下を固
め」というのは、まさ
に「地産地消」を明
確に謳っているもの
で、これに関してス
イスの「地消地産のしくみ」についてもう少し詳しく伺い
たいと思っています。
　2つめ、「産業間連携」に関しては、観光抜きでは語
れないところがあります。この産業間連携という話を観
光面、特にツェルマットのお話もございますので、さらに
お聞きをしたいと思っています。
　3つめ、「県外市場に打って出る」は、地産外商の戦
略、つまり高知県産のブランド化に繋がっていく話で
す。この高知県産のブランド化についても議論を深めて
いきたいと思います。産業振興計画の３つのキーワード
について、ご意見を聞きたいと思っております。
　フロアの皆様からもご質問があろうかと思います。ま
ずご質問をいただいたうえで、今の3点について、パネリ
ストからお話をいただくことにさせていただきます。

【シビックプライドは地域学から】
会場：藻谷先生が以前、「エコノミスト」に書かれていた
内容で、高知県がイタリアのイメージだというのがあり
ました。あの当時書かれたイメージは、今でも変わらな
いのでしょうか。今後もそういうなかで、食品産業を考
えていくべきなのかというのが一つです。もう一つ、山田
先生のお話は、シビックプライドの考え方のように思い
ました。そのあたりについてお聞かせください。
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藻谷：イタリアについて一言申し上げます。イタリアと日
本の貿易では、イタリアのほうが黒字です。イタリアは、
地産地消の食品や手工芸品、ブランド品が非常に強  
い国です。私は、高知は南イタリアのようになれるので
はないかと思います。むしろ、南イタリアより、地面が肥
えていて水がきれいで、素晴らしいと思っています。

山田：スイス、フランス、イタリアは日本に対して黒字で
す。この3ヶ国はみんな観光立国です。しかも、ワイン、
チーズ、ブランド品の服、そしてバイオテクノロジーに製
薬、金融等々、高いブランド価値を持つものがたくさん
あります。これらのブランド価値をマーケットから認め
てもらうためには、観光に力を入れざるを得ないので
す。まずは来てもらって使ってもらわないと価値を理解
してもらえないからです。そういう意味では、観光立県
で、地域活性化していくしかないと思います。
　そのときにシビックプライドの話になります。シビック
プライドは放っておいても醸成されません。例えば子ど
もたちが勝手に高知県のプライドを持つかというと持
たないでしょう。
　教育関係者とスイスの学校を視察したときに一番驚
いたのが、「地域学」です。スイスは、地域学のなかに、
歴史や伝統の勉強、地域の勉強が入っていて、教えて
いるのは地域で働いている方です。教え方や内容は学
年が上がっていくごとに違ってきます。ツェルマットは観
光産業が多いですから、レストランのコンシェルジェや
ソムリエ、シェフ、登山列車の運転手、さらには、放牧農
家、銀行員、行政関係など、様 な々方が教えに来ます。
　そうすると、自分たちの町の現状認識が全然違いま
す。どういう産業構造で成り立っているかといったこと
が分かるわけです。学年が上がっていくと、税収の話も
します。なぜ人口5,700人のところに金融機関が5つも
あるのかなども教えてもらいます。それは、プライベート
バンキングの売上が高いからだとか、様 な々ことが分か
るわけです。構造的な部分も分かれば、地域の生い立
ち、成り立ちも分かります。貧しい地域だったので、産
業を興すときに地域住民がお金を出し合って、一人の
青年をホテル観光学校へ教育に出させたとか、いろい
ろなことを教わるわけです。
　地理も歴史も「現代」から始まります。日本みたいに
縄文時代、弥生時代からは始めません。今の時点か
ら、自分たちの町からスタートしていますから、おのず
と愛着がわきます。最終的な決め手は、成年男子は二
十歳になると兵役義務がありますから、徹底的に自分
たちの国は自分たちで守るという考えを持つようになり
ます。スイスでは、誇りはつくるのではなく育てると考
え、地域の産業を絡ませた教育を行っています。
　私もときどき三重県の鳥羽や北海道、鳥取県でボラ
ンティアガイドを通じて子供に地域学を学ばせます。す
ると本当に変わります。親やお年寄りを変えるのは大
変ですが、子どもを変えると親が変わります。地域が
変わってきます。その子どもたちが十年、二十年経つ
と、その地域の主体になってくるのです。

【地消地産を目指すには】
受田：シビックプライドは、まさに「市民の誇り」というこ
とだと思います。今の質問に関連して、私が一つ伺いた
かったのは「地消地産」の話です。スイスの方の素晴ら
しさは、いくら高くてもスイス産を買う、これが徹底して

いるということで
す。シビックプライ
ドを育むという教
育が「地消」という
行動に繋がってい
くのでしょうか。

山田：結局はそう
なのですが、要は
「誰に支えてもら
うのか」ということ
です。自分たちの生活や地域は、住んでいる人間が支
えていくしかないわけです。国がいつまでも全部やって
くれるなんていうことはありえません。特にスイスの場合
は連邦国家ですから、連邦政府よりも州単位、州よりも
市町村の話になります。自分たちの町は自分たちで支
えていくしかないので、自分たちの代だけではなくて、
百年先を考えているのです。先ほど持続可能と自立の
話をしましたが、スイスには百年先の計画があるので
す。百年先というゴールが明確だから、途中で首長、担
当者が変わろうが、それに向けて実行できるのです。
長期戦略があるということです。
　村の産業構造から何から何まで住民が理解してい
れば、やはり他地域のものは買いません。例えば、ホテ
ルを改築するときも、安さからすれば大きな町の建設
業者に頼んだほうがよいのですが、まずは地元の小さ
な会社に頼みます。地元の会社が元請けになれば、そ
こに大きな利益が落ちますし、そこから別に町の建設
会社に頼んで孫請けにすればいいだけの話です。その
かわり、地元業者の「クオリティ」が低いと総攻撃を受
けます。地域の目がいちばん厳しいのです。もっと良くし
ないと買わない、もっと良くしないとこれを使った料理
ができない、それに使うための皿も良くないといけない
という話です。ある意味、「誇りをもとにしたこだわり」
です。それが同業他社の場合も、足を引っ張り合うの
ではなく、いい意味でのライバルになって質の向上に
つながります。同業他社同士がいい意味での競争関
係にあるので、どんどんクオリティが上がっていくので
す。
　高知県内の農産物にしてもそうなのですが、地元が
徹底的に誇りを持った目で厳しく評価して、さらに競争
があると、地消地産型に大きく変われると思います。

受田：地元に誇りを持つ、その誇りを持つための手段
として子供の教育システムがあるということですね。例
えば高知県が、教育特区で地元が徹底的な教育を行う
という新しい構想を立てて、そして地元愛、地元プライド
を醸成する典型的な地域になっていく、それがそもそも
全体をよくしていく根本だという提案はあり得ますね。

山田：そうですね。そうすると、地元のものを食べざるを
得ないし、地元のものを使わざるを得ないし、全県民
がそこに注目するようになります。

尾﨑：産業振興計画のなかでも、ものづくりの地産地
消といって、地元のものをもっと使おう、地元でもっと経
済を回そう、ということが謳われています。高知県におい
て、ものづくりの地産地消、まさに地消地産を進めて行
くためには意識の向上が大切だということは分かるの
ですが、具体にこういうことを進めてみてはどうか、とい
うのはないでしょうか。
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はないかと思います。むしろ、南イタリアより、地面が肥
えていて水がきれいで、素晴らしいと思っています。

山田：スイス、フランス、イタリアは日本に対して黒字で
す。この3ヶ国はみんな観光立国です。しかも、ワイン、
チーズ、ブランド品の服、そしてバイオテクノロジーに製
薬、金融等々、高いブランド価値を持つものがたくさん
あります。これらのブランド価値をマーケットから認め
てもらうためには、観光に力を入れざるを得ないので
す。まずは来てもらって使ってもらわないと価値を理解
してもらえないからです。そういう意味では、観光立県
で、地域活性化していくしかないと思います。
　そのときにシビックプライドの話になります。シビック
プライドは放っておいても醸成されません。例えば子ど
もたちが勝手に高知県のプライドを持つかというと持
たないでしょう。
　教育関係者とスイスの学校を視察したときに一番驚
いたのが、「地域学」です。スイスは、地域学のなかに、
歴史や伝統の勉強、地域の勉強が入っていて、教えて
いるのは地域で働いている方です。教え方や内容は学
年が上がっていくごとに違ってきます。ツェルマットは観
光産業が多いですから、レストランのコンシェルジェや
ソムリエ、シェフ、登山列車の運転手、さらには、放牧農
家、銀行員、行政関係など、様 な々方が教えに来ます。
　そうすると、自分たちの町の現状認識が全然違いま
す。どういう産業構造で成り立っているかといったこと
が分かるわけです。学年が上がっていくと、税収の話も
します。なぜ人口5,700人のところに金融機関が5つも
あるのかなども教えてもらいます。それは、プライベート
バンキングの売上が高いからだとか、様々なことが分か
るわけです。構造的な部分も分かれば、地域の生い立
ち、成り立ちも分かります。貧しい地域だったので、産
業を興すときに地域住民がお金を出し合って、一人の
青年をホテル観光学校へ教育に出させたとか、いろい
ろなことを教わるわけです。
　地理も歴史も「現代」から始まります。日本みたいに
縄文時代、弥生時代からは始めません。今の時点か
ら、自分たちの町からスタートしていますから、おのず
と愛着がわきます。最終的な決め手は、成年男子は二
十歳になると兵役義務がありますから、徹底的に自分
たちの国は自分たちで守るという考えを持つようになり
ます。スイスでは、誇りはつくるのではなく育てると考
え、地域の産業を絡ませた教育を行っています。
　私もときどき三重県の鳥羽や北海道、鳥取県でボラ
ンティアガイドを通じて子供に地域学を学ばせます。す
ると本当に変わります。親やお年寄りを変えるのは大
変ですが、子どもを変えると親が変わります。地域が
変わってきます。その子どもたちが十年、二十年経つ
と、その地域の主体になってくるのです。

【地消地産を目指すには】
受田：シビックプライドは、まさに「市民の誇り」というこ
とだと思います。今の質問に関連して、私が一つ伺いた
かったのは「地消地産」の話です。スイスの方の素晴ら
しさは、いくら高くてもスイス産を買う、これが徹底して

いるということで
す。シビックプライ
ドを育むという教
育が「地消」という
行動に繋がってい
くのでしょうか。

山田：結局はそう
なのですが、要は
「誰に支えてもら
うのか」ということ
です。自分たちの生活や地域は、住んでいる人間が支
えていくしかないわけです。国がいつまでも全部やって
くれるなんていうことはありえません。特にスイスの場合
は連邦国家ですから、連邦政府よりも州単位、州よりも
市町村の話になります。自分たちの町は自分たちで支
えていくしかないので、自分たちの代だけではなくて、
百年先を考えているのです。先ほど持続可能と自立の
話をしましたが、スイスには百年先の計画があるので
す。百年先というゴールが明確だから、途中で首長、担
当者が変わろうが、それに向けて実行できるのです。
長期戦略があるということです。
　村の産業構造から何から何まで住民が理解してい
れば、やはり他地域のものは買いません。例えば、ホテ
ルを改築するときも、安さからすれば大きな町の建設
業者に頼んだほうがよいのですが、まずは地元の小さ
な会社に頼みます。地元の会社が元請けになれば、そ
こに大きな利益が落ちますし、そこから別に町の建設
会社に頼んで孫請けにすればいいだけの話です。その
かわり、地元業者の「クオリティ」が低いと総攻撃を受
けます。地域の目がいちばん厳しいのです。もっと良くし
ないと買わない、もっと良くしないとこれを使った料理
ができない、それに使うための皿も良くないといけない
という話です。ある意味、「誇りをもとにしたこだわり」
です。それが同業他社の場合も、足を引っ張り合うの
ではなく、いい意味でのライバルになって質の向上に
つながります。同業他社同士がいい意味での競争関
係にあるので、どんどんクオリティが上がっていくので
す。
　高知県内の農産物にしてもそうなのですが、地元が
徹底的に誇りを持った目で厳しく評価して、さらに競争
があると、地消地産型に大きく変われると思います。

受田：地元に誇りを持つ、その誇りを持つための手段
として子供の教育システムがあるということですね。例
えば高知県が、教育特区で地元が徹底的な教育を行う
という新しい構想を立てて、そして地元愛、地元プライド
を醸成する典型的な地域になっていく、それがそもそも
全体をよくしていく根本だという提案はあり得ますね。

山田：そうですね。そうすると、地元のものを食べざるを
得ないし、地元のものを使わざるを得ないし、全県民
がそこに注目するようになります。

尾﨑：産業振興計画のなかでも、ものづくりの地産地
消といって、地元のものをもっと使おう、地元でもっと経
済を回そう、ということが謳われています。高知県におい
て、ものづくりの地産地消、まさに地消地産を進めて行
くためには意識の向上が大切だということは分かるの
ですが、具体にこういうことを進めてみてはどうか、とい
うのはないでしょうか。
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山田：本当に住民の意識向上を図るためには、住民が
主体にならざるを得ません。住民は官か民かという問
題がありますが、住民は官でも民でもありません。この
ようなとき、官と民の間の事業を受け持つ公の組織を
作るのです。

【公の組織の役割】
山田：公とは何なのかという例では、スイスにブルガー
ゲマインデという組織があります。官と民の両輪を回す
ために間に入ります。ブルガーですからブルジョアなの
ですが、その地域で生まれ育った人を中心とした組織
です。町から一人の人間をホテル観光学校に通わせる
ためにお金を集めたり、病院経営を3つのベットから始
めるといったことを、このパブリックな組織で行います。
住民をどう巻き込むのかということにおいて、新しい
かたちの公（パブリック）というのは、仕組みとしては必
要かと思います。

【高知県が目指すべきスイス】
藻谷：高知の人に問いかけたいのは、スイスの話を聞
いたときに、これはちょっと高級過ぎる話だ、高知はも
っと貧乏だし無理だろうと思っている人が多いと思うの
です。ぜひ、考えてほしいのです。スイスは日本よりも1.5
倍くらい給料が高いのです。高知県は日本の全国平均
の7割くらいしか給料のない県ですから、スイスと高知
では2倍くらい給料が違うのです。非常に高い給料をも
らっている人たちだから高いスイス産を買うと聞いた瞬
間に、高知では無理だろうと思ったとします。皆さん、無
理だと思って諦めた瞬間に、皆さんは基本的には中国
人の給料まで下がっていくしかないのです。どちらに行
くかを決めないといけないのです。皆さんが、安い値段
で売って、その分たくさん売って、安い給料しか高知県
民には払わない、というやり方を続けているかぎり、高
知県は日本のなかの小さい中国になるしかありませ
ん。中間はありえないのです。
　昔は、中国という競争相手がいなかったので、日本の
なかで一番貧乏な方と言っても大して貧乏ではありま
せんでした。高知県のさらに8分の1くらいの給料の人
たちが、中国でものを作っているのです。彼らは安かろ
う、悪かろうで勝負すれば皆さんより強いでしょう。彼ら
は大量に安いものを作って売っていきます。高知県がど
んなに安く大量にピーマンを作っても生姜をつくって
も、中国の5倍くらいの値段になります。つまり、皆さん
が安売り路線を続けていても、中国が出てきた時点で
勝てなくなります。そこは実は選択肢としてもうないの
です。安く作ってたくさん売るという路線は行き詰った
し、これからは何回やっても失敗するのです。

山田：そもそもスイスはその選択肢がなかった。最初か
らなかったのです。

藻谷：スイスは、食料自給率37%の国で、そもそも量が
作れません。チーズを作ったら絶対にデンマークに勝
てません。ワインを作ったらフランスに勝てません。そこ
で少量しか作らずに高い路線で売るという、無茶な路
線しかなかったのです。無茶な路線を追求し続けた結
果、結果的に成功したわけです。

受田：食料自給率37%というのは、地消地産という運
動があったから37%になっているということでよろしい

のですか。

山田：地消地産運動がなければもっと低いですね。土
地がないので、スイスはバイオテクノロジーを中心とし
た農業の生産技術を上げざるを得ないのです。でも、そ
の生産の技術、例えば特許料などもそうですが、持って
いれば他国でそれを使ってもらって、もっといいものが
たくさんできます。ですから、遠くイスラエル、スペイン等
で、その技術を使って生産してもらって、スイスに輸入
する場合が多 あ々ります。

藻谷：スイスは加工率が高いですね。もともと大量生
産・販売では稼げないという状況を踏まえ、高いもの
を作って国民の人件費を上げていくしかないという結
論になったのです。日本人は人件費を上げると競争力
がなくなるというのですが、結果としてスイスは日本か
ら黒字を稼ぐ国になりました。日本より人件費の安い
国で日本に勝っている国は一つもないのです。日本は工
業製品でも何でも、日本より人件費の安い国に勝ってい
るのです。逆に日本より人件費の高いスイスには負けて
いるのです。
　高知の人は、自分が100作っている製品のうち、1で
も2でも10でもいいから、
頂点にあたるものを作る
努力をすることにより、
少しずつブランドを上げ
ていって、国内で、貧乏
な方の県が百年経って
みたら一番の金持ちの
県になっていたという路
線をビジョンとして描く
べきだと思います。

受田：我 と々して今学ぶべきポイントがたくさん出てき
ているように思います。地産地消のためにプライドをと
いうお話、それを醸成するためのいくつかの方法論、
そしてプライドのあるものづくりというのは、人件費が
相対的に高いなかで高品質なものを作っていくという
ことです。非常に高知として示唆に富むお話をいただい
ております。
　まだまだご質問があると思うので、もう一つお受けし
たいと思います。

【中国との競争ではない】
会場：山田先生からの「地域としてどういう価値を作っ
ていくのかというビジョンの必要性」と、藻谷先生から
お話のあった「ブランド化」との関係についてもう少しお
話いただけたらと思います。　
藻谷：空理空論だと言われそうなことをあえて承知で
申し上げますが、かつては中国が競争相手として、いな
かったので、日本のなかで宮崎と高知が最も人件費が
安くて大量においしい食材がとれるところとして、実は
日本国内における中国をやっていたのです。そこに中国
なりアジアがどんどん台頭してきました。日本は彼らに
工業製品をたくさん売っています。向こうからは安い食
品が流れ込んできています。そうするとかつて高知がや
っていた部分のうち、安い方から順番に外国に取って
行かれるのです。
　それに対する対策として、ビジョンがないものだから、
安売りと大量生産で対抗してしまいました。その結果、
それで食べていける人の人数が年々減っているという
現象が起きていくわけです。つまり、高知の農産品の出
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荷額は落ちてはいませんが、それに関われる人の数が
減っていて、昔は10のものを作るのに10人でやってい
たのが、今は5人でやる、もうすぐ3人でよくなるという
状況です。産業がなくなっているのではなくて、それで
食べられる人の数を減らすことによって産業を生き伸
ばさせているのです。これは他の県だと山口県の工場
で起きたことであり、和歌山県の梅農家で起きたことで
あり、全国で起きています。

【農業界のフェラーリを目指せ】
藻谷：高知の農業は、農業界のフェラーリになれるの
ではないでしょうか。今のうちにベンツを作りながら
も、なんとか別の柱として農業界のフェラーリを作っ
て、1,700台しか作らなくても何千人もの人が絡んで
いる産業を目指すというビジョンを打ち立てる必要が
あります。そのために使う手段がブランド化です。ブラ
ンド化のためには地域の人たちがそのことを理解し
て、みんなでよいものを作って高く売っていこうと思わ
なければなりません。できればその次に、よいものを作
っている人の給料をもっと上げようという方向に踏み
出しをしないといけないのではないでしょうか。ものす
ごく難しいことを言っているのですが、私はそれが生き
る道だと思いますし、全国どこでもできるわけではない
と思っています。つまり、これはよほど農業に向いた場
所でないと無理だということです。そして、よほど独自性
が強いところでないと無理で、日本に何ヶ所もないだろ
うと思います。高知はそのなかの１ヶ所ではないかと思
うのです。

【こだわりの1万円ランチ】
山田：そういう意味ではやれるところからやらないとい
けないというのもありますので、1万円ランチの例をご紹
介します。

藻谷：無理だと思っていたものに実は大変な値段がつ
くという事例です。

山田：北海道運輸局と一緒に食の創造事業をやってい
ます。地元の地産地消を進めたいということで始めまし
た。1万円ランチを提案したところそのとき集まった方
全員に笑われました。「北海道は、食料は素材勝負で、
手間暇じゃない」「素材を食べ放題、おなかいっぱい食
べてもらうのだ」と、道内の客も道外の客も昼食に1万
円払う人はいないと言われたのです。
　結局、道内から5軒のレストランを選ばせていただい
て作りました。おかげさまで蓋を開けたら予約殺到なの
です。すごく手間暇が掛かっているので、1日1組とか2
組、多くても3組くらいしか受けられません。ヒアリング
調査をすると、道内客の方からは、やっと接待や記念日
やプロポーズするときに良いところができたと言っても
らえました。道外客の方からは、ツアーだと安いバイキ
ング食べ放題ばかりだったので、個人旅行で行く店が
できたと言ってもらえました。
　一番よかったのは、お客様がすごく喜んでくれたこ
と以上にシェフが喜んでくれたことです。1万円のラン
チは原価3,000円ちょっと使えるのです。そうすると、
今まで築地に行ってしまっていた旬のものなどを地元
で買い支えることができます。シェフは今まで原価を抑
えろと言われていたので、すごくモチベーションが上
がったようです。
　次に喜んだのがフロアスタッフです。今まで500円、
1,000円のランチをバスが着くたび汗をかきかき、配膳

するのが精いっぱいだったのが、1万円のランチの担
当になると、ゆっくり説明もできるし観光の相談にもの
れます。物理的に対面率が上がるので、サービスが厚
くなります。サービスが厚くなるとお客様も喜ぶし、従業
員も喜びます。
　最後に経営者が変わりました。500円、1000円のラ
ンチを10、20作るより、1万円のランチのほうが同じ1
万円の売上なのに利益率が高いのです。
　トップができると、うちは1万円のランチはできないけ
れども、8千円のランチはできる、6千円だったらできる、
という企業努力をする人たちが上を見て付いてきてく
れます。ピラミッド構造になる仕掛けを作っていくわけ
です。こういうことが、地消地産になります。良い商品を
お客様、地域で消費してもらうために、地域の良い材料
を使いましょう、という仕組みのなかでやったものです
から、そうなります。今後はこれにもっと付加価値を付
けていきたいと考えています。
　この1万円ランチは、シェフが自家農園で一番熟れて
いるトマトやきゅうりを採ってきて目の前で調理をする
というのが始まりでした。お客様は、1万円は安過ぎとも
言っていました。

藻谷：お客様が農園でピックアップするのですね。こ
れ、高知でも出来そうですね。

山田：シェフと一緒に一番おいしそうなものを採ってく
るのです。

受田：農業界のフェラーリの話が成立するということで
すね。

藻谷：高知はいいホテルがけっこうありますから、できる
と思います。

山田：余談ですが、私のプロデュースのなかで、北海道
で先々月からもう一つ高いものができました。21万円の
ランチです。これが売れています。夜も出しています。

藻谷：21万円のランチを食べている人は外国人ですね。

山田：基本的に外国人です。外国人が食べ始めると地
元の人が行ってみたいと思う所になります。ありがたい
のは、21万円の食事を作ったというニュースが出た瞬
間に、今までやっていた8,000円や6,000円のランチ
もどんどん売れるのです。それくらいのものが作れると
ころだから、6,000円のランチもおいしいに決まってい
るという話になってきます。自店でも松竹梅を持つとい
うことです。

【トップからのブランド形成】
山田：よくあるのが、ご当地グルメや地元で郷土料理を
作るときに、値決めや商品が一つしかない場合、安過
ぎて観光客が食べない場合があります。この前もある
町でご当地丼をやっていました。すごくおいしいのです。
注文してから魚をさばいています。でも地元の人がメイ
ンで食べにくることを前提にしているため、値段は
1,000円なのです。色とりどりにのっているイクラは北海
道産です。出てくるワサビは市販のチューブのワサビで
す。これでは観光客は食べません。2,500円にして、北
海道のイクラではなくて地元のウニをのせ、ワサビは自
分でするようにします。それならば同じ魚でも2,500円
で売れます。
　地元でもリアリティがある商品として支持してもら
わなければいけない場合もありますが、観光客にも支
持してもらわなければいけません。

～世界のブランド先進国事例に学ぶ～

藻谷 浩介氏
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山田：本当に住民の意識向上を図るためには、住民が
主体にならざるを得ません。住民は官か民かという問
題がありますが、住民は官でも民でもありません。この
ようなとき、官と民の間の事業を受け持つ公の組織を
作るのです。

【公の組織の役割】
山田：公とは何なのかという例では、スイスにブルガー
ゲマインデという組織があります。官と民の両輪を回す
ために間に入ります。ブルガーですからブルジョアなの
ですが、その地域で生まれ育った人を中心とした組織
です。町から一人の人間をホテル観光学校に通わせる
ためにお金を集めたり、病院経営を3つのベットから始
めるといったことを、このパブリックな組織で行います。
住民をどう巻き込むのかということにおいて、新しい
かたちの公（パブリック）というのは、仕組みとしては必
要かと思います。

【高知県が目指すべきスイス】
藻谷：高知の人に問いかけたいのは、スイスの話を聞
いたときに、これはちょっと高級過ぎる話だ、高知はも
っと貧乏だし無理だろうと思っている人が多いと思うの
です。ぜひ、考えてほしいのです。スイスは日本よりも1.5
倍くらい給料が高いのです。高知県は日本の全国平均
の7割くらいしか給料のない県ですから、スイスと高知
では2倍くらい給料が違うのです。非常に高い給料をも
らっている人たちだから高いスイス産を買うと聞いた瞬
間に、高知では無理だろうと思ったとします。皆さん、無
理だと思って諦めた瞬間に、皆さんは基本的には中国
人の給料まで下がっていくしかないのです。どちらに行
くかを決めないといけないのです。皆さんが、安い値段
で売って、その分たくさん売って、安い給料しか高知県
民には払わない、というやり方を続けているかぎり、高
知県は日本のなかの小さい中国になるしかありませ
ん。中間はありえないのです。
　昔は、中国という競争相手がいなかったので、日本の
なかで一番貧乏な方と言っても大して貧乏ではありま
せんでした。高知県のさらに8分の1くらいの給料の人
たちが、中国でものを作っているのです。彼らは安かろ
う、悪かろうで勝負すれば皆さんより強いでしょう。彼ら
は大量に安いものを作って売っていきます。高知県がど
んなに安く大量にピーマンを作っても生姜をつくって
も、中国の5倍くらいの値段になります。つまり、皆さん
が安売り路線を続けていても、中国が出てきた時点で
勝てなくなります。そこは実は選択肢としてもうないの
です。安く作ってたくさん売るという路線は行き詰った
し、これからは何回やっても失敗するのです。

山田：そもそもスイスはその選択肢がなかった。最初か
らなかったのです。

藻谷：スイスは、食料自給率37%の国で、そもそも量が
作れません。チーズを作ったら絶対にデンマークに勝
てません。ワインを作ったらフランスに勝てません。そこ
で少量しか作らずに高い路線で売るという、無茶な路
線しかなかったのです。無茶な路線を追求し続けた結
果、結果的に成功したわけです。

受田：食料自給率37%というのは、地消地産という運
動があったから37%になっているということでよろしい

のですか。

山田：地消地産運動がなければもっと低いですね。土
地がないので、スイスはバイオテクノロジーを中心とし
た農業の生産技術を上げざるを得ないのです。でも、そ
の生産の技術、例えば特許料などもそうですが、持って
いれば他国でそれを使ってもらって、もっといいものが
たくさんできます。ですから、遠くイスラエル、スペイン等
で、その技術を使って生産してもらって、スイスに輸入
する場合が多 あ々ります。

藻谷：スイスは加工率が高いですね。もともと大量生
産・販売では稼げないという状況を踏まえ、高いもの
を作って国民の人件費を上げていくしかないという結
論になったのです。日本人は人件費を上げると競争力
がなくなるというのですが、結果としてスイスは日本か
ら黒字を稼ぐ国になりました。日本より人件費の安い
国で日本に勝っている国は一つもないのです。日本は工
業製品でも何でも、日本より人件費の安い国に勝ってい
るのです。逆に日本より人件費の高いスイスには負けて
いるのです。
　高知の人は、自分が100作っている製品のうち、1で
も2でも10でもいいから、
頂点にあたるものを作る
努力をすることにより、
少しずつブランドを上げ
ていって、国内で、貧乏
な方の県が百年経って
みたら一番の金持ちの
県になっていたという路
線をビジョンとして描く
べきだと思います。

受田：我 と々して今学ぶべきポイントがたくさん出てき
ているように思います。地産地消のためにプライドをと
いうお話、それを醸成するためのいくつかの方法論、
そしてプライドのあるものづくりというのは、人件費が
相対的に高いなかで高品質なものを作っていくという
ことです。非常に高知として示唆に富むお話をいただい
ております。
　まだまだご質問があると思うので、もう一つお受けし
たいと思います。

【中国との競争ではない】
会場：山田先生からの「地域としてどういう価値を作っ
ていくのかというビジョンの必要性」と、藻谷先生から
お話のあった「ブランド化」との関係についてもう少しお
話いただけたらと思います。　
藻谷：空理空論だと言われそうなことをあえて承知で
申し上げますが、かつては中国が競争相手として、いな
かったので、日本のなかで宮崎と高知が最も人件費が
安くて大量においしい食材がとれるところとして、実は
日本国内における中国をやっていたのです。そこに中国
なりアジアがどんどん台頭してきました。日本は彼らに
工業製品をたくさん売っています。向こうからは安い食
品が流れ込んできています。そうするとかつて高知がや
っていた部分のうち、安い方から順番に外国に取って
行かれるのです。
　それに対する対策として、ビジョンがないものだから、
安売りと大量生産で対抗してしまいました。その結果、
それで食べていける人の人数が年々減っているという
現象が起きていくわけです。つまり、高知の農産品の出
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荷額は落ちてはいませんが、それに関われる人の数が
減っていて、昔は10のものを作るのに10人でやってい
たのが、今は5人でやる、もうすぐ3人でよくなるという
状況です。産業がなくなっているのではなくて、それで
食べられる人の数を減らすことによって産業を生き伸
ばさせているのです。これは他の県だと山口県の工場
で起きたことであり、和歌山県の梅農家で起きたことで
あり、全国で起きています。

【農業界のフェラーリを目指せ】
藻谷：高知の農業は、農業界のフェラーリになれるの
ではないでしょうか。今のうちにベンツを作りながら
も、なんとか別の柱として農業界のフェラーリを作っ
て、1,700台しか作らなくても何千人もの人が絡んで
いる産業を目指すというビジョンを打ち立てる必要が
あります。そのために使う手段がブランド化です。ブラ
ンド化のためには地域の人たちがそのことを理解し
て、みんなでよいものを作って高く売っていこうと思わ
なければなりません。できればその次に、よいものを作
っている人の給料をもっと上げようという方向に踏み
出しをしないといけないのではないでしょうか。ものす
ごく難しいことを言っているのですが、私はそれが生き
る道だと思いますし、全国どこでもできるわけではない
と思っています。つまり、これはよほど農業に向いた場
所でないと無理だということです。そして、よほど独自性
が強いところでないと無理で、日本に何ヶ所もないだろ
うと思います。高知はそのなかの１ヶ所ではないかと思
うのです。

【こだわりの1万円ランチ】
山田：そういう意味ではやれるところからやらないとい
けないというのもありますので、1万円ランチの例をご紹
介します。

藻谷：無理だと思っていたものに実は大変な値段がつ
くという事例です。

山田：北海道運輸局と一緒に食の創造事業をやってい
ます。地元の地産地消を進めたいということで始めまし
た。1万円ランチを提案したところそのとき集まった方
全員に笑われました。「北海道は、食料は素材勝負で、
手間暇じゃない」「素材を食べ放題、おなかいっぱい食
べてもらうのだ」と、道内の客も道外の客も昼食に1万
円払う人はいないと言われたのです。
　結局、道内から5軒のレストランを選ばせていただい
て作りました。おかげさまで蓋を開けたら予約殺到なの
です。すごく手間暇が掛かっているので、1日1組とか2
組、多くても3組くらいしか受けられません。ヒアリング
調査をすると、道内客の方からは、やっと接待や記念日
やプロポーズするときに良いところができたと言っても
らえました。道外客の方からは、ツアーだと安いバイキ
ング食べ放題ばかりだったので、個人旅行で行く店が
できたと言ってもらえました。
　一番よかったのは、お客様がすごく喜んでくれたこ
と以上にシェフが喜んでくれたことです。1万円のラン
チは原価3,000円ちょっと使えるのです。そうすると、
今まで築地に行ってしまっていた旬のものなどを地元
で買い支えることができます。シェフは今まで原価を抑
えろと言われていたので、すごくモチベーションが上
がったようです。
　次に喜んだのがフロアスタッフです。今まで500円、
1,000円のランチをバスが着くたび汗をかきかき、配膳

するのが精いっぱいだったのが、1万円のランチの担
当になると、ゆっくり説明もできるし観光の相談にもの
れます。物理的に対面率が上がるので、サービスが厚
くなります。サービスが厚くなるとお客様も喜ぶし、従業
員も喜びます。
　最後に経営者が変わりました。500円、1000円のラ
ンチを10、20作るより、1万円のランチのほうが同じ1
万円の売上なのに利益率が高いのです。
　トップができると、うちは1万円のランチはできないけ
れども、8千円のランチはできる、6千円だったらできる、
という企業努力をする人たちが上を見て付いてきてく
れます。ピラミッド構造になる仕掛けを作っていくわけ
です。こういうことが、地消地産になります。良い商品を
お客様、地域で消費してもらうために、地域の良い材料
を使いましょう、という仕組みのなかでやったものです
から、そうなります。今後はこれにもっと付加価値を付
けていきたいと考えています。
　この1万円ランチは、シェフが自家農園で一番熟れて
いるトマトやきゅうりを採ってきて目の前で調理をする
というのが始まりでした。お客様は、1万円は安過ぎとも
言っていました。

藻谷：お客様が農園でピックアップするのですね。こ
れ、高知でも出来そうですね。

山田：シェフと一緒に一番おいしそうなものを採ってく
るのです。

受田：農業界のフェラーリの話が成立するということで
すね。

藻谷：高知はいいホテルがけっこうありますから、できる
と思います。

山田：余談ですが、私のプロデュースのなかで、北海道
で先 月々からもう一つ高いものができました。21万円の
ランチです。これが売れています。夜も出しています。

藻谷：21万円のランチを食べている人は外国人ですね。

山田：基本的に外国人です。外国人が食べ始めると地
元の人が行ってみたいと思う所になります。ありがたい
のは、21万円の食事を作ったというニュースが出た瞬
間に、今までやっていた8,000円や6,000円のランチ
もどんどん売れるのです。それくらいのものが作れると
ころだから、6,000円のランチもおいしいに決まってい
るという話になってきます。自店でも松竹梅を持つとい
うことです。

【トップからのブランド形成】
山田：よくあるのが、ご当地グルメや地元で郷土料理を
作るときに、値決めや商品が一つしかない場合、安過
ぎて観光客が食べない場合があります。この前もある
町でご当地丼をやっていました。すごくおいしいのです。
注文してから魚をさばいています。でも地元の人がメイ
ンで食べにくることを前提にしているため、値段は
1,000円なのです。色とりどりにのっているイクラは北海
道産です。出てくるワサビは市販のチューブのワサビで
す。これでは観光客は食べません。2,500円にして、北
海道のイクラではなくて地元のウニをのせ、ワサビは自
分でするようにします。それならば同じ魚でも2,500円
で売れます。
　地元でもリアリティがある商品として支持してもら
わなければいけない場合もありますが、観光客にも支
持してもらわなければいけません。
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藻谷：あくまでも高いものを売って、その下に安いもの
を売るのです。理想論ですが、できることなら高いもの
をなるべく高く売って、品質を高め、そして従業員の給
料を上げる、ということです。

山田：ちなみに、21万円のランチの食材はマグロです。
高知にもお魚がたくさんありますね。21万円ということ
は、要はちゃんとマグロ1本を出しているということです。

藻谷：カツオで一番高い料理は幾らくらいでしょうね。

受田：21万円はとてもないと思います。カツオは、地元
で消費量が多いところでみると、全国平均の約5倍から
6倍消費しています。それだけ舌も肥えていますし、地元
の方々のカツオを見る目は間違いないと思います。
　他に、そういう素材はどれくらいあるかと言われたと
きに、カツオはすぐにあがるのですが、他はそれほどたく
さん出てこないかもしれません。

【観光と地域ブランド】
受田：ここから観光の話に持っていきたいと思います。
良い素材があって、プライドを持って作っていて、地元
の方々はそれを愛して、そして、それを見る確かな目を
持っているとします。それが、例えば観光客の方にご提
供するとしたときにぴったり合うのかどうか、という問題
があると思います。マーケティングリサーチをやった結
果と地域のプライドが合致せず、ないものは提供できな
いという場合もあると思うのですが、マッチングといいま
すか、すり合わせはどうすればよいのでしょうか。

山田：マッチングさせるときは、まず相手ありきです。先
ほど北海道での事例（女性向け高額エコツアー）を紹
介しました。何のことはない、彼女たちに聞きに行った
だけです。北海道に来たことがある方には、何が一番楽
しかったのか、どれを食べて一番おいしいと思ったの
か、何をお土産で買っていったのか、だめなところはど
こなのか、を聞きました。北海道に行ったことのない方
には、持っているイメージや、やってみたいことなどを
散々ヒアリングしました。そして、あなたが欲しいもの
を作りましたと、彼女たちに売りに行ったのです。
　その時に特定の事業者だけではできないことがたく
さんありますので、多くのステークホルダーを集め、一
緒に取り組むことが重要だと思います。
　また、お客様に対する伝え方というのも重要です。お
客様に対してミスマッチを起こしたくないからです。その
時に大事なのが、「本質をお客様に認めてもらえてい
ただくような、解説や言葉かけ」（インタープリテーショ
ン）をするということです。鳥羽のエコツアーを例にする
と、ガイドは、例えば海に潜る海女の話をします。どんな
に危険をおかしてアワビやイセエビを素手で獲ってくる
のか、どんなに地元の漁師の方たちが丹精込めて海苔
を育てているのかという話をします。そして、お客様が
「そうなんだ」と腑に落ちた瞬間、そこのものしか買っ
ていかなくなります。情報を提供し、「価値を認めさせ
る」ということです。

受田：観光と地域のブランドが結びついていく、食のブ
ランドに結びついていくという話でした。これは、どちら
から始めるかというのは難しい話です。スイスの場合は
宣伝もあまりしていないというお話でした。やはり地道
な地産地消、そして高品質のものをつくり、そのストーリ

ー性や価値を消費者に納得していただける活動を続
けることが、やがてそこに人が来るようになるということ
なのでしょうか。

山田：そうだと思います。そもそも商品がないところには
人は来ません。先ほどの例は、21万円の料理を作った
から来てもらえただけであって、商品がなければいつ
まで経っても来なかったと思います。
　素材が豊富だという話は日本中、世界中で聞いてい
るのですが、お客様、特に自分たちを買い支えてくださ
るお客様に対する「商品化」という部分に関して、いま
一つ相手のことが分かっていない事例が多いと思われ
ます。例えば、「セブンシーズ」という旅行雑誌は、ユナイ
テッドステイツ版と英国版があるのですが、ラグジュア
リー層は英国版しか読まないのです。ラグジュアリー層
に売り込むためには、英国版に載せるしかないという話
になります。その人たちが見ているもの、いつもやって
いることとか、そういうことを本当に理解して行動する
ことがニーズを捉えるためには重要です。探っていくし
かありません。

藻谷：今の話を聞くと、そんな面倒くさいことをやるくら
いなら一般大衆を相手に安い値段で売ることを考え、
トップ商品を作ろうとは思わないかもしれません。その
結果何が起きるかというと、県内の雇用が失われて、最
後には中国人と同じ人件費に陥る、という状況になって
しまいます。

【「らしさ」と「ならでは」へのこだわり】
山田：今日、「らしさ」と「ならでは」ということをお話し
ました。そこにこだわってほしいと思います。特に、高知
県産業振興計画では、今後、海外へ外商を進めていく
と書かれています。海外に外商する場合、「日本らしさ」
や「日本ならでは」、「高知らしさ」や「高知ならでは」で
ないかぎり買われないと思います。例えば、和歌山県
高野町、外国人の参拝客のうち8割がフランス人です。
フランス人は、高野町を京都よりも日本らしいと言いま
す。食べるものは精進料理です。絶対に洋食は出てきま
せん。数珠づくりも線香づくりも、日本人向けにすると1
時間のプログラムにしないといけないのが、彼らはゼロ
から作りたがりますから、1週間滞在します。最近東京
でも高野山かけが流行っしています。欧米人のセレブ
に受けるものは東京のセレブや感度の高い女性に受け
るようです。「らしさ」、「ならでは」を追求していただきた
いと思います。

受田：最後、「らしさ」、「ならでは」のお話もありました。
とことんこだわっていこう、というお話もいただき、ヨー
ロッパのスイスという一ブランド国を例に色んな切り口
から高知県の産業振興、あるいは食料産業のあり方に
ついて、ご示唆をいただきました。今日のこのディスカッ
ションの内容は、産業振興計画のフォローアップやロ
ーリングのときに、将来展望を考える際に、指針に使っ
ていただきたいと思います。　　　　（以上、敬称略）
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【価値の創出】
　本日は、ビジネスを行っていく際に、マクロを踏まえた
うえでミクロを読み取り、そのなかで自身の事業をどう
強化していくか、そして、それを高知からどう発信してい
くかという、価値の創出について、皆さまと共有していき
たいと思います。
　第1回ワークショップでは、青森のりんご「大紅栄」が
上海では1個1,700円で売られているという象徴的な
事例が紹介されました。日本における価格はせいぜい
200～300円です。中国人にとって赤は価値ある色で
す。かつ大きいということで「大きい真っ赤なりんごを
贈り物に使う」というギフト市場が出現したのです。国
内では宮崎県知事がマンゴーを一生懸命売り出して1
万円で売れるようになりました。そういった価値の創
出、つまりブランドをつくり上げることができるのです。
もちろん実際においしくないと、付加価値を持続的に得
ることはできないのですが、ギフト市場が形成されれ
ば高い値段で販売できます。そしてギフト用となれば、1
個をパッケージに包んで丁寧に送り出します。包材、包
装でメッセージ性がとても大きくなります。中身に価値
があればこそですが、思わず買ってしまう、思わず手に
取らせるという点において、パッケージ、デザイン、ネー
ミングは非常に大切です。

【新しい価値観の創出】
　渋谷にセンター街という通りがあります。飲食店がず
らりと並んでおり女子高生が集まる場所です。20年前
の話ですが、女子高生がなぜそんなに集まるのか観察
するなかで、できた新しい業態の事例があります。それ
は「フードコート」です。女子高生は自分たちが好きなお
店に行き、買ってきたものをみんなで食べていたという
のです。フードコートは実際の消費者行動の読み取り
から、でき上がった業態だったわけですが、アウト オ
ブ ボックス（固定観念にとらわれずに自由に発想す
る）をしていかないと新しい発想や新しい価値観、新
しい認識は出てこないということです。

【アライアンス（企業間提携）の活用と戦略】
　かつてコンビニエンスストアは非常に便利な存在で、
若者の利用が多かったのですが、時代が変わり今は高
齢者の方たちの利用が増えています。業界は、高齢者
層に対する具体的な商品開発ができる人材が社内に
いないという、大きな課題を抱えています。30歳くらい
の人が一生懸命考えてもなかなか良い答えは出てこな
いため、外部活用が増えてきています。つまり、これから
の時代は外部活用やアライアンスを組む方向に進み、
必要なアライアンスを誰と組んでいくかが戦略として
大切になってくるということです。

【ニーズの発見】
　雨傘の年間国内販売数は1億3,000万本で、その9
割はビニール傘です。ビニール傘はすぐ壊れますが、安

くて便利なので沢山売れます。利用目的は違いますが、
東京でビニール傘を1本7,000円で販売している会社
があります。ビニール傘のメリットは外がよく見えること
です。選挙の時に雨にぬれながら演説している議員を
見て、そこに市場があると着目したわけです。透明度の
高い丈夫なビニールで、かつ骨も丈夫な傘を作ったと
ころ、選挙用として大変売れたそうです。非常にニッチ
な市場ですが、1万本売れれば十分儲かります。
　どの市場にどういったものを提供するか、どこに
ニーズがあるか、どこにまだ解決されてないことがある
かを見通していく、その眼力が非常に大事になります。

【時代を読む】
　広告代理店は、新しい食生活、食シーン、食べる場の
つくり方といったことを一生懸命考えながらやっていま
す。例えば、「幸福を写真に撮ってください」というテー
マの作品をインターネットで集めて、幸福のシーンを掴
みます。「こういうことが提供できると幸福に感じてくれ
る」ということを読み取るのです。同様に「何が変化か」
を読み取ることもしています。
　大事なことは、変化を読んでいくことです。スポットで
見た場合の結論は一つの事実として存在しますが、以
前どうだったかをみて、今後はどうなるかを推論しま
す。そして、その根拠を探り、その推論をより精度の高
いものにしていくことが重要です。

【ナンバーワンの意義】
　何ゆえナンバーワンを目指すべきなのか、2番ではい
けないのかということを考えます。ナンバーワンは多くの
方が知っています。富士山は誰もが知っていますが、2
番目に高い北岳は日本人の大半の方は知りません。ナ
ンバーワンとナンバーツーの違いは、こういうことなので
す。ですから、小さな限られた市場でもよいのでナン
バーワンになることが大切です。

【前提が変わると売り方が変わる】
　ナンバーワンになれなければ消耗戦に巻き込まれま
す。そういった消耗戦から飛び出していこうと、インター
ネットのダイレクト販売やＳＮＳというコミュニティサイ
トにアクセスをして企業が利益を得るという流れがあり
ます。
　書籍の販売にも変化が出ています。書店で1年に1冊
しか売れないような本でも、全国で見れば相当な冊数
になります。かつては売れ筋商品を置くように言われて
いたのですが、ネットの普及によって前提が変わると
売り方を変えることができます。

受田浩之氏

2.未来の高知県食料産業を考える　
～新鮮価値をデリバリーする～　　

久塚 智明氏

【講演】

「高知の食材の真の価値、再発見」
株式会社FBTプランニング

代表取締役社長　久塚　智明氏

～世界のブランド先進国事例に学ぶ～
Ⅲ 高知県食料産業の10年後の未来を見据えた構想
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藻谷：あくまでも高いものを売って、その下に安いもの
を売るのです。理想論ですが、できることなら高いもの
をなるべく高く売って、品質を高め、そして従業員の給
料を上げる、ということです。

山田：ちなみに、21万円のランチの食材はマグロです。
高知にもお魚がたくさんありますね。21万円ということ
は、要はちゃんとマグロ1本を出しているということです。

藻谷：カツオで一番高い料理は幾らくらいでしょうね。

受田：21万円はとてもないと思います。カツオは、地元
で消費量が多いところでみると、全国平均の約5倍から
6倍消費しています。それだけ舌も肥えていますし、地元
の方々のカツオを見る目は間違いないと思います。
　他に、そういう素材はどれくらいあるかと言われたと
きに、カツオはすぐにあがるのですが、他はそれほどたく
さん出てこないかもしれません。

【観光と地域ブランド】
受田：ここから観光の話に持っていきたいと思います。
良い素材があって、プライドを持って作っていて、地元
の方々はそれを愛して、そして、それを見る確かな目を
持っているとします。それが、例えば観光客の方にご提
供するとしたときにぴったり合うのかどうか、という問題
があると思います。マーケティングリサーチをやった結
果と地域のプライドが合致せず、ないものは提供できな
いという場合もあると思うのですが、マッチングといいま
すか、すり合わせはどうすればよいのでしょうか。

山田：マッチングさせるときは、まず相手ありきです。先
ほど北海道での事例（女性向け高額エコツアー）を紹
介しました。何のことはない、彼女たちに聞きに行った
だけです。北海道に来たことがある方には、何が一番楽
しかったのか、どれを食べて一番おいしいと思ったの
か、何をお土産で買っていったのか、だめなところはど
こなのか、を聞きました。北海道に行ったことのない方
には、持っているイメージや、やってみたいことなどを
散々ヒアリングしました。そして、あなたが欲しいもの
を作りましたと、彼女たちに売りに行ったのです。
　その時に特定の事業者だけではできないことがたく
さんありますので、多くのステークホルダーを集め、一
緒に取り組むことが重要だと思います。
　また、お客様に対する伝え方というのも重要です。お
客様に対してミスマッチを起こしたくないからです。その
時に大事なのが、「本質をお客様に認めてもらえてい
ただくような、解説や言葉かけ」（インタープリテーショ
ン）をするということです。鳥羽のエコツアーを例にする
と、ガイドは、例えば海に潜る海女の話をします。どんな
に危険をおかしてアワビやイセエビを素手で獲ってくる
のか、どんなに地元の漁師の方たちが丹精込めて海苔
を育てているのかという話をします。そして、お客様が
「そうなんだ」と腑に落ちた瞬間、そこのものしか買っ
ていかなくなります。情報を提供し、「価値を認めさせ
る」ということです。

受田：観光と地域のブランドが結びついていく、食のブ
ランドに結びついていくという話でした。これは、どちら
から始めるかというのは難しい話です。スイスの場合は
宣伝もあまりしていないというお話でした。やはり地道
な地産地消、そして高品質のものをつくり、そのストーリ

ー性や価値を消費者に納得していただける活動を続
けることが、やがてそこに人が来るようになるということ
なのでしょうか。

山田：そうだと思います。そもそも商品がないところには
人は来ません。先ほどの例は、21万円の料理を作った
から来てもらえただけであって、商品がなければいつ
まで経っても来なかったと思います。
　素材が豊富だという話は日本中、世界中で聞いてい
るのですが、お客様、特に自分たちを買い支えてくださ
るお客様に対する「商品化」という部分に関して、いま
一つ相手のことが分かっていない事例が多いと思われ
ます。例えば、「セブンシーズ」という旅行雑誌は、ユナイ
テッドステイツ版と英国版があるのですが、ラグジュア
リー層は英国版しか読まないのです。ラグジュアリー層
に売り込むためには、英国版に載せるしかないという話
になります。その人たちが見ているもの、いつもやって
いることとか、そういうことを本当に理解して行動する
ことがニーズを捉えるためには重要です。探っていくし
かありません。

藻谷：今の話を聞くと、そんな面倒くさいことをやるくら
いなら一般大衆を相手に安い値段で売ることを考え、
トップ商品を作ろうとは思わないかもしれません。その
結果何が起きるかというと、県内の雇用が失われて、最
後には中国人と同じ人件費に陥る、という状況になって
しまいます。

【「らしさ」と「ならでは」へのこだわり】
山田：今日、「らしさ」と「ならでは」ということをお話し
ました。そこにこだわってほしいと思います。特に、高知
県産業振興計画では、今後、海外へ外商を進めていく
と書かれています。海外に外商する場合、「日本らしさ」
や「日本ならでは」、「高知らしさ」や「高知ならでは」で
ないかぎり買われないと思います。例えば、和歌山県
高野町、外国人の参拝客のうち8割がフランス人です。
フランス人は、高野町を京都よりも日本らしいと言いま
す。食べるものは精進料理です。絶対に洋食は出てきま
せん。数珠づくりも線香づくりも、日本人向けにすると1
時間のプログラムにしないといけないのが、彼らはゼロ
から作りたがりますから、1週間滞在します。最近東京
でも高野山かけが流行っしています。欧米人のセレブ
に受けるものは東京のセレブや感度の高い女性に受け
るようです。「らしさ」、「ならでは」を追求していただきた
いと思います。

受田：最後、「らしさ」、「ならでは」のお話もありました。
とことんこだわっていこう、というお話もいただき、ヨー
ロッパのスイスという一ブランド国を例に色んな切り口
から高知県の産業振興、あるいは食料産業のあり方に
ついて、ご示唆をいただきました。今日のこのディスカッ
ションの内容は、産業振興計画のフォローアップやロ
ーリングのときに、将来展望を考える際に、指針に使っ
ていただきたいと思います。　　　　（以上、敬称略）
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【価値の創出】
　本日は、ビジネスを行っていく際に、マクロを踏まえた
うえでミクロを読み取り、そのなかで自身の事業をどう
強化していくか、そして、それを高知からどう発信してい
くかという、価値の創出について、皆さまと共有していき
たいと思います。
　第1回ワークショップでは、青森のりんご「大紅栄」が
上海では1個1,700円で売られているという象徴的な
事例が紹介されました。日本における価格はせいぜい
200～300円です。中国人にとって赤は価値ある色で
す。かつ大きいということで「大きい真っ赤なりんごを
贈り物に使う」というギフト市場が出現したのです。国
内では宮崎県知事がマンゴーを一生懸命売り出して1
万円で売れるようになりました。そういった価値の創
出、つまりブランドをつくり上げることができるのです。
もちろん実際においしくないと、付加価値を持続的に得
ることはできないのですが、ギフト市場が形成されれ
ば高い値段で販売できます。そしてギフト用となれば、1
個をパッケージに包んで丁寧に送り出します。包材、包
装でメッセージ性がとても大きくなります。中身に価値
があればこそですが、思わず買ってしまう、思わず手に
取らせるという点において、パッケージ、デザイン、ネー
ミングは非常に大切です。

【新しい価値観の創出】
　渋谷にセンター街という通りがあります。飲食店がず
らりと並んでおり女子高生が集まる場所です。20年前
の話ですが、女子高生がなぜそんなに集まるのか観察
するなかで、できた新しい業態の事例があります。それ
は「フードコート」です。女子高生は自分たちが好きなお
店に行き、買ってきたものをみんなで食べていたという
のです。フードコートは実際の消費者行動の読み取り
から、でき上がった業態だったわけですが、アウト オ
ブ ボックス（固定観念にとらわれずに自由に発想す
る）をしていかないと新しい発想や新しい価値観、新
しい認識は出てこないということです。

【アライアンス（企業間提携）の活用と戦略】
　かつてコンビニエンスストアは非常に便利な存在で、
若者の利用が多かったのですが、時代が変わり今は高
齢者の方たちの利用が増えています。業界は、高齢者
層に対する具体的な商品開発ができる人材が社内に
いないという、大きな課題を抱えています。30歳くらい
の人が一生懸命考えてもなかなか良い答えは出てこな
いため、外部活用が増えてきています。つまり、これから
の時代は外部活用やアライアンスを組む方向に進み、
必要なアライアンスを誰と組んでいくかが戦略として
大切になってくるということです。

【ニーズの発見】
　雨傘の年間国内販売数は1億3,000万本で、その9
割はビニール傘です。ビニール傘はすぐ壊れますが、安

くて便利なので沢山売れます。利用目的は違いますが、
東京でビニール傘を1本7,000円で販売している会社
があります。ビニール傘のメリットは外がよく見えること
です。選挙の時に雨にぬれながら演説している議員を
見て、そこに市場があると着目したわけです。透明度の
高い丈夫なビニールで、かつ骨も丈夫な傘を作ったと
ころ、選挙用として大変売れたそうです。非常にニッチ
な市場ですが、1万本売れれば十分儲かります。
　どの市場にどういったものを提供するか、どこに
ニーズがあるか、どこにまだ解決されてないことがある
かを見通していく、その眼力が非常に大事になります。

【時代を読む】
　広告代理店は、新しい食生活、食シーン、食べる場の
つくり方といったことを一生懸命考えながらやっていま
す。例えば、「幸福を写真に撮ってください」というテー
マの作品をインターネットで集めて、幸福のシーンを掴
みます。「こういうことが提供できると幸福に感じてくれ
る」ということを読み取るのです。同様に「何が変化か」
を読み取ることもしています。
　大事なことは、変化を読んでいくことです。スポットで
見た場合の結論は一つの事実として存在しますが、以
前どうだったかをみて、今後はどうなるかを推論しま
す。そして、その根拠を探り、その推論をより精度の高
いものにしていくことが重要です。

【ナンバーワンの意義】
　何ゆえナンバーワンを目指すべきなのか、2番ではい
けないのかということを考えます。ナンバーワンは多くの
方が知っています。富士山は誰もが知っていますが、2
番目に高い北岳は日本人の大半の方は知りません。ナ
ンバーワンとナンバーツーの違いは、こういうことなので
す。ですから、小さな限られた市場でもよいのでナン
バーワンになることが大切です。

【前提が変わると売り方が変わる】
　ナンバーワンになれなければ消耗戦に巻き込まれま
す。そういった消耗戦から飛び出していこうと、インター
ネットのダイレクト販売やＳＮＳというコミュニティサイ
トにアクセスをして企業が利益を得るという流れがあり
ます。
　書籍の販売にも変化が出ています。書店で1年に1冊
しか売れないような本でも、全国で見れば相当な冊数
になります。かつては売れ筋商品を置くように言われて
いたのですが、ネットの普及によって前提が変わると
売り方を変えることができます。
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　鹿児島阿久根市のあるスーパーマーケットは、地域
住民が欲しいものをすべて置くといった新しいタイプの
店で、過疎の傾向にある地域で成功した大型スーパー
として話題を集めています。これは、従来のスーパーマー
ケットの理論から外れたコンセプトになります。以前は売
れる商品だけを販売していたのです。ところが、地域住民
のために存在し得るお店になりたいということで、一つで
も注文があれば在庫にしました。固定概念、既成概念で
捉えるとネガティブなことでも、高い志とピュアな気持ち
で見直した時、人の役に立つことがあります。その存在
価値が認められれば、利益につながります。
　群れの中で最初に水に飛び込む勇気あるペンギン
を指す言葉を「ファーストペンギン」と言います。ペンギ
ンは餌の魚を見つけると水に飛び込んで食べるのです
が、すぐには飛び込みません。なぜならば、ペンギンを
逆に狙っている大型の動物が海の中にいることを知っ
ているからです。ビジネスでも最初に飛び込むのは本
当に勇気がいりますが、最初にトライアルした創業者
には相応の利益が巡ってきます。
　ＪＲ東日本は、人の移動を促すことに取り組んでいま
す。高齢化が進み通勤客が減る一方で、人口は多くて
も乗客は減少しています。60歳以上の方を移動させる
ことが今後のＪＲの収益に掛かっています。移動を促す
ために、地方に滞在型のホテルを作っています。そこで
食と温泉を提供する、食と景色を提供するというやり
方で人の移動を促すことを始めています。
　ここで一番大事なのは、食べ物です。行った先で、食
べ物がおいしくないと2度と行きたくなくなります。よい
印象があると、もう1回行こうとなります。食べ物のおい
しい記憶はいつまでも残ります。食べ物もその地域に
おいて非常に価値ある特徴あるものを出していこうと取
り組んでいます。

【高知の食材の真の価値】
　出版社が主催する環境フォト・コンテストがあり、こ
の間発表がありました。この美しい景色はどこだろう、と
思って見たら、入賞作品が55点その内の7点が高知の
方でした。その中に霧が立ち込める棚田の写真があり
ました。それは高知の財産ですが、高知の方はあまり知
らないのです。こういう環境の中でとれた米は、さぞおい
しかろうということです。本当においしいのです。食味計
で1等賞になっています。それ以上にこういう棚田でと
れた米だということに価値があります。その価値を組み
合わせて発信するということです。サイエンスエビデン
スはもちろん大事ですが、人はサイエンス以上にエ
モーショナルで動きます。それを数字でも裏づけるこ
とができれば、確固たる評価が得られます。
　このような価値が、たくさん高知にはあります。たと
えば、碁石茶という大豊のお茶は瀬戸内海にある塩飽
諸島の水軍の人たちが、塩辛い井戸水を飲んでいるの
で、血圧を下げるために、高知の大豊の碁石茶を飲んで
いたという歴史的史実があります。塩飽諸島の水夫が、
咸臨丸を漕いでいったというすばらしいストーリーもあ
ります。商品の中身に価値がある分、外身も価値をつ
けて、新しい価値として発信していくべきだと思います。
　ただ、碁石茶は生産量が少なく、作るのに大変な時
間と労力かかるので、単価は高いのです。碁石茶の価
値をどのように展開については、今後、考えていく必要
があります。

　高知の特産にナスがあります。紫外線にさらされるた
め抗酸化物質を多く含んでいます。そのため、濃い茄子
紺色のナスになるのです。それを、地元で食する意味は
何でしょうか。高知のナスが紫外線にさらされている
ということは、すなわち高知で過ごしている皆さんにも
紫外線は降りかかるわけです。そのために抗酸化物
質、アントシアニンを生体濃縮したものを植物からい
ただいて、健康を維持してきたのです。これが、地産地
消の本当の意味です。
　「八宝茶」という色々なお茶を組み合わせた、中国茶
があります。花が入っている美しいお茶ですが、花は増
量剤の役割です。高価なクコや霊芝に見かけの良い花
など8つ組み合わせて、8つの宝のお茶にしています。
一つの素材だけではなく、他のものと組み合わせて、
少ない原材料をより大きくして販売量を増やしていま
す。季節の変わり目に人間が必要とするミネラルやビタ
ミンを供給するお茶です。「花粉症に効く」とは謳えませ
んが、昔から飲んでいる、症状が緩和されている、この
地域の人は発症が少ないといった疫学的な情報を付
加していけばよいと思います。高知にはたくさん良い素
材がありますので、八宝茶にならって、木の根や葉、花
を乾燥させて、作ることを考えたらよいと思います。

【ミネラル価値の可能性】
　今、畑の土のミネラルが大きく減ってきています。土
づくりをして、トマトをトマトとして売るのではなくて、
「ミネラルトマト」として売ってはどうでしょうか。ナスを
ナスとして売るのではなくて、「アントシアニンの含量
が多い、生体濃縮の抗酸化物質が含まれているナス」
として価値を発信していくのです。そのためには、農家
も、加工業者の方たちもその価値を保持できるように
勉強していかないといけません。
　「ミネラル価値」は今、とても大事になってきていま
す。ある有名化粧品企業が東京にジューススタンドを
作りました。そこでミネラル入りジュースが販売されてい
ます。鉄成分の入ったサプリメントを入れて、1杯400円
くらいで売れています。
　しかしそれよりも、果物や野菜などの搾りたてでミネ
ラルが供給できるジュースがあれば、もっと価値があり
ます。単なる無機的な形で飲むよりは、生体から取るミ
ネラルの方がずっと吸収がよいはずだからです。今の時
代、窒素、リン酸、カリばかり肥料として与えていますの
で、土の力が落ちてきています。ですからミネラルを補え
る農法で野菜などを作るとナンバーワン、オンリーワン
になります。

【地域ポテンシャルを生かした商品作り】
　高知には、すばらしい和紙もあります。その和紙で、
高知の食品を包んでも面白いと思います。和紙は、高
知のミネラルを含んだ山林がはぐくんだものであり、ミ
ネラルが濃いからこそ、仁淀川や四万十川の緑がかっ
た水が太平洋に流れ込み、そこにたくさんのプランクト
ンが発生して、おいしい魚がたくさん獲れるのです。
　すべては循環しており、都合の良いところだけを切り
取っても成立はしません。人間は、自然の大きな営みの
中に組み込まれた生物のひとつでしかありません。環境
の中における循環を促す方向に動けば、人間の価値は
高まり、循環を阻害すれば、人間は排除されていきます。
　高知には、すばらしい環境価値があります。その環境
価値に育まれた食材を利用して、ぜひ、価値のある新た
な加工食品を作っていただきたいと思います。
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【パネリスト紹介】
受田：これからのパネルディスカッションは第1回の
ワークショップを受けて、食料産業の技術的側面から
パネリストの皆様にご意見を頂戴したいと思っていま
す。食料産業として「新鮮価値をデリバリーする」という
ことで、高知の価値を皆さんとともに掘り下げていきな
がら、それをどのようにお客様にお届けするとよいのか、
パネリストの皆様と、議論を重ねていきたいと思ってお
ります。
久塚：私が以前に勤めていた企業では、原料の本来の
価値を発信することにおいて、よく言えば加工度が高
い、違う言い方をすれば、素材価値をあまり生かしてい
ない組み立て型の商品をつくっておりました。その中
で、私自身はカツオのだしの本来的価値について現役
時代に随分研究をしてきました。調べれば調べるほど、
すばらしい事実が見えてきました。和食は油を使いま
せんが、食べた後の満足感が高いのです。濃いだしを
使った食事を取った後には、脳の中に満足感を表す
ドーパミンが出てくるといった事実です。だからこそ、
和食をしっかり食べている人たちは、長寿でかつ余分
な肥満が少ないといった事実を知ることができました。
　私は、本来的食の価値、それを何ゆえ地域の人たち
が大事にしているのかを考え、そして地域の食材の価
値を極大、最大化するための調理方法を極めたいと思
い、各地の大学と連携しながら実務を行ってきました。

佐伯：今回のパネリストを引き受けた段階では、生活環
境系事業でパッケージ、包装材料を開発する立場にお
りました。長く取り組んできたのが、包装パッケージ事
業で、環境配慮を考えた包装材料の開発です。今、パッ
ケージの世界の大きな流れは環境配慮ですが、パッ
ケージは中身を保存する、保護するためのものです。
安心安全も含めて、パッケージに求められる基本機能
です。 

吉野：大津にある食品工業団地は、現在食品の異業種
18社が集まっている団体です。県知事が推進している
「地産外商」に積極的に取り組んでおります。特に平成
18年以降は中小企業の連携を一つのテーマとして取
り組んでいます。やってみると、それまでは1社だけのノウ
ハウ、情報だったのが、いろんな角度から新しいものがど
んどん入ってきます。それが一つの導火線になり、平成
19年には地域資源活用事業で認定も受けました。そう

した中で、展示会等にも参加するようになりました。
　県外に出てみると、他県に比べ高知県の出遅れを感
じ、それ以来、展示会、商談会には積極的に参加するよ
うにしています。高知県内はこの1～2年、県知事の地
産外商戦略の効果もあり、非常にすばらしい商品が出
てきております。これをいかに外販・外商につなげてい
くかが、今後のテーマになってくると思っております。 
西内：工業技術センターは、高知県庁の商工労働部の
一組織となっています。工業のイメージがあり、食品関係
をやっているイメージはあまりないのではないかと思い
ます。工業技術センターの事業は、純粋な研究開発が全
業務量の3～4割程度で、残りの6～7割は各企業からの
技術支援や研修事業に取り組んでいます。特に依頼試
験や設備の利用などの技術支援を行っています。
　最近は農家の方をはじめ多くの食品関係の方に来
ていただいています。本当に小さなことから始まって、新
しい食品の高度加工まで、広く研究開発や技術支援を
行っているのが現状です。
　食品加工用の野菜だけではなくて、農産品、水産品
の各種素材を扱っています。工業技術センターには生
産技術課（機械関係の開発部門）と食品開発課があり
ます。かんきつ類については、両課がタイアップしなが
ら、新しいオイルの抽出装置の開発と装置を利用した
新商品開発に取り組んでいます。工業技術センターの
内部でも農商工連携をしながら取り組んでいます。工
業技術センターは県内企業の町医者のような存在と
して、支援していきたいと思っています。

【カートカンについて】
受田：このワークショップは、「新鮮さを保つ包装技術
から考える、未来の高知県食料産業！」と銘打っており
ます。まずは凸版印刷の佐伯さんに、カートカンについ
てご紹介いただいて、これについて議論を深めていきた
いと思っています。

佐伯：パッケージ、包装材料は「中身を包み、おいしさを
保つ」という本来の目的があります。これについては「変
わらない機能」、絶対必要な機能です。ただこの数年、
「企業のメッセージを伝える道具」といった観点が非
常に強くなってきています。環境配慮、ユーザビリティ、
ユニバーサルデザインといったお客様にとっての価値
をきちんと謳っていく道具になっております。パッケー
ジはお客様が使い終わったら後はごみになってしまう
のですが、そこに至るまでのライフサイクルの中で、ど
う付加価値をつけていくかという部分で、企業の姿勢
やブランド向上に役立てる試みが大きくなってきてい
ると思います。

【パネルディスカッション】
「おいしさ価値を包み込む」
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地域ポテンシャルをもとにした重点分野についての考察Ⅱ
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店で、過疎の傾向にある地域で成功した大型スーパー
として話題を集めています。これは、従来のスーパーマー
ケットの理論から外れたコンセプトになります。以前は売
れる商品だけを販売していたのです。ところが、地域住民
のために存在し得るお店になりたいということで、一つで
も注文があれば在庫にしました。固定概念、既成概念で
捉えるとネガティブなことでも、高い志とピュアな気持ち
で見直した時、人の役に立つことがあります。その存在
価値が認められれば、利益につながります。
　群れの中で最初に水に飛び込む勇気あるペンギン
を指す言葉を「ファーストペンギン」と言います。ペンギ
ンは餌の魚を見つけると水に飛び込んで食べるのです
が、すぐには飛び込みません。なぜならば、ペンギンを
逆に狙っている大型の動物が海の中にいることを知っ
ているからです。ビジネスでも最初に飛び込むのは本
当に勇気がいりますが、最初にトライアルした創業者
には相応の利益が巡ってきます。
　ＪＲ東日本は、人の移動を促すことに取り組んでいま
す。高齢化が進み通勤客が減る一方で、人口は多くて
も乗客は減少しています。60歳以上の方を移動させる
ことが今後のＪＲの収益に掛かっています。移動を促す
ために、地方に滞在型のホテルを作っています。そこで
食と温泉を提供する、食と景色を提供するというやり
方で人の移動を促すことを始めています。
　ここで一番大事なのは、食べ物です。行った先で、食
べ物がおいしくないと2度と行きたくなくなります。よい
印象があると、もう1回行こうとなります。食べ物のおい
しい記憶はいつまでも残ります。食べ物もその地域に
おいて非常に価値ある特徴あるものを出していこうと取
り組んでいます。

【高知の食材の真の価値】
　出版社が主催する環境フォト・コンテストがあり、こ
の間発表がありました。この美しい景色はどこだろう、と
思って見たら、入賞作品が55点その内の7点が高知の
方でした。その中に霧が立ち込める棚田の写真があり
ました。それは高知の財産ですが、高知の方はあまり知
らないのです。こういう環境の中でとれた米は、さぞおい
しかろうということです。本当においしいのです。食味計
で1等賞になっています。それ以上にこういう棚田でと
れた米だということに価値があります。その価値を組み
合わせて発信するということです。サイエンスエビデン
スはもちろん大事ですが、人はサイエンス以上にエ
モーショナルで動きます。それを数字でも裏づけるこ
とができれば、確固たる評価が得られます。
　このような価値が、たくさん高知にはあります。たと
えば、碁石茶という大豊のお茶は瀬戸内海にある塩飽
諸島の水軍の人たちが、塩辛い井戸水を飲んでいるの
で、血圧を下げるために、高知の大豊の碁石茶を飲んで
いたという歴史的史実があります。塩飽諸島の水夫が、
咸臨丸を漕いでいったというすばらしいストーリーもあ
ります。商品の中身に価値がある分、外身も価値をつ
けて、新しい価値として発信していくべきだと思います。
　ただ、碁石茶は生産量が少なく、作るのに大変な時
間と労力かかるので、単価は高いのです。碁石茶の価
値をどのように展開については、今後、考えていく必要
があります。

　高知の特産にナスがあります。紫外線にさらされるた
め抗酸化物質を多く含んでいます。そのため、濃い茄子
紺色のナスになるのです。それを、地元で食する意味は
何でしょうか。高知のナスが紫外線にさらされている
ということは、すなわち高知で過ごしている皆さんにも
紫外線は降りかかるわけです。そのために抗酸化物
質、アントシアニンを生体濃縮したものを植物からい
ただいて、健康を維持してきたのです。これが、地産地
消の本当の意味です。
　「八宝茶」という色々なお茶を組み合わせた、中国茶
があります。花が入っている美しいお茶ですが、花は増
量剤の役割です。高価なクコや霊芝に見かけの良い花
など8つ組み合わせて、8つの宝のお茶にしています。
一つの素材だけではなく、他のものと組み合わせて、
少ない原材料をより大きくして販売量を増やしていま
す。季節の変わり目に人間が必要とするミネラルやビタ
ミンを供給するお茶です。「花粉症に効く」とは謳えませ
んが、昔から飲んでいる、症状が緩和されている、この
地域の人は発症が少ないといった疫学的な情報を付
加していけばよいと思います。高知にはたくさん良い素
材がありますので、八宝茶にならって、木の根や葉、花
を乾燥させて、作ることを考えたらよいと思います。

【ミネラル価値の可能性】
　今、畑の土のミネラルが大きく減ってきています。土
づくりをして、トマトをトマトとして売るのではなくて、
「ミネラルトマト」として売ってはどうでしょうか。ナスを
ナスとして売るのではなくて、「アントシアニンの含量
が多い、生体濃縮の抗酸化物質が含まれているナス」
として価値を発信していくのです。そのためには、農家
も、加工業者の方たちもその価値を保持できるように
勉強していかないといけません。
　「ミネラル価値」は今、とても大事になってきていま
す。ある有名化粧品企業が東京にジューススタンドを
作りました。そこでミネラル入りジュースが販売されてい
ます。鉄成分の入ったサプリメントを入れて、1杯400円
くらいで売れています。
　しかしそれよりも、果物や野菜などの搾りたてでミネ
ラルが供給できるジュースがあれば、もっと価値があり
ます。単なる無機的な形で飲むよりは、生体から取るミ
ネラルの方がずっと吸収がよいはずだからです。今の時
代、窒素、リン酸、カリばかり肥料として与えていますの
で、土の力が落ちてきています。ですからミネラルを補え
る農法で野菜などを作るとナンバーワン、オンリーワン
になります。

【地域ポテンシャルを生かした商品作り】
　高知には、すばらしい和紙もあります。その和紙で、
高知の食品を包んでも面白いと思います。和紙は、高
知のミネラルを含んだ山林がはぐくんだものであり、ミ
ネラルが濃いからこそ、仁淀川や四万十川の緑がかっ
た水が太平洋に流れ込み、そこにたくさんのプランクト
ンが発生して、おいしい魚がたくさん獲れるのです。
　すべては循環しており、都合の良いところだけを切り
取っても成立はしません。人間は、自然の大きな営みの
中に組み込まれた生物のひとつでしかありません。環境
の中における循環を促す方向に動けば、人間の価値は
高まり、循環を阻害すれば、人間は排除されていきます。
　高知には、すばらしい環境価値があります。その環境
価値に育まれた食材を利用して、ぜひ、価値のある新た
な加工食品を作っていただきたいと思います。
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【パネリスト紹介】
受田：これからのパネルディスカッションは第1回の
ワークショップを受けて、食料産業の技術的側面から
パネリストの皆様にご意見を頂戴したいと思っていま
す。食料産業として「新鮮価値をデリバリーする」という
ことで、高知の価値を皆さんとともに掘り下げていきな
がら、それをどのようにお客様にお届けするとよいのか、
パネリストの皆様と、議論を重ねていきたいと思ってお
ります。
久塚：私が以前に勤めていた企業では、原料の本来の
価値を発信することにおいて、よく言えば加工度が高
い、違う言い方をすれば、素材価値をあまり生かしてい
ない組み立て型の商品をつくっておりました。その中
で、私自身はカツオのだしの本来的価値について現役
時代に随分研究をしてきました。調べれば調べるほど、
すばらしい事実が見えてきました。和食は油を使いま
せんが、食べた後の満足感が高いのです。濃いだしを
使った食事を取った後には、脳の中に満足感を表す
ドーパミンが出てくるといった事実です。だからこそ、
和食をしっかり食べている人たちは、長寿でかつ余分
な肥満が少ないといった事実を知ることができました。
　私は、本来的食の価値、それを何ゆえ地域の人たち
が大事にしているのかを考え、そして地域の食材の価
値を極大、最大化するための調理方法を極めたいと思
い、各地の大学と連携しながら実務を行ってきました。

佐伯：今回のパネリストを引き受けた段階では、生活環
境系事業でパッケージ、包装材料を開発する立場にお
りました。長く取り組んできたのが、包装パッケージ事
業で、環境配慮を考えた包装材料の開発です。今、パッ
ケージの世界の大きな流れは環境配慮ですが、パッ
ケージは中身を保存する、保護するためのものです。
安心安全も含めて、パッケージに求められる基本機能
です。 

吉野：大津にある食品工業団地は、現在食品の異業種
18社が集まっている団体です。県知事が推進している
「地産外商」に積極的に取り組んでおります。特に平成
18年以降は中小企業の連携を一つのテーマとして取
り組んでいます。やってみると、それまでは1社だけのノウ
ハウ、情報だったのが、いろんな角度から新しいものがど
んどん入ってきます。それが一つの導火線になり、平成
19年には地域資源活用事業で認定も受けました。そう

した中で、展示会等にも参加するようになりました。
　県外に出てみると、他県に比べ高知県の出遅れを感
じ、それ以来、展示会、商談会には積極的に参加するよ
うにしています。高知県内はこの1～2年、県知事の地
産外商戦略の効果もあり、非常にすばらしい商品が出
てきております。これをいかに外販・外商につなげてい
くかが、今後のテーマになってくると思っております。 
西内：工業技術センターは、高知県庁の商工労働部の
一組織となっています。工業のイメージがあり、食品関係
をやっているイメージはあまりないのではないかと思い
ます。工業技術センターの事業は、純粋な研究開発が全
業務量の3～4割程度で、残りの6～7割は各企業からの
技術支援や研修事業に取り組んでいます。特に依頼試
験や設備の利用などの技術支援を行っています。
　最近は農家の方をはじめ多くの食品関係の方に来
ていただいています。本当に小さなことから始まって、新
しい食品の高度加工まで、広く研究開発や技術支援を
行っているのが現状です。
　食品加工用の野菜だけではなくて、農産品、水産品
の各種素材を扱っています。工業技術センターには生
産技術課（機械関係の開発部門）と食品開発課があり
ます。かんきつ類については、両課がタイアップしなが
ら、新しいオイルの抽出装置の開発と装置を利用した
新商品開発に取り組んでいます。工業技術センターの
内部でも農商工連携をしながら取り組んでいます。工
業技術センターは県内企業の町医者のような存在と
して、支援していきたいと思っています。

【カートカンについて】
受田：このワークショップは、「新鮮さを保つ包装技術
から考える、未来の高知県食料産業！」と銘打っており
ます。まずは凸版印刷の佐伯さんに、カートカンについ
てご紹介いただいて、これについて議論を深めていきた
いと思っています。

佐伯：パッケージ、包装材料は「中身を包み、おいしさを
保つ」という本来の目的があります。これについては「変
わらない機能」、絶対必要な機能です。ただこの数年、
「企業のメッセージを伝える道具」といった観点が非
常に強くなってきています。環境配慮、ユーザビリティ、
ユニバーサルデザインといったお客様にとっての価値
をきちんと謳っていく道具になっております。パッケー
ジはお客様が使い終わったら後はごみになってしまう
のですが、そこに至るまでのライフサイクルの中で、ど
う付加価値をつけていくかという部分で、企業の姿勢
やブランド向上に役立てる試みが大きくなってきてい
ると思います。

【パネルディスカッション】
「おいしさ価値を包み込む」

高知大学　副学長　受田　浩之氏
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　 そのなかでカートカンが飲料業界で取り上げられ
ることが多くなってきています。これは簡単にいいますと
「紙でできた缶」です。缶の代替としてスタートし、容器
自体は一切アルミ金属を使っておりません。紙は国産
紙を約30%使用しており、そのうち、約15%が間伐材を
使っています。紙パックのマークがついており、牛乳パ
ックと同様にリサイクル可能な容器です。カートカンは、
環境配慮が注目されるなか、リサイクル性があり、間
伐材を使っていることで地球温暖化にも配慮している
容器といえると思います。
　また、この容器自体は温めて使うこともできます。誇
れる部分は、無菌充填（アセプティック充填）をしてい
る点です。通常の缶の飲料や食品はレトルト殺菌をし
ますので、非常に高温で長時間殺菌をします。カートカ
ン飲料は瞬時に殺菌し常温で充填しますので、中身に
対する影響が少ないことが特徴です。非常に微妙な味
には力を発揮する充填方法を採用しています。
　それから素材が紙ですので、紙の持つ風合いや、紙
であるだけで環境配慮として訴える力があります。た
だし、容器だけ環境配慮され、よい充填の方法を持っ
ている容器であっても、一番大事なのは中身です。
　高知県は、間伐材の有効利用が行われている県で、
早くからカーボン・オフセットに取り組んでいます。龍馬
という名前のクレジットを、高知県が出しております。こ
の容器に龍馬のカーボン・クレジットをつけていただ
ければ、その時点からカーボン・オフセット飲料として
世の中に出すことができるという、条件的にも良い武
器を持っているのが高知県です。
　最近は天然素材を使っているメーカーのギフト商
品の容器として使われることが増えました。ギフトの大
きな方向は軽量化です。いろんな場面で、カートカンを
使える要素があるのではないかと思っています。

受田：カートカンは非常に質感がよく、軽いので、例え
ばお母さん方からガラスの容器に入っているベビーフ
ードは重いが、カートカンであれば、その場で食べさせ
られるし軽いということもあり、重宝するというお話もお
聞きしました。

【パッケージ自体のメッセージ性】
久塚：環境素材としてのメッセージ性は非常に大切だ
と思います。店に入ったとき消費者は、どの辺から商品
を商品であると認識できるかということを考える必要が
あります。パッケージにはいろいろな説明が書いてあり
ますが、遠くからではほとんどが認識されません。商品
の目の前に行ってやっと分かる状況です。そうすると、
遠くからどうやって消費者に「私を買って」とアピールす
るかといった視覚的な部分も重視しなければなりませ
ん。環境に配慮した包装を使うことで「中身もナチュラ
ル」といったアピールを素材で伝えることは非常に大
事だろうと思います。
　ここで大事なことは、ノウホワッツ（know-what’s）な
のです。いかにつくるかではなく、「何をつくって、何を提
供するか」、つまり、「価値の提供」が非常に大事になる
のです。さらに大事なことがノウホワイ（know-why）で
す。「なぜ、私はこの事業をしているのか」、人前で堂々
といえるビジネスコンセプトが非常に大事なのです。
　例えば、化粧品メーカーが、今、健康食品を含めて
食品事業に力を入れています。化粧品を買う人は何を
買っているかというと、美を買っているのです。外見で美
しくなること以上に、内側から美しくなることも重要だと
いうビジネスコンセプトです。
　商品にパッケージやデザインで語らせることができ
ます。何を語らせ、“なぜならば”の答えを企業が持つこ
とが、今のビジネス環境では非常に大事であると思い
ます。パッケージにこういうことを語らせよう、高知県は
今後こういうことを大事にしようとしているという発信が
できればよいと思います。

【カートカンに合う中身の素材】
受田：県内には価値ある素材がたくさんあり、加工食品
として市場にお届けするものがたくさんあるわけです
が、紙でできたカートカンとマッチするものについてお
聞かせください。

吉野：高知県ではかんきつ類のジュースやポン酢、醤
油を作っています。これらは現在、中身が見えるというこ
とで透明の瓶容器を使用しています。これは紙ですか
ら、透明となると無理ですよね。

佐伯：現在は無理ですね。ただ研究は進めています。ま
だ、光による中身の劣化に関する課題が解決しており
ません。ベビーフードについても今のところ、半固形の
商品で、用途は離乳食です。本当の意味の固形のもの
について現在研究中です。お酒類は、過去に1度商品
化をしました。当時はストローで飲む紙飲料は、お酒で
はなかなか受け入れられませんでしたので現在は作っ
ていませんが、現実的には、充填場所を整備すれば、
可能性としては十分あると思います。

受田：レンジで加温できるというお話でしたので、熱か
んに向いていますよね。他にもレパートリーがあると思
います。会場の皆様の中で、カートカンに関して、何かご
質問ございましたら、お願いをいたします。

会場：「電子レンジで温める」と仰っていましたが、電子
レンジで紙容器を加熱することは問題ないのでしょう
か。燃えたりする危険はありませんか。
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商品でないと厳しいのではないかと思いました。ペット
ボトルの安い商品は、蓋ができるから売れているのでは
ないかと思うのですが、高付加価値の商品として売っ
ていこうとしたときに、ターゲットとしてどこを狙っている
のか、お聞かせください。

佐伯：リシール性や飲み置いたものをどうするかは大き
な課題です。今いくつかの研究がされており、近い将
来、カートカンでリシール性を追求したものが出てくる
と信じています。
　それと付加価値の高いものについてですが、実は今
非常に売れ出しているもので、小さいサイズ（125mlサ
イズ）があります。高付加価値のものは基本的に濃いと
か、濃いものは効くといった人間の心理があるようで、
付加価値が高いものを小さい容器で飲み切るという
動きが出ているようです。また宅配の容器や病院での
補助飲料用に採用されています。なぜかと言いますと、
今まではテトラパックという四角い容器に入っている場
合が多かったのですが、飲んでいる際にこぼれやすい
という欠点があります。カートカンはそれがないのです。
さらに、カートカンは缶と違って、落としたりしても音が
響かないのです。病院では缶の音が敬遠されるので、
採用されているということもあります。

受田：普通の缶と比べて、値段はどうなのでしょう。

佐伯：大手メーカーに採用していただいていますので、
価格は普通の缶と近いと考えていただいてよいと思い
ます。ただ問題は、充填の能力が缶飲料に比べると少
なく、年間2億本くらいの生産です。

久塚：今のご質問に付随して、カツオの「濃縮だし」を
入れたらどうなるのかなと思いました。アセプティック
充填であり、バリア性もあるということであれば、可能で
はないでしょうか。
　最近東京ではある調味料メーカーが、だし場（だし
バー）といって、本物のだしをスープバーのような形式
で飲ませています。このように、お金を払ってもらって、
だしを飲ませる時代になってきています。私も現場に
行きましたら、主婦の方たちが列をなして、だしを飲ん
でいます。砂糖の入っていないおだしですから、健康価
値があります。疲労回復効果は抜群で血流をよくしま
す。ショウガと合わせるとすごくよいだろうと思います。
末梢血管も広げますし、相乗効果が出てきます。そうい
う健康価値飲料で容器はナチュラルなカートカンにす
ると非常によいと感じたのですが、だしはどうでしょう
か。家庭で使う濃縮だしというよりは、飲むスープ、「飲
むだし」というイメージです。高知でも濃縮だしをすでに
瓶では売っています。
　これまではインスタントのだしの素が非常に売れま
したし、利益も取れました。その次に来るのはどんな時
代かは皆さんがお答えを出せるお立場にあるのではな
いかと思います。

受田：ここまで、新鮮さを保つ包装技術、価値をお届け
する包装技術は進化していて、カートカンが開発さ
れ、環境に配慮した素材によって新しい質感が提供で
きているということを話題としていただきました。

佐伯：本来から言えば、電子レンジ自体はメーカーに
よって差がありますし、過加熱の問題はついて回るの
ですが、基本的にカートカン自体はアルミを使ってお
りませんので、ふたを取っていただいて入れていただく
分には、スパークしたりしません。
　電子レンジを使用する食品への利用を考えられる場
合は、表示類にＰＬの表示を入れる形になると思いま
す。中身によってはやめた方がいいものも出てくるかもし
れません。その辺りは、一緒に考えさせていただきます。

受田：カートカンは登場して間もないので研究開発要
素もありつつ、そこに挑戦すれば商品の優位性を加味
することができるかもしれない。そういうチャンスがあ
るということですね。酸素に対する影響についてはい
かがですか。

佐伯：酸素については、先ほどアルミを使っていないと
いう話をしましたが、例えばポリエチレンや通常の牛
乳容器などに使っているフィルムですと、とても無菌充
填には対応できないのです。そのため、酸素を通さな
いポリエステルを開発しました。アルミ代替のフィルム
を開発して、そのフィルムを中に使っていますので酸素
も通しにくく、ほとんどアルミに近いバリアをつくってい
ます。

受田：高知大学では今、大豊町の碁石茶のプロジェク
トで、農水省の新需要創造フロンティア育成事業に取
り組んでおり、凸版印刷に協力してもらい、碁石茶をカ
ートカンに充填する試作を行いました。
　先ほど間伐材のお話がありましたが、大豊町や嶺
北地域では間伐が一つの大きな課題になっていま
す。例えば、間伐によって得られた紙からカートカン
ができ、その地域で守り受け継がれている地域のプ
ライドをその中に充填し、お客様に物語とともに付加
価値をお届けするといったことができるのではないか
と思っています。
　また、酸素透過性については、カートカンでは問題
がないということでした。そうすると、飲料の場合、通常
は必須になる酸化防止剤としてのアスコルビン酸を
添加しない形で品質を保持することができます。例え
ば、碁石茶は乳酸の酸っぱさがあります。以前、ペット
ボトルに充填をして、生産者の方が飲んだところ、これ
は違うといわれました。ペットボトルに充填する際にア
スコルビン酸を入れたのですが、添加したアスコルビ
ン酸が、乳酸の酸味を邪魔しているということで、非常
に微妙な問題であると実感しました。酸化防止剤など
は加えない、アセプティックで過度な加熱はしないと
いう発想のカートカンは、いろいろな意味で利活用で
きるのではないかと期待をしているところです。

【カートカンの様々な可能性】
西内：カートカンは缶と違って手ざわりが随分と優し
い感じがしますね。

受田：手に取って冷たくないし、缶の容器とは質感が
全く違います。メッセージ性が非常に高くて良い素材
だと思います。

会場：お話を聞きながら、通常の飲料より値段の高い

～新鮮価値をデリバリーする～　　

佐伯 敬太氏
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「紙でできた缶」です。缶の代替としてスタートし、容器
自体は一切アルミ金属を使っておりません。紙は国産
紙を約30%使用しており、そのうち、約15%が間伐材を
使っています。紙パックのマークがついており、牛乳パ
ックと同様にリサイクル可能な容器です。カートカンは、
環境配慮が注目されるなか、リサイクル性があり、間
伐材を使っていることで地球温暖化にも配慮している
容器といえると思います。
　また、この容器自体は温めて使うこともできます。誇
れる部分は、無菌充填（アセプティック充填）をしてい
る点です。通常の缶の飲料や食品はレトルト殺菌をし
ますので、非常に高温で長時間殺菌をします。カートカ
ン飲料は瞬時に殺菌し常温で充填しますので、中身に
対する影響が少ないことが特徴です。非常に微妙な味
には力を発揮する充填方法を採用しています。
　それから素材が紙ですので、紙の持つ風合いや、紙
であるだけで環境配慮として訴える力があります。た
だし、容器だけ環境配慮され、よい充填の方法を持っ
ている容器であっても、一番大事なのは中身です。
　高知県は、間伐材の有効利用が行われている県で、
早くからカーボン・オフセットに取り組んでいます。龍馬
という名前のクレジットを、高知県が出しております。こ
の容器に龍馬のカーボン・クレジットをつけていただ
ければ、その時点からカーボン・オフセット飲料として
世の中に出すことができるという、条件的にも良い武
器を持っているのが高知県です。
　最近は天然素材を使っているメーカーのギフト商
品の容器として使われることが増えました。ギフトの大
きな方向は軽量化です。いろんな場面で、カートカンを
使える要素があるのではないかと思っています。

受田：カートカンは非常に質感がよく、軽いので、例え
ばお母さん方からガラスの容器に入っているベビーフ
ードは重いが、カートカンであれば、その場で食べさせ
られるし軽いということもあり、重宝するというお話もお
聞きしました。

【パッケージ自体のメッセージ性】
久塚：環境素材としてのメッセージ性は非常に大切だ
と思います。店に入ったとき消費者は、どの辺から商品
を商品であると認識できるかということを考える必要が
あります。パッケージにはいろいろな説明が書いてあり
ますが、遠くからではほとんどが認識されません。商品
の目の前に行ってやっと分かる状況です。そうすると、
遠くからどうやって消費者に「私を買って」とアピールす
るかといった視覚的な部分も重視しなければなりませ
ん。環境に配慮した包装を使うことで「中身もナチュラ
ル」といったアピールを素材で伝えることは非常に大
事だろうと思います。
　ここで大事なことは、ノウホワッツ（know-what’s）な
のです。いかにつくるかではなく、「何をつくって、何を提
供するか」、つまり、「価値の提供」が非常に大事になる
のです。さらに大事なことがノウホワイ（know-why）で
す。「なぜ、私はこの事業をしているのか」、人前で堂々
といえるビジネスコンセプトが非常に大事なのです。
　例えば、化粧品メーカーが、今、健康食品を含めて
食品事業に力を入れています。化粧品を買う人は何を
買っているかというと、美を買っているのです。外見で美
しくなること以上に、内側から美しくなることも重要だと
いうビジネスコンセプトです。
　商品にパッケージやデザインで語らせることができ
ます。何を語らせ、“なぜならば”の答えを企業が持つこ
とが、今のビジネス環境では非常に大事であると思い
ます。パッケージにこういうことを語らせよう、高知県は
今後こういうことを大事にしようとしているという発信が
できればよいと思います。

【カートカンに合う中身の素材】
受田：県内には価値ある素材がたくさんあり、加工食品
として市場にお届けするものがたくさんあるわけです
が、紙でできたカートカンとマッチするものについてお
聞かせください。

吉野：高知県ではかんきつ類のジュースやポン酢、醤
油を作っています。これらは現在、中身が見えるというこ
とで透明の瓶容器を使用しています。これは紙ですか
ら、透明となると無理ですよね。

佐伯：現在は無理ですね。ただ研究は進めています。ま
だ、光による中身の劣化に関する課題が解決しており
ません。ベビーフードについても今のところ、半固形の
商品で、用途は離乳食です。本当の意味の固形のもの
について現在研究中です。お酒類は、過去に1度商品
化をしました。当時はストローで飲む紙飲料は、お酒で
はなかなか受け入れられませんでしたので現在は作っ
ていませんが、現実的には、充填場所を整備すれば、
可能性としては十分あると思います。

受田：レンジで加温できるというお話でしたので、熱か
んに向いていますよね。他にもレパートリーがあると思
います。会場の皆様の中で、カートカンに関して、何かご
質問ございましたら、お願いをいたします。

会場：「電子レンジで温める」と仰っていましたが、電子
レンジで紙容器を加熱することは問題ないのでしょう
か。燃えたりする危険はありませんか。

26 27

商品でないと厳しいのではないかと思いました。ペット
ボトルの安い商品は、蓋ができるから売れているのでは
ないかと思うのですが、高付加価値の商品として売っ
ていこうとしたときに、ターゲットとしてどこを狙っている
のか、お聞かせください。

佐伯：リシール性や飲み置いたものをどうするかは大き
な課題です。今いくつかの研究がされており、近い将
来、カートカンでリシール性を追求したものが出てくる
と信じています。
　それと付加価値の高いものについてですが、実は今
非常に売れ出しているもので、小さいサイズ（125mlサ
イズ）があります。高付加価値のものは基本的に濃いと
か、濃いものは効くといった人間の心理があるようで、
付加価値が高いものを小さい容器で飲み切るという
動きが出ているようです。また宅配の容器や病院での
補助飲料用に採用されています。なぜかと言いますと、
今まではテトラパックという四角い容器に入っている場
合が多かったのですが、飲んでいる際にこぼれやすい
という欠点があります。カートカンはそれがないのです。
さらに、カートカンは缶と違って、落としたりしても音が
響かないのです。病院では缶の音が敬遠されるので、
採用されているということもあります。

受田：普通の缶と比べて、値段はどうなのでしょう。

佐伯：大手メーカーに採用していただいていますので、
価格は普通の缶と近いと考えていただいてよいと思い
ます。ただ問題は、充填の能力が缶飲料に比べると少
なく、年間2億本くらいの生産です。

久塚：今のご質問に付随して、カツオの「濃縮だし」を
入れたらどうなるのかなと思いました。アセプティック
充填であり、バリア性もあるということであれば、可能で
はないでしょうか。
　最近東京ではある調味料メーカーが、だし場（だし
バー）といって、本物のだしをスープバーのような形式
で飲ませています。このように、お金を払ってもらって、
だしを飲ませる時代になってきています。私も現場に
行きましたら、主婦の方たちが列をなして、だしを飲ん
でいます。砂糖の入っていないおだしですから、健康価
値があります。疲労回復効果は抜群で血流をよくしま
す。ショウガと合わせるとすごくよいだろうと思います。
末梢血管も広げますし、相乗効果が出てきます。そうい
う健康価値飲料で容器はナチュラルなカートカンにす
ると非常によいと感じたのですが、だしはどうでしょう
か。家庭で使う濃縮だしというよりは、飲むスープ、「飲
むだし」というイメージです。高知でも濃縮だしをすでに
瓶では売っています。
　これまではインスタントのだしの素が非常に売れま
したし、利益も取れました。その次に来るのはどんな時
代かは皆さんがお答えを出せるお立場にあるのではな
いかと思います。

受田：ここまで、新鮮さを保つ包装技術、価値をお届け
する包装技術は進化していて、カートカンが開発さ
れ、環境に配慮した素材によって新しい質感が提供で
きているということを話題としていただきました。

佐伯：本来から言えば、電子レンジ自体はメーカーに
よって差がありますし、過加熱の問題はついて回るの
ですが、基本的にカートカン自体はアルミを使ってお
りませんので、ふたを取っていただいて入れていただく
分には、スパークしたりしません。
　電子レンジを使用する食品への利用を考えられる場
合は、表示類にＰＬの表示を入れる形になると思いま
す。中身によってはやめた方がいいものも出てくるかもし
れません。その辺りは、一緒に考えさせていただきます。

受田：カートカンは登場して間もないので研究開発要
素もありつつ、そこに挑戦すれば商品の優位性を加味
することができるかもしれない。そういうチャンスがあ
るということですね。酸素に対する影響についてはい
かがですか。

佐伯：酸素については、先ほどアルミを使っていないと
いう話をしましたが、例えばポリエチレンや通常の牛
乳容器などに使っているフィルムですと、とても無菌充
填には対応できないのです。そのため、酸素を通さな
いポリエステルを開発しました。アルミ代替のフィルム
を開発して、そのフィルムを中に使っていますので酸素
も通しにくく、ほとんどアルミに近いバリアをつくってい
ます。

受田：高知大学では今、大豊町の碁石茶のプロジェク
トで、農水省の新需要創造フロンティア育成事業に取
り組んでおり、凸版印刷に協力してもらい、碁石茶をカ
ートカンに充填する試作を行いました。
　先ほど間伐材のお話がありましたが、大豊町や嶺
北地域では間伐が一つの大きな課題になっていま
す。例えば、間伐によって得られた紙からカートカン
ができ、その地域で守り受け継がれている地域のプ
ライドをその中に充填し、お客様に物語とともに付加
価値をお届けするといったことができるのではないか
と思っています。
　また、酸素透過性については、カートカンでは問題
がないということでした。そうすると、飲料の場合、通常
は必須になる酸化防止剤としてのアスコルビン酸を
添加しない形で品質を保持することができます。例え
ば、碁石茶は乳酸の酸っぱさがあります。以前、ペット
ボトルに充填をして、生産者の方が飲んだところ、これ
は違うといわれました。ペットボトルに充填する際にア
スコルビン酸を入れたのですが、添加したアスコルビ
ン酸が、乳酸の酸味を邪魔しているということで、非常
に微妙な問題であると実感しました。酸化防止剤など
は加えない、アセプティックで過度な加熱はしないと
いう発想のカートカンは、いろいろな意味で利活用で
きるのではないかと期待をしているところです。

【カートカンの様々な可能性】
西内：カートカンは缶と違って手ざわりが随分と優し
い感じがしますね。

受田：手に取って冷たくないし、缶の容器とは質感が
全く違います。メッセージ性が非常に高くて良い素材
だと思います。

会場：お話を聞きながら、通常の飲料より値段の高い
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【連携による取り組み】
受田：アミノエースをはじめ、高知県の食品工業団地で
企業の皆様の取りまとめをやっておられるお立場で事
業等をご紹介いただき、さらには、技術的に抱えておら
れる課題等があればご提言いただければと思います。

吉野：私は食品工業団地の理事長兼アミノエースの代
表も仰せつかっております。アミノエースの株主構成
は、食品団地のメンバーを中心に食品の異業種が集
まっています。一つの路線として、各企業が製造ノウハ
ウ、取扱商材を持ち寄って、組み合わせながら、新しい
商品づくりをしていくというものです。企業が連携する
ことにより販路もおのずと広がってくる、情報も入って
くるというのが、一つのコンセプトになっております。
　現在もいろいろな方から新しい情報等をいただき、
様々な商品開発に取り組んでおります。一昨年、シンガ
ポールの伊勢丹で開催された四国フェアにも行きまし
た。そのときのナンバーワン商材が香川県から持ち込ま
れたジャコウを粉砕してスープにしたものでした。単な
るスープでなく、健康に良いスープとして販売されてい
ました。健康に良い、美容に良いとった機能性を謳っ
た商品が売筋でした。
　どちらかと言うと、高知県は素材や一次加工品で持
っていくという展開だったのですが、高知県には、かな
りスープ素材は転がっていると思います。そういったと
きに1社で新商品開発を行うよりも、県全体でいろい
ろな方が商品アイテムを出して品揃えをしていくという
のがよいのではないかと思います。

受田：スープアイテムが比較的売れ筋にあるというお
話がありましたが、日本の場合、薬事法の問題等難し
いところはあるのですが、海外販売は各国の事情を十
分に把握して機能性の訴求ということもあり得るので
はないでしょうか。これを県全体で取り組んでいってア
イテム数を増やし、県のブランドとして統一感を持た
せていければ、相当な効果があるのではないかという
お話もいただきました。アミノエースのようなアライアン
スは比較的珍しいのではないかと思います。

久塚：さすが、高知県は先進県だと思います。これは競
争力強化の原点になると思います。1社では弱いが、違
う機能を持った業種、業界を越えたアライアンスは、も
のすごく強みになります。

大手飲料メーカーがシンガポールで、「エッセンス オブ 
チキン」という、いわゆる「濃縮チキンスープ」を研究さ
れています。実際に販売もされているのですが、もともと
疲れたときに濃いチキンエキス（チキンコンソメ）を飲む
習慣がシンガポールにあり、それを濃縮したものを販売
しています。コーヒーのフレッシュクリームが入った容
器をもう少し大きくしたタイプで、アセプティック充填で
す。小さいのですが、とても高いのです。そういうコンセ
プトをベースに、高知バージョンで、エッセンス オブ 
チキンよりも効果・効能がある商品を産学連携で作る
といった気づきをいただきました。

受田：アミノエースはチキンスープが得意なところだと
思います。チキンスープの中には、アンセリンというペプ
チドがあり、疲労回復効果が非常にあるので濃縮して
売り出すとよいのではないでしょうか。消費者に対して、
チキンスープの中のアンセリン含量を積極的に表示し、
分析値をもとに眼精疲労等の疲労回復を訴えていくこ
とができるとおもしろい展開になるのではないかと思い
ました。

吉野：組合員企業の中で「鶏がらを焼いてスープにし
た」企業がありまして、このスープがアライアンスの出発
点になりました。食品工業団地の中には土佐はちきん
地鶏の解体処理をする企業もありますし、販売する企
業もありますので、鶏自体にはかなり積極的に取り組
んでおります。それに加えてスープにも取り組んでいき
たいと思っており「県産のなべ用スープ」も試作段階に
あります。
　カツオについては、これから高知県で有望であると
感じております。いろいろなやり方があると思います。
カツオを使っただしも大事ですが、だし以外にアレン
ジしていくと一般ドリンクもいけるのではないかと思い
ます。かつお節を作るときの薫製する工程をガスでは
なくて、薪や桜のチップを使うと風味も出てくると思い
ます。そういった小さいながらも特徴を持たせる力が
発揮できると思っています。

【研究機関の役割】
受田：カツオに関してですが、黒潮町の住民の方々にご
協力いただき、カツオを1週間食べる、食べない、を繰り
返していただき眼精疲労について調査しました。
　そのときに、おもしろいことがありまして、私たちはカ
ツオを食べない週にあわせてチキンも食べないでくだ
さいと申しあげておりました。それはなぜかというと、チ
キンもカツオも同じアンセリンという物質が入っていま
す。ですからチキンも食べないでくださいとお願いして
いたのですが、間違ってチキンを食べてしまい、数値が
すごく上がった人がいました。もしかするとチキンも疲
労に対する効果があるのではないかと、とても興味があ
ります。
　地域にいろんな価値があって、それはまだ数値化さ
れていない暗黙知であるということです。工業技術セン
ターや大学が変換機（コンバーター）になって、エビデ
ンスとして明確な証拠をサイエンスとしてお出しする、

28 29

かの分野と比べると、設備面で非常に劣っていたことも
ありましたが、産業振興計画が進む中で、インフラ整備
が進んでいます。新棟では、加工食品試作機能と研修
機能を重点化します。また従来の本館では、各種分析
機器を駆使しながら、機能解析、食品の機能性を取り
扱います。加えて新しい分析機器、特に味、香りに関連
する機能、安全・安心評価機能、これら５つくらいの機
能を設備とともに重点化、強化しながら、新しい方向に
持っていきたいと考えています。
　各種設備が導入されますので、企業の皆様にいかに
お使いいただくかにかかっています。産学官で連携し、設
備を駆使して、新しい食品の加工技術を作り上げていき
たいと思っています。その中で最近新聞に出てくるのは、
かんきつ類の搾汁試験機です。農業法人や蔵元の方々
が使われており、蔵元のリキュールの開発につながりま
した。農商工連携といいますか、産業間連携です。

受田：県全体の農産物・水産物を中心にして、加工、流
通、販売というところで様々な価値創造がシームレス
につながっていき、徐々にアイテム数も増えています
し、目に見える形で「産業振興計画」の成果が出始めて
いると思います。ぜひこの施設を積極的にご活用いた
だきたいと思います。

【だしの商品化】
会場：土佐市農協に所属しております。当組合もブンタ
ンやショウガなど様々な産物がありますが、なかなか売
っていくのが難しくて、加工についても考えてはいるの
ですが、それも後発になっていて難しい状況にありま
す。そういった中で、濃縮液なども考えました。例えば、
ブンタンなりショウガなりの濃縮液は単品では難しいと
思われますが、カツオの濃縮もありますし、土佐市はウ
ルメやチキンもあります。そういった濃縮液を組み合わ
せて何本かまとめて、家庭の味をつくるというコンセプ
トで売りに出していけないかと思うのですが、ご意見を
いただけますでしょうか。

久塚：結論から言うと、可能性があると思います。消費
者の人たちは「こんなものがあったらいいな」というこ
とをなかなか発信してくれませんから、我々の方から
「こういうものがあります、いかがでしょうか」という提
案をする。そういった消費者インサイト、すなわち潜在
ニーズの掘り起こしといったところからヒット商品にな
っていくわけです。

つまり、形式知に置きかえていくという作業をお手伝
いしたいと思っています。

久塚：ラーメンスープについてご紹介しておきたいこと
があります。これはかつて私がメーカーに勤めていた
時、中国に研究センターの分室をつくり、中国の人た
ちを130名採用しました。日本のある企業の方が、即
席ラーメンの評価をしてほしいと持ち込まれました。中
国の方は、スープは全部飲み干そうとされるのですね。
その食べ方において、とてもびっくりしたのですが、麺
は炭水化物なので、おなかがすいていたら、麺を食べ、
「スープは絶対的に飲むものである」といわれました。
「スープにこそ、価値がある」という、それが本来のス
ープと麺の組み合わせ価値だったということを思い出
させてくれました。
　ある有名料理家の先生は、イタリア料理等がお得
意な方ですが、西洋料理では牛や豚の骨を焼いてエ
キスを取り出します。日本では、魚は３枚におろして、中
骨などもったいない使い方をしているので、どうか高知
で魚の骨を焼くなどしてだしを作り、新しいスープ価値
をつくってくれないかとおっしゃっていたことを思い出
しました。

受田：こういった話を聞いて試しにやってみようとか、
あるいは少し企業の皆様だけでは実現が難しいよう
な場合、地域の食品産業の技術を支える機関として
工業技術センターという機関があり、内容によって大
学と分担しながら協力させていただいております。工
業技術センターでは、食品加工研究棟が間もなく完
成するという話もございます。

西内：先ほど吉野さんから焼き鶏がらスープの話が出
ましたが、5、6年前に食品団地から、試験の依頼があ
り、どういう成分が変化していくのかを分析をしまし
た。それが、後々の大きな商品開発につながっていき
ました。さらには「濃縮化」の話も出てきましたが、現
在、当センターでは濃縮関係の装置開発を行っていま
す。最近は濃縮のやり方にも取り組んでいます。
　さて、食品加工研究棟ですが、現在この工業技術
センターに食品加工研究棟を建設中です。最近、県も
食品加工に重点を置いており、ここ2、3年、センター内
に各種設備機器として、分析機器や加工機器を設置
しています。それと同時に、加工棟の建設が進んでいま
す。これまで工業技術センターの食品関係分野は、ほ
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【連携による取り組み】
受田：アミノエースをはじめ、高知県の食品工業団地で
企業の皆様の取りまとめをやっておられるお立場で事
業等をご紹介いただき、さらには、技術的に抱えておら
れる課題等があればご提言いただければと思います。

吉野：私は食品工業団地の理事長兼アミノエースの代
表も仰せつかっております。アミノエースの株主構成
は、食品団地のメンバーを中心に食品の異業種が集
まっています。一つの路線として、各企業が製造ノウハ
ウ、取扱商材を持ち寄って、組み合わせながら、新しい
商品づくりをしていくというものです。企業が連携する
ことにより販路もおのずと広がってくる、情報も入って
くるというのが、一つのコンセプトになっております。
　現在もいろいろな方から新しい情報等をいただき、
様々な商品開発に取り組んでおります。一昨年、シンガ
ポールの伊勢丹で開催された四国フェアにも行きまし
た。そのときのナンバーワン商材が香川県から持ち込ま
れたジャコウを粉砕してスープにしたものでした。単な
るスープでなく、健康に良いスープとして販売されてい
ました。健康に良い、美容に良いとった機能性を謳っ
た商品が売筋でした。
　どちらかと言うと、高知県は素材や一次加工品で持
っていくという展開だったのですが、高知県には、かな
りスープ素材は転がっていると思います。そういったと
きに1社で新商品開発を行うよりも、県全体でいろい
ろな方が商品アイテムを出して品揃えをしていくという
のがよいのではないかと思います。

受田：スープアイテムが比較的売れ筋にあるというお
話がありましたが、日本の場合、薬事法の問題等難し
いところはあるのですが、海外販売は各国の事情を十
分に把握して機能性の訴求ということもあり得るので
はないでしょうか。これを県全体で取り組んでいってア
イテム数を増やし、県のブランドとして統一感を持た
せていければ、相当な効果があるのではないかという
お話もいただきました。アミノエースのようなアライアン
スは比較的珍しいのではないかと思います。

久塚：さすが、高知県は先進県だと思います。これは競
争力強化の原点になると思います。1社では弱いが、違
う機能を持った業種、業界を越えたアライアンスは、も
のすごく強みになります。

大手飲料メーカーがシンガポールで、「エッセンス オブ 
チキン」という、いわゆる「濃縮チキンスープ」を研究さ
れています。実際に販売もされているのですが、もともと
疲れたときに濃いチキンエキス（チキンコンソメ）を飲む
習慣がシンガポールにあり、それを濃縮したものを販売
しています。コーヒーのフレッシュクリームが入った容
器をもう少し大きくしたタイプで、アセプティック充填で
す。小さいのですが、とても高いのです。そういうコンセ
プトをベースに、高知バージョンで、エッセンス オブ 
チキンよりも効果・効能がある商品を産学連携で作る
といった気づきをいただきました。

受田：アミノエースはチキンスープが得意なところだと
思います。チキンスープの中には、アンセリンというペプ
チドがあり、疲労回復効果が非常にあるので濃縮して
売り出すとよいのではないでしょうか。消費者に対して、
チキンスープの中のアンセリン含量を積極的に表示し、
分析値をもとに眼精疲労等の疲労回復を訴えていくこ
とができるとおもしろい展開になるのではないかと思い
ました。

吉野：組合員企業の中で「鶏がらを焼いてスープにし
た」企業がありまして、このスープがアライアンスの出発
点になりました。食品工業団地の中には土佐はちきん
地鶏の解体処理をする企業もありますし、販売する企
業もありますので、鶏自体にはかなり積極的に取り組
んでおります。それに加えてスープにも取り組んでいき
たいと思っており「県産のなべ用スープ」も試作段階に
あります。
　カツオについては、これから高知県で有望であると
感じております。いろいろなやり方があると思います。
カツオを使っただしも大事ですが、だし以外にアレン
ジしていくと一般ドリンクもいけるのではないかと思い
ます。かつお節を作るときの薫製する工程をガスでは
なくて、薪や桜のチップを使うと風味も出てくると思い
ます。そういった小さいながらも特徴を持たせる力が
発揮できると思っています。

【研究機関の役割】
受田：カツオに関してですが、黒潮町の住民の方々にご
協力いただき、カツオを1週間食べる、食べない、を繰り
返していただき眼精疲労について調査しました。
　そのときに、おもしろいことがありまして、私たちはカ
ツオを食べない週にあわせてチキンも食べないでくだ
さいと申しあげておりました。それはなぜかというと、チ
キンもカツオも同じアンセリンという物質が入っていま
す。ですからチキンも食べないでくださいとお願いして
いたのですが、間違ってチキンを食べてしまい、数値が
すごく上がった人がいました。もしかするとチキンも疲
労に対する効果があるのではないかと、とても興味があ
ります。
　地域にいろんな価値があって、それはまだ数値化さ
れていない暗黙知であるということです。工業技術セン
ターや大学が変換機（コンバーター）になって、エビデ
ンスとして明確な証拠をサイエンスとしてお出しする、
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かの分野と比べると、設備面で非常に劣っていたことも
ありましたが、産業振興計画が進む中で、インフラ整備
が進んでいます。新棟では、加工食品試作機能と研修
機能を重点化します。また従来の本館では、各種分析
機器を駆使しながら、機能解析、食品の機能性を取り
扱います。加えて新しい分析機器、特に味、香りに関連
する機能、安全・安心評価機能、これら５つくらいの機
能を設備とともに重点化、強化しながら、新しい方向に
持っていきたいと考えています。
　各種設備が導入されますので、企業の皆様にいかに
お使いいただくかにかかっています。産学官で連携し、設
備を駆使して、新しい食品の加工技術を作り上げていき
たいと思っています。その中で最近新聞に出てくるのは、
かんきつ類の搾汁試験機です。農業法人や蔵元の方々
が使われており、蔵元のリキュールの開発につながりま
した。農商工連携といいますか、産業間連携です。

受田：県全体の農産物・水産物を中心にして、加工、流
通、販売というところで様々な価値創造がシームレス
につながっていき、徐々にアイテム数も増えています
し、目に見える形で「産業振興計画」の成果が出始めて
いると思います。ぜひこの施設を積極的にご活用いた
だきたいと思います。

【だしの商品化】
会場：土佐市農協に所属しております。当組合もブンタ
ンやショウガなど様々な産物がありますが、なかなか売
っていくのが難しくて、加工についても考えてはいるの
ですが、それも後発になっていて難しい状況にありま
す。そういった中で、濃縮液なども考えました。例えば、
ブンタンなりショウガなりの濃縮液は単品では難しいと
思われますが、カツオの濃縮もありますし、土佐市はウ
ルメやチキンもあります。そういった濃縮液を組み合わ
せて何本かまとめて、家庭の味をつくるというコンセプ
トで売りに出していけないかと思うのですが、ご意見を
いただけますでしょうか。

久塚：結論から言うと、可能性があると思います。消費
者の人たちは「こんなものがあったらいいな」というこ
とをなかなか発信してくれませんから、我々の方から
「こういうものがあります、いかがでしょうか」という提
案をする。そういった消費者インサイト、すなわち潜在
ニーズの掘り起こしといったところからヒット商品にな
っていくわけです。

つまり、形式知に置きかえていくという作業をお手伝
いしたいと思っています。

久塚：ラーメンスープについてご紹介しておきたいこと
があります。これはかつて私がメーカーに勤めていた
時、中国に研究センターの分室をつくり、中国の人た
ちを130名採用しました。日本のある企業の方が、即
席ラーメンの評価をしてほしいと持ち込まれました。中
国の方は、スープは全部飲み干そうとされるのですね。
その食べ方において、とてもびっくりしたのですが、麺
は炭水化物なので、おなかがすいていたら、麺を食べ、
「スープは絶対的に飲むものである」といわれました。
「スープにこそ、価値がある」という、それが本来のス
ープと麺の組み合わせ価値だったということを思い出
させてくれました。
　ある有名料理家の先生は、イタリア料理等がお得
意な方ですが、西洋料理では牛や豚の骨を焼いてエ
キスを取り出します。日本では、魚は３枚におろして、中
骨などもったいない使い方をしているので、どうか高知
で魚の骨を焼くなどしてだしを作り、新しいスープ価値
をつくってくれないかとおっしゃっていたことを思い出
しました。

受田：こういった話を聞いて試しにやってみようとか、
あるいは少し企業の皆様だけでは実現が難しいよう
な場合、地域の食品産業の技術を支える機関として
工業技術センターという機関があり、内容によって大
学と分担しながら協力させていただいております。工
業技術センターでは、食品加工研究棟が間もなく完
成するという話もございます。

西内：先ほど吉野さんから焼き鶏がらスープの話が出
ましたが、5、6年前に食品団地から、試験の依頼があ
り、どういう成分が変化していくのかを分析をしまし
た。それが、後々の大きな商品開発につながっていき
ました。さらには「濃縮化」の話も出てきましたが、現
在、当センターでは濃縮関係の装置開発を行っていま
す。最近は濃縮のやり方にも取り組んでいます。
　さて、食品加工研究棟ですが、現在この工業技術
センターに食品加工研究棟を建設中です。最近、県も
食品加工に重点を置いており、ここ2、3年、センター内
に各種設備機器として、分析機器や加工機器を設置
しています。それと同時に、加工棟の建設が進んでいま
す。これまで工業技術センターの食品関係分野は、ほ
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　食に関わっておられる方からすると、だしくらい自分
で取ると思うのですが、今は、だしすら自分でお取りに
ならない。だしがひけない。たとえば、昔の人たちは、ち
ゃんと煮干しの頭を取って、苦い部分を外していた。そ
れを子どもに手伝わせて、親子で会話したりしていたか
らこそ、だしがおいしかったのです。おいしいだしを飲ん
でいないから、ニボシは苦いとかカツオは臭いという話
になってしまうのです。
　 本来だしは人間にとって「良い味、良い香り」に感じ
るようにできているのです。本来的価値をもう1回、世の
中に提供することで、手軽に消費者は利用できること
にまだ気づいていません。高知県としては、最終的に
おいしくて、かつ健康にいいものをどうやって提供し
て、それもかつ使いやすいという商品にまで仕上げて
いくかということが一番大事なのです。
　そうすると、1社だけではなかなか解決できません。
そういうとき工業技術センターの支援があるととても
よいのではないかと思います。　
西内：特にブンタンの加工について、我 も々随分ＪＡの
方にアプローチをかけて、取り組んでいただいていま
す。周辺の民間企業の方 も々ブンタン加工に積極的に
取り組んでいらっしゃいます。ＪＡさんにはぜひファース
トペンギンではないのですが、思い切って飛び込んで
やっていくことが必要ではないかと思います。土佐市に
は水産物もありますので、水産とも連携して取り組まれ
たらよいと思います。
　
【販売戦略を工夫する】
受田：販路や加工の形態に関しては、高知県の産業振
興計画の中で、工業振興課が主催をしている食品研究
会というのがあります。もしニーズがあれば、研究会に
投げかけていただければと思います。アドバイザー派遣
も行っています。久塚さんには毎月お越しいただき、直
接、商品開発のアドバイスをしていただいています。
　それから、いろいろな濃縮液の組み合わせをつくると
いうお話でしたが、ＪＡ土佐市ではブンタンの販路確
保が非常に大きな課題なのですね。実は、北海道の北
見市で高知県の観光物産展を毎年1月にやっているよ
うで、先週、現場に行ってまいりました。様子を見ている
と、おそらく、高知県の定番の商品ということで、ブンタ
ンを売っている方がたくさんいるのです。人だかりがで
きブンタンが飛ぶように売れていました。
　私は、極寒の地で、消費者は春を買い求めているの
ではないかという気がしました。もしかすると、ブンタン
が春を届ける果物として、日本中の特に寒い地域で認
知されていくと、かんきつ自体がない地域ですから、非
常に大きなアピール力を持つのではないかと思いまし
た。
　都会でブンタンをどう売っていくかということに関し
て、私たちも相談に乗ることが多いのですが、どうしても
家庭の構成人数が減って1人家庭になると、ブンタンを
買って帰ることはあまりないかもしれません。むきたくな
いというか、面倒だと思ってしまうと思うのです。カット

フルーツのようなものがよいのかもしれません。昨年、
ブンタン振興協議会が高知駅前でブンタンを販売して
いましたが、ブンタンの皮をむいたものをパッケージに
入れた試験販売がご評価を得ていました。もしかする
と、1玉100円のものが、むいたときに300円になるかも
しれません。

【価値を維持する食品技術】
受田：ここまでで、包装の話が出て、食品の製造プロセ
スにおける個別要素を考えていったときに、搾汁、乾
燥そして濃縮の話が出ました。充填についてはアセプ
ティックという無菌充填包装の話がありました。このあ
たりも高知県の価値ある素材を長期間あるいは広範
囲の地域に、価値を維持したままお届けする際には、絶
対に加味しなければいけないポイントだと思います。
　先日、横浜で岐阜県の八尋産業の大矢社長とお会
いしました。この企業は、減圧の低温乾燥技術で非常
に目立った活躍をされておられます。ドライのキムチを
販売しており、とても売れているそうです。キムチを乾燥
すること自体、想像してなかったのですが、水で元に戻
るそうです。低温で、かつ低コストで乾燥できる技術を
持っているので、ほかの色々な野菜や果物などに適応
できるということで、今、相当、注目をされています。
　その中で、大矢社長からメッセージを預かってきまし
た。「高知県の天然の素材に非常に注目しています」と
いうことです。八尋産業の機械装置をどこかで導入さ
れれば、高知県の素材を乾燥して、あとの販路について
も一緒に考えさせていただきたいとのことでした。八尋
産業は、販路までセットで考えたアライアンスを組み、
色々な企業と一緒にやっておられます。もし何かご興味
をお持ちの企業さんがおられましたら、私もぜひお繋ぎ
をしたいと思っています。
　アセプティックに関しては、今日もし可能であれば、
福岡の一番食品をお招きしようと思っておりました。一
番食品は、軟充填包装にアセプティック充填を行う企
業です。軟充填材、いわゆるビニールの小袋をイメージ
していただければよいと思うのですが、特に某コンビニ
エンスストアで販売されているざるそばのだしは一番食
品のものを使っていると思います。アセプティックで充
填されているので、充填後の再加熱がなく、作ったま
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アンスの大切さ、すなわち本日のワークショップの内容
を職場の仲間や、隣同士の人と共有し、大きく発展させ
ていっていただきたいと思います。
　また、食品は加工するととても儲かります。素材がい
い高知ですから、儲からないはずがありません。皆さん
の知恵で、いかに加工方法を考えて商品を作り、価値
を創出していくかということです。その価値は、消費者価
値を想定することが大事です。ここが勝負になりますか
ら、どうぞ頑張っていただきたいと思います。

受田：自信を持って、いい素材を未来の高知県食料産
業に活用できるように、お互いに知恵を出し合っていき
たいと思います。「人に、良い」と書いて、「食」と読みま
す。ぜひ、人に良いものを提供していける高知県として、
皆さんで汗をかいていきましょう。　　（以上、敬称略）

まのだし、作ったままのそばつゆが、そのまま充填さ
れています。比べてみると味が全然違うというのを、私
はいつも感じながら食べています。
　ここの技術は特許ではなくてノウハウで守られてい
て、他社には真似ができません。25年前に当時の会
長、社長が、一番食品は、おいしいスープ、あるいはお
いしい麺つゆを作らせれば日本一なのだから、それを
できるだけおいしいまま届けようと考え、その技術を確
立して強みを訴求しようということで、アセプティックで
1アイテムずつ増やしていったそうです。未だに非常に
強い競争力を持っています。このような開発競争の事
例もお伝えしたかったのです。
　高知は良い素材がたくさんあり、生鮮のまま市場に
流して勝負していますが、それはそれで必要だと思い
ます。ただ、加工する際に価値を低下させず、さらに上
乗せさせていく、あるいは、加工したものを流通させ
ていく技術をうまく組み合わせていけば、販売エリア
も拡大できるし、販売時期も伸ばすことができます。そ
ういう技術開発の余地はまだまだあるし、開発した実
例があるということを、ぜひ、高知の食品産業に関わる
皆様にお伝えし、そういう部分で技術開発を含め、お
手伝いができればと思っています。 

【これからの高知の可能性】
西内：当センターでは来年度、乾燥処理技術について
の研究課題をあげています。熱風乾燥、冷風乾燥、凍
結乾燥、各種装置を導入しましたので、それらの装置
を使いながら新たな技術開発を始める計画をしてい
ます。ぜひ皆様に、若干の使用料をいただきますが、装
置を自由に使っていただきたいと思います。装置の使
い方等の紹介もいたしますので、新しく導入する設備、
加工棟を始め、皆さんと一緒に使っていきたいと思っ
ています。

吉野：食品工業団地として商品開発を行った最近の
事例では、土佐嶺北の米粉、室戸の海洋深層水で仕
上げた青ノリ、キリンサイ、ショウガの粉末があります。
皆様には、こういったものを食品に利用したい、あるい
は新商品ができたというときに、私ども食品工業団地
に声をかけていただきましたら、傘下組合員の方でい
ろんな試作品づくり等もご協力できます。試作品づくり
の延長線上で商品として完成したものも結構ですの
で、ご利用、情報の提供をよろしくお願いしたいと思い
ます。

佐伯：パッケージに携わらせていただいて思うのは、や
はり「中身あって」だと思います。パッケージでいくら差
別化しても、中身が伴っていかないものは売れていな
いように思います。一次産品の宝庫と呼ばれる高知県
から、ぜひ素材をご提供いただいて、東京含めて全国
に地産外商じゃないですが、売っていただけるように
お手伝いができればと思います。カートカンも最初は
ラボで小さい規模での充填テストから始まるわけです
から、ご相談いただければと思っております。

久塚：ぜひ1社で解決策を考えるばかりでなく、アライ受田 浩之氏

～新鮮価値をデリバリーする～　　
Ⅲ 高知県食料産業の10年後の未来を見据えた構想
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をお持ちの企業さんがおられましたら、私もぜひお繋ぎ
をしたいと思っています。
　アセプティックに関しては、今日もし可能であれば、
福岡の一番食品をお招きしようと思っておりました。一
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別化しても、中身が伴っていかないものは売れていな
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今後の方向性
今後の方向性

1.第1回ワークショップのまとめ　

Ⅳ

第1回ワークショップでは、藻谷氏の講演より、
国内市場の縮小やアジアの台頭を見据えた高
知県の今後の方向性、これまでの薄利多売から
の脱却とブランド努力、地域ブランドの育成な
どについて、山田氏の講演からは、スイスを事例
にしたブランド構築の方法について述べられ、
続くパネルディスカッションで更にそれらにつ
いて議論を深め、高知県の食料産業のこれから
について考えていきました。

3.提言に換えて　

ここまで取りまとめてきた、高知県の現状（第Ⅰ
章）、高知県産業振興計画における食品産業の
取り組み（第Ⅱ章）、それを踏まえた上で開催し
た2回のワークショップから得られた知見（第Ⅲ
章）を総合し、高知県地域戦略構想書策定ワー
キングとして、以下の内容を、今後の高知県食料
産業の取るべき方向性として、お示しします。

　藻谷氏は、市場環境において、今後予想される国内市場
の縮小に対する方策は単価を上げることであり、単価の上
がったものにお金を払っていただくためのブランド努力、良
いものを作って尚かつ高く売る努力の必要性について示さ
れました。さらに、農業の問題として、高知県の農産品は出
荷額に変化はないが、その産業で食べていける人の数が減
っているという薄利多売の事実があり、その薄利多売は中
国が参入してきた時点で勝ち目がないと指摘しております。
一方で、高知県は高付加価値な農業で生きていける有望な
県である、との指摘もありました。

　山田氏は、スイスの事例において、スイスが手間暇かけて
価値を上げてきた、質そのものを向上させてきた実際とその
基本にある原材料の価値向上、それら具体的な内容、方法
論について、詳しくご紹介いただきました。
　お二人の講演に続くパネルディスカッションでは、高知県
の現状、将来予測を踏まえ、我われ高知県の食料産業がス
イス型の地域ブランドに学び、地域ブランドを構築していく
ために必要なことは何か、現在の高知県と照らし合わせたと
きに欠けているものは何かを考えていきました。
　高知県地域戦略構想書策定ワーキングでは、第1回ワー
クショップを総括し、高知県食料産業の今後の方向性を、以
下のように考えています。スイスのブランド化の原点には、地
域は住む人間が守るしかないという覚悟と、地域を愛する
誇りがあるとのお話があり、高知県にも覚悟と地域の誇りの
醸成が必要と思われます。誇りを醸成するための手段として
地域学や食育といった視点も欠くことはできません。高知県
が推進する「ものづくりの地産地消」を含め更なる地域の連
携も必要と思われます。
　今回のワークショップで実施した会場アンケートでも、全
体を通して「参考になった」「大変参考になった」を合わせる
と90％近くであり、会場の評価も高いものでした。さらには、
「協力体制」や「地域の誇りを育て、文化度を高めること」が
必要であるといった声が寄せられていました。本ワーキング
で考えていた視点を、会場の皆様とも共有することができた
と思っております。

　現在高知県では、県を挙げて、ボトムアップで地域全体を
巻き込んだ産業振興が進んでいます。地域としての生産、付
加価値向上に対する意欲も旺盛になり、地域全体で産業振
興を進めていこうという機運も醸成されているように思われ
ます。また、地域ブランドの確立を望む生産者も少なくない
と推察します。
　ワークショップにおいて、地域ブランドの構築には、県の将
来構想のもと、地域全体のテーマコンセプトを決め、その上
でブランド構築を図るべきであるとの助言もありました。そ
うした場合、県としての明確なビジョン、長期（例えばスイス
のように100年先）のあるべき姿像がイメージできた方が望
ましいと思われます。さらに価値というものを創造していく上
で、薄利多売という、価格だけで判断される不毛の競争から
脱却して、「農業界のフェラーリ」を目指す、すなわち価格と
は全く異なる次元で、最上級を目指す戦略というものがあっ
ても良いのではないかと示唆をいただきました。豊かな農林
水産物という、食材を有する高知県であればこそ、最上級を
目指す戦略をとり得ることができるのだと思われます。
　「高知ならでは」のテーマコンセプトとして、パネリストの
方々から、「環境」というキーワードが挙げられていました。
四万十川や美しい山々、そして雄大な太平洋は他の地域に
負けない素晴らしい資源であり価値であると指摘されてい
ます。この価値を守り、維持していく活動そのものが、地域に
対する愛着に端を発するもので、地域の内外に伝えていくべ
きメッセージであると考えられます。その地域における活動
のリアリティを商品価値に換えて、市場へ訴求していけば、
確固たる高知ブランドが創成されるものと期待されます。
　商品として世の中に高い価値を訴えていくには、まずは、
地域に住む人々が、地域に対して誇り（シビックプライド）を
持っていなければなりません。そして、その商品には地域の
食文化や、地域食材の健康価値などが盛り込まれている必
要があります。ワークショップでは、そのような高い価値を持
つ食材として、カツオやそのだし、またカンキツ類などが具体
的に挙げられましたし、他にも枚挙に暇がありません。
　さらにその食品を包み込むパッケージとして、従来から
「ものづくりの地産池消」になっていないとして問題視されて
いた、食品包装容器の課題も解決を図るべきです。食品容
器としてペットボトルやガラスボトル、またアルミ缶を使う限

りにおいては、材料を他地域から調達してくる必要が出てき
ます。これに対して、ワークショップでも取り上げられた紙製
の容器である「カートカン」を利用すれば、高知県の間伐材
（現在は100％ではありませんが）が有効に活用できる可能
性があります。高知県の森林資源の価値が見直されること
によって、地域内での原料調達も実現し、その意義も含めて
市場に訴えることで、地域食品のブランド力はさらに高まっ
ていくことが期待されます。
　このような循環型社会のモデルを食品産業が率先して企
画・実現すれば、これまで高知県の「弱み」と思われていた、
平野が少なく森林が84％に達するという地理的条件が、豊
富な資源を育む地域の「強み」へと価値変換できるものと考
えられます。
　この「高知らしさ」を充実した商品群として市場に提案す
るためには、搾汁、濃縮、乾燥や無菌充填（アセプティック充
填）などの単位操作を域内企業で賄えるよう、民間企業と公
設試験場、並びに地域の大学がアライアンスを組んで、充実
させていくことが急務です。高知の豊かな食材の価値を、加
工技術や包装技術によって、そのまま、あるいは、より高めた
形で消費者に伝えることができるのではないかと思われま
す。
　もう一つ、今回のワークショップでは、地域に愛着を持つ
人材の育成が重要であると指摘されていました。食品産業
を支える中核人材の育成ももちろん大切ですが、子供の時
代から、地域の産業構造がいかに成り立っていくのかを徹底
的に教育する必要もあることを是非強調しておきたいと思
います。そのような地域に愛着を持つ子供たちは、積極的に
地域で作られたものを買い求め、地産池消の力強いけん引
役を務めてくれるでしょう。スイスでは、地域で消費するもの
を地域で生産する、いわゆる「地消地産」が徹底していること
が特徴として挙げられます。このことから、「食のブランド力」
を有する地域には、「地消地産」のコンセプトが、徹底的に浸
透していることが必要条件であると推察されます。したがっ
て「食のブランド力」を醸成しようとする高知においても、こ
の「地消地産」の活動を推進するためにも、未来ある子供た
ちに対して、地域に愛着を持てるような教育の仕組みが必
要とされています。
　高い価値を有するものは、必ず「ナンバーワン」を目指さな
ければなりません。「ナンバーワン」ができることによって、そ
のシャワー効果が得られ、多くの事業者を勇気付けることに
つながります。我々高知県食品産業を担い、支えるプレー
ヤーは、常に「ナンバーワン」を目指し、不断の価値創造を繰
り返すことで、未来に「価値を残す（価値残る）」地域づくりに
邁進したいと存じます。

2.第2回ワークショップのまとめ　　　

第2回ワークショップでは、久塚氏の講演より、
高知県の食材の価値、環境価値、時代を読み市
場を創造していくことの重要性、ミネラルの価値
等について述べられ、続くパネルディスカッショ
ンでは、高知の食材の価値を新鮮なまま市場に
届けるために必要な技術、補完技術等につい
て、カートカンの事例をもとに意見交換を行い、
さらに現在の高知県工業技術センター、高知大
学の支援体制等の紹介を致しました。

　高知県地域戦略構想書策定ワーキングでは、第１回ワー
クショップを受け、競争優位を作り、維持する上で必要な食
品産業技術について学ぼうと考え、第2回ワークショップを
企画しました。以下に、ワークショップで得られた知見を取り
まとめます。
　高知県は、一次産品の宝庫であり、かつ、素材の良さでは
高い評価を得ています。一次産品が多いということは、すな
わち、それだけ人間が生きていくために必要な機能を備えた
食材を多く持つということです。美しい自然環境にも恵まれ
ています。
　第1回ワークショップで指摘された高知ブランドを構築す
るために、高知県の食品産業には、それら恵まれた素材の機
能性をさらに高める生産上の取り組みや、加工を積極的に
行い、食品の本来的価値である美味しさと機能性を追求し
ていくことが求められます。このような取り組みを進めるため
には、高知県工業技術センターや高知大学等の研究機関と

も連携し、加工における課題解決や機能性等のエビデンス
を明らかにし、食品価値を高めていくことが求められている
と思います。
　久塚氏からは、健康志向、本物志向を受けて、機能性の高
いスープが市場の評価を得ている、和風だしを飲ませるスタ
ンドまで登場しはじめたとの話もありました。高知県はカツ
オなど機能性の高い食品を使ったスープづくりや素材の組
み合わせによる機能性の高い食品の開発、その他進められ
る商品開発が沢山あると具体的な提案もいただきました。
　パネリストの佐伯氏からは、開発した商品を新鮮なまま長
期間、広範囲に届ける包装技術、価値を届ける包装技術とし
て紙のカートカンが開発され、無菌充填もできるようになっ
たという報告がありました。カートカンのような環境に配慮
した素材は、中身のナチュラルな価値をそのまま伝えるメッ
セージ性があります。例えば、嶺北地域では間伐が一つの大
きな課題となっていますが、間伐によって得られた紙のカー
トカンにその地域の碁石茶を充填し、その背景にある物語も
メッセージとして一緒にお届けするという、具体的な戦略も
考えられます。
　他にも、消費者の利便性の向上における加工技術では、
乾燥や濃縮が進化を遂げています。これらの技術を活用し
た加工食品の開発が期待されます。
　そして、これらの取り組みは１社で行うのではなくアライ
アンスの幅を広げ、高知県として取り組み、県のブランドとし
て統一感を持たせてやっていくことが重要と思われます。会
場からいただいたアンケートにも、「個別地域で独自に思案
して進んでいる商品開発が、まるごと高知としてブランド化
できればよいと思う」という意見や「高知ブランドとして県内
企業が一緒に取り組んでいくことが大事」といった意見が寄
せられています。

Ⅳ
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第1回ワークショップでは、藻谷氏の講演より、
国内市場の縮小やアジアの台頭を見据えた高
知県の今後の方向性、これまでの薄利多売から
の脱却とブランド努力、地域ブランドの育成な
どについて、山田氏の講演からは、スイスを事例
にしたブランド構築の方法について述べられ、
続くパネルディスカッションで更にそれらにつ
いて議論を深め、高知県の食料産業のこれから
について考えていきました。

3.提言に換えて　

ここまで取りまとめてきた、高知県の現状（第Ⅰ
章）、高知県産業振興計画における食品産業の
取り組み（第Ⅱ章）、それを踏まえた上で開催し
た2回のワークショップから得られた知見（第Ⅲ
章）を総合し、高知県地域戦略構想書策定ワー
キングとして、以下の内容を、今後の高知県食料
産業の取るべき方向性として、お示しします。

　藻谷氏は、市場環境において、今後予想される国内市場
の縮小に対する方策は単価を上げることであり、単価の上
がったものにお金を払っていただくためのブランド努力、良
いものを作って尚かつ高く売る努力の必要性について示さ
れました。さらに、農業の問題として、高知県の農産品は出
荷額に変化はないが、その産業で食べていける人の数が減
っているという薄利多売の事実があり、その薄利多売は中
国が参入してきた時点で勝ち目がないと指摘しております。
一方で、高知県は高付加価値な農業で生きていける有望な
県である、との指摘もありました。

　山田氏は、スイスの事例において、スイスが手間暇かけて
価値を上げてきた、質そのものを向上させてきた実際とその
基本にある原材料の価値向上、それら具体的な内容、方法
論について、詳しくご紹介いただきました。
　お二人の講演に続くパネルディスカッションでは、高知県
の現状、将来予測を踏まえ、我われ高知県の食料産業がス
イス型の地域ブランドに学び、地域ブランドを構築していく
ために必要なことは何か、現在の高知県と照らし合わせたと
きに欠けているものは何かを考えていきました。
　高知県地域戦略構想書策定ワーキングでは、第1回ワー
クショップを総括し、高知県食料産業の今後の方向性を、以
下のように考えています。スイスのブランド化の原点には、地
域は住む人間が守るしかないという覚悟と、地域を愛する
誇りがあるとのお話があり、高知県にも覚悟と地域の誇りの
醸成が必要と思われます。誇りを醸成するための手段として
地域学や食育といった視点も欠くことはできません。高知県
が推進する「ものづくりの地産地消」を含め更なる地域の連
携も必要と思われます。
　今回のワークショップで実施した会場アンケートでも、全
体を通して「参考になった」「大変参考になった」を合わせる
と90％近くであり、会場の評価も高いものでした。さらには、
「協力体制」や「地域の誇りを育て、文化度を高めること」が
必要であるといった声が寄せられていました。本ワーキング
で考えていた視点を、会場の皆様とも共有することができた
と思っております。

　現在高知県では、県を挙げて、ボトムアップで地域全体を
巻き込んだ産業振興が進んでいます。地域としての生産、付
加価値向上に対する意欲も旺盛になり、地域全体で産業振
興を進めていこうという機運も醸成されているように思われ
ます。また、地域ブランドの確立を望む生産者も少なくない
と推察します。
　ワークショップにおいて、地域ブランドの構築には、県の将
来構想のもと、地域全体のテーマコンセプトを決め、その上
でブランド構築を図るべきであるとの助言もありました。そ
うした場合、県としての明確なビジョン、長期（例えばスイス
のように100年先）のあるべき姿像がイメージできた方が望
ましいと思われます。さらに価値というものを創造していく上
で、薄利多売という、価格だけで判断される不毛の競争から
脱却して、「農業界のフェラーリ」を目指す、すなわち価格と
は全く異なる次元で、最上級を目指す戦略というものがあっ
ても良いのではないかと示唆をいただきました。豊かな農林
水産物という、食材を有する高知県であればこそ、最上級を
目指す戦略をとり得ることができるのだと思われます。
　「高知ならでは」のテーマコンセプトとして、パネリストの
方々から、「環境」というキーワードが挙げられていました。
四万十川や美しい山々、そして雄大な太平洋は他の地域に
負けない素晴らしい資源であり価値であると指摘されてい
ます。この価値を守り、維持していく活動そのものが、地域に
対する愛着に端を発するもので、地域の内外に伝えていくべ
きメッセージであると考えられます。その地域における活動
のリアリティを商品価値に換えて、市場へ訴求していけば、
確固たる高知ブランドが創成されるものと期待されます。
　商品として世の中に高い価値を訴えていくには、まずは、
地域に住む人々が、地域に対して誇り（シビックプライド）を
持っていなければなりません。そして、その商品には地域の
食文化や、地域食材の健康価値などが盛り込まれている必
要があります。ワークショップでは、そのような高い価値を持
つ食材として、カツオやそのだし、またカンキツ類などが具体
的に挙げられましたし、他にも枚挙に暇がありません。
　さらにその食品を包み込むパッケージとして、従来から
「ものづくりの地産池消」になっていないとして問題視されて
いた、食品包装容器の課題も解決を図るべきです。食品容
器としてペットボトルやガラスボトル、またアルミ缶を使う限

りにおいては、材料を他地域から調達してくる必要が出てき
ます。これに対して、ワークショップでも取り上げられた紙製
の容器である「カートカン」を利用すれば、高知県の間伐材
（現在は100％ではありませんが）が有効に活用できる可能
性があります。高知県の森林資源の価値が見直されること
によって、地域内での原料調達も実現し、その意義も含めて
市場に訴えることで、地域食品のブランド力はさらに高まっ
ていくことが期待されます。
　このような循環型社会のモデルを食品産業が率先して企
画・実現すれば、これまで高知県の「弱み」と思われていた、
平野が少なく森林が84％に達するという地理的条件が、豊
富な資源を育む地域の「強み」へと価値変換できるものと考
えられます。
　この「高知らしさ」を充実した商品群として市場に提案す
るためには、搾汁、濃縮、乾燥や無菌充填（アセプティック充
填）などの単位操作を域内企業で賄えるよう、民間企業と公
設試験場、並びに地域の大学がアライアンスを組んで、充実
させていくことが急務です。高知の豊かな食材の価値を、加
工技術や包装技術によって、そのまま、あるいは、より高めた
形で消費者に伝えることができるのではないかと思われま
す。
　もう一つ、今回のワークショップでは、地域に愛着を持つ
人材の育成が重要であると指摘されていました。食品産業
を支える中核人材の育成ももちろん大切ですが、子供の時
代から、地域の産業構造がいかに成り立っていくのかを徹底
的に教育する必要もあることを是非強調しておきたいと思
います。そのような地域に愛着を持つ子供たちは、積極的に
地域で作られたものを買い求め、地産池消の力強いけん引
役を務めてくれるでしょう。スイスでは、地域で消費するもの
を地域で生産する、いわゆる「地消地産」が徹底していること
が特徴として挙げられます。このことから、「食のブランド力」
を有する地域には、「地消地産」のコンセプトが、徹底的に浸
透していることが必要条件であると推察されます。したがっ
て「食のブランド力」を醸成しようとする高知においても、こ
の「地消地産」の活動を推進するためにも、未来ある子供た
ちに対して、地域に愛着を持てるような教育の仕組みが必
要とされています。
　高い価値を有するものは、必ず「ナンバーワン」を目指さな
ければなりません。「ナンバーワン」ができることによって、そ
のシャワー効果が得られ、多くの事業者を勇気付けることに
つながります。我々高知県食品産業を担い、支えるプレー
ヤーは、常に「ナンバーワン」を目指し、不断の価値創造を繰
り返すことで、未来に「価値を残す（価値残る）」地域づくりに
邁進したいと存じます。

2.第2回ワークショップのまとめ　　　

第2回ワークショップでは、久塚氏の講演より、
高知県の食材の価値、環境価値、時代を読み市
場を創造していくことの重要性、ミネラルの価値
等について述べられ、続くパネルディスカッショ
ンでは、高知の食材の価値を新鮮なまま市場に
届けるために必要な技術、補完技術等につい
て、カートカンの事例をもとに意見交換を行い、
さらに現在の高知県工業技術センター、高知大
学の支援体制等の紹介を致しました。

　高知県地域戦略構想書策定ワーキングでは、第１回ワー
クショップを受け、競争優位を作り、維持する上で必要な食
品産業技術について学ぼうと考え、第2回ワークショップを
企画しました。以下に、ワークショップで得られた知見を取り
まとめます。
　高知県は、一次産品の宝庫であり、かつ、素材の良さでは
高い評価を得ています。一次産品が多いということは、すな
わち、それだけ人間が生きていくために必要な機能を備えた
食材を多く持つということです。美しい自然環境にも恵まれ
ています。
　第1回ワークショップで指摘された高知ブランドを構築す
るために、高知県の食品産業には、それら恵まれた素材の機
能性をさらに高める生産上の取り組みや、加工を積極的に
行い、食品の本来的価値である美味しさと機能性を追求し
ていくことが求められます。このような取り組みを進めるため
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地域ポテンシャルをもとにした重点分野についての考察Ⅱ

　高知県では高知県産業振興計画が推進される
なか、食品産業は活発な事業活動や連携が盛んに
行われるようになり、新商品開発や販路の拡大など
に新たな動きが出てきています。高知県工業技術セ
ンターや高知大学等の協力も得て、着実な成果が
多数出ています。
　ここで取り上げた8つの事例は、高知県産業振興
計画に基づいて取り組まれている、先進事例として
任意に選定し取材したものです。
　これから新たな商品開発や技術開発に取り組ん
でいこうとしている食品関連事業者の皆様にお読
みいただき、高知県産業振興計画やアクションプラ
ンと連動した取り組みや、地域の研究機関、大学お
よび支援機関との連携の仕方、活用等について、参
考にしてください。

　高知県では高知県産業振興計画が推進されるなか、食品産
業において活発な事業活動や連携が盛んに行われるようにな
り、新商品開発や販路の拡大などに新たな動きが出てきていま
す。高知県工業技術センターや高知大学等の協力も得て、着実
な成果が多数出ています。
　取材対象先は、それらの取り組みにおいて、企業間連携や地
域内の連携による新たな商品開発の取り組み、異分野からの新
規参入、地域産業への広がりの大きい食品機械開発の事例な
ど、高知県の食品産業の新しい動きを特徴的に表した企業事例
を任意ではありますが8件選定し取材しました。
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資料編の利用活用について
農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例資料1

　生産者および食品関連事業者の皆様が、新商品
開発など事業を進めていく上で、積極的に地域の
研究機関および支援機関と連携していくことがより
多くの課題解決や事業の推進につながります。
　ここにご紹介している機関は、本構想書を作成す
るにあたり参集した「高知県地域戦略構想書策定
ワーキング」のメンバーが所属しています。お困りの
際は、お気軽にご相談ください。

地域の研究機関および支援機関の技術シーズ紹介と窓口紹介資料2～3

●農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例について

●地域の研究機関および支援機関の技術シーズ紹介

●地域の研究機関および支援機関の窓口紹介

研究機関や支援機関を利活用するメリット
　新たな商品開発・技術開発に着手
する際に、個々の事業者の技術では
解決できない課題もあると思います。
　このような場合に、地域の研究機
関等に連絡し、課題解決の糸口を探
すのも一つの方法です。

　現在、地域の各研究機関では、地
域の支援機関と連携し、商品化・事業
化に向けたご相談に応じることも可
能です。
　結果として、技術シーズを介した連
携から、課題解決の協力者が広がる
こととなります。

　地域の研究機関等で所有している
技術シーズは、課題解決のきっかけと
なることも多く、また、近隣の機関で
あれば、相談も行い易いものです。
　技術シーズを有する研究担当者か
ら指導を受け、開発の連携を講じるこ
とで、課題解決の近道となります

　これらの課題を解決するため、国の
支援事業を狙うのも一つの方法です。
その際には、連携した各メンバーが大
いに頼りになる存在です。
　連携した関係者で議論を重ねたこ
とで、事業者のみなさんが主体とな
り、課題が整理された企画書の作成
が可能となるでしょう。

p57へ

p39へ

p75へ

1.事例の選定について

農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例

　高知県の特産品である直七の搾汁装置を開発
し、県外メーカーが独占していた食品加工機械の
県内市場に新規参入。高知県が推進する「ものづく
りの地産地消」の取り組みであり、1次・2次産業の
連携強化を表す特長的な事例。

株式会社垣内（産業用機械製造販売）

ページ40☞

　地元で獲れる宗田かつおの有効利用により、地
域と雇用を守る土佐清水市の基幹的企業。地域が
一体となり農商工連携を進める産業振興の好事
例。

株式会社土佐食（水産加工品製造販売）

ページ48☞

　高知県の特産品である柚子の果皮から精油を
抽出するマイクロ波抽出装置を馬路村農業協同組
合、高知県工業技術センターとともに共同開発。6
次産業化の動きのなかで、付加価値の高い加工品
産業の振興に可能性をもたらした事例。高知県経
済のすそ野を広げる可能性を持つ。

兼松エンジニアリング株式会社（環境整備機器製造販売）

ページ42☞

　地元でとれる良質な茶葉を利用した商品開発お
よび販売を支援。池川茶業組合と連携し、中山間
地域の雇用維持、地域活性化を目指した地域ぐる
みの取り組み事例。

株式会社フードプラン（カット野菜および食品加工製造販売）

ページ50☞

　これまで県外調達していた原材料のさつま芋の
一部を県内調達に切り替えることで、「高知県産」
を付加した商品のブランド強化と県内に農業の新
市場形成を目指す農業振興の取り組み事例。

渋谷食品株式会社（菓子製造販売）

ページ44☞

　高知県産のグァバ茶を利用した商品開発を行
い、自社が有する販売網を活用し広域販売を展
開。化粧品からの事業拡大であり、時流に乗ったビ
ジネス展開の取り組み事例。

株式会社八千代（化粧品製造販売）

ページ52☞

　経営環境の厳しい建設業が本業を営みながら
新分野（農業分野）への進出を図った事例。中山間
地域の雇用維持、地域活性化を目的に、キジの飼
育、キジ肉の販売に参入。

有限会社手箱建設（建設業・キジ飼育およびキジ肉の販売）

ページ46☞

　食品工業団地の組合員企業を中心とした企業連
携により、新商品開発を多数生んでいる食品企画
会社の取り組み。高知県では新しいタイプの事業
形態であり、アライアンスで成功している好事例。

株式会社アミノエース（一般食品製造販売）

ページ54☞

資料1

資料編



38

地域ポテンシャルをもとにした重点分野についての考察Ⅱ
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「ものづくりの地産地消」県内食品加工機械分野に県内メーカーが参入
株式会社垣内の取り組み

　産業用機械の製造販売を行う株式会社垣内（以下、
垣内）は、かんきつ搾汁装置を開発。これまで県外メー
カーが県内市場を独占していた食品加工機械分野に新
規参入した。その取り組みに関し、2010年12月3日に
専務取締役　安岡和彦氏にお話を伺った。

　垣内は、「高知のエジソン」といわれた故垣内保夫氏
が1952年9月に創業した垣内商店が前身で、創業60
年を迎えようとする機械メーカーである。同社は、株式
会社技研製作所（高知県）と共同で製品化した騒音や
振動といった建設公害を発生させないくい打ち機「サイ
レントパイラー」の受託生産のほか、生ゴミなどを有機
肥料用のペレットに造粒する機械「粒造くん」をはじめと
する自社製品ほか、各種機械の製造販売を行っている。
　従業員数は約75名、売上は約15億円である。高知県
内の中小製造業では、開発部門を持たない企業が多い
なか、同社は設計・開発の担当者を8名置く。創業精神
を受け継いだ開発力のある企業であり、地元大学や公
設試験研究機関と連携した研究開発にも積極的に取り
組んでいる。また、機械装置に関する４つの建設業認可
も得ており、開発、設計から据え付けまでの一貫作業が
可能。

2. 株式会社垣内の概要

3. かんきつ類搾汁装置の開発

4. 今後の展開 5.まとめ

1. はじめに

3.1 開発の経緯
　搾汁装置開発の取り組みは、2008年、高知県工業会
が提案した工業会と農業団体との意見交換会が契機と
なり始まった。高知県内、機械メーカーはあるものの、農

林水産の現場では加工用機械などほとんどが県外に発
注されている。工業会が標榜していた「知恵と技術の地産
地消」に呼応する形で、県では、県内で必要な加工機械や
設備をできる限り県内で購入し、県内に所得を生み産業
を強化する狙いで「ものづくりの地産地消」を推進。
　そうした取り組みのなかで、馬路村農業協同組合から
搾汁機ができないかという話があり可能性を示唆した
話題が地元の新聞に掲載され、それを見た宿毛市が工
業会を通じ製作を依頼、当社が受注し開発することとな
った（宿毛市では直七というかんきつの搾汁を行う直七
生産組合が立ち上がる時で、搾汁機の導入を計画して
いた）。

3.2 かんきつ類搾汁装置
　搾汁装置は、高知県北川村の川島博考氏が考案した
「川島方式」の基本技術を採用、川島氏ならびに高知県
工業技術センターの技術指導を得て開発した。
　搾汁装置は通例、搾汁・乾燥・洗浄・搬送などを一式
にしてセット販売する。トータルで設計し、各パーツをア
センブリで繋いでいく。設計を含めた機械開発の総合力
が求められ、設計力の強さが今回の受注に結びついた
要素の1つといえる。県内企業が連携を図ることにより、
お互いの技術力や開発力が向上するよう、ステンレス加
工や電気関係は工業会の会員企業に協力製作してもら
った。搾汁システムはお客様のニーズを踏まえた5つの
特長を持つ。①かんきつの形状などに応じた臨機応変
なシステム。キャタピラー方式とベルト方式という搾り
方の違いのある２つの方式を開発。キャタピラー方式は
搾汁率が高い。ベルト方式は大きめの果汁も搾りやす
い。事業所によって様々なニーズがあるので、取り換え可
能にした。②搾汁後の洗浄が容易、③搾汁幅の調整が
容易、④かんきつを投入する幅（角度）調節が容易、⑤搾
汁能力の強化。

3.3 現場主義
　新規参入企業として、謙虚かつ実直に対応。装置の開
発にあたっては、発注側の意見、とりわけ実際に現場で作
業する方の意見を聞きながら製作した。２号機目の発注
となった「ＪＡ土佐れいほく」は装置の買い替えでもあり、
機械に関する知識を持っていた。導入する機械の能力へ
の期待と地元企業に技術力を高めてほしいという思いが
あり、開発に当たっては情報提供等、非常に協力的であっ
た。同社の設計担当者が現場に出向き徹底的な調査を
行い、改良点を探して設計図面に反映をさせた。
　現場で実際に使用する方の意見を聞いて、設計等に

反映させていくやり方は垣内の社風でもあり、実際に機
械を稼働させながら、不具合があれば、順次、設計図を
修正していくというやり方を大切にしている。

3.4 課題
　垣内は機械づくりにおける技術力やノウハウはある
が、食品加工機械においては初心者。搾汁率など発注
側の要望には十分応えられたと自負しているが、これか
らもユーザーを増やしていくなかで、ご意見やご要望に
常に耳を傾けながら、納品した装置の改良等も進めて
いき、技術等の蓄積を増やしていきたいと考えている。

①お客様のご要望ニーズに即応できる体制
　「お客様が第一」、サービス面でモデル企業を目指
す。何かあれば対応できることを一番大事にしている。
今後も、現場に学ぶ姿勢で、機械の技術開発の向上に
努めていく。
　県の「ものづくりの地産地消」の追い風もあり、搾汁
装置の開発は大きなインパクトになっている。
県内事業所からは搾汁装置以外の食品加工機械の製
造やアフターフォローに期待が大きい。当社は、日常の
メンテナンスも含めて、県内業者が安心して良いサービ
スが受けられる存在を目指していく。

②多様な製品の納入実績と品質管理による信用、信頼
　の獲得
　今回の開発をビジネスチャンスととらえ、県内外の販
路開拓を行う。現在、搾汁装置の需要のありそうな事業
所をリストアップしており、順次営業活動を実施していく。

③地元農林水産業のニーズを踏まえた製品開発
　県内ニーズへの対応や県内技術を活用した製品開
発に取り組んでいく。
　県内の農協では、大量に出る柚子の搾滓（廃棄物）
の処理に困窮している。この対策として、飼料や肥料の
ペレットを高知県工業技術センターと共同研究で進め
る予定である。県内生産者の課題等に応えられる製品
開発に積極的に取り組んでいきたいと考えている。
　地元の高知工科大学の教授が開発した技術をもと
にピーマン選別機の量産機製品化にも着手。画像処理
技術により、サイズの選別に加え、キズの有無も含めた
選別ができる。

　食品加工機械は、これまで大手メーカーが県内市場
を独占し参入が容易でなかったが、県の「ものづくりの
地産地消」の推進により参入の道が開かれ、また地元
企業でもできることがアピールできた。安岡専務も言わ
れていたが、経験が技術力として蓄積されていく。経験
を積めたことにおいて、県の本支援の価値は大きい。
　今後、県内食品加工用の機械製作もできるメーカー
として、また6次産業化の共同事業体として同社に対す
る期待は大きい。

【お問い合わせ】
株式会社垣内
高知県南国市岡豊町中島373-1　 TEL 088-855-3030

資料編　事例-１ 農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例 資料1

（株）垣内　専務取締役　安岡　和彦氏

関係団体等と連携した搾汁機の生産、販売体制

搾汁機システム
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「ものづくりの地産地消」県内食品加工機械分野に県内メーカーが参入
株式会社垣内の取り組み

　産業用機械の製造販売を行う株式会社垣内（以下、
垣内）は、かんきつ搾汁装置を開発。これまで県外メー
カーが県内市場を独占していた食品加工機械分野に新
規参入した。その取り組みに関し、2010年12月3日に
専務取締役　安岡和彦氏にお話を伺った。

　垣内は、「高知のエジソン」といわれた故垣内保夫氏
が1952年9月に創業した垣内商店が前身で、創業60
年を迎えようとする機械メーカーである。同社は、株式
会社技研製作所（高知県）と共同で製品化した騒音や
振動といった建設公害を発生させないくい打ち機「サイ
レントパイラー」の受託生産のほか、生ゴミなどを有機
肥料用のペレットに造粒する機械「粒造くん」をはじめと
する自社製品ほか、各種機械の製造販売を行っている。
　従業員数は約75名、売上は約15億円である。高知県
内の中小製造業では、開発部門を持たない企業が多い
なか、同社は設計・開発の担当者を8名置く。創業精神
を受け継いだ開発力のある企業であり、地元大学や公
設試験研究機関と連携した研究開発にも積極的に取り
組んでいる。また、機械装置に関する４つの建設業認可
も得ており、開発、設計から据え付けまでの一貫作業が
可能。

2. 株式会社垣内の概要

3. かんきつ類搾汁装置の開発

4. 今後の展開 5.まとめ

1. はじめに

3.1 開発の経緯
　搾汁装置開発の取り組みは、2008年、高知県工業会
が提案した工業会と農業団体との意見交換会が契機と
なり始まった。高知県内、機械メーカーはあるものの、農

林水産の現場では加工用機械などほとんどが県外に発
注されている。工業会が標榜していた「知恵と技術の地産
地消」に呼応する形で、県では、県内で必要な加工機械や
設備をできる限り県内で購入し、県内に所得を生み産業
を強化する狙いで「ものづくりの地産地消」を推進。
　そうした取り組みのなかで、馬路村農業協同組合から
搾汁機ができないかという話があり可能性を示唆した
話題が地元の新聞に掲載され、それを見た宿毛市が工
業会を通じ製作を依頼、当社が受注し開発することとな
った（宿毛市では直七というかんきつの搾汁を行う直七
生産組合が立ち上がる時で、搾汁機の導入を計画して
いた）。

3.2 かんきつ類搾汁装置
　搾汁装置は、高知県北川村の川島博考氏が考案した
「川島方式」の基本技術を採用、川島氏ならびに高知県
工業技術センターの技術指導を得て開発した。
　搾汁装置は通例、搾汁・乾燥・洗浄・搬送などを一式
にしてセット販売する。トータルで設計し、各パーツをア
センブリで繋いでいく。設計を含めた機械開発の総合力
が求められ、設計力の強さが今回の受注に結びついた
要素の1つといえる。県内企業が連携を図ることにより、
お互いの技術力や開発力が向上するよう、ステンレス加
工や電気関係は工業会の会員企業に協力製作してもら
った。搾汁システムはお客様のニーズを踏まえた5つの
特長を持つ。①かんきつの形状などに応じた臨機応変
なシステム。キャタピラー方式とベルト方式という搾り
方の違いのある２つの方式を開発。キャタピラー方式は
搾汁率が高い。ベルト方式は大きめの果汁も搾りやす
い。事業所によって様々なニーズがあるので、取り換え可
能にした。②搾汁後の洗浄が容易、③搾汁幅の調整が
容易、④かんきつを投入する幅（角度）調節が容易、⑤搾
汁能力の強化。

3.3 現場主義
　新規参入企業として、謙虚かつ実直に対応。装置の開
発にあたっては、発注側の意見、とりわけ実際に現場で作
業する方の意見を聞きながら製作した。２号機目の発注
となった「ＪＡ土佐れいほく」は装置の買い替えでもあり、
機械に関する知識を持っていた。導入する機械の能力へ
の期待と地元企業に技術力を高めてほしいという思いが
あり、開発に当たっては情報提供等、非常に協力的であっ
た。同社の設計担当者が現場に出向き徹底的な調査を
行い、改良点を探して設計図面に反映をさせた。
　現場で実際に使用する方の意見を聞いて、設計等に

反映させていくやり方は垣内の社風でもあり、実際に機
械を稼働させながら、不具合があれば、順次、設計図を
修正していくというやり方を大切にしている。

3.4 課題
　垣内は機械づくりにおける技術力やノウハウはある
が、食品加工機械においては初心者。搾汁率など発注
側の要望には十分応えられたと自負しているが、これか
らもユーザーを増やしていくなかで、ご意見やご要望に
常に耳を傾けながら、納品した装置の改良等も進めて
いき、技術等の蓄積を増やしていきたいと考えている。

①お客様のご要望ニーズに即応できる体制
　「お客様が第一」、サービス面でモデル企業を目指
す。何かあれば対応できることを一番大事にしている。
今後も、現場に学ぶ姿勢で、機械の技術開発の向上に
努めていく。
　県の「ものづくりの地産地消」の追い風もあり、搾汁
装置の開発は大きなインパクトになっている。
県内事業所からは搾汁装置以外の食品加工機械の製
造やアフターフォローに期待が大きい。当社は、日常の
メンテナンスも含めて、県内業者が安心して良いサービ
スが受けられる存在を目指していく。

②多様な製品の納入実績と品質管理による信用、信頼
　の獲得
　今回の開発をビジネスチャンスととらえ、県内外の販
路開拓を行う。現在、搾汁装置の需要のありそうな事業
所をリストアップしており、順次営業活動を実施していく。

③地元農林水産業のニーズを踏まえた製品開発
　県内ニーズへの対応や県内技術を活用した製品開
発に取り組んでいく。
　県内の農協では、大量に出る柚子の搾滓（廃棄物）
の処理に困窮している。この対策として、飼料や肥料の
ペレットを高知県工業技術センターと共同研究で進め
る予定である。県内生産者の課題等に応えられる製品
開発に積極的に取り組んでいきたいと考えている。
　地元の高知工科大学の教授が開発した技術をもと
にピーマン選別機の量産機製品化にも着手。画像処理
技術により、サイズの選別に加え、キズの有無も含めた
選別ができる。

　食品加工機械は、これまで大手メーカーが県内市場
を独占し参入が容易でなかったが、県の「ものづくりの
地産地消」の推進により参入の道が開かれ、また地元
企業でもできることがアピールできた。安岡専務も言わ
れていたが、経験が技術力として蓄積されていく。経験
を積めたことにおいて、県の本支援の価値は大きい。
　今後、県内食品加工用の機械製作もできるメーカー
として、また6次産業化の共同事業体として同社に対す
る期待は大きい。

【お問い合わせ】
株式会社垣内
高知県南国市岡豊町中島373-1　 TEL 088-855-3030

資料編　事例-１ 農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例 資料1

（株）垣内　専務取締役　安岡　和彦氏
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資料編　事例-２

「ものづくりの地産地消」6次産業化の機械に県内大手参入
兼松エンジニアリング株式会社の取り組み

　環境整備機器の製造販売を行う兼松エンジニアリン
グ株式会社（以下、兼松）は、高知県の特産品である柚
子の果皮（搾汁残渣）から精油を抽出するマイクロ波抽
出装置を馬路村農業協同組合、高知県工業技術センタ
ーと共同で開発した。その取り組みに関し、2010年12
月3日に技術研究室　リーダー　山中義也氏にお話を
伺った。

　兼松は、1971年9月に設立された、強力吸引作業車、
高圧洗浄車、汚泥脱水機・減容機等の環境整備機器の
製造販売を行う企業である。
　従業員数は158名、大阪証券取引所市場・第二部に
上場している。設計・開発に携わる担当者は30数名お
り、うち新規事業の担当者（技術研究室）が3名。技術開
発に力を入れている企業である。
　吸引車の製造技術を活かし、2003年汚泥の減圧乾
燥装置の開発に着手。その後、減圧乾燥装置のノウハウ
をもとに、食品の残渣を有価物に転換（煮汁の濃縮）す
る装置を開発。今回、それらの延長線上でマイクロ波抽
出装置を開発した。

2. 兼松エンジニアリング株式会社の概要

3.マイクロ波抽出装置

4. 今後の展開

5.まとめ

1. はじめに

3.1 マイクロ波抽出装置開発の経緯
　2003年、兼松は、含水比率の高い汚泥の水分を飛ばし
て産廃量を減らす「汚泥の減圧乾燥装置」の開発に着手。
後発であったこともあり、従来の蒸気ボイラーを使用せ
ず、電子レンジなどに使われるマイクロ波を使用した装
置を開発した。汚泥で問われるコスト面でその優位性は
得られなかったが、マイクロ波を利用すると、タンク内の
環境を一定に保つことができ、濃縮するときの環境が要

求されるもの、例えば品質を要求される食品や薬品の
濃縮に向いていることが分かった。
　そこで、汚泥から食品等の濃縮および抽出の研究に
転換。2006年、県内の食品加工業者（土佐食）の廃棄
煮汁を濃縮する濃縮処理装置を共同開発。さらにその
技術を応用したマイクロ波による精油抽出装置の共同
開発に至った。共同開発の実施主体は、兼松、馬路村農
業協同組合、高知県工業技術センターである。工業技
術センターは、精油装置の開発だけでなく、精油の品質
評価、最終試作品づくりもできるため、非常に活用しや
すい地元の公設試験機関である。

3.2 マイクロ波抽出装置の概要
　マイクロ波でタンクに入れた柚子などの果皮を加熱。
蒸発した成分を冷却装置で冷やし精油を抽出する装置
である。
　真空ポンプでタンク内を減圧することで、従来の水蒸
気蒸留法に比べ、20度低い40℃前後の低温で精製、高
品質の香り成分を抽出できる。1回の抽出時間は約30
分で、水蒸気蒸留の約5分の1に短縮。抽出率も0.5～
0.8％と、水蒸気蒸留の0.3～0.5％を上回る。抽出コス
トも5分の1程度に圧縮できる。
　水を加えることなく果皮の水分だけを抽出する方式
なので、かんきつ本来の香りの精油を抽出できる。また、
抽出後の柚子皮は加工品への活用も可能である。

3.3 効果
・果皮（搾滓）の有効利用
　高知県は柚子の生産量が国内シェアの約45％であ
り、文旦や小夏などその他のかんきつ類の生産も盛んで
ある。以前は、かんきつ類は生鮮で出荷するケースがほと
んどであったが、馬路村農業協同組合が積極的な食品加
工等を展開してきたことを受け、加工分野に進出する事

業所も増えてきた。高知県はかんきつ類を搾って食酢や
飲料にする食文化があり、また馬路村の柚子ジュースに
続き各社が飲料に乗り出したことから、搾滓も増え、その
処理が課題となっている。精油は搾滓でもある果皮の有
効活用であり、食品加工業者にとって有効な策である。
　精油は少量で高価であり、また国内ではこれまで精度
の高い精油抽出装置がなかったことから、上質な国産品
の製造がされてこなかった。同社の装置を利用すること
で、廃棄物から価値の高い有価物へと転換ができる。
　高知県は食品加工が弱く、高度な食品加工技術を有
する事業所が少ない。同社のような技術力のある企業の
6次産業化の機械開発、最終製品を生む機械開発は、馬
路村農業協同組合が食品加工へ進出したときと同様に
関係者に与える影響は大きい。

3.4 課題
・今後目指すべき方向性の検討
　今回開発した装置で製造される製品は付加価値の高
い品であり、今後、装置に求められる要素も、更なる高度
化、機能性の付加である。精油に求められる高度化は、
そのまま装置で生産される「製品」の価値であることか
ら、装置産業の要素が大きい。機械が技術であり、その
機械が、さほど高額でもなく、大量に出るものでもない。
とすると、ある程度の売上を獲得していくための選択肢
は、①機械メーカーとして、顧客志向の機械開発を行う
（要素単位の機能を付加した数種類の機械をつくり、機
械販売台数を増やす）、②川下に進出。機械販売は行わ
ず、自社で最終製品を手掛け、市場を獲得する。
　既存事業とは現在の「環境製品、廃棄物の有効利
用」という括りにおいては目指す方向は同じであるが、
持っていき方によっては、対象市場や求められるイメー
ジも違ってくることから、位置づけと方向性の再検討が
必要となる。

・バイオマスの有用成分抽出装置への展開
　抽出は、第一段階ではかんきつ類で行った。かんきつ
類をターゲットとした理由は、高知県をはじめ四国が
かんきつ類を搾る習慣があり、大量に出る果皮を利用
できるという見込みからであった。次なるターゲット
は、柚子以外のかんきつ類の精油や、更なる付加価値
が見込める一般バイオマスの有用成分抽出であり、今
後研究開発を進めていく。

　上場企業であることから、中小企業に比べて、開発
力、ネットワーク、投資力等自社の保有資産が豊富であ
る。このような力のある企業が高知県の身近な「農業」
「食品」というところに進出したことは、高知県の中小事
業者にとって刺激になり、好影響を与える。
　同社内には技術研究室という、本業に縛られること
なく新しいことを研究していく部署があり、３名が職務
にあたっている。上場企業といえども、３名の投資は負
担が大きいと思われるが、永続的な事業活動を見据え
た取り組みであり、参考にすべき要素である。

【お問い合わせ】
兼松エンジニアリング株式会社
高知県高知市布師田3981番地7　
TEL 088-845-5511

馬路村農協に設置したマイクロ波抽出装置（試作機）

開発メンバー（左から、兼松［山中氏］、馬路村農協［浅野氏］、
工業技術センター［浜田氏、村井氏］）

精油各種加熱装置
（マグネトロン5kW×4基）
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マイクロ波抽出装置フロー

柚子果皮

農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例 資料1

【仕様】
果皮処理量 40kg/回
マイクロ波出力 20kW
冷却凝縮能力 22kW
減圧能力 -99kPa
抽出時間 1hr
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資料編　事例-２

「ものづくりの地産地消」6次産業化の機械に県内大手参入
兼松エンジニアリング株式会社の取り組み

　環境整備機器の製造販売を行う兼松エンジニアリン
グ株式会社（以下、兼松）は、高知県の特産品である柚
子の果皮（搾汁残渣）から精油を抽出するマイクロ波抽
出装置を馬路村農業協同組合、高知県工業技術センタ
ーと共同で開発した。その取り組みに関し、2010年12
月3日に技術研究室　リーダー　山中義也氏にお話を
伺った。

　兼松は、1971年9月に設立された、強力吸引作業車、
高圧洗浄車、汚泥脱水機・減容機等の環境整備機器の
製造販売を行う企業である。
　従業員数は158名、大阪証券取引所市場・第二部に
上場している。設計・開発に携わる担当者は30数名お
り、うち新規事業の担当者（技術研究室）が3名。技術開
発に力を入れている企業である。
　吸引車の製造技術を活かし、2003年汚泥の減圧乾
燥装置の開発に着手。その後、減圧乾燥装置のノウハウ
をもとに、食品の残渣を有価物に転換（煮汁の濃縮）す
る装置を開発。今回、それらの延長線上でマイクロ波抽
出装置を開発した。

2. 兼松エンジニアリング株式会社の概要

3.マイクロ波抽出装置

4. 今後の展開

5.まとめ

1. はじめに

3.1 マイクロ波抽出装置開発の経緯
　2003年、兼松は、含水比率の高い汚泥の水分を飛ばし
て産廃量を減らす「汚泥の減圧乾燥装置」の開発に着手。
後発であったこともあり、従来の蒸気ボイラーを使用せ
ず、電子レンジなどに使われるマイクロ波を使用した装
置を開発した。汚泥で問われるコスト面でその優位性は
得られなかったが、マイクロ波を利用すると、タンク内の
環境を一定に保つことができ、濃縮するときの環境が要

求されるもの、例えば品質を要求される食品や薬品の
濃縮に向いていることが分かった。
　そこで、汚泥から食品等の濃縮および抽出の研究に
転換。2006年、県内の食品加工業者（土佐食）の廃棄
煮汁を濃縮する濃縮処理装置を共同開発。さらにその
技術を応用したマイクロ波による精油抽出装置の共同
開発に至った。共同開発の実施主体は、兼松、馬路村農
業協同組合、高知県工業技術センターである。工業技
術センターは、精油装置の開発だけでなく、精油の品質
評価、最終試作品づくりもできるため、非常に活用しや
すい地元の公設試験機関である。

3.2 マイクロ波抽出装置の概要
　マイクロ波でタンクに入れた柚子などの果皮を加熱。
蒸発した成分を冷却装置で冷やし精油を抽出する装置
である。
　真空ポンプでタンク内を減圧することで、従来の水蒸
気蒸留法に比べ、20度低い40℃前後の低温で精製、高
品質の香り成分を抽出できる。1回の抽出時間は約30
分で、水蒸気蒸留の約5分の1に短縮。抽出率も0.5～
0.8％と、水蒸気蒸留の0.3～0.5％を上回る。抽出コス
トも5分の1程度に圧縮できる。
　水を加えることなく果皮の水分だけを抽出する方式
なので、かんきつ本来の香りの精油を抽出できる。また、
抽出後の柚子皮は加工品への活用も可能である。

3.3 効果
・果皮（搾滓）の有効利用
　高知県は柚子の生産量が国内シェアの約45％であ
り、文旦や小夏などその他のかんきつ類の生産も盛んで
ある。以前は、かんきつ類は生鮮で出荷するケースがほと
んどであったが、馬路村農業協同組合が積極的な食品加
工等を展開してきたことを受け、加工分野に進出する事

業所も増えてきた。高知県はかんきつ類を搾って食酢や
飲料にする食文化があり、また馬路村の柚子ジュースに
続き各社が飲料に乗り出したことから、搾滓も増え、その
処理が課題となっている。精油は搾滓でもある果皮の有
効活用であり、食品加工業者にとって有効な策である。
　精油は少量で高価であり、また国内ではこれまで精度
の高い精油抽出装置がなかったことから、上質な国産品
の製造がされてこなかった。同社の装置を利用すること
で、廃棄物から価値の高い有価物へと転換ができる。
　高知県は食品加工が弱く、高度な食品加工技術を有
する事業所が少ない。同社のような技術力のある企業の
6次産業化の機械開発、最終製品を生む機械開発は、馬
路村農業協同組合が食品加工へ進出したときと同様に
関係者に与える影響は大きい。

3.4 課題
・今後目指すべき方向性の検討
　今回開発した装置で製造される製品は付加価値の高
い品であり、今後、装置に求められる要素も、更なる高度
化、機能性の付加である。精油に求められる高度化は、
そのまま装置で生産される「製品」の価値であることか
ら、装置産業の要素が大きい。機械が技術であり、その
機械が、さほど高額でもなく、大量に出るものでもない。
とすると、ある程度の売上を獲得していくための選択肢
は、①機械メーカーとして、顧客志向の機械開発を行う
（要素単位の機能を付加した数種類の機械をつくり、機
械販売台数を増やす）、②川下に進出。機械販売は行わ
ず、自社で最終製品を手掛け、市場を獲得する。
　既存事業とは現在の「環境製品、廃棄物の有効利
用」という括りにおいては目指す方向は同じであるが、
持っていき方によっては、対象市場や求められるイメー
ジも違ってくることから、位置づけと方向性の再検討が
必要となる。

・バイオマスの有用成分抽出装置への展開
　抽出は、第一段階ではかんきつ類で行った。かんきつ
類をターゲットとした理由は、高知県をはじめ四国が
かんきつ類を搾る習慣があり、大量に出る果皮を利用
できるという見込みからであった。次なるターゲット
は、柚子以外のかんきつ類の精油や、更なる付加価値
が見込める一般バイオマスの有用成分抽出であり、今
後研究開発を進めていく。

　上場企業であることから、中小企業に比べて、開発
力、ネットワーク、投資力等自社の保有資産が豊富であ
る。このような力のある企業が高知県の身近な「農業」
「食品」というところに進出したことは、高知県の中小事
業者にとって刺激になり、好影響を与える。
　同社内には技術研究室という、本業に縛られること
なく新しいことを研究していく部署があり、３名が職務
にあたっている。上場企業といえども、３名の投資は負
担が大きいと思われるが、永続的な事業活動を見据え
た取り組みであり、参考にすべき要素である。

【お問い合わせ】
兼松エンジニアリング株式会社
高知県高知市布師田3981番地7　
TEL 088-845-5511

馬路村農協に設置したマイクロ波抽出装置（試作機）

開発メンバー（左から、兼松［山中氏］、馬路村農協［浅野氏］、
工業技術センター［浜田氏、村井氏］）

精油各種加熱装置
（マグネトロン5kW×4基）
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冷却凝縮装置

マイクロ波抽出装置フロー

柚子果皮

農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例 資料1

【仕様】
果皮処理量 40kg/回
マイクロ波出力 20kW
冷却凝縮能力 22kW
減圧能力 -99kPa
抽出時間 1hr
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資料編　事例-３

県外から県内へ、芋菓子原材料「黄金千貫」の県内調達に関する取り組み
渋谷食品株式会社の取り組み

　芋菓子を専門に製造販売する渋谷食品株式会社（以
下、渋谷食品）では、これまで県外調達していた原材料
の一部を県内調達に切り替えた。その取り組みに関し、
2010年12月21日に渋谷食品を訪れ、代表取締役　
渋谷伸一氏にお話を伺った。
 

　渋谷食品は、1959年5月に設立された芋けんぴ等を
中心とした和の芋菓子を製造販売する企業である。渋
谷食品を含む渋谷グループは、そのほかにスイートポテ
トなど洋の芋菓子の製造販売をする(株)ポテトシブヤ、
業務用の芋ペーストやダイスカットを製造販売する(有)
ヤゴローフーズで構成されている。
　グループ全体で従業員数は300名、総売上は48億円
である。さつま芋の年間生産量は国内約100万トン、う
ち鹿児島県が40万トンであり、グループが使用する量は
年間1万トンである。主力製品の芋けんぴは国内シェア
約50％を占める。
　販路は、卸経由によるスーパーマーケットやコンビニエ
ンスストアへの全国販売が中心である。2002年からは直
営店「芋屋金次郎」での展開を始め、順調に売上を伸ばし
ている。現在、店舗は県内に2箇所あり、年商は2億円で
ある。2011年4月には愛媛県への出店を予定しており、
またその後の関東地区への出店も計画している。

2. 渋谷食品株式会社の概要

3. 原材料の県内調達に関する取り組み

4.目指すべき方向性

5.まとめ

1. はじめに

3.1 芋づくりの生産体制強化
　設立当初の半世紀前は、高知県産のさつま芋で芋け
んぴを作り、県内外への販売を行っていた。時代の変遷
のなかで高知県の農業がハウス栽培による反収の高い
野菜に変わるに伴い、さつま芋を栽培する農家が減り、
同社は県内での原材料確保が難しくなった。そこで、鹿
児島県や宮崎県に産地をシフトさせていき、契約栽培に
よる県外調達にすべて置き換わっていった経緯がある。
　2004年頃、焼酎ブームで芋が高値で取引され、契約
栽培を行っていても予定量が確保できなかった。その頃
からこれまで以上に芋づくりに携わっていかなければい
けないと考えるようになり、自社農園も視野に農地を探
すことから始めた。しかし、当時は鹿児島と高知で適地
が見つからず、土地の入手には至らなかった。一方販売
は、卸部門で50％近いシェアを持つまでになっており、

今後さらにこの既存市場で売上を伸ばしていくことは難
しい状況にある。片や関東では、これだけ販売しているに
も関わらず、芋けんぴの存在すら知らない人がたくさんい
る。そこの新市場を獲得することを目的に、「駄菓子から
ギフトへ」をコンセプトに直営店を始め、「揚げたて」「作り
たて」による芋けんぴの美味しさを届けている。直営店
「芋屋金次郎」では、より付加価値の高い商品提供を意
図しており、商品展開のなかで更に特長を出していくた
め、「高知県産のさつま芋100％使用」を目指している。

3.2 県内生産者との連携の経緯
　農地を探す際に相談にのってもらった地域の役場の
担当者から、葉タバコの栽培からさつま芋に切り替えて
いきたいという生産者団体がいるので協力をしてほしい
という話が持ち込まれた。2008年に幡多郡大月町の農
家約20軒が結成した出荷団体「大月町芋づくり等産地
化育成協議会（以下、協議会）」である。生産者に会うと
若くて目の輝いている青年がいる。栽培に利用する農地
は、葉タバコを栽培していた国営地等を借り入れるとの
ことであり、広さもあり機械化が可能である。高知でのさ
つま芋栽培が根付く可能性を感じ、協議会と契約を結
んだ。

3.3 実施内容
　協議会とは、黄金千貫（こがねせんがん）という品種の
芋を年間200トン引き取る契約を結んでいる。2年経過し
たが、収量は予定の半分程度に止まっている。引き取り価
格は、反当たり3トンの収穫で反収18～20万円である。
　芋づくりの支援として、協議会にユニック車1台、芋堀
機１台を貸与している。
　また、渋谷食品の品質基準を満たす品質の高いさつま
芋がとれるよう、線虫駆除、土地の耕し方、収穫時の収穫
の仕方、苗のさす時期、さし方など、一連の教育訓練を実
施している。鹿児島の栽培農家への視察も行った。

3.4 産地化、若手の育成支援
　協議会との取り組みの一番の目的は、やる気のある
若者との連携であり、農家の担い手の成功モデルをつ
くることである。鹿児島はそれができている。サラリーマ
ンをやるよりも収入は多くやりがいもある。契約栽培は
購入が約束されているので、ちゃんと作れば収入が確
保できる。規模拡大に繋げていければ高収入にも繋が
る。先代はデンプン芋の栽培だけを行っていた鹿児島
県に加工に使う芋の市場を作り、農家の自立に寄与し
た実績を持つ。渋谷スタンダードを作り、当社に芋を納
める30年の歴史を作ってきている。高知でも、農業の
新市場としての芋栽培事業の確立を目指す。

3.5 課題
・計画収量の実現
　計画した収量がとれるようにしていくことが課題であ
る。協議会との契約は年間 200トンであるが、半分程
度の収量である。畑づくりは通常 3～ 5 年掛かる上、
芋づくりのノウハウも必要である。一気に収量を上げる
のではなく、徐々に拡大を図っていけるよう、生産者とと
もに取り組んでいく。
　当社は高知の企業として、高知県産の芋を使い、高
知で加工し、直営店舗展開で県外市場を形成したいと
いう思いでスタートしている。安定した生産量を確保し
商品化できれば、「高知県産」という付加価値をつける
ことができる。今はその体制づくりの段階である。

・加工用農産品栽培の定着
　大規模化を目指した加工用さつま芋栽培の体制づく
りが課題である。高知県はこれまで、土地が少ないなど
のデメリットを克服するため、小さな面積で反収の上が
る作物を作ってきた。加工用のさつま芋は、大きな面積
で多くの収穫をし、収益に繋げるというやり方である。
県内で行われてきた「生鮮で出荷する農業」のやり方
と、「加工用」とではおのずとやり方が違ってくる。加工
用での成功モデルをつくることが課題である。
　また渋谷食品の製造加工は 12ヶ月分を、9～ 11
月の 3ヶ月で加工する。3ヶ月間毎日一定量が確保で
きないと売上が立たない。安定供給という面でも、体制
整備が課題といえる。

　今回の取組みに関しては、さつま芋ベースの農業で
生計が立てられる農業者に育ってもらうことを目指し
ている。そのためには、生産者は良い品をたくさん作る

　非常に難しい農業の産地化に向けた取り組みであ
る。高知という地域に根付いた慣習からの脱皮も必要
であるし、新規営農者は、初期投資もかかり参入障壁
が高い。若い営農者のやる気の醸成、その後押しも重
要である。時代が大きく変わろうとしている今、鹿児島
での成功事例をもとに、高知モデルが成功し、農業の
新市場が形成されることが期待される。

【お問い合わせ】
渋谷食品株式会社
高知県高岡郡日高村本郷 716　
TEL 0889-24-5131

しかない。
　反収の高い農産物を生産する高知県にあって、反収
18～20万円の芋の生産を納得し喜んでもらえる環境
を作っていく。そうすることで結果的に農業の大規模化
に繋がり、産地化を図ることができる。
　渋谷食品は、生産者と協力して産地化を図っていく
とともに、芋の受入体制としての販路を広げていく。直
営店展開を基本に、ネット販売にも力をいれ、この部門
での売上10億円を目指す。
　渋谷食品の企業理念は、「①従業員の働く幸せづく
りの追求、②お客様に喜んでいただける商品づくりの追
求、③世界の食文化の発展に貢献できることの探求」
である。
　従業員300人の幸せの追求のためには、皆が潤う利
益が獲得できないといけない。そのためには新市場づ
くりが必要であり、その新市場づくりのためにはターゲ
ット顧客に向けた商品開発等が必要である。そのため、
従業員を高知大学が実施している土佐フードビジネス
クリエーター養成コースに派遣し、商品開発に向けた
知識・技術の習得に努めている。

渋谷食品（株）　代表取締役社長　渋谷　伸一氏 主力商品の「特選芋けんぴ」

農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例 資料1
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資料編　事例-３

県外から県内へ、芋菓子原材料「黄金千貫」の県内調達に関する取り組み
渋谷食品株式会社の取り組み

　芋菓子を専門に製造販売する渋谷食品株式会社（以
下、渋谷食品）では、これまで県外調達していた原材料
の一部を県内調達に切り替えた。その取り組みに関し、
2010年12月21日に渋谷食品を訪れ、代表取締役　
渋谷伸一氏にお話を伺った。
 

　渋谷食品は、1959年5月に設立された芋けんぴ等を
中心とした和の芋菓子を製造販売する企業である。渋
谷食品を含む渋谷グループは、そのほかにスイートポテ
トなど洋の芋菓子の製造販売をする(株)ポテトシブヤ、
業務用の芋ペーストやダイスカットを製造販売する(有)
ヤゴローフーズで構成されている。
　グループ全体で従業員数は300名、総売上は48億円
である。さつま芋の年間生産量は国内約100万トン、う
ち鹿児島県が40万トンであり、グループが使用する量は
年間1万トンである。主力製品の芋けんぴは国内シェア
約50％を占める。
　販路は、卸経由によるスーパーマーケットやコンビニエ
ンスストアへの全国販売が中心である。2002年からは直
営店「芋屋金次郎」での展開を始め、順調に売上を伸ばし
ている。現在、店舗は県内に2箇所あり、年商は2億円で
ある。2011年4月には愛媛県への出店を予定しており、
またその後の関東地区への出店も計画している。

2. 渋谷食品株式会社の概要

3. 原材料の県内調達に関する取り組み

4.目指すべき方向性

5.まとめ

1. はじめに

3.1 芋づくりの生産体制強化
　設立当初の半世紀前は、高知県産のさつま芋で芋け
んぴを作り、県内外への販売を行っていた。時代の変遷
のなかで高知県の農業がハウス栽培による反収の高い
野菜に変わるに伴い、さつま芋を栽培する農家が減り、
同社は県内での原材料確保が難しくなった。そこで、鹿
児島県や宮崎県に産地をシフトさせていき、契約栽培に
よる県外調達にすべて置き換わっていった経緯がある。
　2004年頃、焼酎ブームで芋が高値で取引され、契約
栽培を行っていても予定量が確保できなかった。その頃
からこれまで以上に芋づくりに携わっていかなければい
けないと考えるようになり、自社農園も視野に農地を探
すことから始めた。しかし、当時は鹿児島と高知で適地
が見つからず、土地の入手には至らなかった。一方販売
は、卸部門で50％近いシェアを持つまでになっており、

今後さらにこの既存市場で売上を伸ばしていくことは難
しい状況にある。片や関東では、これだけ販売しているに
も関わらず、芋けんぴの存在すら知らない人がたくさんい
る。そこの新市場を獲得することを目的に、「駄菓子から
ギフトへ」をコンセプトに直営店を始め、「揚げたて」「作り
たて」による芋けんぴの美味しさを届けている。直営店
「芋屋金次郎」では、より付加価値の高い商品提供を意
図しており、商品展開のなかで更に特長を出していくた
め、「高知県産のさつま芋100％使用」を目指している。

3.2 県内生産者との連携の経緯
　農地を探す際に相談にのってもらった地域の役場の
担当者から、葉タバコの栽培からさつま芋に切り替えて
いきたいという生産者団体がいるので協力をしてほしい
という話が持ち込まれた。2008年に幡多郡大月町の農
家約20軒が結成した出荷団体「大月町芋づくり等産地
化育成協議会（以下、協議会）」である。生産者に会うと
若くて目の輝いている青年がいる。栽培に利用する農地
は、葉タバコを栽培していた国営地等を借り入れるとの
ことであり、広さもあり機械化が可能である。高知でのさ
つま芋栽培が根付く可能性を感じ、協議会と契約を結
んだ。

3.3 実施内容
　協議会とは、黄金千貫（こがねせんがん）という品種の
芋を年間200トン引き取る契約を結んでいる。2年経過し
たが、収量は予定の半分程度に止まっている。引き取り価
格は、反当たり3トンの収穫で反収18～20万円である。
　芋づくりの支援として、協議会にユニック車1台、芋堀
機１台を貸与している。
　また、渋谷食品の品質基準を満たす品質の高いさつま
芋がとれるよう、線虫駆除、土地の耕し方、収穫時の収穫
の仕方、苗のさす時期、さし方など、一連の教育訓練を実
施している。鹿児島の栽培農家への視察も行った。

3.4 産地化、若手の育成支援
　協議会との取り組みの一番の目的は、やる気のある
若者との連携であり、農家の担い手の成功モデルをつ
くることである。鹿児島はそれができている。サラリーマ
ンをやるよりも収入は多くやりがいもある。契約栽培は
購入が約束されているので、ちゃんと作れば収入が確
保できる。規模拡大に繋げていければ高収入にも繋が
る。先代はデンプン芋の栽培だけを行っていた鹿児島
県に加工に使う芋の市場を作り、農家の自立に寄与し
た実績を持つ。渋谷スタンダードを作り、当社に芋を納
める30年の歴史を作ってきている。高知でも、農業の
新市場としての芋栽培事業の確立を目指す。

3.5 課題
・計画収量の実現
　計画した収量がとれるようにしていくことが課題であ
る。協議会との契約は年間 200トンであるが、半分程
度の収量である。畑づくりは通常 3～ 5 年掛かる上、
芋づくりのノウハウも必要である。一気に収量を上げる
のではなく、徐々に拡大を図っていけるよう、生産者とと
もに取り組んでいく。
　当社は高知の企業として、高知県産の芋を使い、高
知で加工し、直営店舗展開で県外市場を形成したいと
いう思いでスタートしている。安定した生産量を確保し
商品化できれば、「高知県産」という付加価値をつける
ことができる。今はその体制づくりの段階である。

・加工用農産品栽培の定着
　大規模化を目指した加工用さつま芋栽培の体制づく
りが課題である。高知県はこれまで、土地が少ないなど
のデメリットを克服するため、小さな面積で反収の上が
る作物を作ってきた。加工用のさつま芋は、大きな面積
で多くの収穫をし、収益に繋げるというやり方である。
県内で行われてきた「生鮮で出荷する農業」のやり方
と、「加工用」とではおのずとやり方が違ってくる。加工
用での成功モデルをつくることが課題である。
　また渋谷食品の製造加工は 12ヶ月分を、9～ 11
月の 3ヶ月で加工する。3ヶ月間毎日一定量が確保で
きないと売上が立たない。安定供給という面でも、体制
整備が課題といえる。

　今回の取組みに関しては、さつま芋ベースの農業で
生計が立てられる農業者に育ってもらうことを目指し
ている。そのためには、生産者は良い品をたくさん作る

　非常に難しい農業の産地化に向けた取り組みであ
る。高知という地域に根付いた慣習からの脱皮も必要
であるし、新規営農者は、初期投資もかかり参入障壁
が高い。若い営農者のやる気の醸成、その後押しも重
要である。時代が大きく変わろうとしている今、鹿児島
での成功事例をもとに、高知モデルが成功し、農業の
新市場が形成されることが期待される。

【お問い合わせ】
渋谷食品株式会社
高知県高岡郡日高村本郷 716　
TEL 0889-24-5131

しかない。
　反収の高い農産物を生産する高知県にあって、反収
18～20万円の芋の生産を納得し喜んでもらえる環境
を作っていく。そうすることで結果的に農業の大規模化
に繋がり、産地化を図ることができる。
　渋谷食品は、生産者と協力して産地化を図っていく
とともに、芋の受入体制としての販路を広げていく。直
営店展開を基本に、ネット販売にも力をいれ、この部門
での売上10億円を目指す。
　渋谷食品の企業理念は、「①従業員の働く幸せづく
りの追求、②お客様に喜んでいただける商品づくりの追
求、③世界の食文化の発展に貢献できることの探求」
である。
　従業員300人の幸せの追求のためには、皆が潤う利
益が獲得できないといけない。そのためには新市場づ
くりが必要であり、その新市場づくりのためにはターゲ
ット顧客に向けた商品開発等が必要である。そのため、
従業員を高知大学が実施している土佐フードビジネス
クリエーター養成コースに派遣し、商品開発に向けた
知識・技術の習得に努めている。

渋谷食品（株）　代表取締役社長　渋谷　伸一氏 主力商品の「特選芋けんぴ」

農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例 資料1
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資料編　事例-４

建設業から農業分野に参入。中山間地域の雇用維持を目指して
有限会社手箱建設の取り組み

　総合建設業を営む有限会社手箱建設（以下、手箱建
設）は、厳しい経営環境に対応していくため本業を営み
ながら農業分野に進出。いの町特産の「本川きじ」の生
産販売を始めた。その取り組みに関し、2010年12月
24日に代表取締役　山本周児氏にお話を伺った。

　手箱建設は、1967年7月に設立された土木建設業者
である。社名は町内の手箱山からとっている。
　地元を走る国道194号の道路改良や災害復旧などの
公共工事を受注してきたが、年間売上は1999年度の
約13億円をピークに減少。2009年度は完成工事高が
年5億円規模に縮小した。「本業以外に採算を見込める
事業を」と地元の本川きじ生産組合にノウハウを学び、
2009年7月にキジの生産販売事業に参入した。

2. 有限会社手箱建設の概要

3.キジ事業への参入

4. 今後の展開

5.まとめ

1. はじめに

3.1 キジ事業への参入の経緯と目的
　土木事業が減少していくなかで、雇用の創出を目的と
した地域おこしに繋がる他の事業を起こしたいという思
いがあり、10年前くらいから模索。当時は事業を立ち上
げるまでには至らなかった。
　旧本川村では30年ほど前から、コウライキジの飼育
が盛んであり特産品として売り出していた。5年前までは
3つの生産団体があり、一時は約8,000羽飼育してい
た。出荷先であった農協の合併問題で生産制限が掛か
り、1人を残して全員が廃業。平成20年にその1人を含
む地元の有志5人で本川きじ生産組合（以下、生産組

合）を再結成。生産組合は生産拡大を目指すなかで、キ
ジを飼育する「庭先農家」制度を設け、そこに手箱建設
も参加した。生産組合の事業は卵の孵化と生産販売で
あり、同社は雛を買い取り、飼育し、一部生産組合への
販売を含めた販売活動を行っている。
　参入を決めたきっかけでもあるが、国土交通省の「建
設業と地域の元気回復助成事業」の採択を受け、地元
の建設業を主体として組織化した「ロハスな633美の里
づくり協議会」の助成制度を活用した。

3.2 キジ事業の概要
　平成21年7月からキジを鶏舎で放し飼いにして飼育。
羽数は、初年度の平成21年が1,000羽、平成22年が
2,000羽の飼育であり、5年後5,000羽を目指してい
る。5月に孵化した雛を7月に生産組合から買い取り、飼
育する。6カ月で成長し、脂の乗った11月から3月に販売
する。
　キジ肉は、低カロリーで高タンパク。手箱建設のキジ
肉は脂がのって肉質がよい、味がよいと評判である。そ
の理由は、①飼育環境。標高700ｍの寒暖の差が激し
い場所で飼育しているため、キジが身を守ろうとして脂
肪が蓄えられる、②放し飼い、③飲み水はわき水を使
用、④餌は無農薬栽培の果物や野菜を利用している、な
どが挙げられる。
　商品は、丸解体の肉やスライスした肉、スモーク、スー
プ等である。生産組合に解体加工処理施設等があり、そ
の施設を利用して商品化している。
　販売先は高知市内のホテル、地元の温泉や旅館等が
中心である。その他、お歳暮の利用や個人販売もある。

3.3 課題
・周年商品の開発
　キジ（とり類）の食べ方は鍋が基本で、旬は冬場であ
る。現在のところ、商品は一般的なキジ肉とスープのみで

あり、周年利用される手を加えた加工商品がない。商品
開発を行い、安定した収益確保を目指す。

・販路開拓
　事業開始からまだ2年目ではあるが、市場が県内の限
られたエリアのみであるので、今後は、県外展開を含め、
大口取引先の確保を目指す。　

　販売面で苦労しているので、今後は、利用者が使い
やすい商品開発等を行うことで、販売量が増えるよう
努める。例えば、ホテル用の加工食品の開発などを手
掛けていきたいと考えている。
　本川地区の人口減少が進むなか、なんとか人に残っ
てほしいという思いで取り組んだ。手箱建設はこれまで
、地元に帰ってくる人がいれば殆ど雇い入れを行ってき
た。人がいないところには公共工事も必要なくなる。建
設業を地域に残していきたいという思いがまず1点。も
う一つは地域雇用の維持を目的としたキジ事業の確立
である。キジ事業で1人なり2人の常勤と期間雇用者を
雇えるくらいの事業に育てたいと考えている。

　山あいの美しい自然環境のなかで、餌と味にこだわ
り育てたキジ肉の生産販売である。寒暖差、放し飼い、
こだわりの餌、わき水利用など、美味しさの条件をすべ
て備えており、今後の販売活動に期待をしたい。

【お問い合わせ】
有限会社手箱建設
高知県吾川郡いの町戸中81-5　 
TEL 088-869-2311

（有）手箱建設　代表取締役社長　山本周児氏

鶏舎の様子（放し飼い）

農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例 資料1
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資料編　事例-４

建設業から農業分野に参入。中山間地域の雇用維持を目指して
有限会社手箱建設の取り組み

　総合建設業を営む有限会社手箱建設（以下、手箱建
設）は、厳しい経営環境に対応していくため本業を営み
ながら農業分野に進出。いの町特産の「本川きじ」の生
産販売を始めた。その取り組みに関し、2010年12月
24日に代表取締役　山本周児氏にお話を伺った。

　手箱建設は、1967年7月に設立された土木建設業者
である。社名は町内の手箱山からとっている。
　地元を走る国道194号の道路改良や災害復旧などの
公共工事を受注してきたが、年間売上は1999年度の
約13億円をピークに減少。2009年度は完成工事高が
年5億円規模に縮小した。「本業以外に採算を見込める
事業を」と地元の本川きじ生産組合にノウハウを学び、
2009年7月にキジの生産販売事業に参入した。

2. 有限会社手箱建設の概要

3.キジ事業への参入

4. 今後の展開

5.まとめ

1. はじめに

3.1 キジ事業への参入の経緯と目的
　土木事業が減少していくなかで、雇用の創出を目的と
した地域おこしに繋がる他の事業を起こしたいという思
いがあり、10年前くらいから模索。当時は事業を立ち上
げるまでには至らなかった。
　旧本川村では30年ほど前から、コウライキジの飼育
が盛んであり特産品として売り出していた。5年前までは
3つの生産団体があり、一時は約8,000羽飼育してい
た。出荷先であった農協の合併問題で生産制限が掛か
り、1人を残して全員が廃業。平成20年にその1人を含
む地元の有志5人で本川きじ生産組合（以下、生産組

合）を再結成。生産組合は生産拡大を目指すなかで、キ
ジを飼育する「庭先農家」制度を設け、そこに手箱建設
も参加した。生産組合の事業は卵の孵化と生産販売で
あり、同社は雛を買い取り、飼育し、一部生産組合への
販売を含めた販売活動を行っている。
　参入を決めたきっかけでもあるが、国土交通省の「建
設業と地域の元気回復助成事業」の採択を受け、地元
の建設業を主体として組織化した「ロハスな633美の里
づくり協議会」の助成制度を活用した。

3.2 キジ事業の概要
　平成21年7月からキジを鶏舎で放し飼いにして飼育。
羽数は、初年度の平成21年が1,000羽、平成22年が
2,000羽の飼育であり、5年後5,000羽を目指してい
る。5月に孵化した雛を7月に生産組合から買い取り、飼
育する。6カ月で成長し、脂の乗った11月から3月に販売
する。
　キジ肉は、低カロリーで高タンパク。手箱建設のキジ
肉は脂がのって肉質がよい、味がよいと評判である。そ
の理由は、①飼育環境。標高700ｍの寒暖の差が激し
い場所で飼育しているため、キジが身を守ろうとして脂
肪が蓄えられる、②放し飼い、③飲み水はわき水を使
用、④餌は無農薬栽培の果物や野菜を利用している、な
どが挙げられる。
　商品は、丸解体の肉やスライスした肉、スモーク、スー
プ等である。生産組合に解体加工処理施設等があり、そ
の施設を利用して商品化している。
　販売先は高知市内のホテル、地元の温泉や旅館等が
中心である。その他、お歳暮の利用や個人販売もある。

3.3 課題
・周年商品の開発
　キジ（とり類）の食べ方は鍋が基本で、旬は冬場であ
る。現在のところ、商品は一般的なキジ肉とスープのみで

あり、周年利用される手を加えた加工商品がない。商品
開発を行い、安定した収益確保を目指す。

・販路開拓
　事業開始からまだ2年目ではあるが、市場が県内の限
られたエリアのみであるので、今後は、県外展開を含め、
大口取引先の確保を目指す。　

　販売面で苦労しているので、今後は、利用者が使い
やすい商品開発等を行うことで、販売量が増えるよう
努める。例えば、ホテル用の加工食品の開発などを手
掛けていきたいと考えている。
　本川地区の人口減少が進むなか、なんとか人に残っ
てほしいという思いで取り組んだ。手箱建設はこれまで
、地元に帰ってくる人がいれば殆ど雇い入れを行ってき
た。人がいないところには公共工事も必要なくなる。建
設業を地域に残していきたいという思いがまず1点。も
う一つは地域雇用の維持を目的としたキジ事業の確立
である。キジ事業で1人なり2人の常勤と期間雇用者を
雇えるくらいの事業に育てたいと考えている。

　山あいの美しい自然環境のなかで、餌と味にこだわ
り育てたキジ肉の生産販売である。寒暖差、放し飼い、
こだわりの餌、わき水利用など、美味しさの条件をすべ
て備えており、今後の販売活動に期待をしたい。

【お問い合わせ】
有限会社手箱建設
高知県吾川郡いの町戸中81-5　 
TEL 088-869-2311

（有）手箱建設　代表取締役社長　山本周児氏

鶏舎の様子（放し飼い）

農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例 資料1
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資料編　事例-５

地域資源「宗田かつお」の有効利用で、地域と雇用と守る
株式会社土佐食の取り組み

　水産加工品の製造販売を手掛ける株式会社土佐食
（以下、土佐食）は、地元で獲れる宗田かつおの有効利
用に成功し、成長を続ける土佐清水市の第三セクター
であり、地域雇用に貢献している企業である。その取り
組みに関し、2010年11月30日に代表取締役　野村明
氏にお話を伺った。

　土佐食は、1993年5月に設立された宗田かつおを原
料にしたおつまみとペットフードを製造販売する企業で
ある。
　従業員数は170名であり全員が正社員である。総売
上は約13億円であり、安定した黒字経営を行う第三セ
クターである。
　商品は、当初は「姫かつおスティック」などのおつまみ
が中心であったが、1999年頃、本格的にペットフードの
生産に乗り出し、「焼きかつお」を開発。相手先ブランド
による生産（OEM）での一次加工から最終加工までを
行うようになり、売上を急速に伸ばした。それに伴い、
2005年には第二工場、2009年には第三工場を新設
し、それぞれ2005年には約40名、2009年には50名を
新規採用し、さらに2011年には10名の新規採用が予
定されている。

2. 株式会社土佐食の概要

3. 地域一体での産業振興

4. 今後の展開

5.まとめ

1. はじめに

3.1 土佐食設立の経緯と目的  　
　土佐食は、土佐清水市の沖で獲れる宗田かつお（通
称：めじか）の有効利用を目的に設立された。宗田かつ
おは周年獲れる魚で、節加工以外に使い道がないとさ

れていた。5月、6月頃は宗田かつおの産卵期であり大量
に獲れるが、脂分が多く節には適さないため、値段が安
いことが漁業者の悩みであった。
　1988年、この宗田かつおの有効利用を検討する「め
じか対策委員会」を立ち上げたのが、地元商工会議所
副会頭で三崎漁協組合長であった平林靖宏氏（前社
長・故人）であった。当初は、漁協のなかに物置小屋のよ
うなものを作り、一人でスタートさせたとのことである。
　当時、高知県工業技術センター職員であった野村社
長に「宗田かつおで加工品が作れないか」と相談を持ち
かけ、1990年4月、スティックタイプの「姫かつお」を商
品化。土産物店などへの売り込みで販売を拡大し、
1993年には土佐清水市の第三セクター「土佐食」の設
立となった。
　設立の目的は、前述のとおり、節にならない宗田かつ
おの有効利用であり、漁業を守り漁業者を守ること、そ
して地域雇用への貢献である。　

3.2 地域資源の有効活用と漁業者との連携
　土佐食は、5月、6月の節にならない宗田かつお（漁獲
高2,000トン、1尾500ｇ換算で40,000尾）を購入し、
加工を行っている。購入に際しては、土佐食は漁業者が
採算のとれる価格（最低ライン）を設定しており、漁業者
の保護に努めている。土佐食設立前までは採算が合わ
ない漁であったが設立後は漁業者の利益を生み、また
生態系保護にも繋がっている
　土佐食が製造するおつまみ、ペットフードの価値は、
宗田かつおの鮮度がポイントとなる。同社のペットフー
ドは猫のおやつ用が中心で、これは鮮度が落ちるとたち
まち味が悪くなり猫が食べなくなる。
　原料である宗田かつおは鮮度低下が非常に早い。同
社が鮮度保持できているのは、①早朝に水揚げされた
魚を購入し、その日のうち急速冷凍するため、②市の漁

業補助によりすべての船に冷却装置が設置されてお
り、鮮度保持力が高い、③漁法が一本釣りであり、巻き
網漁法と違い魚が傷つかない（腐敗しない）、といった
理由からである。土佐清水市、漁協、漁業者、土佐食、地
域全体が一体となっての取り組みである。

3.3 地域の雇用を支える企業
　土佐食は第三セクターであり、地域の雇用を支える
責務を負う。株主でもある土佐清水市は、前市長が「従
業員は全員正社員で雇用」という方針を打ちたて、全員
を正社員雇用している。一人当たりの給料は決して高く
はないが、人口11,161人（平成22年3月末現在）の土
佐清水市にあって170名の雇用ができている。
　同社は必要な機械化は当然行っているが、人手が活
きる仕事は人手を活かした付加価値向上に努めている。
　例えば、宗田かつおは身がもろく、削ったり骨をとっ
たりする作業は機械化が難しく、これを手作業で行って
いる。同社規模になると、他社は面倒で手を出さない分
野である。
　また、ペットフード安全法の改正（2011年）では、ペ
ット用商品に対し人間に準じた殺菌が義務付けられる
が、これに伴い、高温高圧で加熱殺菌するレトルトの機
械を2台導入予定である。バッチ式で人が一つひとつ手
で並べなければならない機械であるが、手間暇を厭わ
ず人を補充することで対応、10人の新規雇用を予定し
ている。商品特性上、人手がかかるが、そのことが地域
雇用の保護にも繋がっており、かつ利益にも結びついて
いる。
　漁獲量の確保が課題である。自然に左右されるた
め、天候や潮の流れで漁が少ない時期がある。幸いこれ
までは、漁師の協力があり、土日返上で漁に出ることで
必要量を賄ってくることができた。最近、海外事業者が
市場の入札に加わり、魚を購入していくケースが起きて
いる。ＴＰＰに加盟することになれば、さらに問題の深
刻化が予想される。土佐食の存在は、地元の雇用や地
元資源である宗田かつお、またその漁法である一本釣
りを守ることにも繋がっている。原料が確実に確保でき
る体制づくりが必至であり、入札制度に替わる直接取
引ができるような体制作りなど、行政の支援が必要と
考える。

　製品開発の充実を目指す。開発は野村社長の前職
場の高知県工業技術センターと連携しながら行ってい
る。センターは設備も充実していることから、野村社長

　「漁協を守る、漁師を守る、魚を守る」、「地域に雇用
の場をつくる」という、前平林社長（故人）と前土佐清水
市長の創業にかけた想いを引き継いだ現野村社長の
ご努力の結果、土佐食は順調な業績をあげている。
　地域の資源を地域で加工し、付加価値の高い商品と
して県外に販売し、利益を上げ雇用者を増やしている。
工業がなく農業と漁業だけのまちが、地域を守るため、
生き残るために設立した土佐食の取り組みは、地域資
源活用や農商工連携の手本となる好事例といえる。
 【お問い合わせ】
株式会社土佐食
高知県土佐清水市三崎 543　TEL 0880-85-1515

自ら頻繁に通い開発に取り組んでいる。今後は、社内の
開発人材、設備ともに充実させていきたいと考えている。

・新商品の開発
　現在、おつまみとペットフードに続く商品として、主食
となるレトルト食品の開発を行っている。ターゲットは、
大衆向けのレストラン及び自宅用。最近発売したのが
レトルトの飯類である。かつお飯など、従来の出汁とは
違う味の製品を数種類開発し販売を開始した。そのほ
かに、パスタやカレーうどんなども開発中である。

・廃棄物、残滓の有効利用
　節にできない宗田かつおを原料としているので、この
原料を増やすことは基本的に難しい。新たな原料を用
いるのではなくて、今後は、これまで廃棄してきた煮汁
や残滓を利用した商品開発に取り組んでいきたいと考
えている。現在、煮汁の排水処理だけでも相当の負荷に
なっているので、商品化ができれば負担の軽減にも繋
がる。また現在は肥料にしかなっていない残滓の宗田
かつおの頭や皮や内臓には、コラーゲンがたくさん含ま
れており、これを採取する研究開発を行い、商品化を目
指す。

（株）土佐食　代表取締役社長　野村　明氏 同社製品①「姫かつおスティック」など
同社製品②

農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例 資料1
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資料編　事例-５

地域資源「宗田かつお」の有効利用で、地域と雇用と守る
株式会社土佐食の取り組み

　水産加工品の製造販売を手掛ける株式会社土佐食
（以下、土佐食）は、地元で獲れる宗田かつおの有効利
用に成功し、成長を続ける土佐清水市の第三セクター
であり、地域雇用に貢献している企業である。その取り
組みに関し、2010年11月30日に代表取締役　野村明
氏にお話を伺った。

　土佐食は、1993年5月に設立された宗田かつおを原
料にしたおつまみとペットフードを製造販売する企業で
ある。
　従業員数は170名であり全員が正社員である。総売
上は約13億円であり、安定した黒字経営を行う第三セ
クターである。
　商品は、当初は「姫かつおスティック」などのおつまみ
が中心であったが、1999年頃、本格的にペットフードの
生産に乗り出し、「焼きかつお」を開発。相手先ブランド
による生産（OEM）での一次加工から最終加工までを
行うようになり、売上を急速に伸ばした。それに伴い、
2005年には第二工場、2009年には第三工場を新設
し、それぞれ2005年には約40名、2009年には50名を
新規採用し、さらに2011年には10名の新規採用が予
定されている。

2. 株式会社土佐食の概要

3. 地域一体での産業振興

4. 今後の展開

5.まとめ

1. はじめに

3.1 土佐食設立の経緯と目的  　
　土佐食は、土佐清水市の沖で獲れる宗田かつお（通
称：めじか）の有効利用を目的に設立された。宗田かつ
おは周年獲れる魚で、節加工以外に使い道がないとさ

れていた。5月、6月頃は宗田かつおの産卵期であり大量
に獲れるが、脂分が多く節には適さないため、値段が安
いことが漁業者の悩みであった。
　1988年、この宗田かつおの有効利用を検討する「め
じか対策委員会」を立ち上げたのが、地元商工会議所
副会頭で三崎漁協組合長であった平林靖宏氏（前社
長・故人）であった。当初は、漁協のなかに物置小屋のよ
うなものを作り、一人でスタートさせたとのことである。
　当時、高知県工業技術センター職員であった野村社
長に「宗田かつおで加工品が作れないか」と相談を持ち
かけ、1990年4月、スティックタイプの「姫かつお」を商
品化。土産物店などへの売り込みで販売を拡大し、
1993年には土佐清水市の第三セクター「土佐食」の設
立となった。
　設立の目的は、前述のとおり、節にならない宗田かつ
おの有効利用であり、漁業を守り漁業者を守ること、そ
して地域雇用への貢献である。　

3.2 地域資源の有効活用と漁業者との連携
　土佐食は、5月、6月の節にならない宗田かつお（漁獲
高2,000トン、1尾500ｇ換算で40,000尾）を購入し、
加工を行っている。購入に際しては、土佐食は漁業者が
採算のとれる価格（最低ライン）を設定しており、漁業者
の保護に努めている。土佐食設立前までは採算が合わ
ない漁であったが設立後は漁業者の利益を生み、また
生態系保護にも繋がっている
　土佐食が製造するおつまみ、ペットフードの価値は、
宗田かつおの鮮度がポイントとなる。同社のペットフー
ドは猫のおやつ用が中心で、これは鮮度が落ちるとたち
まち味が悪くなり猫が食べなくなる。
　原料である宗田かつおは鮮度低下が非常に早い。同
社が鮮度保持できているのは、①早朝に水揚げされた
魚を購入し、その日のうち急速冷凍するため、②市の漁

業補助によりすべての船に冷却装置が設置されてお
り、鮮度保持力が高い、③漁法が一本釣りであり、巻き
網漁法と違い魚が傷つかない（腐敗しない）、といった
理由からである。土佐清水市、漁協、漁業者、土佐食、地
域全体が一体となっての取り組みである。

3.3 地域の雇用を支える企業
　土佐食は第三セクターであり、地域の雇用を支える
責務を負う。株主でもある土佐清水市は、前市長が「従
業員は全員正社員で雇用」という方針を打ちたて、全員
を正社員雇用している。一人当たりの給料は決して高く
はないが、人口11,161人（平成22年3月末現在）の土
佐清水市にあって170名の雇用ができている。
　同社は必要な機械化は当然行っているが、人手が活
きる仕事は人手を活かした付加価値向上に努めている。
　例えば、宗田かつおは身がもろく、削ったり骨をとっ
たりする作業は機械化が難しく、これを手作業で行って
いる。同社規模になると、他社は面倒で手を出さない分
野である。
　また、ペットフード安全法の改正（2011年）では、ペ
ット用商品に対し人間に準じた殺菌が義務付けられる
が、これに伴い、高温高圧で加熱殺菌するレトルトの機
械を2台導入予定である。バッチ式で人が一つひとつ手
で並べなければならない機械であるが、手間暇を厭わ
ず人を補充することで対応、10人の新規雇用を予定し
ている。商品特性上、人手がかかるが、そのことが地域
雇用の保護にも繋がっており、かつ利益にも結びついて
いる。
　漁獲量の確保が課題である。自然に左右されるた
め、天候や潮の流れで漁が少ない時期がある。幸いこれ
までは、漁師の協力があり、土日返上で漁に出ることで
必要量を賄ってくることができた。最近、海外事業者が
市場の入札に加わり、魚を購入していくケースが起きて
いる。ＴＰＰに加盟することになれば、さらに問題の深
刻化が予想される。土佐食の存在は、地元の雇用や地
元資源である宗田かつお、またその漁法である一本釣
りを守ることにも繋がっている。原料が確実に確保でき
る体制づくりが必至であり、入札制度に替わる直接取
引ができるような体制作りなど、行政の支援が必要と
考える。

　製品開発の充実を目指す。開発は野村社長の前職
場の高知県工業技術センターと連携しながら行ってい
る。センターは設備も充実していることから、野村社長

　「漁協を守る、漁師を守る、魚を守る」、「地域に雇用
の場をつくる」という、前平林社長（故人）と前土佐清水
市長の創業にかけた想いを引き継いだ現野村社長の
ご努力の結果、土佐食は順調な業績をあげている。
　地域の資源を地域で加工し、付加価値の高い商品と
して県外に販売し、利益を上げ雇用者を増やしている。
工業がなく農業と漁業だけのまちが、地域を守るため、
生き残るために設立した土佐食の取り組みは、地域資
源活用や農商工連携の手本となる好事例といえる。
 【お問い合わせ】
株式会社土佐食
高知県土佐清水市三崎 543　TEL 0880-85-1515

自ら頻繁に通い開発に取り組んでいる。今後は、社内の
開発人材、設備ともに充実させていきたいと考えている。

・新商品の開発
　現在、おつまみとペットフードに続く商品として、主食
となるレトルト食品の開発を行っている。ターゲットは、
大衆向けのレストラン及び自宅用。最近発売したのが
レトルトの飯類である。かつお飯など、従来の出汁とは
違う味の製品を数種類開発し販売を開始した。そのほ
かに、パスタやカレーうどんなども開発中である。

・廃棄物、残滓の有効利用
　節にできない宗田かつおを原料としているので、この
原料を増やすことは基本的に難しい。新たな原料を用
いるのではなくて、今後は、これまで廃棄してきた煮汁
や残滓を利用した商品開発に取り組んでいきたいと考
えている。現在、煮汁の排水処理だけでも相当の負荷に
なっているので、商品化ができれば負担の軽減にも繋
がる。また現在は肥料にしかなっていない残滓の宗田
かつおの頭や皮や内臓には、コラーゲンがたくさん含ま
れており、これを採取する研究開発を行い、商品化を目
指す。

（株）土佐食　代表取締役社長　野村　明氏 同社製品①「姫かつおスティック」など
同社製品②

農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例 資料1
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資料編　事例-６

池川茶業組合の6次産業化支援（茶加工品開発及び販売支援）
株式会社フードプランの取り組み

　カット野菜の製造・販売等を行う株式会社フードプラ
ン（以下、フードプラン）は、農事組合法人 池川茶業組
合（以下、池川茶業組合）と連携し、仁淀川緑茶の販売
支援、茶菓子の開発を行っている。その取り組みに関し、
2010年12月21日に代表取締役　森下由朗氏にお話
を伺った。

　フードプランは、2002年10月に旧池川町建設組合6
社が設立。翌年、仁淀川町（旧池川町）の資本が加わり
第三セクターとして運営されている企業である。
　惣菜宅配業者向けカット野菜の販売からスタート。そ
の後、販路を量販店等にシフトさせ、現在は四国島内全
域のスーパーマーケットや東京・横浜に販路を広げてい
る。カット野菜以外にも、自社商品（全粒粉の豆腐）の開
発・製造販売、仁淀川町の特産品の域外販売を行って
いる。カット野菜の洗浄や豆腐等に使用する「仁淀川の
良質な水」が影響していると考えられるが、同社の製品
は、味がよく品質の保持期間が長いと評判が高い。
　仁淀川町は2005年8月、池川町、吾川村、仁淀村の3
町村が合併した町で人口6,851人（平成23年1月現
在）の山あいの町である。同社は設立9年目であるが、従
業員数は48名（パート含）、売上高は3億円2千万円で
あり、地域の基幹企業に成長。正社員の平均年齢は20
代、若さと活気のある企業である。

2. 株式会社フードプランの概要

3. 池川茶業組合との連携事業

4. 今後の展開

5.まとめ

1. はじめに

3.1 池川茶業組合との連携事業の経緯と目的
　フードプランのある仁淀川町池川地区（旧池川町）は
お茶が主要な作物として栽培されてきた。温暖多湿で昼
夜の寒暖差がはげしい仁淀川の上流域にあり、霧が発
生しやすい。これが自然の覆いとなり、品質の高いお茶
ができる。また、日の出が遅く日没の早い山あいの急傾
斜地で育つため、苦味が少なく味わい豊かな良品質の
お茶となる。
　高知県産のお茶は、煎が効く（2煎目、3煎目まで美味
しく飲める）ため、お茶のベースに向いており、以前は静
岡茶に合組（ブレンド）されてきた。2007年、JAS法の
産地表示対象品目に緑茶飲料が追加されたことによ
り、静岡産で販売しているお茶に高知産を合組すること
ができなくなり、市場取引価格は急落。一時期生産者収

入は十分の一程度に減少した。　
　そのようななか、収益確保・他の茶農家と差別化を図
るため上質茶を生産し、「池川一番茶」ブランドの知名
度を上げるべく、量販店の店頭等で直接販売を開始し
た。2008年よりフードプランが開発・販路支援を行って
いる。

3.2 池川茶業組合の取り組み
　池川茶業組合は、平成5年池川地区の製茶農家の有
志が設立。現在、6軒の製茶農家で運営されている。減
農薬の“旨い茶”の生産を目指し研究用の茶園を持つな
ど、積極的に研究を重ねてきた。2001年、2002年、
2004年と高知県茶品評会において、農林水産大臣賞
を連年受賞、また2008年には関西茶品評会において
農林水産大臣賞を受賞。品質の高さが評価されている。
　茶葉の品質向上、安定化を図るため、肥料等の統一
や技術の共有化を行うなど、様々な取り組みを行ってい
る。品質レベルの維持向上には厳しく、いわゆる「目隠し
検査」を自分たちで行っている。各農家が茶葉を収穫し
て工場に受け入れる際には、誰のお茶であるか分からな
いように、お茶に「番号」を付し、そのお茶を全員で評価、
等級付けを行う。等級に従い分配額を決めており、上位
と下位の金額の差は50％も違うことがあるくらい、組合
のなかでの審査は厳しい。品質レベル、組合員の意欲と
もに非常に高い。

3.3 連携事業
　お茶を楽しむ文化が薄れている若い人たちにもお茶
を飲んでもらおうと、①店頭での試飲販売、②お茶を使
ったプリン等の開発を行っている。

①店頭での試飲販売
　池川茶業組合とフードプランが連携して、県内の百貨
店やスーパーマーケットで試飲販売を行っている。試飲
と一緒にお茶の入れ方指導・飲み方提案などを行って

きたことで、直近では1日30万円販売できるまでになっ
た。価格の高い1番茶がよく売れている。以前は同社が
必ず同行していたが、最近では単独でも店頭に立つよ
うになるなど、積極的に営業活動をしている。

②お茶を使ったプリン等の開発
　「お茶を使ったお菓子と一緒にお茶を販売していく」
という方針のもと、現在、お茶のプリン（２種：ほうじ茶・
緑茶）を開発中である。試作段階であるが、評判は
上々。レシピ開発・製造は、県内の洋菓子店コンセルト
の指導を得て、池川茶業組合を中心とした茶農家の婦
人部が行っている。

　池川茶業組合との連携に止まらず、仁淀川町の地域
振興に繋がるビジネス展開を図る。これまでも仁淀川
町産の味噌やコンニャクなど、地元の商品の販売支援
を行ってきたが、今後は地元での野菜生産、地元の子
供たちの食育も行っていきたいと考えている。

・野菜の地元調達の仕組みづくり
　フードプランの中核事業である野菜カット事業は、そ
の原材料の90％が県外調達である。今後は農業法人
を設立し、地元を巻き込んだかたちで、できる限り県内
調達に切り替えていきたい。具体的な仕組みは、地元
の高齢者の方たちの収入に繋がるよう、高齢者の方に
負担の少ない軽量野菜（例：ネギ）を生産してもらうこ
とを考えている。加工品なので大きさや形状は問わな
いし、集荷はフードプランが行い一定の価格で買い取
る、という条件を整え、高齢者の方に意欲を持って取り
組んでいただき、1日100㎏～150㎏（ネギの当社需要
量）の年間総量を賄えるまで持っていきたい。

　山あいの人口の少ない町に、若く新しい感覚の企業
が新風を吹き込んでいる。生産中心の地域に、営業や
マーケティングに強い若い人たちが入ってきたことで、
不利だとされてきた数々のことが、「強さ」に変わろうと
している。
　「水」や「茶」など、環境を背景にした恵まれた地域資
源を活かした地域ブランドの確立が期待される。

【お問い合わせ】
株式会社フードプラン
高知県吾川郡仁淀川町土居乙199-1
一ノ谷総合開発団地　 TEL 0889-20-2442

・食育
　食に対する消費者の正しい理解と生産者利益の向
上を目的に、「仁淀川町を食育の地域」にすべく、取り組
んでいく。
　これまで産地は量販店が育ててきたが、消費者が育
てる方向に変化している。産地保護には、消費者の食や
産地に対する正しい理解が求められ、そのための「食
育」が必要である。これまで一次産品の評価は、「きれ
いか、きれいでないか」で分けられてきたが、本来は「美
味しいか、美味しくないか」である。食べることとは何
か、野菜一つを誰がどうやって作っているかなど、「消費
者の食や産地に対する正しい理解」を進める第一歩と
して、従業員と地域の子供の食育に取り組む。さらに地
域の若いお母さん方が働ける育児施設も併設したい。
当社のコンセプトを消費者が応援してくれる企業、地域
をリードしていく企業を目指す。

（株）フードプラン　代表取締役社長　森下由朗氏 開発中のプリン 池川茶業組合の皆さん

農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例 資料1
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資料編　事例-６

池川茶業組合の6次産業化支援（茶加工品開発及び販売支援）
株式会社フードプランの取り組み

　カット野菜の製造・販売等を行う株式会社フードプラ
ン（以下、フードプラン）は、農事組合法人 池川茶業組
合（以下、池川茶業組合）と連携し、仁淀川緑茶の販売
支援、茶菓子の開発を行っている。その取り組みに関し、
2010年12月21日に代表取締役　森下由朗氏にお話
を伺った。

　フードプランは、2002年10月に旧池川町建設組合6
社が設立。翌年、仁淀川町（旧池川町）の資本が加わり
第三セクターとして運営されている企業である。
　惣菜宅配業者向けカット野菜の販売からスタート。そ
の後、販路を量販店等にシフトさせ、現在は四国島内全
域のスーパーマーケットや東京・横浜に販路を広げてい
る。カット野菜以外にも、自社商品（全粒粉の豆腐）の開
発・製造販売、仁淀川町の特産品の域外販売を行って
いる。カット野菜の洗浄や豆腐等に使用する「仁淀川の
良質な水」が影響していると考えられるが、同社の製品
は、味がよく品質の保持期間が長いと評判が高い。
　仁淀川町は2005年8月、池川町、吾川村、仁淀村の3
町村が合併した町で人口6,851人（平成23年1月現
在）の山あいの町である。同社は設立9年目であるが、従
業員数は48名（パート含）、売上高は3億円2千万円で
あり、地域の基幹企業に成長。正社員の平均年齢は20
代、若さと活気のある企業である。

2. 株式会社フードプランの概要

3. 池川茶業組合との連携事業

4. 今後の展開

5.まとめ

1. はじめに

3.1 池川茶業組合との連携事業の経緯と目的
　フードプランのある仁淀川町池川地区（旧池川町）は
お茶が主要な作物として栽培されてきた。温暖多湿で昼
夜の寒暖差がはげしい仁淀川の上流域にあり、霧が発
生しやすい。これが自然の覆いとなり、品質の高いお茶
ができる。また、日の出が遅く日没の早い山あいの急傾
斜地で育つため、苦味が少なく味わい豊かな良品質の
お茶となる。
　高知県産のお茶は、煎が効く（2煎目、3煎目まで美味
しく飲める）ため、お茶のベースに向いており、以前は静
岡茶に合組（ブレンド）されてきた。2007年、JAS法の
産地表示対象品目に緑茶飲料が追加されたことによ
り、静岡産で販売しているお茶に高知産を合組すること
ができなくなり、市場取引価格は急落。一時期生産者収

入は十分の一程度に減少した。　
　そのようななか、収益確保・他の茶農家と差別化を図
るため上質茶を生産し、「池川一番茶」ブランドの知名
度を上げるべく、量販店の店頭等で直接販売を開始し
た。2008年よりフードプランが開発・販路支援を行って
いる。

3.2 池川茶業組合の取り組み
　池川茶業組合は、平成5年池川地区の製茶農家の有
志が設立。現在、6軒の製茶農家で運営されている。減
農薬の“旨い茶”の生産を目指し研究用の茶園を持つな
ど、積極的に研究を重ねてきた。2001年、2002年、
2004年と高知県茶品評会において、農林水産大臣賞
を連年受賞、また2008年には関西茶品評会において
農林水産大臣賞を受賞。品質の高さが評価されている。
　茶葉の品質向上、安定化を図るため、肥料等の統一
や技術の共有化を行うなど、様々な取り組みを行ってい
る。品質レベルの維持向上には厳しく、いわゆる「目隠し
検査」を自分たちで行っている。各農家が茶葉を収穫し
て工場に受け入れる際には、誰のお茶であるか分からな
いように、お茶に「番号」を付し、そのお茶を全員で評価、
等級付けを行う。等級に従い分配額を決めており、上位
と下位の金額の差は50％も違うことがあるくらい、組合
のなかでの審査は厳しい。品質レベル、組合員の意欲と
もに非常に高い。

3.3 連携事業
　お茶を楽しむ文化が薄れている若い人たちにもお茶
を飲んでもらおうと、①店頭での試飲販売、②お茶を使
ったプリン等の開発を行っている。

①店頭での試飲販売
　池川茶業組合とフードプランが連携して、県内の百貨
店やスーパーマーケットで試飲販売を行っている。試飲
と一緒にお茶の入れ方指導・飲み方提案などを行って

きたことで、直近では1日30万円販売できるまでになっ
た。価格の高い1番茶がよく売れている。以前は同社が
必ず同行していたが、最近では単独でも店頭に立つよ
うになるなど、積極的に営業活動をしている。

②お茶を使ったプリン等の開発
　「お茶を使ったお菓子と一緒にお茶を販売していく」
という方針のもと、現在、お茶のプリン（２種：ほうじ茶・
緑茶）を開発中である。試作段階であるが、評判は
上々。レシピ開発・製造は、県内の洋菓子店コンセルト
の指導を得て、池川茶業組合を中心とした茶農家の婦
人部が行っている。

　池川茶業組合との連携に止まらず、仁淀川町の地域
振興に繋がるビジネス展開を図る。これまでも仁淀川
町産の味噌やコンニャクなど、地元の商品の販売支援
を行ってきたが、今後は地元での野菜生産、地元の子
供たちの食育も行っていきたいと考えている。

・野菜の地元調達の仕組みづくり
　フードプランの中核事業である野菜カット事業は、そ
の原材料の90％が県外調達である。今後は農業法人
を設立し、地元を巻き込んだかたちで、できる限り県内
調達に切り替えていきたい。具体的な仕組みは、地元
の高齢者の方たちの収入に繋がるよう、高齢者の方に
負担の少ない軽量野菜（例：ネギ）を生産してもらうこ
とを考えている。加工品なので大きさや形状は問わな
いし、集荷はフードプランが行い一定の価格で買い取
る、という条件を整え、高齢者の方に意欲を持って取り
組んでいただき、1日100㎏～150㎏（ネギの当社需要
量）の年間総量を賄えるまで持っていきたい。

　山あいの人口の少ない町に、若く新しい感覚の企業
が新風を吹き込んでいる。生産中心の地域に、営業や
マーケティングに強い若い人たちが入ってきたことで、
不利だとされてきた数々のことが、「強さ」に変わろうと
している。
　「水」や「茶」など、環境を背景にした恵まれた地域資
源を活かした地域ブランドの確立が期待される。

【お問い合わせ】
株式会社フードプラン
高知県吾川郡仁淀川町土居乙199-1
一ノ谷総合開発団地　 TEL 0889-20-2442

・食育
　食に対する消費者の正しい理解と生産者利益の向
上を目的に、「仁淀川町を食育の地域」にすべく、取り組
んでいく。
　これまで産地は量販店が育ててきたが、消費者が育
てる方向に変化している。産地保護には、消費者の食や
産地に対する正しい理解が求められ、そのための「食
育」が必要である。これまで一次産品の評価は、「きれ
いか、きれいでないか」で分けられてきたが、本来は「美
味しいか、美味しくないか」である。食べることとは何
か、野菜一つを誰がどうやって作っているかなど、「消費
者の食や産地に対する正しい理解」を進める第一歩と
して、従業員と地域の子供の食育に取り組む。さらに地
域の若いお母さん方が働ける育児施設も併設したい。
当社のコンセプトを消費者が応援してくれる企業、地域
をリードしていく企業を目指す。

（株）フードプラン　代表取締役社長　森下由朗氏 開発中のプリン 池川茶業組合の皆さん
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環境に配慮したテトラパック仕様の高知県産グァバ茶の商品開発について
株式会社八千代の取り組み

　化粧品開発メーカーである株式会社八千代（以下、
八千代）では、新たな取り組みとして、環境に配慮したテ
トラパック仕様の高知県産グァバ茶の商品開発を行っ
た。その取り組みに関し、2010年10月29日に八千代を
訪れ、代表取締役　西川規代氏にお話を伺った。

　1999年8月、エステサロン及び化粧品の卸販売を行
う有限会社アフロディアを設立。他社メーカーの化粧品
の総代理店となり、全国のエステサロンに商品を卸し、
順調に経営成績を上げていった。その後、経営理念の相
違により他社仕入の基礎化粧品を撤廃。自社製品を開
発するため、2005年11月に八千代を設立した。ターゲ
ットは、エステサロンに通う30歳代から50歳代の女性
であり、加齢による肌の老化「しみ・しわ・たるみ」に悩む
女性である。
　4年が過ぎ、ひと通り化粧品のアイテムが揃ったところ
で、次の展開として、今度は「女性を内側から美しくする
商品」に取り組みたいと考えていたときに出会ったのが
「グァバ茶」である。

2. 株式会社八千代の概要

3.グァバ茶の開発

4. 今後の方向性

5.まとめ1. はじめに

3.1 開発の経緯
　「身体の内側から美しくなるもの」として、エステ業界
で「ハーブティ」が流通していたことから、同社もハーブ
ティを作ろうと情報収集したところ、材料がすべて海外
産で安全性に不安があったことから断念。そんなとき、
エステサロンのお客様が飲用していたグァバ茶の効果と
入手先を知る。調べてみると、グァバ茶は、美容効果が
高くデトックス効果がすぐれている、肌によいと評判も

高い。すぐに、入手先である地元の農薬不使用グァバ葉
の栽培農家「藤村グァバ園」を紹介してもらい、商品開
発が始まった。

3.2 グァバ茶の開発
　グァバ茶の話を聞き、葉を入手したのが2009年12月。
2010年の1月から3月までは、ターゲットの絞り込み等を
行いながら、味の研究などを行った。ある程度かたちとな
ったところで、高知女子大学で食品を専門としている教
授からグァバ葉ポリフェノール値の分析等の協力を得、4
月頃から商品化に向けた本格的な開発に入った。
　八千代の強みは全国のエステサロンへの「販売網」で
ある。ターゲットは、エステサロンを利用するお客様、
「30歳代から50歳代の女性、仕事を持ち金銭的にもあ
る程度余裕のある女性、かつ都会の一人暮らしの女性」
であり、彼女たちに向けた商品開発が必要である。
　地元での一般的な飲み方は、グァバ茶も番茶と同じ
で、やかんに茶葉を入れ煮詰めたものを飲むという方法
である。八千代がターゲットとする「都会の一人暮らし
の女性」には、量・飲み方ともにそぐわない。一杯分の量
をティーカップに注ぎ飲む、なおかつ、安心安全、エコロ
ジー製品を好む人たちである。なにより、いくら身体に良
くても味が悪いと飲んでもらえない。「おいしくて、体によ
いもの」をコンセプトに、一番に「飲みやすい味」を条件
に開発を進めた。
　生葉を利用すると、ティーバッグ利用の場合、抽出し
たときに青臭い草のにおいが残るため、独自の加工を施
し、味を良くするよう努めた。ティーバッグは、環境に配
慮したソイロンというとうもろこしのデンプンから繊維
化した素材を使用。ティーバッグに入れるグァバ茶の量
を決めるのも、グラム数を少しずつ変え、微妙な味の違
いに注意をはらい、最適なグラム数を決めた。
 
3.3  連携の成功要因、効果
　グァバ葉ポリフェノール値の試験研究で協力を得た
高知女子大学の教授は、同社が会員である高知県中小
企業家同友会「高知らしい食品研究会」を通じ面識があ
った方である。
　また同社は、高知県が主催する「高知県成長分野育成
支援研究会・食品産業研究会」の会員であり、今後、研究
会の会員とグァバ加工品の共同研究も実施していく予定
である。研究会を通じた他社との交流により、同社の商品
開発に広がりをもたせている。
　また、従業員を高知大学の土佐フードビジネスクリエー
ター養成コースに派遣し、商品開発やマーケティング等の
基礎知識の習得に努めるとともに、東京で開催された展示

会に出展し官能試験も行った。
　食品の専門企業でもなく、まったく新しい分野への
挑戦であり、分からないことや新規の取引が多い。自社
だけでは信用力は弱いが、人や団体の仲介があり、商
品開発がスムーズに進められたことが、成功要因の一
つといえる。

3.4 課題
　高知県内でグァバ葉を栽培しているのは、藤村グァバ
園と大方生華園の2軒だけであり、年間生産量はわず
かである。そのうち、大方生華園は自園商品として、地
元客向けのグァバ茶やグァバジュースを積極的に展開
している。また、地元酒造メーカーへの果実の提供も行
っており、グァバ酒の開発も行われている。県内での生
産確保を考えると、継続的に安定供給ができる体制が
整っているとは言い難い。自社農園を持つことも含め、
茶葉の確保に向けた取り組みが今後の課題である。

　本業の化粧品業界は成熟市場であり、製品のライフ
サイクルは短く新商品が次から次に投入されている。ま
た新しい商品に目移りし易い商品特性であることから
新規参入も多く、競争の激しい業界である。幸い同社
は、全国のエステサロンや美容室と取引がある。その販
売網を活かし、顧客単価の増大、収益向上を図ってい
きたいと考えており、グァバ茶を足掛かりに「化粧品以
外の商品アイテム」を増やしていく。
　「身体の内側から女性を美しくするもの」として、まず
取り組んだのが、グァバ茶である。機能性を備えており、
なおかつ地域の素材である。地域に対する愛着から
「県産グァバ茶」の知名度アップを図りたいことも目的
の一つであった。今回、商品開発を行うなかで、協力し
ていただいた食品関係の研究者や食品加工業者との
繋がりができ、さらに次の商品開発のアイデアも芽生
えつつある。新たな地域連携により、商品開発が行われ
ることと思われる。
　また、グァバ茶の生産量の確保に向けては、自社農
園の開設も検討している。社長の生涯の夢は「障害を
持っている人と健常者が一緒に働ける職場をつくるこ
と」。農園を作った暁には、障害者に参加してもらえる
環境を作りたいと考えている。社長のご主人は、特別支
援学級・学校に勤務しており、卒業生との関わりもあ
る。ご主人には定年後事業に加わってもらい、いっしょ
に取り組んでいきたいと考えている。
 

　新分野進出における成功要因の一つには、進出の際、
思いつきではなく、どういう分野で商売をしていくのか、
明確な絵を描いたうえで商品開発に取り組んだことが
挙げられる。グァバ茶を足掛かりに、商品アイテムの増加
が図られることで、さらなる飛躍が期待される。
　さらに、西川社長の行動力とアイデアを商品にする
までのスピードが大きな力になっている。行動力に起因
すると思われるが、県主催の勉強会の活用や、研究機
関、自身の新旧ネットワークの活用など、すべてが有効
に商品づくりに機能しているように感じた。
　グァバ茶（商品名：ピンクグァバティージュジュとい
う）の売上の3％は、NPO法人乳房健康研究会への寄
付を通じ、ピンクリボン運動に活用されることになって
おり、社会貢献を意識した活動も興味深い。

【お問い合わせ】
株式会社八千代
高知県高知市杉井流 16-27 フレンドフォーD　
TEL 088-861-4388
 

開発したグァバ茶「ピンクグァババティージュジュ」
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環境に配慮したテトラパック仕様の高知県産グァバ茶の商品開発について
株式会社八千代の取り組み

　化粧品開発メーカーである株式会社八千代（以下、
八千代）では、新たな取り組みとして、環境に配慮したテ
トラパック仕様の高知県産グァバ茶の商品開発を行っ
た。その取り組みに関し、2010年10月29日に八千代を
訪れ、代表取締役　西川規代氏にお話を伺った。

　1999年8月、エステサロン及び化粧品の卸販売を行
う有限会社アフロディアを設立。他社メーカーの化粧品
の総代理店となり、全国のエステサロンに商品を卸し、
順調に経営成績を上げていった。その後、経営理念の相
違により他社仕入の基礎化粧品を撤廃。自社製品を開
発するため、2005年11月に八千代を設立した。ターゲ
ットは、エステサロンに通う30歳代から50歳代の女性
であり、加齢による肌の老化「しみ・しわ・たるみ」に悩む
女性である。
　4年が過ぎ、ひと通り化粧品のアイテムが揃ったところ
で、次の展開として、今度は「女性を内側から美しくする
商品」に取り組みたいと考えていたときに出会ったのが
「グァバ茶」である。

2. 株式会社八千代の概要

3.グァバ茶の開発

4. 今後の方向性

5.まとめ1. はじめに

3.1 開発の経緯
　「身体の内側から美しくなるもの」として、エステ業界
で「ハーブティ」が流通していたことから、同社もハーブ
ティを作ろうと情報収集したところ、材料がすべて海外
産で安全性に不安があったことから断念。そんなとき、
エステサロンのお客様が飲用していたグァバ茶の効果と
入手先を知る。調べてみると、グァバ茶は、美容効果が
高くデトックス効果がすぐれている、肌によいと評判も

高い。すぐに、入手先である地元の農薬不使用グァバ葉
の栽培農家「藤村グァバ園」を紹介してもらい、商品開
発が始まった。

3.2 グァバ茶の開発
　グァバ茶の話を聞き、葉を入手したのが2009年12月。
2010年の1月から3月までは、ターゲットの絞り込み等を
行いながら、味の研究などを行った。ある程度かたちとな
ったところで、高知女子大学で食品を専門としている教
授からグァバ葉ポリフェノール値の分析等の協力を得、4
月頃から商品化に向けた本格的な開発に入った。
　八千代の強みは全国のエステサロンへの「販売網」で
ある。ターゲットは、エステサロンを利用するお客様、
「30歳代から50歳代の女性、仕事を持ち金銭的にもあ
る程度余裕のある女性、かつ都会の一人暮らしの女性」
であり、彼女たちに向けた商品開発が必要である。
　地元での一般的な飲み方は、グァバ茶も番茶と同じ
で、やかんに茶葉を入れ煮詰めたものを飲むという方法
である。八千代がターゲットとする「都会の一人暮らし
の女性」には、量・飲み方ともにそぐわない。一杯分の量
をティーカップに注ぎ飲む、なおかつ、安心安全、エコロ
ジー製品を好む人たちである。なにより、いくら身体に良
くても味が悪いと飲んでもらえない。「おいしくて、体によ
いもの」をコンセプトに、一番に「飲みやすい味」を条件
に開発を進めた。
　生葉を利用すると、ティーバッグ利用の場合、抽出し
たときに青臭い草のにおいが残るため、独自の加工を施
し、味を良くするよう努めた。ティーバッグは、環境に配
慮したソイロンというとうもろこしのデンプンから繊維
化した素材を使用。ティーバッグに入れるグァバ茶の量
を決めるのも、グラム数を少しずつ変え、微妙な味の違
いに注意をはらい、最適なグラム数を決めた。
 
3.3  連携の成功要因、効果
　グァバ葉ポリフェノール値の試験研究で協力を得た
高知女子大学の教授は、同社が会員である高知県中小
企業家同友会「高知らしい食品研究会」を通じ面識があ
った方である。
　また同社は、高知県が主催する「高知県成長分野育成
支援研究会・食品産業研究会」の会員であり、今後、研究
会の会員とグァバ加工品の共同研究も実施していく予定
である。研究会を通じた他社との交流により、同社の商品
開発に広がりをもたせている。
　また、従業員を高知大学の土佐フードビジネスクリエー
ター養成コースに派遣し、商品開発やマーケティング等の
基礎知識の習得に努めるとともに、東京で開催された展示

会に出展し官能試験も行った。
　食品の専門企業でもなく、まったく新しい分野への
挑戦であり、分からないことや新規の取引が多い。自社
だけでは信用力は弱いが、人や団体の仲介があり、商
品開発がスムーズに進められたことが、成功要因の一
つといえる。

3.4 課題
　高知県内でグァバ葉を栽培しているのは、藤村グァバ
園と大方生華園の2軒だけであり、年間生産量はわず
かである。そのうち、大方生華園は自園商品として、地
元客向けのグァバ茶やグァバジュースを積極的に展開
している。また、地元酒造メーカーへの果実の提供も行
っており、グァバ酒の開発も行われている。県内での生
産確保を考えると、継続的に安定供給ができる体制が
整っているとは言い難い。自社農園を持つことも含め、
茶葉の確保に向けた取り組みが今後の課題である。

　本業の化粧品業界は成熟市場であり、製品のライフ
サイクルは短く新商品が次から次に投入されている。ま
た新しい商品に目移りし易い商品特性であることから
新規参入も多く、競争の激しい業界である。幸い同社
は、全国のエステサロンや美容室と取引がある。その販
売網を活かし、顧客単価の増大、収益向上を図ってい
きたいと考えており、グァバ茶を足掛かりに「化粧品以
外の商品アイテム」を増やしていく。
　「身体の内側から女性を美しくするもの」として、まず
取り組んだのが、グァバ茶である。機能性を備えており、
なおかつ地域の素材である。地域に対する愛着から
「県産グァバ茶」の知名度アップを図りたいことも目的
の一つであった。今回、商品開発を行うなかで、協力し
ていただいた食品関係の研究者や食品加工業者との
繋がりができ、さらに次の商品開発のアイデアも芽生
えつつある。新たな地域連携により、商品開発が行われ
ることと思われる。
　また、グァバ茶の生産量の確保に向けては、自社農
園の開設も検討している。社長の生涯の夢は「障害を
持っている人と健常者が一緒に働ける職場をつくるこ
と」。農園を作った暁には、障害者に参加してもらえる
環境を作りたいと考えている。社長のご主人は、特別支
援学級・学校に勤務しており、卒業生との関わりもあ
る。ご主人には定年後事業に加わってもらい、いっしょ
に取り組んでいきたいと考えている。
 

　新分野進出における成功要因の一つには、進出の際、
思いつきではなく、どういう分野で商売をしていくのか、
明確な絵を描いたうえで商品開発に取り組んだことが
挙げられる。グァバ茶を足掛かりに、商品アイテムの増加
が図られることで、さらなる飛躍が期待される。
　さらに、西川社長の行動力とアイデアを商品にする
までのスピードが大きな力になっている。行動力に起因
すると思われるが、県主催の勉強会の活用や、研究機
関、自身の新旧ネットワークの活用など、すべてが有効
に商品づくりに機能しているように感じた。
　グァバ茶（商品名：ピンクグァバティージュジュとい
う）の売上の3％は、NPO法人乳房健康研究会への寄
付を通じ、ピンクリボン運動に活用されることになって
おり、社会貢献を意識した活動も興味深い。

【お問い合わせ】
株式会社八千代
高知県高知市杉井流 16-27 フレンドフォーD　
TEL 088-861-4388
 

開発したグァバ茶「ピンクグァババティージュジュ」

農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例 資料1
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資料編　事例-8

高知県の食品加工企業の連携と新商品開発を牽引するハブ的企業
株式会社アミノエースの取り組み

　新商品の企画販売を行う株式会社アミノエース（以
下、アミノエース）は、設立わずか4年で約30アイテムの
新商品を開発。高知県食品工業団地事業協同組合（以
下、食品団地）の組合員企業を中心に、企業と企業を結
びつけ、次々に新たな商品を生み出している。その取り
組み等に関し、2010年11月11日にアミノエースを訪
れ、代表取締役　吉野和守氏にお話を伺った。

　アミノエースは、2006年7月、食品団地の組合員企業
を中心とするメンバーが集まって、新商品の企画販売を
行うことを目的に設立された企業である。
　母体である食品団地は、1964年設立された全国で
第一号の食品工業団地であり、異業種の食品製造業が
18社集まっている。
　アミノエース設立の背景には、県内市場の縮小に対す
る危機感があった。今から約15年前、交通インフラが整
備されるに伴い、県内に県外の商品がどんどん流入し始
めた。将来的には商品開発を行い県外の市場を求めて
いかざるを得ない市場環境を予測し、食品団地内で商
品開発を進めていくこととした。その後、徐々に取り組み
が本格化し、食品団地内の企業からの要望により、新商
品の企画販売を組合事務局が中心となり、組合事業と
して取り組むようになった。2006年には食品団地の(株
)高知食鶏加工が、外部の食品加工業者である(株)アピ
タ、まるほ食品(株)と連携して鶏ガラスープを開発し、経
済産業省の新連携事業認定を受けた。この外部企業と
の連携が契機となり、販売機能を併せ持つ企画会社ア
ミノエースが設立された。

2. 株式会社アミノエースの概要

3.ハブ機能としてのアミノエースの取り組み

1. はじめに

3.1 アミノエースの役割
　食品団地では、毎月１回定例会を開催している。この
会は、事業に役立つ情報の提供、交流を深めることを目
的に事務局が企画している。商品開発のアイデアや案件
が内外から持ち込まれ、商談や連携のきっかけの場に
なっている。商品開発は、団地内の企業によるものが中心
であるが、外部からの案件も受け入れている。外部案件
は基本的には、行政から依頼があったものが優先されて
おり、規格外商品や残滓の有効活用、商品化後の販路支
援などである。定例会で話し合われた案件を事業化する
段階で、アミノエースが入り事業としての企業連携が始ま
る。定例会はアイデア出しの場となっている。
　アミノエースは、テーマに沿った企業を選定し自社を
含む連携体をつくる。企業連携の調整機能であり、場合
によっては販売を担うこともある。
　中小零細企業が独自で商品開発するのには限界があ
るが、企業連携によって、１社だけではできない特徴の
ある商品を作りだしていくことができる。アミノエース
は、そこに軸足において業務に取り組んでいる。

3.2 具体的な開発例
　現在「ショウガポン酢」と「鍋用スープ」を開発している。
高知県はショウガの日本一の産地である。会員企業の
ショウガ加工会社では「ショウガの規格外商品等の有効
活用」がテーマとなっていた。そこで、高知県産のショウガ
に、高知県の地鶏の鶏ガラスープを隠し味に使い、さらに
高知県産の実生の柚子を使った特徴ある商品を考えた。
「鍋用スープ」はこれまで中小企業があまりやってこな
かった開発への挑戦である。鶏ガラを確保する(株)高知
食鶏加工、スープを作る設備を持つ(株)アピタ、レトルト
装置を持つ(株)高南食品、販売ルートを持つだるま味噌
(株)、4社の連携で進めている。当初はアミノエースが
コーディネートしてスタートさせた事業であるが、今はあ
まり介入することなく商品づくりが進んでいる。いつの間
にか、企業どうしで商品開発が行われるようになった。

 3.3  連携の成功要因、効果
・「テーマ」ありきの商品づくり
　アミノエースは商品開発を行う際、必ず先に「テーマ」
を決めている。テーマに沿った商品開発に合う企業に集
まってもらい、最終段階でさらに企業を絞っていく。何か
やろうではうまくいかない。また少人数になりすぎるとう
まくいかない。

・収益分配の仕組み
　販売した商品の収入分配はもめ事につながる。連携
を組んだ企業には、責任をもって売れる商品作りに取り
組んでもらう必要がある。アミノエースがコーディネート
する連携体では、川上から川下への流れのなかで、次の
企業にバトンタッチする際に、自社がつくった付加価値
額を回収している。完成品が売れないことには自社の付
加価値回収に繋がらないので、連携した企業は完成品
が売れるよう努力をする。収益分配の機能を連携体の
なかに確立させておくことが重要である。

・グレーゾーンをアミノエースが担う
　商品は各企業が複合的に連携して出来上がる。仕上
がり具合によって、どこが販売元になるのがいいか、ぼや
ける場合がある。そのときにアミノエースが販売を担う。

・利害関係がない
　吉野社長は、もともと食品団地の職員として長期にわ
たり事務局を担ってきた人物である。企業対企業の利
害関係がない吉野社長がアミノエースの代表となり企
業と企業を結びつけ、事業体のハブ機能を果たしてきた
ことが企業連携が有効に機能した大きな要因と考えら
れる。

・販路を持つ
　アミノエースを含めた食品団地として販路を捉える
と、ほとんどの問屋・小売店との取引がある。全国レベル
でいえば、他県においても盛んに商品開発が進められて
おり売場獲得の競争は激しいが、団地全体の企業が有
する販路が活用できることは大きな力である。
　県外からの出店依頼も有効に働くケースがある。食品
団地は、外部から、食品加工業者の集まりという認知が
ある。急ぎの案件等、直接の依頼もある。フェア等を開催
する場合、通例バイヤーは多数の企業に参加してもらう
ために、県を通じた募集を行うが、県は公募をするため
決まるまでに時間がかかる。急ぎの案件等、食品団地の
機能が有効に働く場合がある。

3.4 課題
・設備投資と最終製品づくり
　最終製品の加工設備を有する企業が少ない。県内で
は、柚子の搾汁ラインがJA等に設置されるまでになっ
た。しかしながら、一般消費者は柚子を搾ったものは買
わない。果汁どまりでは県外の大手に一次加工を行っ
た原料として流れていくに過ぎない。最終製品を作る企
業の充実が図られてはじめて、高知県が大きな産地と
なる。
　高知県はこれまで、地元で作って地元で売る地産地消
型の工場しかなかった。地産外商型でできあがった食品
業界でない。時代が変化し、今は地産外商が求められて
いる。転換を図るには体力がない。品質管理等、時代が
求める工場になっていないがために、取引を逸している
ケースが非常に多く、操業しながら近代的な工場にいか
に変えていけるかが課題である。食品は地産地消型のも
のづくりと製造消費を行ってきた高知県。素材には恵ま
れているが、工場が要件を満たしていない。
　アミノエースからみた、今いちばん県内に求められる
加工は「農産品のカット工場」である。高知県の原材料
を使い高知県ブランドでギフト商品を作っている例が
あるが、県内で素材調達を行い、素材のまま県外に送り
県外で商品に仕上げる。原材料の生産、保管までが高
知で、その後はすべて県外。ミキシング、カットさえも県
外に出さないとできないような体制である。

・全国区、海外に通用する商品の開発
　商品化までは比較的容易にできる。展示会出展もで
きるようになった。これからは、対消費者や地域の声を
市場調査する段階である。実際の売場へ出ていくこと。
本来の商流、物流のなかで、将来性を含んだ商品力の
見極めや優先順位は、直接売場でつかむことのできる
情報であり、力を入れていくところであると考えている。

　鶏ガラスープが注目され、その後展示会や商談会へ参
加する機会が増加した。また鶏ガラスープの発展系とし
てペットフードの開発や他の異業種連携による新商品
開発が続き、現在に至っている。
　株主は現在29名、食品の異業種が構成員である。設
立当初から食品団地の理事長であった吉野氏が代表取
締役を兼務している。

（株）アミノエース　代表取締役社長　吉野　和守氏
手にしているのは現在開発中の「ショウガポン酢」

連携体によって開発された
「柚子の風　極・実生の柚子」

連携体によって開発された
「ミレーとケンピのペアパック」

資料編

農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例 資料1
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資料編　事例-8

高知県の食品加工企業の連携と新商品開発を牽引するハブ的企業
株式会社アミノエースの取り組み

　新商品の企画販売を行う株式会社アミノエース（以
下、アミノエース）は、設立わずか4年で約30アイテムの
新商品を開発。高知県食品工業団地事業協同組合（以
下、食品団地）の組合員企業を中心に、企業と企業を結
びつけ、次々に新たな商品を生み出している。その取り
組み等に関し、2010年11月11日にアミノエースを訪
れ、代表取締役　吉野和守氏にお話を伺った。

　アミノエースは、2006年7月、食品団地の組合員企業
を中心とするメンバーが集まって、新商品の企画販売を
行うことを目的に設立された企業である。
　母体である食品団地は、1964年設立された全国で
第一号の食品工業団地であり、異業種の食品製造業が
18社集まっている。
　アミノエース設立の背景には、県内市場の縮小に対す
る危機感があった。今から約15年前、交通インフラが整
備されるに伴い、県内に県外の商品がどんどん流入し始
めた。将来的には商品開発を行い県外の市場を求めて
いかざるを得ない市場環境を予測し、食品団地内で商
品開発を進めていくこととした。その後、徐々に取り組み
が本格化し、食品団地内の企業からの要望により、新商
品の企画販売を組合事務局が中心となり、組合事業と
して取り組むようになった。2006年には食品団地の(株
)高知食鶏加工が、外部の食品加工業者である(株)アピ
タ、まるほ食品(株)と連携して鶏ガラスープを開発し、経
済産業省の新連携事業認定を受けた。この外部企業と
の連携が契機となり、販売機能を併せ持つ企画会社ア
ミノエースが設立された。

2. 株式会社アミノエースの概要

3.ハブ機能としてのアミノエースの取り組み

1. はじめに

3.1 アミノエースの役割
　食品団地では、毎月１回定例会を開催している。この
会は、事業に役立つ情報の提供、交流を深めることを目
的に事務局が企画している。商品開発のアイデアや案件
が内外から持ち込まれ、商談や連携のきっかけの場に
なっている。商品開発は、団地内の企業によるものが中心
であるが、外部からの案件も受け入れている。外部案件
は基本的には、行政から依頼があったものが優先されて
おり、規格外商品や残滓の有効活用、商品化後の販路支
援などである。定例会で話し合われた案件を事業化する
段階で、アミノエースが入り事業としての企業連携が始ま
る。定例会はアイデア出しの場となっている。
　アミノエースは、テーマに沿った企業を選定し自社を
含む連携体をつくる。企業連携の調整機能であり、場合
によっては販売を担うこともある。
　中小零細企業が独自で商品開発するのには限界があ
るが、企業連携によって、１社だけではできない特徴の
ある商品を作りだしていくことができる。アミノエース
は、そこに軸足において業務に取り組んでいる。

3.2 具体的な開発例
　現在「ショウガポン酢」と「鍋用スープ」を開発している。
高知県はショウガの日本一の産地である。会員企業の
ショウガ加工会社では「ショウガの規格外商品等の有効
活用」がテーマとなっていた。そこで、高知県産のショウガ
に、高知県の地鶏の鶏ガラスープを隠し味に使い、さらに
高知県産の実生の柚子を使った特徴ある商品を考えた。
「鍋用スープ」はこれまで中小企業があまりやってこな
かった開発への挑戦である。鶏ガラを確保する(株)高知
食鶏加工、スープを作る設備を持つ(株)アピタ、レトルト
装置を持つ(株)高南食品、販売ルートを持つだるま味噌
(株)、4社の連携で進めている。当初はアミノエースが
コーディネートしてスタートさせた事業であるが、今はあ
まり介入することなく商品づくりが進んでいる。いつの間
にか、企業どうしで商品開発が行われるようになった。

 3.3  連携の成功要因、効果
・「テーマ」ありきの商品づくり
　アミノエースは商品開発を行う際、必ず先に「テーマ」
を決めている。テーマに沿った商品開発に合う企業に集
まってもらい、最終段階でさらに企業を絞っていく。何か
やろうではうまくいかない。また少人数になりすぎるとう
まくいかない。

・収益分配の仕組み
　販売した商品の収入分配はもめ事につながる。連携
を組んだ企業には、責任をもって売れる商品作りに取り
組んでもらう必要がある。アミノエースがコーディネート
する連携体では、川上から川下への流れのなかで、次の
企業にバトンタッチする際に、自社がつくった付加価値
額を回収している。完成品が売れないことには自社の付
加価値回収に繋がらないので、連携した企業は完成品
が売れるよう努力をする。収益分配の機能を連携体の
なかに確立させておくことが重要である。

・グレーゾーンをアミノエースが担う
　商品は各企業が複合的に連携して出来上がる。仕上
がり具合によって、どこが販売元になるのがいいか、ぼや
ける場合がある。そのときにアミノエースが販売を担う。

・利害関係がない
　吉野社長は、もともと食品団地の職員として長期にわ
たり事務局を担ってきた人物である。企業対企業の利
害関係がない吉野社長がアミノエースの代表となり企
業と企業を結びつけ、事業体のハブ機能を果たしてきた
ことが企業連携が有効に機能した大きな要因と考えら
れる。

・販路を持つ
　アミノエースを含めた食品団地として販路を捉える
と、ほとんどの問屋・小売店との取引がある。全国レベル
でいえば、他県においても盛んに商品開発が進められて
おり売場獲得の競争は激しいが、団地全体の企業が有
する販路が活用できることは大きな力である。
　県外からの出店依頼も有効に働くケースがある。食品
団地は、外部から、食品加工業者の集まりという認知が
ある。急ぎの案件等、直接の依頼もある。フェア等を開催
する場合、通例バイヤーは多数の企業に参加してもらう
ために、県を通じた募集を行うが、県は公募をするため
決まるまでに時間がかかる。急ぎの案件等、食品団地の
機能が有効に働く場合がある。

3.4 課題
・設備投資と最終製品づくり
　最終製品の加工設備を有する企業が少ない。県内で
は、柚子の搾汁ラインがJA等に設置されるまでになっ
た。しかしながら、一般消費者は柚子を搾ったものは買
わない。果汁どまりでは県外の大手に一次加工を行っ
た原料として流れていくに過ぎない。最終製品を作る企
業の充実が図られてはじめて、高知県が大きな産地と
なる。
　高知県はこれまで、地元で作って地元で売る地産地消
型の工場しかなかった。地産外商型でできあがった食品
業界でない。時代が変化し、今は地産外商が求められて
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（株）アミノエース　代表取締役社長　吉野　和守氏
手にしているのは現在開発中の「ショウガポン酢」

連携体によって開発された
「柚子の風　極・実生の柚子」

連携体によって開発された
「ミレーとケンピのペアパック」

資料編

農商工連携・6次産業化を目指した具体的事例 資料1
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株式会社アミノエースの取り組み

4. 今後の方向性

5.まとめ

　全国区、海外に通用する商品を作っていくことに的
を絞っている。全国区、海外でみて特徴のある商品を作
るためには、「商材探し」と「県内での組み合わせ」がポ
イントとなる。
　強い商品力、特徴のある商品を作っていくためには、
特徴のある商材探しからである。今後は、特徴のある原
材料の掘り起こしと栽培量の拡大支援を行っていく。
　2011年は、四万十栗と実生の柚子の生産拡大に向
けて、大がかりに取り組む予定である。栗も柚子も特徴
のある良品であるが、栽培量が極めて少ない。実生の
柚子が収穫できるまでには約20年を有するが、将来を
見据えて栽培事業に取り組む。
　高知県は、生産をビジネスと捉えて大規模に行う人
が少ない。企業として、農産物を栽培していこうとして
いる人を育てていきたい。原材料の生産が大規模にな
ってくると、それを使った加工品が求められるようにな
り、アミノエースをはじめとした加工業者の仕事に必ず
繋がる。今は、栽培量を増やすことを支援していきたい
と考えている。

　ここが食品団地であり、１社だけではなく業界として
課題解決に取り組んできた背景やムードが、現在のア
ミノエースの活動に繋がっていると感じた。アミノエー
スの取り組みは、必ず先に「テーマ」があり、これは目の
前の問題解決というよりも、高知県食品加工産業の課
題解決や、商材の栽培を絡めた将来を見据えた取り組
みである。企業間の協力体制の素地があった食品団地
であったからこそ成功した企業連携であり、高知県の
将来を見据えた取り組みが行われていると感じた。
　また、食品団地の職員として利害関係のないところ
でずっと食品団地企業のために力を尽くしてきた吉野
社長がアミノエースの代表となり、企業連携をコーディ
ネートしてきたことも有効に機能した要因と思われた。

【お問い合わせ】
株式会社アミノエース
高知県高知市大津乙1902番地 3　
TEL 088-866-3010
 
 

資料編　事例-8

　新たな商品開発や技術開発を行う場合は、地域の研究機関や支援機関の技術シーズを活用するこ
とで、開発速度を上げることができます。高知県において、食品産業に関わる技術を持つ高知県工業技
術センターおよび高知大学の取り組み事例や技術シーズ、さらには土佐フードビジネスクリエーター
（ＦＢＣ）人材創出拠点について掲載しました。事業者の皆様には、地域が持っているこれらのシーズ等
を利活用し、効率的かつ効果的な商品化や事業化にお役立てください。また食品産業の中核となる、
生産、加工からマーケティングまでの専門的かつ包括的な知識を有する人材の育成については、土佐
FBCをご活用ください。

地域の研究機関および支援機関の技術シーズ紹介資料２

1.高知県工業技術センター

●魚肉エキスを利用した高齢者食の開発　　　　　　
　 凍結含浸法により形を保ったまま軟化させた食材を高齢者に提供するため、大量調理を行う現場で

の酵素処理条件を設定して冷蔵で流通可能な商品の開発。（有）アオイコーポレーションと共同開発。

●県産資源を用いた新規の食品及び素材の開発　　　　
　 高知県の魅力的な特産農産物を食品に加工し、県外への販路拡大を目指して新ショウガ、ナス、ミョウ

ガ、ピーマンの粉砕品を添加した調味料の開発。

図②-1　通常調理と軟化処理した煮物での堅さ比較
測定機器：テクスチャーアナライザーTA-TX21(Stable Microsystem社）。
堅さ測定条件：直径3mm円柱状プランジャー、圧縮速度10mm/s、圧縮率
70％。平均値±標準偏差で表示。
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香気成分分析により、ショウガ
臭（Zingiberene）よりもシトラ
ス臭（Citral、Geranial）が強調
された爽やかなすりおろし品で
あることが分かりました。

ナス、ミョウガ、ピーマンを利用した調味料です。
原材料のもつ特徴的な色彩を活かした製品です。

県特産品を活用した調味料
新ショウガ加工品
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図②-2　共同研究先企業の給食形態と開発食
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資料編 資料2地域の研究機関および支援機関の技術シーズ紹介

●新酵母AC95による吟醸酒の開発　　　　　　
　 吟醸酒の香味は、酵母が生成する酢酸イソアミルとカプロン酸エチルのどちらが多いかで決まる。

両方の香味特性を生成できるAC95株を開発し、新たな香味をもつ吟醸酒を商品化。

スジアオノリの成分分析及びスジアオノリに含まれるタンパク質を酵素加水分解し、得られたペプチドの機
能性を評価してスープの商品化を行った。同商品は高知県アンテナショップ「まるごと高知」でも販売。

●土佐湾沿岸地域における水産物の商品化　
　

●地域の農家と連携した新どくだみ酒の開発　
　 各種の基礎的な発酵試験を行い、大規模な仕込み試験により最適な発酵条件を見いだして、

現場での実地醸造により製品化。㈱食援隊と共同開発。　

図②-3　AC９５株のH21酒造年度の県内酒造場での醸造実績

表②-1　スジアオノリの一般成分（乾物重量％）

図②-4　ウルメイワシの水分含量 図②-5　ウルメイワシの脂肪含量
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どくだみ搾汁
（スクリュープレス機）

■四万十川産スジアオノリに加水分解ペプチドを添加したスープの開発

シラスの煮汁は、うまみ成分のグルタミン酸やイノシン酸を含有。

■土佐湾のうるめの季節による品質の変動

■シラスの煮汁を用いた調味料の開発
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資料編

マイクロ波精油抽出装置のフロー

【概　要】
柑橘類や樹木などのバイオ
マスを蒸留タンクに投入。
真空ポンプで蒸留タンク内
を減圧状態に保ち、マイク
ロ波でバイオマスを加熱。
加熱によって蒸発したバイ
オマス中の有用成分を冷
却凝縮器で液体に戻して、
回収タンクで捕集。

【特徴】
○減圧蒸留のため低温（ 40 ℃以下 ）での精油の抽出が可能。
○抽出時間が30～40分程度と、水蒸気蒸留法に対して大幅に短縮。抽出コストは水蒸気蒸留法の1/4
程度になる。
○抽出率は、ユズ0.5～0.8%、土佐ブンタン0.6～1.2%、小夏0.6～1.0%（収穫時期、搾汁果皮の保存
状態により抽出率は変動）。
○精油とともに香りが凝縮された芳香蒸留水も採れる。

ユズ等の柑橘類の高度加工を図るために、マイクロ波を使った電子レンジ方式の精油抽出装置を企業
と共同で開発した。兼松エンジニアリング㈱、JA馬路村と共同開発。

魚類の鮮度保持に応用されているスラリーアイス製造装置を用い、ブンタン果汁の呈味を強化するた
めの果汁の濃縮化を試みた。 ㈱泉井鐡工所、高知工科大学との共同研究。

マイクロ波発生装置

VP

タンク

撹拌装置

冷却装置

減圧装置

制御盤

凝縮器

精油回収タンク

蒸気＋精油

柑橘果皮

還流水

冷却水

エアー

精油取り出し

電子レンジ

関連：「ものづくりの地産地消」6次産業化の機械に県内大手参入～兼松エンジニアリング株式会社の取り組み～　→p42へ

資料2地域の研究機関および支援機関の技術シーズ紹介

●マイクロ波による精油（エッセンシャルオイル）抽出装置の開発　　　　
　

●スラリーアイス製造装置を用いたブンタン果汁の凍結濃縮

ラボスケール試作機

■ユズ精油の
　　成分分析結果

ベンチスケール試作機（ＪＡ馬路村）

市販品に比べてリナロ
ール（Linalool）が多く
含有し、フレッシュ感の
ある香りが感じられる。

■ブンタン果汁の凍結濃縮に対して有効あることが示唆された

高知工科大学と
㈱泉井鐡工所が共同開発

凍結濃縮装置

液果汁のフルクトース、グルコース、スクロース、クエン酸、総アスコルビン酸の各含量は100 mL当たり2.3 
g、2.0 g、4.9 g、1.9 g、39.5 mg、Brix値は11.1%。
HPLC分析に供した結果、糖類、クエン酸、総アスコルビン酸についても原液果汁に比べて約2倍の濃度を
示すことが判明。
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マイクロ波精油抽出装置のフロー

【概　要】
柑橘類や樹木などのバイオ
マスを蒸留タンクに投入。
真空ポンプで蒸留タンク内
を減圧状態に保ち、マイク
ロ波でバイオマスを加熱。
加熱によって蒸発したバイ
オマス中の有用成分を冷
却凝縮器で液体に戻して、
回収タンクで捕集。

【特徴】
○減圧蒸留のため低温（ 40 ℃以下 ）での精油の抽出が可能。
○抽出時間が30～40分程度と、水蒸気蒸留法に対して大幅に短縮。抽出コストは水蒸気蒸留法の1/4
程度になる。
○抽出率は、ユズ0.5～0.8%、土佐ブンタン0.6～1.2%、小夏0.6～1.0%（収穫時期、搾汁果皮の保存
状態により抽出率は変動）。
○精油とともに香りが凝縮された芳香蒸留水も採れる。

ユズ等の柑橘類の高度加工を図るために、マイクロ波を使った電子レンジ方式の精油抽出装置を企業
と共同で開発した。兼松エンジニアリング㈱、JA馬路村と共同開発。

魚類の鮮度保持に応用されているスラリーアイス製造装置を用い、ブンタン果汁の呈味を強化するた
めの果汁の濃縮化を試みた。 ㈱泉井鐡工所、高知工科大学との共同研究。
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●マイクロ波による精油（エッセンシャルオイル）抽出装置の開発　　　　
　

●スラリーアイス製造装置を用いたブンタン果汁の凍結濃縮

ラボスケール試作機

■ユズ精油の
　　成分分析結果

ベンチスケール試作機（ＪＡ馬路村）

市販品に比べてリナロ
ール（Linalool）が多く
含有し、フレッシュ感の
ある香りが感じられる。

■ブンタン果汁の凍結濃縮に対して有効あることが示唆された

高知工科大学と
㈱泉井鐡工所が共同開発

凍結濃縮装置

液果汁のフルクトース、グルコース、スクロース、クエン酸、総アスコルビン酸の各含量は100 mL当たり2.3 
g、2.0 g、4.9 g、1.9 g、39.5 mg、Brix値は11.1%。
HPLC分析に供した結果、糖類、クエン酸、総アスコルビン酸についても原液果汁に比べて約2倍の濃度を
示すことが判明。
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日本酒販売の低迷を打破するために、柑橘類や果実を素材（柚、新高梨、梅、グアバ、トマト・・・）として
各種のリキュールを開発。生産者と蔵元が連携して商品化。

資料2地域の研究機関および支援機関の技術シーズ紹介

●特産果実を用いた女性向け高級リキュールの開発　　　
　

Tomato de Happy

炭酸ガスの充填 炭酸飲料の充填機

振動ふるい機による果汁搾取企業と共同で開発した搾汁試験機 果実洗浄機

当センターの試験設備をフル活用。
生産者、蔵元が現場で一致協力して商品開発に取り組んでいます。

※

商品化されたリキュールの一例。
現在、14蔵元で20アイテム以上が商品化。
当センターでは特に雑菌汚染対策に取り組み、安全でおいしい商品開発をめざしました。　

※

充填機は当センターで開発。
技術移転し、県内の多くの企業で
使用されています。

※

「発泡性トマトリキュールの開発」　泡立ちの良さと泡の持続性が特徴
建設業から転身した生産農家と蔵元が連携

2.高知大学　国際・地域連携センター　

研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　尾形　凡生

熱帯果樹園芸学、暖地果樹園芸学、柑橘学、植物化学調節学

・熱帯・暖地性果樹における無核果実の作出と品質向上に関する研究 
・マンゴーをはじめとする熱帯果樹の施設栽培技術の開発・改良 
・接ぎ木による樹体成長制御メカニズムの解明 
・果樹栽培における成長調節物質利用技術の開発
・農薬類の樹体吸収メカニズムの解明と吸収性向上技術の開発 
・高知県、特に中山間地域における新規特産園芸作目の探索と栽培技術の開発

（共同研究できる課題）
果樹の栽培技術開発、生理活性物質の視点から見た果樹の成長生理機構の解明、
植物成長調節物質の園芸的利用、果樹園における農薬適用試験、など。
（主な業績や研究著書）
・軟Ｘ線照射花粉による土佐文旦の無核果作出
・接ぎ木結合部の組織形成プロセスの解明 
・ジベレリン生合成阻害剤による柑橘の着花誘導
・果実の辞典（共著）、2008、朝倉書店
・応用植物科学実験、2000、養賢堂

研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　島崎　一彦

花卉園芸学

・園芸植物の発育生理に関する研究 
・野生植物の人工繁殖に関する研究
・生体防御関連物質を利用した作物の生長促進に関する研究

（共同研究できる課題）
園芸作物の繁殖、野生植物の繁殖、アジアからの園芸作物の導入、
オーストラリアからの観賞植物の導入

カンキツマンゴー挿し木 種子形成 高品質果実
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日本酒販売の低迷を打破するために、柑橘類や果実を素材（柚、新高梨、梅、グアバ、トマト・・・）として
各種のリキュールを開発。生産者と蔵元が連携して商品化。

資料2地域の研究機関および支援機関の技術シーズ紹介

●特産果実を用いた女性向け高級リキュールの開発　　　
　

Tomato de Happy

炭酸ガスの充填 炭酸飲料の充填機

振動ふるい機による果汁搾取企業と共同で開発した搾汁試験機 果実洗浄機

当センターの試験設備をフル活用。
生産者、蔵元が現場で一致協力して商品開発に取り組んでいます。

※

商品化されたリキュールの一例。
現在、14蔵元で20アイテム以上が商品化。
当センターでは特に雑菌汚染対策に取り組み、安全でおいしい商品開発をめざしました。　

※

充填機は当センターで開発。
技術移転し、県内の多くの企業で
使用されています。

※

「発泡性トマトリキュールの開発」　泡立ちの良さと泡の持続性が特徴
建設業から転身した生産農家と蔵元が連携

2.高知大学　国際・地域連携センター　

研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　尾形　凡生

熱帯果樹園芸学、暖地果樹園芸学、柑橘学、植物化学調節学

・熱帯・暖地性果樹における無核果実の作出と品質向上に関する研究 
・マンゴーをはじめとする熱帯果樹の施設栽培技術の開発・改良 
・接ぎ木による樹体成長制御メカニズムの解明 
・果樹栽培における成長調節物質利用技術の開発
・農薬類の樹体吸収メカニズムの解明と吸収性向上技術の開発 
・高知県、特に中山間地域における新規特産園芸作目の探索と栽培技術の開発

（共同研究できる課題）
果樹の栽培技術開発、生理活性物質の視点から見た果樹の成長生理機構の解明、
植物成長調節物質の園芸的利用、果樹園における農薬適用試験、など。
（主な業績や研究著書）
・軟Ｘ線照射花粉による土佐文旦の無核果作出
・接ぎ木結合部の組織形成プロセスの解明 
・ジベレリン生合成阻害剤による柑橘の着花誘導
・果実の辞典（共著）、2008、朝倉書店
・応用植物科学実験、2000、養賢堂

研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　島崎　一彦

花卉園芸学

・園芸植物の発育生理に関する研究 
・野生植物の人工繁殖に関する研究
・生体防御関連物質を利用した作物の生長促進に関する研究

（共同研究できる課題）
園芸作物の繁殖、野生植物の繁殖、アジアからの園芸作物の導入、
オーストラリアからの観賞植物の導入

カンキツマンゴー挿し木 種子形成 高品質果実
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研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　村井　正之

植物育種学

（主な業績）
‘コシヒカリ’に短稈性と早生性を導入した水稲新品種‘ヒカリッコ’、育種学研究 

研究者

専門分野

研究内容

その他

准教授　西村　安代

蔬菜園芸学

・野菜の養液栽培に関する研究 
・野菜の高品質化に関する研究 
・野菜の成育生理に関する研究 
・野菜の生理障害発生とその対策に関する研究 
・波長変換フィルムに関する研究 
・環境保全型農業に関する研究

（共同研究できる課題）
・野菜の養液栽培に関する課題 
・野菜の高品質化に関する課題 
・野菜栽培における問題点等の解決および対策に関する課題 
・環境保全型農業に関する課題

（主な研究著書）
『ピーマンの原産と来歴』、『ピーマンの性状と分類』、『作型と品種利用』、
『DIFの活用』（農業技術体系野菜編、農文協） 
キュウリとカボチャにおけるケイ酸の吸収特性、日本土壌肥料学雑誌

食糧危機に対処するための極多収稲品種
の開発。 
パン、菓子、麺類、蒲鉾等の原料とするため
の米粉用の多収稲品種の開発。
地球温暖化に対処するための極晩生稲品
種の開発。 
良食味・極早生・短稈稲品種の開発。
鮮やかな赤色葉や白色葉を有する美しい観
賞用の稲品種の開発。 
手のひらサイズの観賞用稲品種の開発。
稲の収量性に関する遺伝子の作用。 
矮性遺伝子に関する研究。 稲の耐冷性。

・

・

・

・
・

・
・
・

研究者

専門分野

研究内容

その他

准教授　松川　和嗣

家畜繁殖学、発生工学

土佐褐毛和種の生産技術の研究

（共同研究できる課題）
哺乳動物の生殖細胞、受精卵、胚移植に関する研究 

（主な業績や研究著書）
「ウシ雄性発生胚作出法の検討」日本胚移植学雑誌、30 (3)、127-133、2008

研究者

専門分野

研究内容

その他

准教授　宮内　樹代史

農業環境工学、農産施設工学

・自然エネルギーを利用した
  環境緩和型植物生産システムの構築 
・ＮＦＴ養液栽培による
  高品質トマト生産技術 
・カーボンニュートラルに基づく
  園芸用暖房システム 
・太陽熱を利用した省エネ型温室の開発

（共同研究できる課題）
施設園芸における低炭素・省エネルギー技術、環境負荷軽減型植物生産システム、収穫後農産物の生理特性
（主な業績）
木質ペレットによる園芸用ハウス加温実証試験と炭酸ガス施用への利用可能性
農産物の品質判定に関する基礎的研究
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研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　村井　正之

植物育種学

（主な業績）
‘コシヒカリ’に短稈性と早生性を導入した水稲新品種‘ヒカリッコ’、育種学研究 

研究者

専門分野

研究内容

その他

准教授　西村　安代

蔬菜園芸学

・野菜の養液栽培に関する研究 
・野菜の高品質化に関する研究 
・野菜の成育生理に関する研究 
・野菜の生理障害発生とその対策に関する研究 
・波長変換フィルムに関する研究 
・環境保全型農業に関する研究

（共同研究できる課題）
・野菜の養液栽培に関する課題 
・野菜の高品質化に関する課題 
・野菜栽培における問題点等の解決および対策に関する課題 
・環境保全型農業に関する課題

（主な研究著書）
『ピーマンの原産と来歴』、『ピーマンの性状と分類』、『作型と品種利用』、
『DIFの活用』（農業技術体系野菜編、農文協） 
キュウリとカボチャにおけるケイ酸の吸収特性、日本土壌肥料学雑誌

食糧危機に対処するための極多収稲品種
の開発。 
パン、菓子、麺類、蒲鉾等の原料とするため
の米粉用の多収稲品種の開発。
地球温暖化に対処するための極晩生稲品
種の開発。 
良食味・極早生・短稈稲品種の開発。
鮮やかな赤色葉や白色葉を有する美しい観
賞用の稲品種の開発。 
手のひらサイズの観賞用稲品種の開発。
稲の収量性に関する遺伝子の作用。 
矮性遺伝子に関する研究。 稲の耐冷性。

・

・

・

・
・

・
・
・

研究者

専門分野

研究内容

その他

准教授　松川　和嗣

家畜繁殖学、発生工学

土佐褐毛和種の生産技術の研究

（共同研究できる課題）
哺乳動物の生殖細胞、受精卵、胚移植に関する研究 

（主な業績や研究著書）
「ウシ雄性発生胚作出法の検討」日本胚移植学雑誌、30 (3)、127-133、2008

研究者

専門分野

研究内容

その他

准教授　宮内　樹代史

農業環境工学、農産施設工学

・自然エネルギーを利用した
  環境緩和型植物生産システムの構築 
・ＮＦＴ養液栽培による
  高品質トマト生産技術 
・カーボンニュートラルに基づく
  園芸用暖房システム 
・太陽熱を利用した省エネ型温室の開発

（共同研究できる課題）
施設園芸における低炭素・省エネルギー技術、環境負荷軽減型植物生産システム、収穫後農産物の生理特性
（主な業績）
木質ペレットによる園芸用ハウス加温実証試験と炭酸ガス施用への利用可能性
農産物の品質判定に関する基礎的研究
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研究者

専門分野

研究内容

その他

准教授　宮崎　彰

作物栽培生理学、環境学

（主な業績）
「中国産大穂型水稲品種揚稲4号の栽培条件に対する収量性、シンクサイズ及び登熟歩合の反応」
 Plant Production Science, 12(2), p243, 2009年 
インドネシアの圃場条件におけるサゴヤシの個葉光合成速度

（共同研究できる課題）
水質浄化に関する課題、水稲や小麦など禾穀類の栽培生理に関する課題

研究者

専門分野

研究内容

その他

准教授　安武　大輔

生物環境調節学、農業気象学、農業環境工学

・畑地および園芸施設における微気象
環境計測と植物生体計測
・植物の生理機能を積極利用した
高品質野菜生産に関する研究 
・環境保全型高度植物生産システムの
確立に関する研究

・多収性大穂型水稲品種の窒素利用効率 
・高知県早期栽培水稲における高温登熟性 
・ウコン属植物の根茎におけるクルクミン蓄積 

（共同研究できる課題）
環境計測、植物生体計測、環境制御に関する課題

研究者

専門分野

研究内容

その他

講師　濱田　和俊

果樹園芸学

・果樹の高品質果実生産技術の開発
・光質と植物の生長および器官形成に関する研究
・カキの果実発育と品質、カキの種子形成、カキの花芽形成
・モモの果実発育と品質
・高知県中山間地におけるブルーベリー栽培

（共同研究できる課題）
顕微鏡による組織観察、カキ、モモなど落葉果樹を扱ったテーマ、光質と器官分化、組織培養
 

研究者

専門分野

研究内容

その他

講師　山根　信三

蔬菜園芸学

軟X線照射花粉利用による種なし果実（スイカ、メロン、熱帯果樹等）の作出 
・果菜類（スイカ、メロン、イチゴ、パイナップル、トマト、ナス、ピーマン等）の高品質、多収、省力生産 
・循環、低負荷型農業生産技術の開発（量販店由来食品残渣生ゴミの野菜生産への利用、
  鰹節製造で生じるカツオ煮汁の野菜生産への利用等） 
・溶存酸素制御による高糖度トマト生産技術の開発等

（共同研究できる課題）
循環、低負荷型農業生産技術の開発・高品質野菜生産

・食用カンナの多目的利用開発 
・熱帯資源作物サゴヤシの栽培生理 
・水上栽培における植物生産並びに水質浄化

ブルーベリー

冷凍保存

■スイカ部分不活化花粉の保存方法

花粉収集 軟X線照射 脱気後窒素封入

カキ モモ

研究概要

［植物生産システム］
（基礎研究）　生産環境および植物生体情報の計測・解析
（応用研究）　生体情報に基づく生産環境の制御・最適化

（環境保全型高度植物生産システムの構築）

葉 果実

根

（光、温度、風、CO2濃度、土壌水分、 etc）
環境要素

CO2

CO2

水 水

糖糖

道管 師管

水、養分

（施設、畑地）

環境計測・制御

生体情報生体計測
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研究者

専門分野

研究内容

その他

准教授　宮崎　彰

作物栽培生理学、環境学

（主な業績）
「中国産大穂型水稲品種揚稲4号の栽培条件に対する収量性、シンクサイズ及び登熟歩合の反応」
 Plant Production Science, 12(2), p243, 2009年 
インドネシアの圃場条件におけるサゴヤシの個葉光合成速度

（共同研究できる課題）
水質浄化に関する課題、水稲や小麦など禾穀類の栽培生理に関する課題

研究者

専門分野

研究内容

その他

准教授　安武　大輔

生物環境調節学、農業気象学、農業環境工学

・畑地および園芸施設における微気象
環境計測と植物生体計測
・植物の生理機能を積極利用した
高品質野菜生産に関する研究 
・環境保全型高度植物生産システムの
確立に関する研究

・多収性大穂型水稲品種の窒素利用効率 
・高知県早期栽培水稲における高温登熟性 
・ウコン属植物の根茎におけるクルクミン蓄積 

（共同研究できる課題）
環境計測、植物生体計測、環境制御に関する課題

研究者

専門分野

研究内容

その他

講師　濱田　和俊

果樹園芸学

・果樹の高品質果実生産技術の開発
・光質と植物の生長および器官形成に関する研究
・カキの果実発育と品質、カキの種子形成、カキの花芽形成
・モモの果実発育と品質
・高知県中山間地におけるブルーベリー栽培

（共同研究できる課題）
顕微鏡による組織観察、カキ、モモなど落葉果樹を扱ったテーマ、光質と器官分化、組織培養
 

研究者

専門分野

研究内容

その他

講師　山根　信三

蔬菜園芸学

軟X線照射花粉利用による種なし果実（スイカ、メロン、熱帯果樹等）の作出 
・果菜類（スイカ、メロン、イチゴ、パイナップル、トマト、ナス、ピーマン等）の高品質、多収、省力生産 
・循環、低負荷型農業生産技術の開発（量販店由来食品残渣生ゴミの野菜生産への利用、
  鰹節製造で生じるカツオ煮汁の野菜生産への利用等） 
・溶存酸素制御による高糖度トマト生産技術の開発等

（共同研究できる課題）
循環、低負荷型農業生産技術の開発・高品質野菜生産

・食用カンナの多目的利用開発 
・熱帯資源作物サゴヤシの栽培生理 
・水上栽培における植物生産並びに水質浄化

ブルーベリー

冷凍保存

■スイカ部分不活化花粉の保存方法

花粉収集 軟X線照射 脱気後窒素封入

カキ モモ

研究概要

［植物生産システム］
（基礎研究）　生産環境および植物生体情報の計測・解析
（応用研究）　生体情報に基づく生産環境の制御・最適化

（環境保全型高度植物生産システムの構築）

葉 果実

根

（光、温度、風、CO2濃度、土壌水分、 etc）
環境要素

CO2

CO2

水 水

糖糖

道管 師管

水、養分

（施設、畑地）

環境計測・制御

生体情報生体計測
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研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　森岡　克司

水産食品学

（学会発表）
・養殖ブリおよびカンパチ血合肉の冷蔵中の変色について
　　森岡克司・大西研示・伊藤慶明（平成20年度日本水産学会大会）
・色落ちノリ添加モイストペレットを給餌したブリの品質評価
　　森岡克司・苗代慧・藤原朋幸・伊藤慶明（平成20年度日本水産学会大会）

研究者

専門分野

研究内容

その他

准教授　深田　陽久

魚類生理学、養魚飼料学

・ブリの成長機構の内分泌観点からの解明
・魚粉・魚油代替原料が魚類の生理に及ぼす
 影響の解明
・新規飼料の開発

養殖魚の肉質の評価及びその改善、水産物の品質評価、未利用水産資源の有効利用
・養殖ブリ類（ブリ、カンパチ）の肉質の向上に関する研究
・養殖ブリ類血合肉ミオグロビンに関する研究
・魚肉タンパク質のゲル形成機構とそれに係わる組織構造に関する研究
・未利用海洋生物資源の有効利用に関する研究
・水産加工処理残滓中のコラーゲンの有効利用に関する研究
・土佐の水産物の栄養成分のデータベース作成など

（共同研究できる課題）
飼料開発、ホルモンの測定等

研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　受田　浩之

食品化学、食品分析学、食品機能学

・食品の成分間相互作用に関する研究
・食品の生体調節機能に関する研究
・食品成分の分析法に関する研究

（共同研究できる課題）
機能性食品の開発、生物資源の有効利用法
 

研究者

専門分野

研究内容

教授　八木　年晴

酵素科学、ビタミン学、生化学、分子生物学

・酵素、ビタミン、生体高分子、  抗酸化物質の
 基礎と応用に関する研究
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資料2地域の研究機関および支援機関の技術シーズ紹介資料編

研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　森岡　克司

水産食品学

（学会発表）
・養殖ブリおよびカンパチ血合肉の冷蔵中の変色について
　　森岡克司・大西研示・伊藤慶明（平成20年度日本水産学会大会）
・色落ちノリ添加モイストペレットを給餌したブリの品質評価
　　森岡克司・苗代慧・藤原朋幸・伊藤慶明（平成20年度日本水産学会大会）

研究者

専門分野

研究内容

その他

准教授　深田　陽久

魚類生理学、養魚飼料学

・ブリの成長機構の内分泌観点からの解明
・魚粉・魚油代替原料が魚類の生理に及ぼす
 影響の解明
・新規飼料の開発

養殖魚の肉質の評価及びその改善、水産物の品質評価、未利用水産資源の有効利用
・養殖ブリ類（ブリ、カンパチ）の肉質の向上に関する研究
・養殖ブリ類血合肉ミオグロビンに関する研究
・魚肉タンパク質のゲル形成機構とそれに係わる組織構造に関する研究
・未利用海洋生物資源の有効利用に関する研究
・水産加工処理残滓中のコラーゲンの有効利用に関する研究
・土佐の水産物の栄養成分のデータベース作成など

（共同研究できる課題）
飼料開発、ホルモンの測定等

研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　受田　浩之

食品化学、食品分析学、食品機能学

・食品の成分間相互作用に関する研究
・食品の生体調節機能に関する研究
・食品成分の分析法に関する研究

（共同研究できる課題）
機能性食品の開発、生物資源の有効利用法
 

研究者

専門分野

研究内容

教授　八木　年晴

酵素科学、ビタミン学、生化学、分子生物学

・酵素、ビタミン、生体高分子、  抗酸化物質の
 基礎と応用に関する研究
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研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　枝重　圭祐

動物生殖工学

（共同研究できる課題）
家畜や実験動物の生殖細胞や受精卵の凍結保存に関する課題

研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　永田　信治

応用微生物学、遺伝子工学、酵素化学、発酵醸造学

＝　有用微生物、有用酵素の探索と利用　＝　 
・黒酵母βグルカンの機能を利用した食と健康 
・微生物多糖の凝集性を利用した環境教育 
・香気性に優れた有用酵母の育種と醸造利用 
・黒潮圏に生息する野生酵母の探索と製パン利用 
・有機廃棄物に由来する乳酸菌の探索と乳酸発酵 
・高知大学連携による環境教育と食育の啓蒙

・哺乳動物の卵子、精子および受精卵の凍結保存法の開発  
・細胞の耐凍性にかかわる遺伝子の探索  
・魚類卵子の凍結保存

（共同研究できる課題）
・微生物とその酵素による物質生産・定量分析 
・黒酵母βグルカンの機能性を利用した商品開発 
・野生酵母の探索と発酵醸造への利用 
・乳酸菌の探索と食と環境への利用

研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　石川　勝美

植物環境システム学、生物生産工学、植物工場工学、農業環境工学、農業生産機械学

・閉鎖生態系における環境システム
・水の機能化処理システムの開発
・NFT水耕栽培のシーケンス制御
・小麦の夏まき栽培技術

（共同研究できる課題）
機能性セラミックスの開発、岩石利用の水の活性化、ゼロエミッションに向けた水環境と植物生産、
生命の水と環境・植物生産、石英斑岩の素材開発、水の構造制御による高付加農業生産の構築
 

その他

（共同研究できる課題）
食品原料生産技術および食品製造技術に関するプロセス工学をメインテーマとしている。
例えば、新食感アロマパンの製法、雑穀を用いた新食感食品の製造技術、冷凍食材の偽装防止技術、
フリーズドライ食品の高品質化、菓子用トッピング果実の長期貯蔵法、食品流通梱包材のリサイクル技術など
 

研究者

専門分野

研究内容

教授　河野　俊夫

食料生産プロセス学

・新食感高品質パンの製法
・近赤外分光法による食品の品質評価
・海外向け戦略食品の製造技術
・食品製造プロセスの最適化・省エネルギー化
・食品廃棄物処理法
・冷凍食品の高品質製造法

■黒酵母（Aureobasidium pullulans）

稀少動物の腸管から分離した乳酸菌　黒酵母のコロニー 顕微鏡写真（×400）

酵母型 菌糸型

・小麦の早期栽培における苗の生育制御
・海洋深層水の苗生産への利用
・海洋深層水の機能発現メカニズムの解明
・水の構造制御による高付加農業生産の構築
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研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　枝重　圭祐

動物生殖工学

（共同研究できる課題）
家畜や実験動物の生殖細胞や受精卵の凍結保存に関する課題

研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　永田　信治

応用微生物学、遺伝子工学、酵素化学、発酵醸造学

＝　有用微生物、有用酵素の探索と利用　＝　 
・黒酵母βグルカンの機能を利用した食と健康 
・微生物多糖の凝集性を利用した環境教育 
・香気性に優れた有用酵母の育種と醸造利用 
・黒潮圏に生息する野生酵母の探索と製パン利用 
・有機廃棄物に由来する乳酸菌の探索と乳酸発酵 
・高知大学連携による環境教育と食育の啓蒙

・哺乳動物の卵子、精子および受精卵の凍結保存法の開発  
・細胞の耐凍性にかかわる遺伝子の探索  
・魚類卵子の凍結保存

（共同研究できる課題）
・微生物とその酵素による物質生産・定量分析 
・黒酵母βグルカンの機能性を利用した商品開発 
・野生酵母の探索と発酵醸造への利用 
・乳酸菌の探索と食と環境への利用

研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　石川　勝美

植物環境システム学、生物生産工学、植物工場工学、農業環境工学、農業生産機械学

・閉鎖生態系における環境システム
・水の機能化処理システムの開発
・NFT水耕栽培のシーケンス制御
・小麦の夏まき栽培技術

（共同研究できる課題）
機能性セラミックスの開発、岩石利用の水の活性化、ゼロエミッションに向けた水環境と植物生産、
生命の水と環境・植物生産、石英斑岩の素材開発、水の構造制御による高付加農業生産の構築
 

その他

（共同研究できる課題）
食品原料生産技術および食品製造技術に関するプロセス工学をメインテーマとしている。
例えば、新食感アロマパンの製法、雑穀を用いた新食感食品の製造技術、冷凍食材の偽装防止技術、
フリーズドライ食品の高品質化、菓子用トッピング果実の長期貯蔵法、食品流通梱包材のリサイクル技術など
 

研究者

専門分野

研究内容

教授　河野　俊夫

食料生産プロセス学

・新食感高品質パンの製法
・近赤外分光法による食品の品質評価
・海外向け戦略食品の製造技術
・食品製造プロセスの最適化・省エネルギー化
・食品廃棄物処理法
・冷凍食品の高品質製造法

■黒酵母（Aureobasidium pullulans）

稀少動物の腸管から分離した乳酸菌　黒酵母のコロニー 顕微鏡写真（×400）

酵母型 菌糸型

・小麦の早期栽培における苗の生育制御
・海洋深層水の苗生産への利用
・海洋深層水の機能発現メカニズムの解明
・水の構造制御による高付加農業生産の構築



72

地域ポテンシャルをもとにした重点分野についての考察Ⅱ

農山漁村6次産業化対策事業
技術促進対策事業 73

資料2地域の研究機関および支援機関の技術シーズ紹介資料編

研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　山本　由徳

熱帯有用植物学、作物学

（共同研究できる課題）
水稲の低コスト、省力、高品質栽培 
デンプン資源ヤシ類の食品及び工業原料（エタノール、生分解性プラスチック等）としての利用開発 
食用カンナの飼料、工業原料（エタノール）、デンプンの新規食品素材としての利用開発 

研究者

専門分野

研究内容

准教授　平岡　雅規

海藻類の生殖生理、緑藻類の系統分類、海洋深層水の養殖利用、有用海藻増養殖

・緑藻アオサ類の系統分類と生殖戦略
・アオサ類の大量発生“グリーンタイド”の生理生態研究
・海洋深層水や地下海水を使った有用海藻の増養殖
・磯焼け回復・藻場造成
・海藻による汚水からの栄養塩除去
・海藻を使ったベンチャー・地域活性化

・水稲の多収性に関する生理・
  生態学的研究 
・サゴヤシの栽培利用の現状と
  デンプン生産性に関する
  栽培生理学的研究 
・水稲の苗素質と生産性に関する研究 
・熱帯産デンプン蓄積ヤシ類の
  栽培・利用の現状と生育、デンプン
  生産性の栽培生理学的研究 
・わが国西南暖地におけるウコンの
  生産性に関する研究 
・水稲の高温障害発生機構の解明と
  障害軽減技術の開発 
・わが国西南暖地における食用カンナ
  の生理生態的特性の解明と
  高バイオマス生産技術の開発        

3.土佐フードビジネスクリエーター（ＦＢＣ）人材創出拠点　

◆事業概要◆　
　本事業は、地域特性を踏まえて新たに開発した人材育成プログラムの実施により、生産、加工からマーケティン
グまでの専門的かつ包括的な知識を有する食品産業の中核人材を育成し、食品産業の振興と地域再生を実現す
ることを目的にしています。
　土佐フードビジネスクリエーター人材創出は、高知大学と高知県工業技術センターとの連携を核として、連携
自治体である高知県、南国市、香美市、香南市、そして地元企業を中心とした高知県食料産業クラスター協議会
との連携・支援により、実施しています。プログラムでは、高知大学が座学、実験技術及び課題研究を担当し、高知
県工業技術センターが現場実践学を担当しています。

◆創出する人材像◆　

　食料産業の経営から開発までを担
える中核人材を養成する。養成人材は
各企業等で中核業務を担っていくこと
を想定しているが、さらに将来は本プ
ログラムの受講生に対する指導を担っ
て頂くことを期待している。

　技術力を有した食料産業従事者を
養成する。養成人材は自ら商品開発や
分析・管理等の技術業務を担えるスキ
ルと考え方を身に付けることを想定し
ている。

　経営的な視点を有する農業従事者
を養成する。養成人材は農業をマネジ
メントの視点から指導できる地域のリ
ーダーとして貢献することを期待して
いる。

■土佐ＦＢＣ－Ａコース（2年間） ■土佐ＦＢＣ－Ｂコース（1年間） ■土佐ＦＢＣ－Ｃコース（1年間）

高知大学
農学部　医学部　人文学部
国際・地域連携センター

総括責任者
企画運営委員会

南国市
香美市
香南市

事業推進専門委員会
教育推進専門委員会

県内大学等
教員OB連携・支援

高知県
高知県

工業技術センター
農業技術センター

高知県食科産業
クラスター協議会 特任教員等 講師

TA

養成

土佐FBC養成コース

農産物生産団体（JA）・個人　食品加工業
自治体職員　地域の学生（高知大学大学院生）

・食品製造・加工　
・マネジメント　・品質管理　
・食品機能　　・実験技術　
・現場実践学　・課題研究

・土佐FBC-A：
食料産業の経営から開発までを
担える中核人材
・土佐FBC-B：
技術力を有する食料産業従事者

・土佐FBC-C：
経営的な視点を有する
農業従事者

創出する人材

地域の大学、公設試験研究
機関を退職した研究者等、
「課題研究」などを担当する。

特任教員等 人
材
創
出
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研究者

専門分野

研究内容

その他

教授　山本　由徳

熱帯有用植物学、作物学

（共同研究できる課題）
水稲の低コスト、省力、高品質栽培 
デンプン資源ヤシ類の食品及び工業原料（エタノール、生分解性プラスチック等）としての利用開発 
食用カンナの飼料、工業原料（エタノール）、デンプンの新規食品素材としての利用開発 

研究者

専門分野

研究内容

准教授　平岡　雅規

海藻類の生殖生理、緑藻類の系統分類、海洋深層水の養殖利用、有用海藻増養殖

・緑藻アオサ類の系統分類と生殖戦略
・アオサ類の大量発生“グリーンタイド”の生理生態研究
・海洋深層水や地下海水を使った有用海藻の増養殖
・磯焼け回復・藻場造成
・海藻による汚水からの栄養塩除去
・海藻を使ったベンチャー・地域活性化

・水稲の多収性に関する生理・
  生態学的研究 
・サゴヤシの栽培利用の現状と
  デンプン生産性に関する
  栽培生理学的研究 
・水稲の苗素質と生産性に関する研究 
・熱帯産デンプン蓄積ヤシ類の
  栽培・利用の現状と生育、デンプン
  生産性の栽培生理学的研究 
・わが国西南暖地におけるウコンの
  生産性に関する研究 
・水稲の高温障害発生機構の解明と
  障害軽減技術の開発 
・わが国西南暖地における食用カンナ
  の生理生態的特性の解明と
  高バイオマス生産技術の開発        

3.土佐フードビジネスクリエーター（ＦＢＣ）人材創出拠点　

◆事業概要◆　
　本事業は、地域特性を踏まえて新たに開発した人材育成プログラムの実施により、生産、加工からマーケティン
グまでの専門的かつ包括的な知識を有する食品産業の中核人材を育成し、食品産業の振興と地域再生を実現す
ることを目的にしています。
　土佐フードビジネスクリエーター人材創出は、高知大学と高知県工業技術センターとの連携を核として、連携
自治体である高知県、南国市、香美市、香南市、そして地元企業を中心とした高知県食料産業クラスター協議会
との連携・支援により、実施しています。プログラムでは、高知大学が座学、実験技術及び課題研究を担当し、高知
県工業技術センターが現場実践学を担当しています。

◆創出する人材像◆　

　食料産業の経営から開発までを担
える中核人材を養成する。養成人材は
各企業等で中核業務を担っていくこと
を想定しているが、さらに将来は本プ
ログラムの受講生に対する指導を担っ
て頂くことを期待している。

　技術力を有した食料産業従事者を
養成する。養成人材は自ら商品開発や
分析・管理等の技術業務を担えるスキ
ルと考え方を身に付けることを想定し
ている。

　経営的な視点を有する農業従事者
を養成する。養成人材は農業をマネジ
メントの視点から指導できる地域のリ
ーダーとして貢献することを期待して
いる。

■土佐ＦＢＣ－Ａコース（2年間） ■土佐ＦＢＣ－Ｂコース（1年間） ■土佐ＦＢＣ－Ｃコース（1年間）

高知大学
農学部　医学部　人文学部
国際・地域連携センター

総括責任者
企画運営委員会

南国市
香美市
香南市

事業推進専門委員会
教育推進専門委員会

県内大学等
教員OB連携・支援

高知県
高知県

工業技術センター
農業技術センター

高知県食科産業
クラスター協議会 特任教員等 講師

TA

養成

土佐FBC養成コース

農産物生産団体（JA）・個人　食品加工業
自治体職員　地域の学生（高知大学大学院生）

・食品製造・加工　
・マネジメント　・品質管理　
・食品機能　　・実験技術　
・現場実践学　・課題研究

・土佐FBC-A：
食料産業の経営から開発までを
担える中核人材
・土佐FBC-B：
技術力を有する食料産業従事者

・土佐FBC-C：
経営的な視点を有する
農業従事者

創出する人材

地域の大学、公設試験研究
機関を退職した研究者等、
「課題研究」などを担当する。

特任教員等 人
材
創
出
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◆活動と成果◆　

①募集人員と養成修了者数　

③授業科目（1コマ＝2時間）

④受講資格　

②土佐FBC受講から生まれた主な成果　　

注）養成修了者数には、2010年度修了予定者を含む。

●新商品
　アイスクリーム、リキュール等
●パッケージデザイン
　トマトソース、ジェラート等
●新販路開拓
　県内量販店に出荷、県外企業との取引開始、
　国内・海外展示会出展等

修了式

A.所属長の推薦を得られる方
B.大学に在籍されている学生は指導教員の推薦が
　得られる方
C.研修プログラムに8割以上参加可能な方
　＊）個人参加の場合は、「所属長の推薦」は不要。

⑤受講場所　
●高知大学物部キャンパス
　　　　　　　：座学、実験技術、課題研究

●高知県工業技術センター
　　　　　　　：現場実践学

 ◆機関概要◆

 

人材養成コース 2011年度
募集人員

養成修了者
（2008～2010年度）

土佐FBC-Ａコース

土佐FBC-Bコース

土佐FBC-Cコース

合　計

科目名
食品プロセス工学
食品加工学
食品化学
発酵化学

食品分析学
食品衛生学
HACCP

カリキュラムカリキュラム 科目名
知的財産管理学
マーケティング
経営・起業論
人材管理
ファイナンス
食品学
食品機能学
生理・薬理学

20人

33人

35人

88人

５人

10人

5人

20人

開講式

授業（現場実践学）風景

土佐ＦＢＣ倶楽部

授業（座学）風景アグリフードEXPO

食品製造・加工
（20コマ）

品質管理
（15コマ）

実験技術（20コマ）
課題研究

現場実践学（20コマ）

食品機能
（20コマ）

マネジメント
（25コマ）

　生産者および食品関連事業者の皆様が、新商品開発など事業を進めていく上で、積極的に地域の
研究機関および支援機関と連携していくことがより多くの課題解決や事業の推進につながります。
　ここにご紹介しているのは、本構想書を作成するにあたり参集した「高知県地域戦略構想書策定
ワーキング」のメンバーが所属している機関や組織です。お気軽にご相談ください。

　高知県工業技術センター（以下、工業技術センター）は高知県の産業振興計画を推進するため、産業団体や大学、さ
らには自治体とも連携して産業界の実態に即した研究開発および技術支援を推進しています。
　主な業務内容は、以下のとおりです。

地域の研究機関および支援機関のご紹介資料3

高知県工業技術センター
〒781-5101　高知県高知市布師田3992-3
TEL：088-846-111　FAX：088-845-9111
URL：http://itc.pref.kochi.lg.jp/

［研究企画課］　TEL：088-846-1167
［食品開発課］　TEL：088-846-1652
［生産技術課］　TEL：088-846-1653
［資源環境課］　TEL：088-846-1651

［研究企画課］　　産学官連携、成果広報、情報収集・発信、研究予算調整等
［食品開発課］　　食品素材、農水産加工、醸造・発酵、バイオテクノロジー等
［生産技術課］　　機械加工、電子、電気、情報、金属材料、鋳造、表面改質等
［資源環境課］　　化学工業、セラミックス、窯業、土石、環境、木質素材、塗装等

迅速な
対応

売れて
なんぼ

研究開発

主な業務

支援活動

ま
ず
は
ご
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だ
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い
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企業からの要望や地域の課題
などに基づく実用化研究を主
に行っています。
このようなニーズ対応型の研
究により、多くの商品化・企業
化が行われています。

企業の技術者養成のための研修や、様々な分野からの技術相談に対応してい
ます。人材育成は特に強化。

様々な分野の試験に対応しています。また、試験成績書は公的
な証明になります。設置している試験設備も、ほとんどが使用
できます。お気軽にお問い合わせください。

●技術研修　　●技術相談・指導　　●情報提供

●依頼試験　　
●設備利用

油圧制御装置

自動車ハンドル

土佐宇宙酒 調味料

農商工連携により
産業振興計画を推進

高知県工業技術センターは
総合支援機関
高知県工業技術センターは
総合支援機関 ●商品化　 　

●技術改善　
●高機能化
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資料編

◆活動と成果◆　

①募集人員と養成修了者数　

③授業科目（1コマ＝2時間）

④受講資格　

②土佐FBC受講から生まれた主な成果　　

注）養成修了者数には、2010年度修了予定者を含む。

●新商品
　アイスクリーム、リキュール等
●パッケージデザイン
　トマトソース、ジェラート等
●新販路開拓
　県内量販店に出荷、県外企業との取引開始、
　国内・海外展示会出展等

修了式

A.所属長の推薦を得られる方
B.大学に在籍されている学生は指導教員の推薦が
　得られる方
C.研修プログラムに8割以上参加可能な方
　＊）個人参加の場合は、「所属長の推薦」は不要。

⑤受講場所　
●高知大学物部キャンパス
　　　　　　　：座学、実験技術、課題研究

●高知県工業技術センター
　　　　　　　：現場実践学

 ◆機関概要◆

 

人材養成コース 2011年度
募集人員

養成修了者
（2008～2010年度）

土佐FBC-Ａコース

土佐FBC-Bコース

土佐FBC-Cコース

合　計

科目名
食品プロセス工学
食品加工学
食品化学
発酵化学

食品分析学
食品衛生学
HACCP

カリキュラムカリキュラム 科目名
知的財産管理学
マーケティング
経営・起業論
人材管理
ファイナンス
食品学
食品機能学
生理・薬理学

20人

33人

35人

88人

５人

10人

5人

20人

開講式

授業（現場実践学）風景

土佐ＦＢＣ倶楽部

授業（座学）風景アグリフードEXPO

食品製造・加工
（20コマ）

品質管理
（15コマ）

実験技術（20コマ）
課題研究

現場実践学（20コマ）

食品機能
（20コマ）

マネジメント
（25コマ）

　生産者および食品関連事業者の皆様が、新商品開発など事業を進めていく上で、積極的に地域の
研究機関および支援機関と連携していくことがより多くの課題解決や事業の推進につながります。
　ここにご紹介しているのは、本構想書を作成するにあたり参集した「高知県地域戦略構想書策定
ワーキング」のメンバーが所属している機関や組織です。お気軽にご相談ください。

　高知県工業技術センター（以下、工業技術センター）は高知県の産業振興計画を推進するため、産業団体や大学、さ
らには自治体とも連携して産業界の実態に即した研究開発および技術支援を推進しています。
　主な業務内容は、以下のとおりです。

地域の研究機関および支援機関のご紹介資料3

高知県工業技術センター
〒781-5101　高知県高知市布師田3992-3
TEL：088-846-111　FAX：088-845-9111
URL：http://itc.pref.kochi.lg.jp/

［研究企画課］　TEL：088-846-1167
［食品開発課］　TEL：088-846-1652
［生産技術課］　TEL：088-846-1653
［資源環境課］　TEL：088-846-1651

［研究企画課］　　産学官連携、成果広報、情報収集・発信、研究予算調整等
［食品開発課］　　食品素材、農水産加工、醸造・発酵、バイオテクノロジー等
［生産技術課］　　機械加工、電子、電気、情報、金属材料、鋳造、表面改質等
［資源環境課］　　化学工業、セラミックス、窯業、土石、環境、木質素材、塗装等

迅速な
対応

売れて
なんぼ

研究開発

主な業務

支援活動

ま
ず
は
ご
相
談

く
だ
さ
い
。

お
役
に

立
ち
ま
す
！

企業からの要望や地域の課題
などに基づく実用化研究を主
に行っています。
このようなニーズ対応型の研
究により、多くの商品化・企業
化が行われています。

企業の技術者養成のための研修や、様々な分野からの技術相談に対応してい
ます。人材育成は特に強化。

様々な分野の試験に対応しています。また、試験成績書は公的
な証明になります。設置している試験設備も、ほとんどが使用
できます。お気軽にお問い合わせください。

●技術研修　　●技術相談・指導　　●情報提供

●依頼試験　　
●設備利用

油圧制御装置

自動車ハンドル

土佐宇宙酒 調味料

農商工連携により
産業振興計画を推進

高知県工業技術センターは
総合支援機関
高知県工業技術センターは
総合支援機関 ●商品化　 　

●技術改善　
●高機能化
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資料編

◆機関概要◆

◆支援内容◆

　高知大学　国際・地域連携センター（以下、国際・地域連携センター）は、高知大学の有する人的資源、知的資源、施
設を活用して、地域社会との緊密な連携を推進することにより、地域社会における人材の育成、科学の発展、技術開発
および産業の活性化に貢献するとともに、生涯学習、地域文化交流、健康福祉の向上および地域課題の解決支援に資
することを目的としています。また、その地域社会との連携で培ったノウハウを、アジア・太平洋地域を中心とした国 と々
の連携に活用し、併せて国際社会に貢献します。

◆支援内容◆
　平成23年3月に工業技術センター内に、食品加工研究棟が完成しました。精油抽出装置や熱風乾燥、冷風乾燥、凍
結乾燥など各種新型装置を導入しましたので、それらの装置を使いながら新たな技術開発を始める計画をしています。
　食品加工業者の皆様が新商品開発や成分分析などを行う際、自由に利用していただけます（有料）。装置の使い方等
も紹介いたしますので、ぜひご活用ください。

高知大学　国際・地域連携センター
◆産学官民連携等に関する問い合わせ
　〒780-8073   高知県高知市朝倉本町2-17-47
　TEL：088-844-8555　FAX:088-844-8556   URL：http://www.ckkc.kochi-u.ac.jp/

◆土佐フードビジネスクリエーター人材創出拠点に関する問い合わせ
　〒783-8502　高知県南国市物部乙200　高知大学物部キャンパス    土佐ＦＢＣ人材創出拠点内
　TEL：088-864-5158　FAX：088-864-5209
　URL：http://www.ckkc.kochi-u.ac.jp/~ckkc0001/tosafbc/

　
加工試作機能・研修機能を強化食品加工研究棟が完成

食品加工研究棟

本館研究室

本館研究室では試作品の分析評価、
加工棟での試作品開発に
データをフィードバック。

●加工食品試作機能
フードスライサー、果実洗浄装置、
柑橘搾汁機、パルパーフィニッシャ
ー、冷風乾燥機、フリーズドライ、精
油成分抽出用減圧蒸留装置、微粉粒
摩砕機、（ミンチ製造器、カップ食品
包装機、液体用真空包装機：H23年
度購入予定）

○食品機能解析機能
機能性成分高速分析システム、ア
ミノ酸高速分析システム、分光光
度計、糖・有機酸分析システム

○味・香り評価機能
微量香気成分定量装置、食品香気成
分分析装置、動粘性評価装置、食感
評価装置

○安全・安心評価機能
微量香気成分定量装置、アミノ酸
高速分析システム、分光光度計、
糖・有機酸分析システム

新規導入した
搾汁、抽出、乾
燥、粉砕の各種
装置による加
工品開発

食品加工研究
棟での加工、品
質・衛生管理に
ついての実践
的研修

機能性成分、微
量有用成分に着
目した健康志向
の食品開発

食感や香りの
評価により、嗜
好性を求めた
食品開発

品質・安全性評
価により、地産
外商を目指し
た食品開発

●食品加工に関する研修機能
食品加工研究棟での加工・品質管
理実習

加工
試作

機能
解析

味香り
評価

品質
評価

加工
実習

DataDataSampleSample

資料3地域の研究機関および支援機関のご紹介

■国際・地域連携センターは、4つの部門から構成されています。

　地域社会における高等教育の
享受のための機会の拡大と生涯
学習に資する場や学術情報の提
供を行うとともに地域社会の文
化的交流のための取り組みを推
進します。

［生涯学習部門］
　教育研究、共同研究、受託研究
および生涯学習研究を通した教
育研究成果を地域社会に還元
し、地域の活性化を支援します。

［産学官民連携部門］

　高知大学の創出した知的財産
を、自らの責任のもとに、保護、
管理、活用し、本学、教職員等、学
生、地域社会が受ける利益の最
大化を目指しています。

　科学・技術相談を行っています。高知大学には、人文学部、教育学部、理学部、医学部、農学部のほかに
総合研究センターなど学内共同利用施設があり、幅広い分野にわたって多くの専門家が在職していま
す。また各学部にも特色のある附属実験施設（水熱化学実験所・地震観測所など）が併設されています。
国際・地域連携センターが窓口となって、技術指導や技術相談に無料で協力します。また、講師紹介・委
員会や研修会等にも対応いたします。お気軽にご相談下さい。

［知的財産部門］
　教育研究等の国際的な連携お
よび国際的な大学間交流を推進
し、地域の国際化にも寄与しま
す。

［国際交流部門］

＊科学・技術相談申込書はこちら
http://www.ckkc.kochi-u.ac.jp/~ckkc0001/counsel/index.html



76

地域ポテンシャルをもとにした重点分野についての考察Ⅱ

農山漁村6次産業化対策事業
技術促進対策事業 77

資料編

◆機関概要◆

◆支援内容◆

　高知大学　国際・地域連携センター（以下、国際・地域連携センター）は、高知大学の有する人的資源、知的資源、施
設を活用して、地域社会との緊密な連携を推進することにより、地域社会における人材の育成、科学の発展、技術開発
および産業の活性化に貢献するとともに、生涯学習、地域文化交流、健康福祉の向上および地域課題の解決支援に資
することを目的としています。また、その地域社会との連携で培ったノウハウを、アジア・太平洋地域を中心とした国 と々
の連携に活用し、併せて国際社会に貢献します。

◆支援内容◆
　平成23年3月に工業技術センター内に、食品加工研究棟が完成しました。精油抽出装置や熱風乾燥、冷風乾燥、凍
結乾燥など各種新型装置を導入しましたので、それらの装置を使いながら新たな技術開発を始める計画をしています。
　食品加工業者の皆様が新商品開発や成分分析などを行う際、自由に利用していただけます（有料）。装置の使い方等
も紹介いたしますので、ぜひご活用ください。

高知大学　国際・地域連携センター
◆産学官民連携等に関する問い合わせ
　〒780-8073   高知県高知市朝倉本町2-17-47
　TEL：088-844-8555　FAX:088-844-8556   URL：http://www.ckkc.kochi-u.ac.jp/

◆土佐フードビジネスクリエーター人材創出拠点に関する問い合わせ
　〒783-8502　高知県南国市物部乙200　高知大学物部キャンパス    土佐ＦＢＣ人材創出拠点内
　TEL：088-864-5158　FAX：088-864-5209
　URL：http://www.ckkc.kochi-u.ac.jp/~ckkc0001/tosafbc/

　
加工試作機能・研修機能を強化食品加工研究棟が完成

食品加工研究棟

本館研究室

本館研究室では試作品の分析評価、
加工棟での試作品開発に
データをフィードバック。

●加工食品試作機能
フードスライサー、果実洗浄装置、
柑橘搾汁機、パルパーフィニッシャ
ー、冷風乾燥機、フリーズドライ、精
油成分抽出用減圧蒸留装置、微粉粒
摩砕機、（ミンチ製造器、カップ食品
包装機、液体用真空包装機：H23年
度購入予定）

○食品機能解析機能
機能性成分高速分析システム、ア
ミノ酸高速分析システム、分光光
度計、糖・有機酸分析システム

○味・香り評価機能
微量香気成分定量装置、食品香気成
分分析装置、動粘性評価装置、食感
評価装置

○安全・安心評価機能
微量香気成分定量装置、アミノ酸
高速分析システム、分光光度計、
糖・有機酸分析システム

新規導入した
搾汁、抽出、乾
燥、粉砕の各種
装置による加
工品開発

食品加工研究
棟での加工、品
質・衛生管理に
ついての実践
的研修

機能性成分、微
量有用成分に着
目した健康志向
の食品開発

食感や香りの
評価により、嗜
好性を求めた
食品開発

品質・安全性評
価により、地産
外商を目指し
た食品開発

●食品加工に関する研修機能
食品加工研究棟での加工・品質管
理実習

加工
試作

機能
解析

味香り
評価

品質
評価

加工
実習

DataDataSampleSample

資料3地域の研究機関および支援機関のご紹介

■国際・地域連携センターは、4つの部門から構成されています。

　地域社会における高等教育の
享受のための機会の拡大と生涯
学習に資する場や学術情報の提
供を行うとともに地域社会の文
化的交流のための取り組みを推
進します。

［生涯学習部門］
　教育研究、共同研究、受託研究
および生涯学習研究を通した教
育研究成果を地域社会に還元
し、地域の活性化を支援します。

［産学官民連携部門］

　高知大学の創出した知的財産
を、自らの責任のもとに、保護、
管理、活用し、本学、教職員等、学
生、地域社会が受ける利益の最
大化を目指しています。

　科学・技術相談を行っています。高知大学には、人文学部、教育学部、理学部、医学部、農学部のほかに
総合研究センターなど学内共同利用施設があり、幅広い分野にわたって多くの専門家が在職していま
す。また各学部にも特色のある附属実験施設（水熱化学実験所・地震観測所など）が併設されています。
国際・地域連携センターが窓口となって、技術指導や技術相談に無料で協力します。また、講師紹介・委
員会や研修会等にも対応いたします。お気軽にご相談下さい。

［知的財産部門］
　教育研究等の国際的な連携お
よび国際的な大学間交流を推進
し、地域の国際化にも寄与しま
す。

［国際交流部門］

＊科学・技術相談申込書はこちら
http://www.ckkc.kochi-u.ac.jp/~ckkc0001/counsel/index.html
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資料編

◆機関概要◆

◆支援内容◆

　高知県の食料産業に関わる産学官が中核となってネットワークを形成することにより、農業と食品産業との間の連
携強化、県産の農林水産物を活用した新商品開発、地域食材の高付加価値化並びにブランド化、製品販路の開拓を推
進し、生加販コラボレーションによる地域に密着した食品産業の振興および地域経済の活性化を目指しています。

　高知県の食料産業にかかわる産学官民の関係者が中核となり、ネットワークを形成することで、農業と食品産業との連
携強化や高知県産の農林水産物を活用した新商品開発、地域食材の高付加価値化およびブランド化などを支援します。
　専門分科会活動として、市場から見たものづくりや生鮮食品の栄養成分表示についてなど各種勉強会や専門家を講師
として招き、食品開発セミナーを開催しています。その他、支援事業の申請のお手伝いなどを行っていますので、お気軽に
ご相談ください。

高知県食料産業クラスター協議会
〒783-8502　高知県南国市物部乙200　高知大学物部キャンパス   土佐FBC人材創出事務室内
TEL：088-864-5158　　　FAX：088-864-5209

◆機関概要◆

◆支援内容◆

　食品需給研究センターは、食料および食品全般の調査研究を主な事業とする公益法人です。食品産業動態調査、
マーケティング、流通構造調査に加え、食品トレーサビリティの推進、「食料産業クラスター」の支援活動、産学官連携に
よる技術開発事業（競争的資金）のコーディネート業務、環境・バイオマス分野の調査などを行っています。

　農林水産省が進める食品産業と農業等との連携を踏まえた食を通した地域活性化の施策を推進する全国機関とし
て、農林水産省の他、関連の各省庁および関連団体等の情報連携を構築しています。
　みなさんの取り組みに対して、支援事業や有識者・実務者等を、広範な視点からご紹介が可能ですので、お気軽にご相
談ください。

社団法人食品需給研究センター
〒114-0024　東京都北区西ヶ原1-26-3　農業技術会館
TEL：03-5567-1991　FAX：03-5567-1960   URL：http://www.fmric.or.jp/

高知県庁
〒780-8570 高知県高知市丸ノ内1丁目2番20号　　　URL：http://www.pref.kochi.lg.jp/
◇産業振興推進部　計画推進課    TEL：088-823-9333　FAX：088-823-9255

◇産業振興推進部　地産地消・外商課
　TEL：●企画推進  088-823-9753　●マーケティング  088-823-9738　●地産地消  088-823-9741
　　　　●貿易振興  088-823-9752　●品目戦略  088-823-9739　●食品加工推進室  088-823-9704
　FAX：088-823-9262

◇商工労働部  工業振興課
　　　　TEL：●企画調整担当  088-823-9724 　●地場産業担当  088-823-9720
　　　　     　 ●戦略支援担当  088-823-9691　 ●海洋深層水推進室  088-823-9022
　　　　FAX：088-823-9261

◇農業振興部  産地づくり課
　　　　TEL：●産地づくり担当  088-821-4543　●まとまりづくり担当  088-821-4516
             　     ●集落営農担当  088-821-4807
　　　　FAX：088-873-5162

高知県地域戦略構想書策定ワーキングメンバー 

受田　浩之　 高知大学　副学長兼国際・地域連携センター長
　
西内　　豊　 高知県工業技術センター 所長

金谷　正文　 高知県 産業振興推進部 計画推進課 課長

中川　雅人　 高知県 商工労働部 工業振興課 課長

原　　　護　 高知県 農業振興部 産地づくり課 課長

浜口　忠信　 高知県食料産業クラスター協議会 事務局長

北添　英矩　 高知大学 国際・地域連携センター 特任教授

藤科　智海　 社団法人食品需給研究センター 調査研究部 研究員

志賀麻理子　 社団法人食品需給研究センター 調査研究部 研究員

乾　　京子   社団法人食品需給研究センター 客員研究員（中小企業診断士)

久塚　智明　　　株式会社FBTプランニング　代表取締役社長　

実施主体 : 社団法人 食品需給研究センター 
　　　　　〒114-0024　東京都北区西ヶ原 1-26-3　TEL 03-5567-1991　FAX 03-5567-1960
　　　　　事業実施統括担当：藤科 智海、志賀 麻理子　　高知地域担当：乾 京子 

窓口機関：高知大学　国際・地域連携センター 
　　　　　〒780-8073　高知県高知市朝倉本町 2-17-47　TEL：088-844-8555　FAX:088-844-8556
　　　　　担当：受田　浩之、北添　英矩

平成 22年度 農山漁村 6次産業化対策事業 技術促進対策事業
「高知県食料産業の未来を見据えた構想－商品開発・技術開発のポイント－」

　本書は広く、地域の食料産業に関わるみなさまにご利用いただくことを目的としていることから、
転載、複写・複製、電子媒体等への転用について、禁ずるものではありません。ただし転用する場合は、
下記の事業実施主体へ必ずご連絡ください。なお、技術開発・商品開発等のご相談については、本書
に記された研究機関や支援機関に直接ご連絡ください。

【オブザーバー】
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